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は じ め に 

 
ライフサイエンス分野における研究開発プログラムは、平成１３年度から「がん・心疾患等対応

高度医療機器プログラム」立ち上がり、平成１４年度には「健康寿命延伸のための医療福祉機器高

度化プログラム」と「健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プログラム」に引き継

がれた。平成１６年度には「健康安心プログラム」に一本化され、平成２０年度には「健康安心イ

ノベーションプログラム」へと変遷、再編されながら現在に至っている。 

今回の調査は、追跡調査として「平成１７年度までに終了した健康安心イノベーションプログラ

ムに関する２１件の研究開発プロジェクトの研究開発活動や研究開発成果を対象に、現在に至るま

での関連技術等の進歩や発展、さらには産業、社会に及ぼした効果を調査し、健康安心イノベーシ

ョンプログラムに関する研究開発の成果及び効果等について調査・分析を行った。  

本書は、これらの追跡調査の結果をとりまとめたものである。  

なお、本調査の遂行にあたっては、ヒアリング調査を行い、様々な情報の提供を頂いた。ご協力を

頂いた関係者各位には、厚く御礼を申し上げたい。 
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１．調査の概要 

 
 
１．１ 調査の背景及び目的 

 

 経済産業省では、経済産業省技術評価指針に基づき、終了して数年経過した技術に関す

る事業や類似の目的の研究開発プロジェクトをまとめた特定の研究分野の技術に関する施

策を対象に追跡評価を実施している。追跡評価は、技術に関する事業や特定の研究分野で

の技術に関する施策での研究開発活動や研究開発成果が産業・社会に与えたインパクトに

ついて事前に行った調査結果を基に現在の視点から総合的に評価を行うものである。これ

は、研究開発プロジェクトに対する国民への説明責任を果たす観、並びに今後実施される

研究開発プロジェクトにおける戦略的なテーマ設定等のプロジェクトフォーメーション、

予算、運営方法、フォローアップ体制等の検討において参考情報を提供する観点から極め

て重要である。 
本調査では、平成１７年度までに実施され終了した健康安心イノベーションプログラム

に属する２１件の研究開発プロジェクトを対象として、研究開発の効率的かつ効果的な追

跡評価を行うため、各プロジェクト終了後から現在に至るまでの研究開発活動や研究開発

成果が関連技術等の進歩や発展、さらには産業、社会に及ぼした効果等について情報の収

集、分析を行った。 
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１．２ 調査の内容 

 
 本調査では、「経済産業省技術評価指針に基づく標準的評価項目・評価基準」（平成２１

年３月３１日改訂）に基づき、今回、健康安心イノベーションプログラムの評価に、より適

応させる目的から調整を行った。（施策評価関係）では「１．施策(健康安心イノベーション

プログラム)の目的・政策的位置付けの妥当性」及び「２．施策(健康安心イノベーションプ

ログラム)の構造及び目的実現見通しの妥当性」の視点から、また、（事業評価関係）では「Ⅰ．

波及効果に関する評価」、「Ⅱ．現在の視点からの個々の研究開発プロジェクトの評価」の

視点から、本プロジェクトの追跡評価に必要となる情報の収集・分析等を行った。以下にそ

の評価項目・評価基準（追跡評価）を示す。 
 
 

評価項目・評価基準（追跡評価） 
 
（施策評価関係） 
１．施策（健康安心イノベーションプログラム）の目的・政策的位置付けの妥当性 
（１）施策（健康安心イノベーションプログラム）の目的の妥当性 
・健康安心イノベーションプログラム及び健康安心イノベーションプログラムにおいて実

施された研究開発の目的が波及効果、時期、主体等を含め、具体化されていたか。 
・それぞれの健康安心イノベーションプログラムの研究開発プロジェクトにおいて、又は

後継プロジェクトへの移行時において、技術的課題は適切に取捨選択・整理され、目的

に至る具体的目標は立てられていたか。 
・健康安心イノベーションプログラム及び健康安心イノベーションプログラムにおいて実

施された研究開発プロジェクトの目的は、社会的ニーズに適合し、出口（事業化）を見

据えた内容になっていたか。また、研究開発プロジェクトの目的は、時代の進行ととも

に、より具体的な内容が設定されるよう見直されてきたか。 
（２）施策（健康安心イノベーションプログラム）の政策的位置付けの妥当性 
・施策（健康安心イノベーションプログラム）の政策的位置意義（上位の政策との関連付

け、類似施策との関係等）は高かったか。また、時代の進行とともに施策の目的が修正

されてきた場合には、引き続き施策の目的の政策的妥当性は高かったか。 
・国際的な健康安心分野の研究開発の動向に適合していたか。 

（３）国の施策で行われるべき研究開発としての妥当性はあったか。国の関与が必要とされ

る施策であったか。 
・国として取り組む必要のある施策であったか。当省の関与が必要とされる施策であった

か。 
・必要に応じ、省庁間連携は組まれてきたか。 

 
２．施策（健康安心イノベーションプログラム）の構造及び目的実現見通しの妥当性 
（１）現時点までに得られた成果は妥当か。 
・健康安心イノベーションプログラムにおいて現在実施されている研究開発は、過去の研
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究開発成果を適切に活用しているか。 
・過去に終了した研究開発プロジェクトで実用化に至らなかったプロジェクトであっても

適切な波及効果が得られているか。 
（２）施策（健康安心イノベーションプログラム）の目的を実現するために研究開発プロジ

ェクトを含む技術に関する事業が適切に配置されてきたか。それぞれの事業間での連

携は適切に取られてきたか。 
（３）個々の研究開発プロジェクト終了後のフォローアップの状況 
・個々の研究開発プロジェクトの成果の実用化や普及に対して、プロジェクト終了後のフ

ォローアップ体制は適切であったか。 
・後継のプロジェクトに引き継ぐ際には、適切な引き渡しが行われていたか。 
・個々の研究開発プロジェクトの成果の実用化や研究開発基盤の構築等によって、その後

の産業戦略、技術戦略等への影響があったか。 
 
３．総合評価 
 
 
（事業評価関係） 
Ⅰ．波及効果に関する評価 
Ⅰ－１．技術波及効果 
（１）実用化への進展度合 
・個々の研究開発プロジェクトの直接的及び間接的な成果は、製品やサービスの実用化に

どのように寄与したか、あるいは寄与する可能性があるか。特許取得やその利用の状況、

市場環境の変化、競合技術の台頭等を踏まえて評価する。 
①個々の研究開発プロジェクト終了後に実用化した製品やサービスは数多くあった

か。 
②個々の研究開発プロジェクトの成果から今後実用化が期待される製品やサービス

はあるか。 
③多額の実施料収入を生み出す等、インパクトのある技術が得られたか。 
④外国での特許取得が行われたか。 
⑤基本特許を生み出したか。 

  
（２）個々の研究開発プロジェクト成果からの技術的な広がり具合 
・個々の研究開発プロジェクトの成果により直接的に生み出された技術は、関連技術分野

に技術面でのインパクトを与えたか。派生技術には、個々の研究開発プロジェクト実施

当時に想定されていたもの、想定されていなかったものを含めてどのようなものがあり、

それらはどのように利用されているかを踏まえて評価する。 
①数多くの派生技術を生み出したか。 
②派生技術は多くの種類の技術分野にわたっているか。（当該技術分野、他の各種技

術分野） 
③直接的に生み出された技術又は派生技術を利用した研究主体は数多くあるか。 
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④直接的に生み出された技術又は派生技術を利用する研究主体は産業界や学会に広

がりを持っているか。（参加企業、大学等、不参加の同業種の企業、その他産業等） 
⑤参加企業等が自ら実施する研究開発の促進効果や期間短縮効果はあったか。 

 
（３）国際競争力への影響 
・直接的に生み出された技術の成果技術や派生技術により、国際競争力はどのように強化

されたか。 
①我が国における当該分野の技術レベルは向上したか。 
②外国と技術的な取引が行われ、それが利益を生み出しているか。 
③個々の研究開発プロジェクトの技術分野に関連した外国での特許取得は積極的に

なされているか。 
④国際標準の決定に対し、個々の研究開発プロジェクトはメリットをもたらしたか。 
⑤国際標準等の協議において、我が国がリーダーシップをとれるようになったか。 
⑥外国企業との主導的な技術提携は行われたか。 
⑦個々の研究開発プロジェクトが外国の技術政策に影響を与え、その結果技術交流が

促進されたり、当該分野で我が国がイニシアチブをとれるようになったか。 
 
Ⅰ－２．研究開発力向上効果 
（１）知的ストックの蓄積度合 
・特許や、研究者のノウハウ・センス・知識等の研究成果を生み出す源となる知的ストッ

クはどのような役割を果たしたか。それらは個々の研究開発プロジェクト終了後も継承

され、次の研究の芽になる等、今後の影響を持ち得ることができるか。 
①当該分野における研究開発は続いているか。 
②個々の研究開発プロジェクトの終了後にも、プロジェクトに参加した研究者が派生

技術の研究を行っているか。 
③個々の研究開発プロジェクトの終了時から現在までの間に、知的ストックが将来的

に注目するべき新たな成果（画期的な新製品・新サービス等）を生み出す可能性は

高まっているか。 
 
（２）研究開発組織の改善・技術戦略への影響 
・個々の研究開発プロジェクトは、研究開発組織の強化・改善に対してどのように役立っ

たか。あるいは、実施企業の技術戦略に影響を与えたか。 
①企業を超える研究開発のインフラとして、学会、フォーラム、研究者間交流等の公

式・非公式の研究交流基盤は整備され、活用されているか。 
②企業間の共同研究の推進等、協力関係、良好な競争的関係が構築されたか。 
③顧客やビジネスパートナーとの関係の変化が、経済性を向上させたか。 
④技術の管理組織を再編成する契機となったか。 
⑤研究開発部門の再構成等、社内の組織改編は積極的に行われたか。 
⑥研究開発の予算規模が増減する契機となったか。 
⑦プロパテント等の特許戦略に対する意識が高くなったか。 
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⑧知的ストックは、企業の技術戦略にどのような影響を与えたか。 
 
（３）人材への影響 
・個々の研究開発プロジェクトは、研究者の効率的・効果的配置や能力の向上にどのよう

に寄与したか。 
①国内外において第一人者と評価される研究者が生まれたか。 
②論文発表、博士号取得は活発に行われたか。 
③プロジェクト従事者の企業内での価値は高まったか。 
④研究者の能力向上に結び付くような研究者間の人的交流が行われたか。 
⑤関連分野の研究者増員が行われたか。 
⑥国内外から高く評価される研究機関となったか。 

 
Ⅰ－３．経済効果 
（１）市場創出への寄与 
・新しい市場を創造したか。また、その市場の拡大に寄与したか。 

 
（２）経済的インパクト 
・生産波及、付加価値創出、雇用創出への影響は大きかったか。 

①直接的に生み出された技術や派生技術の実用化により、製品の売り上げと利益は増

進したか。 
②直接的に生み出された技術や派生技術の実用化により、雇用促進は積極的に図られ

たか。 
 
（３）産業構造転換・活性化の促進 
・個々の研究開発プロジェクトが産業構造の転換や活性化（市場の拡大や雇用の増加等）

にどのような役割を果たしたか。 
①個々の研究開発プロジェクトが、各関連産業における市場の拡大や雇用の増加等に

寄与したか。 
②個々の研究開発プロジェクトが新たな産業の勃興や、既存市場への新規参入、ある

いは既存市場からの撤退等をもたらしたか。また、それらが市場全体における雇用

に影響したか。 
③個々の研究開発プロジェクトが生産業務の改善や更新に結びついたことにより生

産性・経済性は向上したか。 
 
Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果 
・個々の研究開発プロジェクトによって新たな製品・サービスが実用化されたこと、プロ

ジェクトの成果の応用による生産性の向上や顕著なコストダウン、デファクトを含めた

規格化を促進したこと等の事例がある場合、それらは、例えば下記に挙げる項目にそれ

ぞれどのような影響をもたらしたか。 
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（１）エネルギー問題への影響 
・エネルギー問題の解決に寄与した効果としてどのようなものが考えられるか。 

 
（２）環境問題への影響 
・環境問題の解決に寄与した効果としてどのようなものが考えられるか。 

 
（３）情報化社会の推進 
 ・情報化社会の推進に寄与した効果としてどのようなものが考えられるか。 
 
（４）安全、安心、生活の質 
 ・国民生活の安全、安心、生活の質の向上に寄与した効果としてどのようなものが考えら

れるか。 
   ①国民生活の利便性を向上させた事例が存在するか。 
   ②国民生活の安全性の向上に寄与したか。 
   ③個々の研究開発プロジェクトの成果は、身障者や高齢者の多様な生活を可能にした

か。また、個の自立を支援するものであるか。 
 
Ⅱ．現在の視点からの個々の研究開発プロジェクトの評価 
  個々の研究開発プロジェクトの概要及びⅠ．に示した効果から総合的に評価する。 
 
Ⅱ－１．国家プロジェクトとしての妥当性 
・国のプロジェクトとしてどのような効果があったか。 
・現在（追跡評価時点）から見て、国が関与する必要性があったか。また、関与の方法

や程度は妥当であったか 
①多額の研究開発費、長期にわたる研究開発期間、高い技術的難度等から、民間企

業のみでは十分な研究開発が実施されない場合。 
②環境問題への先進的対応等、民間企業には市場原理に基づく研究開発実施インセ

ンティブが期待できない場合。 
③標準の策定、データベース整備等のうち社会的性格が強いもの（知的基盤）の形

成に資する研究開発の場合。 
④国の関与による異分野連携、産学官連携等の実現によって、研究開発活動に新た

な付加価値をもたらすことが見込まれる場合。 
⑤その他国が主体的役割を果たすべき特段の理由がある場合。 

 
Ⅱ－２．目標設定 
・当時の技術動向、市場動向、社会環境、政策目的等から見て、目標設定の方向性とその

レベルは妥当であったか。 
 
Ⅱ－３．プロジェクト実施方法 
・個々の研究開発プロジェクトの計画策定、スキーム（予算制度）、実施体制、運営方法
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等の実施方法が現在の視点から見て妥当であったか。 
施策（健康安心イノベーションプログラム）の目的・政策的位置付けの妥当性 
Ⅱ－４．Ⅱ－１～Ⅱ－３の評価結果を踏まえ、プロジェクト終了時の事後評価の妥当性 
・事後評価で行われた評価結果は、追跡評価の時点から見て妥当であるか。 
（現在の事後評価項目の例示） 
目的・意義の妥当性、目標の妥当性、計画内容の妥当性、国のプロジェクトである

ことの妥当性、研究開発体制・運営の妥当性、研究開発成果の計画と比較した達成度、

実用化の見通し（成果普及、広報体制、波及効果）、総合評価、今後の提言 
・今後の最終評価において改善すべき評価方法、考慮すべき要因等を提案。 
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１．３ 調査の方法 

 

（1） プロジェクト参加者等へのヒアリング調査、アンケート調査による現状把握 

   本調査では、プロジェクト参加者や関連分野の有識者へのヒアリング調査及びアンケ

ート調査および公開資料の調査により、追跡評価に必要な情報の収集と現状把握を行っ

た。実用化が進んでいる対象をインターネット等で調べ、ヒアリング調査のお願いを送

付した。結果として 24 件のヒアリング調査を行った。また、研究開発プロジェクト成果

がアウトカムに繋がりつつあると思われる対象について、アンケート調査を送付し、13
件の回答があった。 

  表1.1にヒアリング調査、アンケート調査で対応したプロジェクトとの関連を示す。 
 
 
（2） 追跡評価に必要な情報の詳細な整理と分析 

   本調査では、プロジェクト参加者等へのヒアリング調査、アンケート調査結果をもと

に「標準的評価項目・評価基準（追跡評価）」の項目に従って、追跡評価に必要な情報

の詳細を項目別に整理・分析した。 
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NO プロジェクト名 テーマ サブテーマ ヒアリング対応 アンケート対応

1) 遺伝子発現解析技術による大腸がんスクリー
ニング検査

実施者(企業)

2) 生物発光技術による心疾患を対象とした遺伝
子診断

実施者（企業）

2 心疾患治療システム機器の開発 (3) インテリジェント薬剤投与システムの開発 実施者（企業）

① 超音波利用循環器系疾患
診断システム

①(イ) 血管壁組織性状診断・治療システム 実施者（企業）

③(ｲ）共焦点レーザ顕微鏡1-2) 共焦点レーザ顕
微鏡

実施者（企業）

③（ニ）医用化合物スクリーニング支援システム 実施者（企業）

5 高齢者等社会参加支援システム開発
① 身体機能リハビリ支援ｼｽﾃﾑ2) 下肢機能回
復支援ｼｽﾃﾑ

実施者（企業）

② 診断・計測 ②5) リアルタイム4Dイメージングシステム 実施者（企業）

③1) 心筋梗塞の次世代型心肺補助ｼｽﾃﾑの開
発・実用化

実施者（国立研究
ｾﾝﾀｰ）

③2) ｢がん｣摘出用顕微鏡・内視鏡手術ｼｽﾃﾑ 実施者（企業）

1) 玄関アプローチの融雪バリアフリーシステム
実施者（財団法

人）

2) 空気循環型消臭機能付きマットの開発
実施者（県技術ｾﾝ

ﾀｰ）

3) 義肢ソケット製作システムの開発
実施者（県技術ｾﾝ

ﾀｰ）

4) 福祉住宅用省エネルギー窓・出入口部材の
開発

実施者（企業）

7) 省エネルギー型電動車いすの開発
実施者（県技術ｾﾝ

ﾀｰ）

10) 電力管理機能を持つ次世代環境制御装置
の開発

実施者（企業）

③高次生体情報の画像化に
よる診断・治療システム

1) 高次生体情報の画像化技術の研究 実施者（企業）

⑤光干渉利用高機能断層画
像測定システム

(1) 臨床診断にむけたOCT(近赤外線）システム
の研究

実施者（企業）

1) 多因子疾患関連遺伝子の多様性解析
実施者（財団法

人）

1-2) 遺伝子ﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ糖尿病 実施者（企業）

1-4) アルゴリズム開発 実施者（企業）

2) がん関連遺伝子の多様性解析 2-3) 情報解
析

実施者（財団法
人）

12 糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー構築 1) 糖鎖合成関連遺伝子の網羅的クローニング
実施者（研究組

合）

①スプライシング・バリアントの取得技術の開発
（ＳＶ）

実施者（大学）

②タンパク質の大量発現技術の開発
③タンパク質の発現頻度解析技術の開発

実施者（社団法
人）

1) 糖タンパク質構造解析技術の開発
実施者（研究組

合）

1-2) 質量分析技術開発 実施者（企業）

1-3) 糖鎖ﾌﾟﾛﾌｧｲﾘﾝｸﾞ技術開発
実施者（企業）

1-4)生体分子計測・解析・加工装置の開発 実施者（企業）

1-9) ECA チップを用いた遺伝子診断機器の自
動化

実施者（企業）

1-2) POCTﾏﾙﾁﾊﾞｲｵｾﾝｻの研究開発 実施者（企業）

2-1) 1分子DNA解析ｼｽﾃﾑの研究開発 実施者（企業）

18
ナノ微粒子利用スクリーニングプロ
ジェクト

1-1) 高機能・高性能微粒子の開発研究 実施者（企業）

19
タンパク質相互作用解析ナノバイオ
チッププロジェクト

1-3) ウイルス素子技術開発 実施者（企業）

20
ナノカプセル型人工酸素運搬体製造
プロジェクト

1)ﾅﾉｶﾌﾟｾﾙ型人工酸素運搬体の製造技術の開
発

実施者（企業）

1) ヒト循環器系細胞の分化誘導・培養技術と装
置の開発

実施者（企業）

2) ヒト細胞の分化・培養技術の細胞分離・診断ｼ
ｽﾃﾑ

実施者（財団法
人）

計 24箇所 13箇所

③ 治療・再生・生体機能代替

早期診断・短期回復のための高度診
断・治療システムの開発

4

③精密診断・標的治療システ
ム

1
臨床用遺伝子診断システム機器の開
発

健康寿命延伸に資する医療福祉機器
開発のための基礎研究

8

エネルギー使用合理化在宅福祉機器
システム開発補助事業

7

医療機器・生活支援機器等の実用化
開発

6

15
糖鎖エンジニアリングプロジェクト（糖
鎖構造解析技術開発）

タンパク質機能解析・活用プロジェクト14

遺伝子多様性モデル解析技術開発11

微細加工技術利用細胞組織製造プロ
ジェクト

21

先進ナノバイオデバイスプロジェクト17

16 バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト

表 1.1 調査対象について 
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２． 追跡調査の結果 
 

２．１ プログラムの概要 

 
図 2.1.1 には、全体の研究開発プログラムの変遷を示す。ライフサイエンス分野における

研究開発プログラムは、平成１３年度（2001）から「がん・心疾患等対応高度医療機器プ

ログラム」が立ち上がり、平成１４年度（2002）には「健康寿命延伸のための医療福祉機

器高度化プログラム」と「健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プログラ

ム」に引き継がれた。平成 16 年度（2004）には「健康安心プログラム」に一本化され、平

成２０年度（2008）には「健康安心イノベーションプログラム」へと変遷、再編されなが

ら現在に至っている。 
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◆ライフサイエンス分野 ◆ライフサイエンス分野 ◆ライフサイエンス分野 ◆ライフサイエンス分野
・がん・心疾患等対応高度 ・健康寿命延伸のための医療 ・健康寿命延伸のための医療 ・健康安心プログラム
　医療機器プログラム 　福祉機器高度化プログラム 　福祉機器高度化プログラム
・生物機能活用型循環産業 ・生物機能活用型循環産業 ・生物機能活用型循環産業 ・生物機能活用型循環産業
　システム創造プログラム 　システム創造プログラム 　システム創造プログラム 　システム創造プログラム

・健康維持・増進のための ・健康維持・増進のための
　バイオテクノロジー基盤 バイオテクノロジー基盤
　研究プログラム 　研究プログラム

◆情報通信分野 ◆情報通信分野 ◆情報通信分野 ◆情報通信分野
・次世代半導体デバイス等 ・次世代半導体デバイスプロ
　基盤技術プログラム 　セス等基盤技術プログラム ・高度情報通信機器・デバ

・情報通信基盤高度化プロ ・情報通信基盤高度化プロ ・情報通信基盤高度化プロ 　イス基盤プログラム
　グラム 　グラム 　グラム

・次世代ディスプレイ技術
　開発プログラム
・情報通信基盤ソフトウエア ・情報通信基盤ソフトウエア
　開発推進プログラム 　開発推進プログラム

・新製造技術プログラム ・新製造技術プログラム ・新製造技術プログラム
・21世紀ロボットチャレンジ ・21世紀ロボットチャレンジ ・21世紀ロボットチャレンジ
　プログラム 　プログラム 　プログラム

・宇宙産業高度化基盤技術 ・宇宙産業高度化基盤技術
　プログラム 　プログラム

◆環境分野 ◆環境分野 ◆環境分野 ◆環境分野
・革新的温暖化対策技術 ・革新的温暖化対策技術 ・地球温暖化防止新技術
　プログラム 　プログラム 　プログラム
・エネルギー環境二酸化炭 ・エネルギー環境二酸化炭
　素固定化・有効利用プロ 　素固定化・有効利用プロ
　グラム 　グラム
・3Ｒプログラム ・3Rプログラム ・3Rプログラム

・化学物質総合評価管理 ・化学物質総合評価管理 ・化学物質総合評価管理 ・化学物質総合評価管理
　プログラム 　プログラム 　プログラム 　プログラム

・固体高分子形燃料電池／ ・固体高分子形燃料電池／ ・固体高分子形燃料電池／
　水素エネルギー利用プロ 　水素エネルギー利用プロ 　水素エネルギー利用プロ
　グラム 　グラム 　グラム
・次世代低公害車技術開発 ・次世代低公害車技術開発 ・次世代低公害車技術開発
　プログラム 　プログラム 　プログラム

・民間航空機基盤技術プロ ・民間航空機基盤技術プロ
　グラム 　グラム

◆ナノテク・材料分野 ◆ナノテク・材料分野 ◆ナノテク・材料分野 ◆ナノテク・材料分野
・ナノテクノロジープログラム ・ナノテクノロジープログラム ・ナノテクノロジープログラム ・ナノテクノロジープログラム

・革新的部材産業創出プロ ・革新的部材産業創出プロ ・革新的部材産業創出プロ
　グラム 　グラム 　グラム

◆ライフサイエンス分野 ◆ライフサイエンス分野 ◆ライフサイエンス分野 ○健康安心イノベーション
・健康安心プログラム ・健康安心プログラム ・健康安心プログラム 　プログラム
・生物機能活用型循環産業 ・生物機能活用型循環産業 ・生物機能活用型循環産業
　システム創造プログラム 　システム創造プログラム 　システム創造プログラム
◆情報通信分野 ◆情報通信分野 ◆情報通信分野 ○ ITイノベーションプログ
・高度情報通信機器・デバ ・高度情報通信機器・デバ ・高度情報通信機器・デバ 　ラム
　イス基盤プログラム 　イス基盤プログラム 　イス基盤プログラム
・情報通信基盤ソフトウエア ・情報通信基盤ソフトウエア ・情報通信基盤ソフトウエア
　開発推進プログラム 　開発推進プログラム 　開発推進プログラム
・新製造技術プログラム ・新製造技術プログラム ・新製造技術プログラム ○ロボット・新機械イノ
・21世紀ロボットチャレンジ ・21世紀ロボットチャレンジ ・21世紀ロボットチャレンジ 　ベーションプログラム
　プログラム 　プログラム 　プログラム
・宇宙産業高度化基盤技術 ・宇宙産業高度化基盤技術 ・宇宙産業高度化基盤技術
　プログラム 　プログラム 　プログラム
◆環境分野 ◆環境分野 ◆環境分野 ○環境安心イノベーション
・地球温暖化防止新技術 ・地球温暖化防止新技術 ・地球温暖化防止新技術 　プログラム
　プログラム 　プログラム 　プログラム
・3Rプログラム ・3Rプログラム ・3Rプログラム
・化学物質総合評価管理 ・化学物質総合評価管理 ・化学物質総合評価管理 ○航空機・宇宙産業イノ
　プログラム 　プログラム 　プログラム 　ベーションプログラム
・次世代低公害車技術開発
　プログラム
・民間航空機基盤技術プロ ・民間航空機基盤技術プロ ・民間航空機基盤技術プロ
　グラム 　グラム 　グラム
◆ナノテク・材料分野 ◆ナノテク・材料分野 ◆ナノテク・材料分野 ○ナノテク・部材イノベー
・ナノテクノロジープログラム ・ナノテクノロジープログラム ・ナノテクノロジープログラム 　ションプログラム
・革新的部材産業創出プロ ・革新的部材産業創出プロ ・革新的部材産業創出プロ
　グラム 　グラム 　グラム
◆エネルギー分野 ◆エネルギー分野 ◆エネルギー分野 ○エネルギーイノベーション
・新エネルギー技術開発 ・新エネルギー技術開発 ・新エネルギー技術開発 　プログラム
　プログラム 　プログラム 　プログラム
・原子力技術開発プログラム ・原子力技術開発プログラム ・原子力技術開発プログラム
・電力技術開発プログラム ・電力技術開発プログラム ・電力技術開発プログラム
・燃料技術開発プログラム ・燃料技術開発プログラム ・燃料技術開発プログラム
・省エネルギー技術開発 ・省エネルギー技術開発 ・省エネルギー技術開発
　プログラム 　プログラム 　プログラム

平成14年度
（15ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

平成13年度
（5ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

平成15年度
（19ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

平成16年度
（15ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

平成20年度
（7 ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

平成17年度
（19ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

平成18年度
（18ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

平成19年度
（18ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図 2.1.1 研究開発プログラムの変遷 
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本事業において、対象とする平成１７年度までに実施され終了した健康安心イノベーシ

ョンプログラムに関する研究開発プロジェクトは２１件である。 図 2.1.2 には対象とする

２１件の研究開発プロジェクトを分野、効果で分類して記す。 
プロジェクト番号 1 から 3 までは、平成１３年から始まった「がん・心疾患等対応高度

医療機器プログラム」として進められ、プロジェクト番号 4 から 8 までは、平成１４年か

ら始まった「健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化プログラム」に位置付けされてい

る。1 から 8 までは、『医療機器の開発・福祉機器の開発』の分野であり、それらの機器の

高度化により、「健康寿命の延伸」が図られる。 
プロジェクト番号 9 から 15 までは『生体分子機能構造解析技術開発』の分野であり、9、

10、14、15 はフォーカス 21 プロジェクト1である。プロジェクト番号 16 から 21 までは『Ｉ

Ｔ／ナノテクノロジーとの融合』の視点からの研究開発プロジェクトであり、全てがフォ

ーカス 21 プロジェクトとなった。これらプロジェクト番号 9 から 15 までは、「テーラーメ

イド医療の実現･新薬開発の着手・新産業の創出」が効果となる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
1 フォーカス２１プロジェクト＜基本的考え方＞ 
経済活性化につながる実用化研究開発に重点化。以下の４条件に適合するプロジェクトを

経済活性化のための研究開発プロジェクトとし実施している。 
① 技術的革新性により競争力を強化できること。 
② 研究開発成果を新たな製品・サービスに結びつける目途があること。 
③ 比較的短時間で新たな市場が想定され、大きな成長と経済波及効果が期待できること。 
④ 産業界も資金等の負担を行うことにより、市場化に向けた産業界の具体的な取り組みが

示されていること。 
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1998
H10

1999
H11

2000
H12

2001
H13

2002
H14

2003
H15

2004
H16

2005
H17

2006
H18

2007
H19

1.臨床用遺伝子診断システム機器の開発

2.心疾患治療システム機器の開発

3.がん・心疾患等に対応した医療機器の
  応用・実用化開発

健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化

プログラム 　　　　健康安心プログラム

4.早期診断・短期回復のための高度診断・
  治療システムの開発

5.高齢者等社会参加支援のための
　システム開発

6.国民の健康寿命延伸に資する医療機器・
　生活支援機器等の実用化開発

7.エネルギー使用合理化在宅福祉機器
　システム開発補助事業

8.健康寿命延伸に資する医療福祉機器
　開発のための基礎研究

健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤

研究プログラム 　　　　健康安心プログラム

9.タンパク質機能解析技術開発

10.タンパク質発現・相互作用解析技術
　  開発

11.遺伝子多様性モデル解析技術開発

12.糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー構築

13.バイオインフォマティクス知的基盤整備

14.タンパク質機能解析・活用プロジェクト

15.糖鎖エンジニアリングプロジェクト

16.バイオ・IT 融合機器開発プロジェクト

17.先進ナノバイオデバイスプロジェクト

18.ナノ微粒子利用スクリーニングプロ
　　ジェクト

19.タンパク質相互作用解析ナノバイオ
　　チッププロジェクト

20.ナノカプセル型人工酸素運搬体製造
　 プロジェクト

21.微細加工技術利用細胞組織製造
　 プロジェクト

がん・心疾患等対応高度医療機器プログラム

健
康
寿
命
の
延
伸

↑

医
療
機
器
の
開
発
・
福
祉
機
器
の
開
発

テ
ー
ラ
ー
メ
イ
ド
医
療
の
実
現
･
新
薬
開
発
の
着
手
・
新
産
業
の
創
出

↑

生
体
分
子
機
能
構
造
解
析
技
術
開
発
・
Ｉ
Ｔ
／
Ｎ
Ｔ
と
融
合

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.2 対象となる研究開発プロジェクトの体系 
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対象となる研究開発プロジェクトが位置付けられた上位の研究開発プログラムの施策目

的、施策目標を表 2.1.1 に示す。 
日本人の二大死因であるがん、心疾患及び高齢者の主要な疾患（認知症、ガン、糖尿病、

高血圧、気管支喘息等）への対応により、今後、世界に類を見ない少子高齢社会を迎える

我が国において、国民が健康で安心して暮らせる社会の実現を目指している。 
そのためには 
★リスクの早期発見や適切な治療のための機器等の開発 

 ★個人の体質に合わせたテーラメイド医療と疾病の予防医療の実施や画期的な新薬の創

出を図るため、遺伝子やタンパク質や糖鎖等の生体分子の機能・構造解析等を行い、

その配列情報から生産されるタンパク質等の生命の維持や疾病に関係する生体分子の

機能や構造について、より理解を深めること 
★それら研究を強力に推進するためのバイオツールやバイオインフォマティクスの開発。  
★成果を高度に活用するためのデータベース整備  
★先端技術を応用した高度医療機器開発  

等が進められてきた。 
表 2.1.1 の中の目的において、調査の際に注目する項目と考えているところを色文字にし

た。 
 
研究開発プログラムの施策目的、施策目標に立脚して、研究開発プロジェクトが設定さ

れる。表 2.1.1 に示したプログラムを構成する研究開発プロジェクトを表 2.1.2 に示す。こ

の中で、黄色に塗りつぶし、番号のついたプロジェクトが今回の調査対象である。 
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がん・心疾患等対応高度医療機器プログラム

（平成13年度（2001FY)）

健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤
研究プログラム
（平成14-15年度（2002-2003FY))

健康安心プログラム

（平成16-19年度（（2004-2007FY))

健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化
プログラム
（平成14-15年度（（2002-2003FY))

（出典：METI 「事前評価書」平成13年3月31日 施策・制度名「がん・心疾患等対応高度医療機器プログラム」）
（出典：METI 「健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プログラムに関する政策評価（事後評価）結果」 平成17年3月）
（出典：METI 「健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化プログラム基本計画」平成14年2月28日）
（出典：NEDO 第9回研究評価委員会 資料8-2「国民の健康寿命延伸に資する医療機器等の実用化開発補助事業」中間評価報告書（案）概要（平成18年3月）
　　　　 の中の上位施策（健康安心プログラム）の概要）

１．施策の目的

日本人の二大死因であるがん、心疾患等への対応

については、その重要性にもかかわらず、リスクの

早期発見や適切な治療のための機器等の開発が

限られたものにとどまっている。

そこで、臨床側と企業側の連携を図りつつ、臨床用

遺伝子診断システム機器、心疾患治療システム機

器等の開発を推進する。

２．施策の目標

がんの治癒率の改善、心疾患等の死亡率の逓減に

資する病態の的確な診断とそれに基づく最適治療

を実現するため、臨床用遺伝子診断システム機器

及び心疾患治療システム機器等の開発を行う。

１．施策の目的

今後急速な高齢化を迎える我が国において、高齢者が

健康で安心して暮らせるようにすることが求められている。

このためには、個人の体質に合わせたテーラーメイド医

療による効果的・効率的な医療の実現や、疾病の予防医

療の実現、画期的な新薬の創出を図ることが求められて

いる。

これらを実現するためには、その配列情報から生産され

るタンパク質等の生命の維持や疾病に関係する生体分

子の機能や構造について、より理解を進めることが不可

欠である。

このため、本施策では、遺伝子やタンパク質などの生体

分子のそれらに関連する機器開発、その成果を高度に

活用するための情報基盤整備等を行うことにより、テー

ラーメイド医療・予防医療の実現や画期的な新薬の開発

を目指し、健康維持・増進に係る新しい産業の創出につ

なげる。

一方、こうした研究開発プロジェクトと平行して、ゲノム研

究等の実施やその産業化にともなう安全性及び法的・社

会的・倫理的問題について研究等を行い、その成果を必

要な措置に活用することにより、安全面・倫理面での適

切な対応を図る。

２．施策の目標

2004年度を目標に、痴呆、ガン、糖尿病、高血圧等の高

齢者の主要な疾患の遺伝子解明に基づくテーラーメイド

医療の実現、画期的な新薬開発への着手に寄与すると

ともに、バイオテクノロジーの応用によって幅広い分野に

おける新しい産業の創出につなげる。

さらに、2006年度を目標に、バイオツール、バイオイン

フォマティクス等の分野において研究成果の実用化を図

り、我が国の医療・健康に係る産業の競争力向上につな

げる。

１．施策の目的

高齢社会における安心・安全で質の高い生活を実現す

るとともに、高齢者等の要介護期間を低減し、国民の健

康寿命の延伸に資するため、高度医療機器や高齢者等

の健康で積極的な社会参加を支援する機器等を開発す

る。また、重点的な研究投資や研究開発のための環境

整備を行うことで医療福祉機器産業の国際競争力強化

を図る。

２．施策の目標

2010年までに高齢者に多い疾病の早期発見、治療技術

の高度化、社会参加支援機器の開発等により、高齢社

会における安心・安全で質の高い生活を実現するととも

に、高齢者等の要介護期間を短縮し、男女平均 74.5才
（2000年WHO発表）である国民の「健康寿命」を「平均寿

命」により近づける「健康寿命の延伸」を実現する。

また、医療福祉機器産業の国際競争力強化を実現する

ため、我が国の医療福祉機器技術の水準を世界最高レ

ベルにまで向上させる。

1．施策の目的

今後急速な少子高齢社会を迎える我が国において、国民

が健康で安心して暮らせる社会を実現するためには、個

人の体質に合わせたテイラーメイド医療による効果的・効

率的な医療の実現や、疾病の予防医療の実現、画期的

な新薬の創出、福祉の高度化等を図ることが求められて

いる。

これらを実現するためには、生命の維持や疾病に関係す

る生体分子の機能や構造について、より理解を進めるこ

とや、高度な医療福祉機器等の開発不可欠である。

このため、本施策では、遺伝子やタンパク質などの生体

分子の機能・構造解析、それら研究を強力に推進するた

めのバイオツール、バイオインフォマティクス開発、成果

を高度に活用するためのデータベース整備等を行うこと

により、テイラーメイド医療・予防医療・再生医療の実現や

画期的な新薬の開発、健康維持・増進に係る新しい産業

の創出につなげ、バイオテクノロジー戦略大綱において、

2010年において期待しうる効果の例として掲げられている

がん患者の5年生存率（治癒率）の改善等に寄与する。さ

らに高度医療機器や福祉機器等の開発・実用化を目指し、

高齢者等の要介護期間を短縮し、現在男女平均 73.8才
である国民の「健康寿命」を「平均寿命」（80.9才）により近

づける「健康寿命の延伸」を実現する。

一方、こうした研究開発プロジェクトと平行して、ゲノム研

究等の実施やその産業化にともなう安全性及び法的・社

会的・倫理的問題について研究等を行い、その成果を必

要な措置に活用することにより、安全面・倫理面での適切

な対応を図る。

２．施策の目標

健康で安心して暮らせる社会を実現するため、高度医療

機器や高齢者等の健康で積極的な社会参加を支援する

機器等の開発、疾患関連遺伝子やタンパク質等の生体

分子の機能・構造等の解明に基づくテイラーメイド医療・

予防医療・再生医療の実現に寄与する。

さらに、バイオテクノロジーの応用によって幅広い分野に

おける産業の創出に繋げ、画期的な治療を可能とする新

薬等の開発に寄与する。

これらにより、2010 年までに健康で安心して暮らせる質

の高い生活を実現するとともに、「健康寿命の延伸」を実

現する。また、2010 年におけるがん患者の5年生存率(治
癒率)が20 ポイント改善、健康安心分野のバイオテクノロ

ジー関連市場の市場規模16 兆円、健康長寿命化による

国民医療費の適正化（3～5 兆円）の実現に寄与する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.1.1 研究開発プログラムの施策目的、施策目標 
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がん・心疾患等対応高度医療機器
プログラム

（平成13年度（2001FY)）

健康寿命延伸のための医療福祉機器
高度化プログラム

（平成14-15 年度（2002-2003FY））

健康安心プログラム

（平成16-19年度（2004-2007FY))

○ 医療福祉機器関連施策

　・臨床用遺伝子診断システム機器の
　 開発（①）

　・早期診断・短期回復のための高度
　 診断・治療システムの開発（④）

　・早期診断・短期回復のための高度
 診断・治療システムの開発（④）

　・心疾患治療システム機器の開発（②）
  ・がん・心疾患等に対応した医療機器
　 の応用・実用化開発（③）

　・国民の健康寿命延伸に資する医療
　 機器・生活支援機器等の実用化開発
　 （⑥）

　・国民の健康寿命延伸に資する医療
　 機器等の実用化開発

　・身体機能代替・修復システムの開発 　・身体機能代替・修復システムの開発

　・福祉用具実用化開発推進事業／
　 エネルギー使用合理化在宅福祉機器
　 システム開発補助事業（⑦）

　・福祉機器情報収集・分析・提供事業 　・福祉機器情報収集・分析・提供事業

　・障害者等 ITバリアフリー推進のための
 研究開発

　・福祉関連機器普及促進 　・福祉関連機器普及促進

　・高齢者等社会参加支援のための
　 システムの開発（⑤）
　・健康寿命に資する医療福祉機器開発
　 のための基礎研究（医学・工学連携型
　 研究開発）（⑧）

健康維持・増進のためのバイオ
テクノロジー基盤研究プログラム

（平成14-15年度（2002-2003FY））

○ タンパク質機能・構造解析 ○ タンパク質機能・構造解析

　・タンパク質機能解析技術開発（⑨）

　・タンパク質発現・相互作用解析技術
　 開発（⑩）
　・タンパク質機能解析・活用プロジェクト
　 （⑭）

　・タンパク質機能解析・活用プロジェクト
 （⑭）

　・生体高分子立体構造情報解析 　・生体高分子立体構造情報解析

　・細胞内ネットワークのダイナミズム解析
　 技術開発

　・細胞内ネットワークのダイナミズム解析
 技術開発

○ 糖鎖機能・構造解析 ○ 糖鎖機能・構造解析

　・糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー構築
　 （⑫）

　・糖鎖エンジニアリングプロジェクト（⑮） 　・糖鎖エンジニアリングプロジェクト（⑮）

○ バイオインフォマティクス ○ バイオインフォマティクス

　・遺伝子多様性モデル解析技術開発
　 （⑪）

　・遺伝子多様性モデル解析技術開発
　 （⑪）

　・バイオインフォマティクス知的基盤整備
　 （⑬）

　・バイオインフォマティクス知的基盤整備
 （⑬）

○ 融合領域（情報技術との融合） ○ 融合領域（情報技術との融合）

　・バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト
　 （⑯）

　・バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト
 （⑯）

○ 融合領域（ナノテクノロジーとの融合
　 ：ナノバイオテクノロジープロジェクト）

○ 融合領域（ナノテクノロジーとバイオ
　  テクノロジーの融合

 ：ナノバイオテクノロジープロジェクト）
　・先進ナノバイオデバイスプロジェクト
　 （⑰）

　・先進ナノバイオデバイスプロジェクト
 （⑰）

　・ナノ微粒子利用スクリーニングプロ
　 ジェクト（⑱）

　・ナノ微粒子利用スクリーニングプロ
 ジェクト（⑱）

　・タンパク質相互作用解析ナノバイオ
　 チッププロジェクト（⑲）

　・タンパク質相互作用解析ナノバイオ
　 チッププロジェクト（⑲）

　・ナノカプセル型人工酸素運搬体製造
　 プロジェクト（⑳）

　・ナノカプセル型人工酸素運搬体製造
　 プロジェクト（⑳）

　・微細加工技術利用細胞組織製造
　 プロジェクト（(21)）

○ 関連施策（安全・生命倫理問題） ○ バイオ関連施策

　・バイオインダストリー安全確保対策 　・バイオインダストリー安全確保対策

　・バイオ事業化に伴う生命倫理問題等
　 に関する研究

　・バイオ事業化に伴う生命倫理問題等
 に関する研究

（注）カッコ内の数字は今回対象となるプロジェクトの番号

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.1.2 上位の施策内のプロジェクトおよび今回対象となるプロジェクト 
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 図 2.1.3 に、研究開発プログラムの変遷と、対象となる研究開発プロジェクトの関連を示

す。「がん・心疾患等対応高度医療機器プログラム（図中では黄色部分）」が平成１３年度

の１年、「健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化プログラム（図中では濃い肌色部分）」

及び「健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プログラム（図中では緑色部

分）」が平成１４年度～平成１５年度の２年、と短期間であるが、研究開発プロジェクトは、

それらプログラムの変遷の中で進められてきた。 
 平成１６年度（2004）から平成１９年度（2007）までは、「健康安心プログラム」として

一本化され、そこでは１３件の研究開発プロジェクトが引き継がれた。 
 平成２０年度（2008）からは、「健康安心イノベーションプログラム」が始動し、ここで

は、「健康安心プログラム」までの研究開発プロジェクトの成果を踏まえ、新しい研究開発

プロジェクトが始動した。表 2.1.3 には対象となる２１件の研究開発プロジェクトの研究内

容等を記した一覧表を示す。この中で、No.3 の「 がん・心疾患等に対応した医療機器の応

用・実用化開発 」は 2002 年に No.6 の「国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援

機器等の実用化開発」へ移行しており、No.9 の「 タンパク質機能解析技術開発 」は 2003
年に No.14 の「タンパク質機能解析・活用プロジェクト」へ統合、また、No.10 の「タンパ

ク質発現・相互作用解析技術開発 」は 2003 年に No.19「タンパク質相互作用解析ナノバ

イオチッププロジェクト」へ統合されている。 
 ２１件のプロジェクトのテーマ、管理法人、プロジェクト・リーダー、実施者（委託先）

等を整理し、「参考資料１ METI 健康安心イノベーションプログラム追跡評価の対象プロジェク

ト」として、巻末に添付する。 
 
 
 
 表 2.1.4 に対象とした研究開発プロジェクトの予算を示す。平成１０年（1998）から平成

１７年までの８年間で、約５７４億円の予算が付けられた。 
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1997
Ｈ９

1998
Ｈ10

1999
Ｈ11

2000
Ｈ12

2001
Ｈ13

2002
Ｈ14

2003
Ｈ15

2004
Ｈ16

2005
Ｈ17

2006
Ｈ18

2007
Ｈ19

2008
Ｈ20

2009
Ｈ21

2010
Ｈ22

2011
Ｈ23

2012
Ｈ24

2013
Ｈ25

2014
Ｈ26

2015
Ｈ27

がん・心疾患等対応高度医療機器
プログラム(B)

03がん・心疾患等に対応した医療
機器の応用・実用化開発(1,760)

F21

F21

14タンパク質機能解析・活用プロジェクト（12,010) F21

F21

F21

F21

F21

F21

F21

F21

20ナノカプセル型人工酸素運搬体製造プロジェクト (1,109)

21微細加工技術利用細胞組織製造プロジェクト (1,662)

17先進ナノバイオデバイスプロジェクト (1,306)

18ナノ微粒子利用スクリーニングプロジェクト (1,118)

19タンパク質相互作用解析ナノバイオチッププロジェクト (2,239)

08健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究 (1,223+)

09タンパク質機能解析技術開発

10タンパク質発現・相互作用解析技術開発 (1,002)

11遺伝子多様性モデル解析技術開発 (7,537)

12糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー構築 (2,700)  <2,593実績＞

13バイオインフォマティクス知的基盤整備 (6,010)

04早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発 (2,630)

05高齢者等社会参加支援のためのシステム開発 (217)

07エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開発補助事業 (830)

06国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実用
化開発(1,684)

国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実
用化開発補助事業(2001～2005    1,700)

健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プログラム(A)

健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化プログラム（C)

健康安心プログラム（D)

健康安心イノベーションプログラム（E)

01臨床用遺伝子診断システム機器の開発 (1,340　百万円)

02心疾患治療システム機器の開発 (1,432)

H14～H15：06国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実用化開発

H16～ ：国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実用化開発補助事業

ナノテクノロジーとITとの

融合によるツール開発

ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発

（化合物等を活用した生物システム制御基盤技術開発H18‐22）

糖鎖機能活用技術開発 H18‐22

【健康安心イノベーションプログラムの研究開発内容】

【プロジェクト】

Ⅰ．創薬・診断

Ⅰ－１．革新的医薬品の創出

（１）糖鎖機能活用技術開発（運営費交付金）2006~2010年度

（２）機能性ＲＮＡプロジェクト（運営費交付金）2005~2009年度

（３）ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発（化合物等を活用した生物システム制御基盤技術開発）（運営費交付金）

2006~2010年度

（４）ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発（創薬加速に向けたタンパク質構造解析基盤技術開発）2007~2011年度

（５）ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発（モデル細胞を用いた遺伝子機能等解析技術開発）（運営費交付金）

ⅰ）研究用モデル細胞の創製技術開発 2005~2009年度

ⅱ）細胞アレイ等による遺伝子機能の解析技術開発 2005~2009年度

（６）新機能抗体創製技術開発（運営費交付金）2006~2010年度

（７）基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発（運営費交付金）

ⅰ）橋渡し及び臨床研究拠点を活用した研究開発（運営費交付金）2007~2011年度

ⅱ）バイオ診断ツール実用化開発（運営費交付金）2006~2008年度

Ⅰ－２．診断ツールの開発 2006~2010年度

（２）糖鎖機能活用技術開発（運営費交付金）【再掲】

（３）基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発（運営費交付金）【再掲】

Ⅰ－３．創薬・診断に係る基盤整備

（１）統合データベースプロジェクト2008~2010年度

Ⅱ．診断・治療機器、再生医療等

Ⅱ－１．診断・治療機器の開発

（１）分子イメージング機器研究開発プロジェクト（運営費交付金）

ⅰ）生活習慣病超早期診断眼底イメージング機器研究開発プロジェクト2005~2009年度

ⅱ）悪性腫瘍等治療支援分子イメージング機器研究開発プロジェクト2005~2009年度

（２）次世代ＤＤＳ型悪性腫瘍治療システムの研究開発事業（運営費交付金）2006~2009年度

（３）インテリジェント手術機器研究開発プロジェクト（運営費交付金）2007~2011年度（研究連携型機器開発は、2007~2009年度）

（４）基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発（運営費交付金）【再掲】

Ⅱ－２．再生医療の実用化

（１）再生医療評価研究開発事業（運営費交付金）

ⅰ）評価技術の開発 2005~2009年度

ⅱ）心筋再生治療研究開発プロジェクト2006~2009年度

ⅲ）三次元複合臓器構造体研究開発プロジェクト2006~2009年度

（２）基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発（運営費交付金）【再掲】

Ⅱ－３．福祉機器の開発

（１）福祉用具実用化開発推進事業（運営費交付金） 1993年度～

Ⅱ－４．診断・治療機器、再生医療等に係る基盤整備

（１）医療機器開発ガイドライン策定事業 2008~2010年度

（２）福祉機器情報収集・分析・提供事業 1993年度～

研究開発プログラムの変遷

15糖鎖エンジニアリングプロジェクト （4,261） <4,005実績>

16バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト (6,800)

完全長ｃＤＮＡプロジェクト （1996～2002）

新機能抗体創製技術開発 H18‐22

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.1.3 研究開発プロジェクトとプログラム 
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番号 プロジェクト名称
実施期間
（平成）

予算総額
（億円）

主な研究開発内容 参加機関

1
臨床用遺伝子診断システ
ム機器

12～15 13.4
1) 遺伝子発現解析技術による大腸がんスクリーニング検査
2) 生物発光技術による心疾患を対象とした遺伝子診断
3) 電気化学的手法による遺伝子診断

株式会社日立製作所、株式会社TUM ジーン、 キヤノン㈱、横河電機㈱、日本ガイシ㈱、東京
大学、九州大学、第一化学薬品㈱、ｲﾝﾃｯｸ･ｳｪﾌﾞ･ｱﾝﾄﾞ･ｹﾞﾉﾑ･ｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽ㈱、ｾｲｺｰｲﾝｽﾂﾙ㈱

2
心疾患治療システム機器
の開発

12～17 14.3
1) インテリジェント生体情報取得システム
2) 超小型無線伝送デバイス
3) インテリジェント薬剤投与ｼｽﾃﾑ

技術研究組合 医療福祉機器研究所、(株)日立超LSI システムズ、(株)日立製作所、テルモ
(株)、日本電信電話 (株)、NTT アドバンステクノロジ(株)、再委託先：横浜国立大学、筑波大
学、慶応義塾大学、

3
がん・心疾患等に対応し
た医療機器の応用・実用
化開発

13 17.6 No.6　国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実用化開発　へ移行

4

早期診断・短期回復のた
めの高度診断・治療シス
テムの開発：内視鏡等に
よる低侵襲高度手術支援
システム

12～16 26.3

① 超音波利用循環器系疾患診断システム
・血管壁組織性状診断・治療システム
（動脈硬化の早期診断を目的に、血管壁の厚み変化・弾性特性という新しい診断パラメータを、超音波の応用により定量的に提供）
② 低侵襲高度手術支援システム
・内視鏡等による低侵襲高度手術支援システム
③ 精密診断・標的治療システム
・共焦点レーザ顕微鏡による全染色体画像解析診断装置

技術研究組合医療福祉機器研究所、松下通信工業㈱、
松下電器産業㈱、富士写真光機㈱、本多電子㈱、㈱三井造船昭島研究所、㈱日立製作所、
瑞穂医科工業㈱、東芝ﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑｽﾞ㈱、ペンタックス㈱、㈱アド・サイエンス、
東洋紡績㈱、オリンパス、東洋紡績㈱、㈱日立ﾒﾃﾞｨｺ、ﾀｶｲ医科工業㈱、㈱光ｹﾐｶﾙ研究所、浜
松ホトニクス㈱、NHKｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ、㈱医薬分子設計研究所、
武田薬品工業㈱、国立循環器病ｾﾝﾀｰ、東北大学、山形大学、杏林大学、東海大学

5

高齢者等社会参加支援
のためのシステム開発
（高齢者生活作業支援シ
ステム）

11～15 2.2

① 身体機能リハビリ支援システム 1) 歩行訓練支援ｼｽﾃﾑ、2) 下肢機能回復支援ｼｽﾃﾑ、3) 上肢動作訓練支援ｼｽﾃﾑ
② 高齢者生活作業支援システム1) パワーアシスタント機器の開発、2) メモリアシスタント機器の開発、3) インタフェースシステムの開発、4)
トータルシステムの開発

技術研究組合医療福祉機器研究所、ダイヘンテック㈱、㈱安川電機、三洋電機㈱、旭化成㈱、
旭化成ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱、㈱日立製作所、シャープ㈱、大阪大学、兵庫医科大学、大分大学、東京
電機大学、産業医科大学

6
国民の健康寿命延伸に
資する医療機器・生活支
援機器等の実用化開発

14～17 16.8

② 診断・計測
1) 磁気応用診断・治療支援装置の開発研究
2) エンドマイクロスコープの実用化開発
3) 半導体型ガンママメラの開発
4) MRIを用いた脳血流循環障害診断ｼｽﾃﾑの開発
5) リアルタイム4Dイメージングシステム
③ 治療・再生・生体機能代替
1) 心筋梗塞の新しい治療戦略確立のための次世代型心肺補助ｼｽﾃﾑの開発・実用化
2) ｢がん｣摘出用顕微鏡・内視鏡手術ｼｽﾃﾑ(ｹﾐｶﾙﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ）
3) 粒子線がん治療におけるｽﾎﾟｯﾄｽｷｬﾆﾝｸﾞ照射法の開発
4) 高機能空気圧受動要素の研究及びｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ足関節装具の実用化開発
5) 先進制御技術を用いた非侵襲(住宅用）人工呼吸器の実用化開発
6) 歯周病治療及び予防のための歯周組織再生誘導材料の開発

㈱玉川製作所,オリンパス光学工業㈱東芝メディカルシステムズ㈱GE 横河メディカルシステム
㈱東洋紡績㈱東芝メディカルシステムズ㈱(財)NHK エンジニアリングサービス三菱電機㈱アク
ティブリンク㈱川重防災工業㈱リジェンティス㈱（旧、(有)シバリエ技術研究所）オムロンヘルス
ケア㈱GE 横河メディカルシステム㈱㈱イーアールディー㈱ネクスト

7
エネルギー使用合理化在
宅福祉機器システム開発
補助事業

11～14 8.3

1) 積雪寒冷住宅における玄関アプローチの融雪バリアフリーシステムの開発
2) 空気循環型消臭機能付きマットの開発と介護空間の快適性向上技術
3) 義肢ソケット製作システムの開発
4) 福祉住宅用省エネルギー窓・出入口部材の開発
5) 被介護者用搬送車の寒冷地対策など移動に関する装置の開発
6) 付加型脱臭・加湿制御装置の開発）
7) 不整地走行可能な省エネルギー型電動車いすの開発
8) 熱的バリアフリー空間を形成する蓄放熱床システムの開発
9) 高齢者の快適性と安全性に配慮したオンディマンド省電力型快適トイレ空間の開発
10) 利便性と省エネの両立を可能とする電力管理機能を持つ次世代環境制御装置の開発
11) 生体情報を用いて快適性と省エネを追求したリアルタイムセンシング・暖房機能付き高齢者福祉用寝具類の開発

ノーステック財団（（財）北海道科学技術総合振興センター）埼玉県産業技術総合センター（旧
埼玉県工業技術センター）山梨県工業技術センタ株式会社　アワード社団法人　北見工業技
術センター運営協会財団法人　神戸港湾医療保健協会佐賀県工業技術センター早稲田大学
理工学総合研究センター日本女子大学新産業創社団法人 八日会造研究機構

表 2.1.3  調査対象の研究開発プロジェクトの内容等一覧 
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8
健康寿命延伸に資する医
療福祉機器開発のため
の基礎研究

10～15 12.2

① 循環器系疾患に対する予後診断を含む低侵襲診断治療システム
1) 血管壁の形態的・機能的診断技術
2) 血管再建用手術支援システム技術の研究
② 低侵襲超高度選択的／局所診断・治療一元化システム
1) カテーテル高度化・多機能化技術の研究
2) カテーテルを用いた診断・治療可能な対象疾患別遺伝子治療技術の研究
③ 高次生体情報の画像化による診断・治療システム
1) 高次生体情報の画像化技術の研究
2) 機能温存治療支援システムの研究
④ 微小電極利用遺伝子情報計測システム
・遺伝子の診断用ポータブルタイプの遺伝情報計測システム
⑤ 光干渉利用高機能断層画像測定システム
1) 臨床診断にむけたOCT(近赤外線）システムの研究
2) 次世代医療にむけた高機能・高空間分解能・断層画像測定技術の研究

（財）先端医療振興財団、東京大学、慶応大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、筑波大学、
山形大学国立循環器病センター、産総研/関西ｾﾝﾀｰ、神戸市立中央市民病院、神戸市立工業
高等専門学校、先端医療ｾﾝﾀｰ、、(株)ｱﾎﾟﾛﾒｯｸ

9
タンパク質機能解析技術

開発
12～14 22.6 No.14　タンパク質機能解析・活用プロジェクト　へ統合

委託先：（社）バイオ産業情報化コンソーシアム（参加企業27社）、産総研、再委託先：２機関
（阪大蛋白研、岡崎共同研）、
共同研究先（１２機関）：東京大学・徳島大学など、

10
タンパク質発現・相互作
用解析技術開発

11～14 10.0 No.19　タンパク質相互作用解析ナノバイオチッププロジェクト　へ統合
財団法人バイオインダストリー協会、横河電機㈱、㈱島津製作所、中外製薬㈱、興和㈱、明治
製菓㈱、グレラン製薬㈱、㈱ノエビア、㈱特殊免疫研究所、再委託先 大阪大学大学院薬学研
究科、東京大学医学部附属病院、共同研究先 東京大学先端科学技術研究センター

11
遺伝子多様性モデル解
析技術開発

12～17 75.4

1) 多因子疾患関連遺伝子の多様性解析
・遺伝子ﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ自己免疫疾患、遺伝子ﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ糖尿病、遺伝子ﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ摂食障害、アルゴリズム開発
2) がん関連遺伝子の多様性解析
・ジェノタイピング、発現解析、情報解析

（社）バイオ産業情報化コンソーシアム、 中外製薬、日清紡、東洋紡ジーンアナリシス、アプライ
ドバイオシステム、アステラス製薬、富士通、三菱総研、日本電気、三井情報開発、日立ソフト
ウェアエンジニアリング、ＮＴＴデータ、（財）癌研究会、共同研究先：東海大学、徳島大学、東京
大学、順天堂大学、東京女子医科大学、早稲田大学、国立遺伝学研究所、愛知県がんセン
ター、広島大学、産業技術総合研究所、国立国際医療センター、国立精神・神経センター、名
古屋大学

12
糖鎖合成関連遺伝子ライ
ブラリー構築

12～15 27.0

1) 糖鎖合成関連遺伝子の網羅的クローニング
・ゲノムインフォマティクス法によるクローニング
・エクスプレッション法等によるクローニング
2) 「糖鎖合成関連遺伝子の機能解析とデータベースの作成
・糖鎖合成関連遺伝子の機能解析
・糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー作成

バイオテクノロジー開発技術研究組合、アマシャムバイオサイエンス㈱、㈱ジェージーエス、生
化学工業㈱、富士レビオ㈱、三井化学㈱、三井情報開発㈱、産総研、大阪大学、名古屋大
学、愛知医科大学、創価大学、熊本大学、東海大学

13
バイオインフォマティクス
知的基盤整備

12～16 24.9

1) ヒト完全長cDNA 統合データベース：H-Invitational Database
の構築
2) H-Inv 疾患版（Disease Edition）におけるデータベース構築
3) 比較ゲノム解析データベースの構築
4) 遺伝子アノテーションシステムの構築
5) バイオインフォマティクス研究開発
・配列モチーフ予測プログラム：OSMO-finder
・ 発現制御因子予測システム：N'Tiss

(社)バイオ産業情報化コンソーシアム（JBiC）、AIST、㈱日立製作所、㈱シーズ・ラボ、㈱ダイナ
コム、富士通㈱、三井情報開発㈱、ビッツ㈱、CRCソリューションス、(有）アクシオヘリックス、協
和発酵工業㈱）

14
タンパク質機能解析・活
用プロジェクト

15～17 120.0

①スプライシング・バリアントの取得技術の開発（ＳＶ）
②タンパク質の大量発現技術の開発（大量発現）
③タンパク質の発現頻度解析技術の開発（発現頻度解析）
④タンパク質相互作用解析技術の開発（相互作用解析）
⑤細胞レベルでのタンパク質機能解析技術の開発（細胞レベル）
⑥モデル動物を活用したタンパク質機能解析技術の開発（動物モデル）

JBIC、ﾘﾊﾞｰｽﾌﾟﾛﾃｵﾐｸｽ研究所、日立製作所、不二家、日立ｻｲｴﾝｽｼｽﾃﾑｽﾞ、東洋紡績、
ｲﾝﾋﾞﾄﾛｼﾞｪﾝ、日立ｻｲｴﾝｽｼｽﾃﾑｽﾞ、ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ･ｼｽﾃﾑ･ｻｲｴﾝｽ、ヒゲタ醤油、ﾀｶﾗﾊﾞｲｵ、ﾌﾟﾛﾃｲﾝ・ｴｸ
ｽﾌﾟﾚｽ、和研薬、三菱化学、ﾌﾟﾛﾃｲﾝｸﾘｽﾀﾙ、片倉工業、東レﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ、ﾆｯﾎﾟﾝｼﾞｰﾝ、三井情報
開発、ﾕﾆｰﾃｯｸ、ﾋﾞｱｺｱ、NTT ﾃﾞｰﾀ、ｱﾏﾙｶﾞﾑ、医学生物学研究所、浜松ﾎﾄﾆｸｽ、ｼｽﾒｯｸｽ、富士
通、iGENE、ｼﾞｪﾝｺﾑ

15
糖鎖エンジニアリングプロ
ジェクト

14～17 40.1

1) 糖タンパク質構造解析技術の開発
・グライコプロテオミクス技術開発
・ 質量分析技術開発
・ 糖鎖ﾌﾟﾛﾌｧｲﾘﾝｸﾞ技術開発
・ 糖鎖構造同定ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの構築
2) 糖鎖・糖鎖複合体合成技術の開発
・糖転移酵素開発
・糖鎖自動合成装置設計開発

エーザイ㈱、㈱MCBI、㈱島津製作所、三井情報開発㈱、オリンパス㈱、㈱生体分子計測研究
所、ゾイジーン㈱、東京化成工業㈱、東レ㈱、凸版印刷㈱（TUMジーン）、インテック・ウェブ・ア
ンド・ゲノム・インフォマティクス㈱、第一化学薬品㈱、日水製薬㈱、富士通㈱、マナック㈱、㈱
医薬分子設計研究所、㈱サイメディア、㈱日立製作所（現(株)日立ﾊｲﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ）、学校法人
片柳学園、シャープ㈱、アステラス製薬㈱、㈱クボタ、日本電気㈱、NEC ソフト㈱、川崎重工業
㈱、東京理化器械㈱、日本電子㈱、横河電機㈱、㈱プロップジーン、技術研究組合 医療福祉
機器研究所
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16
バイオ・IT融合機器開発
プロジェクト

14～17

68.0

（1/2助
成）

1) 生体分子計測機器・統合システムの開発
・ バイオインフォーマティクスと融合した、先進プロテオミクスプラットフォームの創造
・ゲノム・プロテオームをベースとしたプロファイル診断システムの研究開発
・可溶性蛋白質の設計・合成・分析統合システムの構築と３次元構造解析への応用
・ 臨床データと遺伝子発現解析データとの統合データベースの構築と癌診断チップの解析
・ゲノム・トランスクリプトーム・プロテオーム解析自動化統合システムの開発
・ECA チップを用いた遺伝子診断機器の自動化
・マイクロ流体システムを用いた遠隔地診断システムの開発
・生体反応解明のための自動マイクロインジェクションシステムの開発
・生物情報統合システムKeyMolnet への分子構造情報の統合
・高スループットプロテオーム解析質量分析システム
2) 新たな原理に基づく解析デバイスの開発
・タンパク質分離のためのプロテインシステムチップの開発
・バイオ・IT 融合による多元タンパク質解析装置の開発
・ワイヤレスバイオ計測システムの研究開発
・ブロックコーディング修飾アプタマー法による人工抗体製造システムの研究開発
・結核菌・抗酸菌・結核治療薬耐性菌等向け全自動臨床用遺伝子診断システムの実用化開発
・ホームヘルスケアのための高性能健康測定機器開発

１）エーザイ株式会社２）株式会社MCBI、株式会社島津製作所、三井情報開発株式会社３）オ
リンパス株式会社４）株式会社生体分子計測研究所５）ゾイジーン株式会社６）東京化成工業
株式会社７）東レ株式会社８）凸版印刷株式会社９）凸版印刷株式会社、ｲﾝﾃｯｸ･ｳｪﾌﾞ･ｱﾝﾄﾞ･ｹﾞ
ﾉﾑ･ｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽ株式会社、第一化学薬品株式会社10）日水製薬株式会社11）富士通株式会
社12）マナック株式会社13）株式会社医薬分子設計研究所14）株式会社サイメディア15）株式
会社日立製作所16）株式会社日立製作所研究開発項目②：１）学校法人片柳学園、シャープ
株式会社凸版印刷株式会社、アステラス製薬株式会社２）株式会社クボタ３）日本電気株式会
社、NEC ソフト株式会社、川崎重工業株式会社、東京理化器械株式会社、日本電子株式会社
４）株式会社日立製作所５）富士通株式会社６）横河電機株式会社、株式会社プロップジーン研
究開発項目③：１）技術研究組合 医療福祉機器研究所（参加１２社）

17
先進ナノバイオデバイス
プロジェクト

15～17 13.1

1) ﾊｲｽﾙｰﾌﾟｯﾄ･ﾀﾝﾊﾟｸ質解析ﾁｯﾌﾟの研究開発
2) POCTﾏﾙﾁﾊﾞｲｵｾﾝｻの研究開発
3) ﾋﾟｺﾘｯﾄﾙ液滴型ﾀﾝﾊﾟｸ結晶化ﾃﾞﾊﾞｲｽの研究開発
4) 1分子DNA解析ｼｽﾃﾑの研究開発
5)　ﾚｰｻﾞ干渉光熱変換法によるｻﾌﾞ・ｱﾄﾓﾙ生体分子分析技術の研究開発

東レ㈱、松下電器㈱、㈱ﾃｸﾉﾒﾃﾞｨｶ、㈱島津製作所、㈱神戸製鋼所、大阪大学、名古屋大学、
物材機構、東京大学、AIST、

18
ナノ微粒子利用スクリー
ニングプロジェクト

15～17 11.2

1) 高機能・高性能微粒子の創製技術開発
・高機能・高性能微粒子の開発研究
・ナノ磁性微粒子の改良研究
・ナノ磁性微粒子の表面被覆法の開発
2) 高機能・高性能微粒子の利用技術開発
・ナノ磁性微粒子のスクリーニング精製効率の検証
・ナノ磁性微粒子の薬剤レセプタースクリーニング系の検証
・低分子化合物固定化ナノ磁性微粒子の利用技術開発
・ナノ微粒子利用型結合因子・受容体の探索・同定・機能解析技術開発

バイオテクノロジー開発技術研究組合、㈱アフェニックス、第一製薬㈱、 アステラス製薬㈱、多
摩川精機㈱、みずほ情報総研㈱、キャノン㈱、東京工業大学、東北大学、慶應義塾大学、

19
タンパク質相互作用解析
ナノバイオチッププロジェ
クト

15～17 22.4

機能を保持した状態での膜タンパク質・複合体の発現及びタンパク質相互作用
解析技術の開発
1) タンパク質解析のためのバイオ素子（抗体、ｳｲﾙｽ）の開発
・タンパク質発現技術開発
・高特異性抗体作製技術開発
・ウイルス素子技術開発
2) 多種類の微量のタンパク質を検出する抗体チップの開発
3) 多種類の生理活性物質と多種類の膜タンパク質の相互作用を解析するｳｲﾙｽﾁｯﾌﾟの開発

財団法人バイオインダストリー協会、明治製菓, 中外製薬, あすか製薬, 興和, 横河電機, ペル
セウスプロテオミクス, ＪＳＲ）

20
ナノカプセル型人工酸素
運搬体製造プロジェクト

15～17 11.1

1) ﾋﾄﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝを用いたﾅﾉｶﾌﾟｾﾙ型人工酸素運搬体の製造技術の開発
2) 製剤の特性試験及び非臨床試験による安全性等の評価
3) 虚血性疾患等に対する酸素供給による治療法の有効性の評価
4) 遺伝子組み換えヘモグロビンを用いた人工酸素運搬体の研究

テルモ㈱、
（共同研究）北海道大学、東海大学、国立循環器病センター、Johann Wolfgang Goethe
University of Frankfurt am Main、旭硝子㈱

21
微細加工技術利用細胞
組織製造プロジェクト

15～17 16.6
1) ヒト循環器系細胞の分化誘導・培養技術と装置の開発
2) ヒト細胞の分化誘導・培養技術を基盤としての細胞分離・診断システムの開発

先端医療振興財団、産業技術総合研究所、大阪大学、千葉大学、京都大学、カネカ、東レ
(株)、第一アスビオファーマ(株）、(株)カルディオ、(株)セルシード,パナソニックファクトリーソ
リューションズ(株)

計 574.0
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No. プロジェクト名 期間 予 算 額

（百万円）

01 臨床用遺伝子診断システム機器の開発 2000～2003 1,340

02 心疾患治療システム機器の開発 2000～2005 1,432

03 がん・心疾患等に対応した医療機器の応用・実用化開発 2001⇒No.6 へ 1,760

04 早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの

開発 
1998～2005 2,630

05 高齢者等社会参加支援のためのシステム開発 1999～2003 217

06 国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の

実用化開発 
2002～2003 1,684

07 エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開発補助事業 1998～2002 830

08 健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究 1998～2003 1,223

09 タンパク質機能解析技術開発 2000 ～ 2002 ⇒

No.14 へ 
2,260

10 タンパク質発現・相互作用解析技術開発 1999 ～ 2002 ⇒

No.19 へ 
1,002

11 遺伝子多様性モデル解析技術開発 2000～2005 7,537

12 糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー構築 2000～2003 2,700

13 バイオインフォマティクス知的基盤整備 
（この整備により、ヒト全遺伝子・転写産物に情報をつけて
H-InvDB の構築ができ、その後、ゲノム情報統合プロジェクト
（2005 年度-2007 年度）により、H-InvDB の拡張ができ、統合
データベースのための調査研究（2005 年度）および文科省ライフ
サイエンスデータベース統合プロジェクト（2006 年度～）および
経済産業省統合データベースプロジェクト（2008 年度～2011 年
度）へと進展した） 

2000～2004 2,490

14 タンパク質機能解析・活用プロジェクト 2003～2005 12,010

15 糖鎖エンジニアリングプロジェクト 2002～2005 4,005

16 バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト 2002～2005 6,800

17 先進ナノバイオデバイスプロジェクト 2003～2005 1,306

18 ナノ微粒子利用スクリーニングプロジェクト 2003～2005 1,118

19 タンパク質相互作用解析ナノバイオチッププロジェクト 2003～2005 2,239

20 ナノカプセル型人工酸素運搬体製造プロジェクト 2003～2005 1,109

21 1 微細加工技術利用細胞組織製造プロジェクト 2003～2005 1,662

   計  57,354

 
 

表 2.1.4 対象とした研究開発プロジェクトの予算 
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【健康安心プログラムから健康安心イノベーションプログラムへの変遷】 
 

「健康安心プログラム」は平成 16 年度～平成 19 年度において実施され、平成 20 年度

からは、「健康安心イノベーションプログラム」として運営されている。 
健康安心プログラムと健康安心イノベーションプログラムの基本計画を比較して、健康

安心イノベーションプログラムの特徴を下記に示す。 
 
★主として、実用化までの期間の短縮、を謳っている。 
★研究開発内容の分類において、健康安心プログラムでは要素技術的な整理が、また、健

康安心イノベーションプログラムでは、出口的な整理がされている。 
★健康安心イノベーションプログラムでは、基本計画において、「政策的位置付け」、「政策

目標の実現に向けた環境整備」について、詳細に記している。 
そこでは、 
◎ 「橋渡し研究支援推進プログラム」「基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発／

橋渡し促進技術開発」（文部科学省・経済産業省・NEDO 技術開発機構 橋渡し研究推

進合同事業） 
   ◎ 研究資金の集中投資 
   ◎ 臨床、治験の迅速化 
   ◎ 省庁間の連携強化 
   ◎ 産業間連携の強化 
   ◎ プロジェクト間の連携強化       等が強調されている。 
 
 

表 2.1.5 には、健康安心プログラムと健康安心イノベーションプログラムにおける研究

開発プロジェクトを示した。また、表 2.1.6 には 調査対象プロジェクトの主な後継プロ

ジェクトを示した。 
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健康安心イノベーションプログラム基本計画 (平成20年度～)健康安心プログラム基本計画 (平成16年度～平成19年度)

【プロジェクトの研究開発内容】 ＜＞内の数字は今回調査対象プロジェクトの番号

Ⅰ．タンパク質機能・構造解析

（１）タンパク質機能解析＜9＞
（２）タンパク質発現・相互作用解析技術開発＜10＞
（３）生体高分子立体構造情報解析（運営費交付金）

（４）細胞内ネットワークのダイナミズム解析技術開発（運営費交付金）

（５）タンパク質機能解析・活用プロジェクト（フォーカス２１）（運営費交付金）＜14＞

Ⅱ．糖鎖機能・構造解析

（６）糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー構築＜12＞
（７）糖鎖エンジニアリングプロジェクト（フォーカス２１）（運営費交付金）＜15＞

Ⅲ．バイオインフォマティクス

（８）バイオインフォマティクス知的基盤整備＜13＞

Ⅳ．融合領域（情報技術との融合）

（１０）バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト（フォーカス２１）（運営費交付金）＜16＞

Ⅴ．融合領域（ナノテクノロジーとの融合：ナノバイオテクノロジープロジェクト）

（１１）先進ナノバイオデバイスプロジェクト（フォーカス２１）（運営費交付金）＜17＞
（１２）ナノ微粒子利用スクリーニングプロジェクト(フォーカス２１)(運営費交付金）＜18＞
（１３）タンパク質相互作用解析ナノバイオチッププロジェクト（フォーカス２１）（運営費交付金）＜19＞
（１４）ナノカプセル型人工酸素運搬体製造プロジェクト(フォーカス２１)(運営費交付金)<20＞
（１５）微細加工技術利用細胞組織製造プロジェクト(フォーカス２１)(運営費交付金)＜21＞
（１６）ナノ医療デバイス開発プロジェクト（フォーカス２１）（運営費交付金）

Ⅵ．医療福祉機器関連

（１７）国民の健康寿命延伸に資する医療機器等の実用化開発（運営費交付金）＜6＞
（１８）早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発（運営費交付金）＜4＞
（１９）身体機能代替・修復システムの開発（運営費交付金）

（２０）福祉用具実用化開発推進事業（運営費交付金）

（２１）障害者等ＩＴバリアフリー推進のための研究開発（運営費交付金）

（２２）高齢者等社会参加支援のためのシステムの開発＜5＞
（２３）健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究＜8＞
（２４）エネルギー使用合理化在宅福祉システム開発＜7＞

【プロジェクトの研究開発内容】

Ⅰ．創薬・診断

Ⅰ－１．革新的医薬品の創出

（１）糖鎖機能活用技術開発（運営費交付金）

（２）機能性ＲＮＡプロジェクト（運営費交付金）

（３）ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発（化合物等を活用した生物システム制御

（４）ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発（創薬加速に向けたタンパク質構造解析基盤技術開発）

（５）ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発（モデル細胞を用いた遺伝子機能等解析

（６）新機能抗体創製技術開発（運営費交付金）

（７）基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発（運営費交付金）

Ⅰ－２．診断ツールの開発

（１）個別化医療実現のための技術融合バイオ診断技術開発（運営費交付金）

（２）糖鎖機能活用技術開発（運営費交付金）【再掲】

（３）基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発（運営費交付金）【再掲】

Ⅰ－３．創薬・診断に係る基盤整備

（１）統合データベースプロジェクト

Ⅱ．診断・治療機器、再生医療等

Ⅱ－１．診断・治療機器の開発

（１）分子イメージング機器研究開発プロジェクト（運営費交付金）

（２）次世代ＤＤＳ型悪性腫瘍治療システムの研究開発事業（運営費交付金）

（３）インテリジェント手術機器研究開発プロジェクト（運営費交付金）

（４）基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発（運営費交付金）【再掲】

Ⅱ－２．再生医療の実用化

（１）再生医療評価研究開発事業（運営費交付金）

（２）基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発（運営費交付金）【再掲】

Ⅱ－３．福祉機器の開発

（１）福祉用具実用化開発推進事業（運営費交付金）

Ⅱ－４．診断・治療機器、再生医療等に係る基盤整備

（１）医療機器開発ガイドライン策定事業

（２）福祉機器情報収集・分析・提供事業

◆ 下記に矢印で示すが、健康安心プログラムの研究開発プロジェクトで培われた技術は、健康安心イノベーションプログラムへ継続されている。

◆ 健康安心プログラムでは、要素技術的な束ね方（ローマ数字の項目）でプロジェクト群を形成しているが、健康安心イノベーションプログラムでは、

より出口に近いプロジェクト群を形成している。

◆ 健康安心イノベーションプログラムでは、各プロジェクト群に「基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発」を設定し、アウトカム発現の迅速化を目指している。

表2.1.5  健康安心プログラムと健康安心イノベーションプログラムにおける研究開発プロジェクト 
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H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

No. 調査対象　プロジェクト名 継続プロジェクト 実施年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

01 臨床用遺伝子診断システム機器の開発 2000-2003

02 心疾患治療システム機器の開発 2000-2005

04 早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発 1998-2005

インテリジェント手術機器研究開発プロジェクト（NEDO)

高齢者等社会参加支援のためのシステム開発 1999-2003

福祉機器情報収集・分析・提供事業（NEDO） 1999-2003

国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実
用化開発P03の継続

2002-2003

次世代型高機能血液ポンプシステムの研究開発（基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発・先導）

がん超早期診断・治療機器の総合研究開発 （NEDO） 2010-2014

エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開発補助事業 1999-2002

イノベーション推進事業／福祉用具実用化開発推進事業 （NEDO） 1993-2011

健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究 1998-2003

がん超早期診断・治療機器の総合研究開発 （NEDO） 2010-2014

遺伝子多様性モデル解析技術開発 2000-2005

新機能抗体創製技術開発（NEDO） 2006-2010

抗がん剤治療を革新する有効性診断技術の開発（基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発・先導）

12 糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー構築 2000-2003

バイオインフォマティクス知的基盤整備 2000-2004

ゲノム情報統合プロジェクト(METI) 2005-2007

文科省ライフサイエンスデータベース統合プロジェクト 2006-

経済産業省統合データベースプロジェクト 2008-2011

タンパク質機能解析・活用プロジェクト 2003-2005

ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術（化合物等を活用した生物システム制御）（NEDO） 2006-2010

「iPS細胞等幹細胞産業応用促進基盤技術開発」（NEDO） 2010-2015

磁気ビーズを用いたﾌﾟﾛﾃｨﾝ･ｱｸﾃｨﾌﾞｱﾚｲの開発（地域新生ｺﾝｿｰｼｱﾑ研究開発事業） 2006-2007

基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発（文科省、経産省、NEDO） 2006-2007

高機能簡易型有害性評価手法の開発<２８日間反復投与試験結果と相関する遺伝子発現データセットの開発>（NEDO） 2006-2007

機能性ＲＮＡプロジェクト（NEDO） 2005-2009

糖鎖エンジニアリングプロジェクト（糖鎖構造解析技術開発）」 2002-2005

糖鎖機能活用技術開発（NEDO） 2006-2010

糖鎖プロファイリングによる幹細胞群の品質管理、安全評価システムの研究開発（基礎研究から臨床研究への橋渡し促
進技術開発・先導）

2007-2009

16 バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト 2002-2005

先進ナノバイオデバイスプロジェクト 2003-2005

1分子解析技術を基盤とした革新ナノデバイスの開発研究（FIRST）＜川合知二教授＞ 2009-

ナノ微粒子利用スクリーニングプロジェクト 2003-2005

フェライト微粒子を利用した高精度磁気標的診断治療の確立(東工大：学内) 2009-2011

タンパク質相互作用解析ナノバイオチッププロジェクト 2003-2005

がんの再発・移転を治療する多機能な分子設計抗体の実用化（東大：学内）

20 ナノカプセル型人工酸素運搬体製造プロジェクト 2003-2005

微細加工技術利用細胞組織製造プロジェクト 2003-2005

再生医療産業化に向けたシステムインテグレーション－臓器ファクトリーの創生－（FIRST）＜岡野光夫教授＞

「iPS細胞等幹細胞産業応用促進基盤技術開発」（NEDO） 2010-2015

「再生医療の早期実用化を目指した再生評価技術開発」（NEDO） 2006-2009

細胞シートによる多施設臨床研究を目指した基盤システムの構築（基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発・先
導）

2009-2011

18
学内

10、19
学内

21

最先端研究開発支援プログラム
（FIRST)

NEDO

NEDO

橋渡し促進技術開発

15
NEDO

橋渡し促進技術開発

17
最先端研究開発支援プログラム
（FIRST)

9、14

NEDO

NEDO

METI

橋渡し促進技術開発

NEDO

NEDO

11 NEDO

橋渡し促進技術開発

13
METI

文科省

METI

03、06 橋渡し促進技術開発

NEDO

07
NEDO

08

NEDO

NEDO

05
NEDO

表2.1.6   調査対象プロジェクトの主な後継プロジェクト 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 26

２．２ 追跡調査結果 

 

（施策評価関係） 

 

１. 施策（健康安心イノベーションプログラム）の目的・政策的位置付けの妥当性 

 
（１）施策(健康安心イノベーションプログラム)`の目的の妥当性 

・健康安心イノベーションプログラム及び健康安心イノベーションプログラムにおいて実施さ

れた研究開発の目的が波及効果、時期、主体等を含め、具体化されていたか。 
 
 プログラム制度は 2001 年（平成 13）年度から導入された。当該分野では、2001 年、2002
年、2004 年にプログラム名が変化しているが、少子高齢化の時代に向けて、安心・安全で質の

高い生活の実現、高齢者の要介護期間を低減し、国民の健康寿命の延伸を目指す姿勢は変わら

ない。日本の二大疾患であるがん、心疾患を対象として、早期発見、最適治療法の選択、最適

薬剤投与への波及効果を目指し、具体的な研究開発プロジェクトと達成目標時期を挙げている。

次いで、波及効果として、テーラーメイド医療・予防医療の実現、画期的な新薬開発への着手

に寄与すること、高度医療機器・社会参加支援機器の開発等により、高齢者の要介護期間の短

縮し、国民の「健康寿命」を「平均寿命」により近づけることを目指し、具体的な研究開発プ

ロジェクトと達成目標時期を挙げている。さらに医療・健康に係る産業の競争力や医療福祉機

器産業の国際競争力強化を狙う。効果として、2010 年におけるがん患者の５年生存率（治癒率）

の 20 ポイント改善、健康安心分野の市場規模 16 兆円、健康長寿化による国民医療費の適正化

（３～５兆円）の実現に寄与するとしている。 
 
 
 
 
対象となるプログラムは以下 4 件である。 
1）がん、心疾患等対応高度医療機器プログラム（2001 年度<H13>） 
 日本人の二大死因であるがん、心疾患を対象とした。従来、早期発見や適切な治療のための

機器等の開発が限られたものにとどまっていることから、臨床側と企業側の連携を図りつつ、

臨床用遺伝子診断システム機器、心疾患治療システム機器等の開発を目的とした。疾病の状態

を的確に把握し、疾病の状態に応じ最適な治療方法の選択ができる効果を狙って、①臨床用遺

伝子診断システム機器の開発（達成時期 2003 年度<H15>）を、また、心疾患患者の生体情報

をリアルタイムで把握し、これに基づいて最適の薬剤投与を行う効果を狙った②心疾患治療シ

ステム機器の開発（達成時期 2005 年度<H17>）を設立した。 
 当プログラムは 2001 年度で終了して、2002 年度以降は「「健康寿命延伸のための医療福祉

機器高度化プログラム」へ吸収された。 
2）健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プログラム（2002～2003 年度） 
 今後急速な高齢化を迎える我が国において高齢者が健康で安心して暮らせる社会を実現する

ため、遺伝子やタンパク質などの生体分子の機能・構造解析等を行うとともに、その成果を高

度に活用するための情報基盤の整備を行うことにより、テーラーメイド医療・予防医療の実現

や画期的な新薬の開発を目指し、健康維持・増進に係る新しい産業の創出につなげる。 
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 主体としては、高齢者の主要な疾患である痴呆、ガン、糖尿病、高血圧等を対象として、2004
年度を目標に、波及効果として、遺伝子解明に基づくテーラーメイド医療の実現、画期的な新

薬開発への着手に寄与することを目指す。 また、2006 年度を目標に、バイオツール、バイオ

インフォマティクス等の分野において研究成果の実用化を図り、波及効果として、我が国の医

療・健康に係る産業の競争力向上につなげる。 
 2004 年度（H16）以降は「健康安心プログラム」へ統合された。 
3）健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化プログラム（2002～2003 年度） 
 高齢社会における安心・安全で質の高い生活を実現するとともに、高齢者等の要介護期間を

低減し、国民の健康寿命の延伸に資するため、高度医療機器や高齢者等の健康で積極的な社会

参加を支援する機器等を開発する。また、重点的な研究投資や研究開発のための環境整備を行

うことで医療福祉機器産業の国際競争力強化を図る。 
 主体としては、高齢者に多い疾病を対象として、2010 年を目標に、波及効果として、疾病の

早期発見、治療技術の高度化、社会参加支援機器の開発等により、高齢社会における安心・安

全で質の高い生活を実現すること、高齢者等の要介護期間を短縮し、男女平均 74.5 才（2000
年 WHO 発表）である国民の「健康寿命」を「平均寿命」により近づける「健康寿命の延伸」

を実現すること、また、我が国の医療福祉機器技術の水準を世界最高レベルにまで向上させる

ことにより、医療福祉機器産業の国際競争力強化を実現すること、が期待される。 
 平成 16 年度以降は「健康安心プログラム」へ統合された。 
4）健康安心プログラム(2004～2006 年度<H16～H18>） 
 今後、世界に類を見ない少子高齢社会を迎える我が国において、国民が健康で安心して暮ら

せる社会を実現するため、遺伝子やタンパク質等の生体分子の機能・構造解析等を行うととも

に、それら研究を強力に推進するためのバイオツールやバイオインフォマティクスの開発、成

果を高度に活用するためのデータベース整備や先端技術を応用した高度医療機器開発等を行う。

これらにより、テーラーメイド医療・予防医療・再生医療の実現や画期的な新薬の開発、健康

維持・増進に係る新しい産業の創出につなげる。さらに、医療機器、福祉機器等の開発・実用

化を促進し「健康寿命の延伸」を実現する。 
 主体としては国民、高齢者を対象として、2010 年を目標に、波及効果として、社会参加を支

援する高度医療機器の実現、疾患関連遺伝子やタンパク質等の生体分子の機能・構造の解明に

基づくテーラーメイド医療・予防医療・再生医療の実現を狙う。更に、バイオテクノロジーの

応用によって幅広い分野における産業の創出に繋げ、画期的な治療を可能とする新薬等の開発

にも貢献する。これらの結果として、安心・安全で質の高い生活を実現するとともに、「健康寿

命の延伸」を実現する。また、2010 年におけるがん患者の５年生存率（治癒率）の 20 ポイン

ト改善、健康安心分野の市場規模 16 兆円、健康長寿化による国民医療費の適正化（３～５兆

円）の実現に寄与する。 
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【現在の状況】 
 

(a)「 2010 年における、がん患者の５年生存率（治癒率）の 20 ポイント改善」について 
 
  健康安心プログラム策定時の指標(H16 健康安心ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ事前評価から引用）では、 

・がん患者の 5 年生存率（治癒率） 1992 年 41.3％（実績値）をベースに、2010 年

におけるがん患者の５年生存率 20 ポイント改善を目指した。 
 ⇒ ・2000-2002 年時点におけるがん患者の 5 年生存率は、男女計で、56.9％である。 
      現状では、2000-2002 年時データが最新データである。 

   （出典：(独）国立がん研究センター／がん対策情報センター／がん情報サービス） 
 

(b)「健康安心分野の市場規模 16 兆円」について 
 
 健康安心プログラム策定時の指標(H16 健康安心ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ事前評価から引用）では、 
  ・健康安心分野のバイオテクノロジー関連市場規模 2001 年では 3.8 兆円に対して、2010

年に 15.7 兆円を目指した。 
  ・そこに掲載された表では、実績値 3.8 兆円は、多くが医療機器と福祉機器の合計 約 3.1

兆円が占めるので、医療機器と福祉機器の合計で比較した。 
 ⇒・2008 年時点（医療機器と福祉機器が掲載されている統計データとしては最新）で、 
   3.4 兆円であり、3.1 兆円に比べて約 1.1 倍である。 
    （出典：*1）福祉用具産業の市場規模調査結果（2011 年 4 月７概要版）日本福祉用

具・生活支援用具協会*2）リサーチペーパーNo.2「日本の医療機器市場の長期

動向」(財)医療機器センター附属医療機器産業研究所 *1）、*2）からデータ

を引用して、㈱日鉄技術ｾﾝﾀｰが表を作成した。） 
 
(c)「 健康長寿化による国民医療費の適正化（３～５兆円）の実現に寄与する。」について 
 
 健康安心プログラム策定時の指標(H16 健康安心ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ事前評価から引用）では、 
  ・国民医療費は、2001 年において 31.3 兆円であり、3~5 兆円の適正化、としている。 
 ⇒・国民医療費は年々増加をたどり、平成 20 年度が 34.8 兆円、平成 21 年度が 36 兆円を占

めている。 
     （出典：厚生労働省／統計情報・白書／各種統計調査結果／厚生労働統計一覧／国

民医療費（業務・加工統計）／平成 21 年度国民医療費の概況／結果の概要） 
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・それぞれの健康安心イノベーションプログラムの研究開発プロジェクトにおいて、又は後継

プロジェクトへの移行時において、技術的課題は適切に取捨選択・整理され、目的に至る具体

的目標は立てられていたか。 
 
 ポストゲノムの注目は、遺伝子情報まで掘り下げた疾患の検知や創薬基盤技術の獲得が必要

になり、遺伝子機能の解析、構成要素であるタンパク質や糖鎖の構造解析・合成、多量試料の

網羅的解析など生体情報をミクロからマクロへと把握していく課題を整理して研究開発プロジ

ェクトを立てている。バイオの分野では、遺伝子、タンパク質群、糖鎖等の個々や構造の分か

っている対象の基礎的情報、健全者や疾患の症例に関連した生体情報などの巨大なデータベー

スや解析ソフトを構築することで創薬や治療の方向性、テーラーメイド医療の進展が得られる。

そのために、IT との融合、バイオインフォマティクスの充実データベースの作成と統合等の巨

大情報をまとめ上げる課題を整理して研究開発プロジェクトを設定している。解析機器や医療

機器の開発にも、高度なデータベースや解析ソフトが不可欠であり、並行した研究開発が進め

られている。オリジナルな研究開発の推進、医療の高度化にはバイオツールを始め最先端デバ

イスや革新的医療機器の開発が不可欠であり、融合するナノ技術のシーズ課題をを整理して研

究開発プロジェクトを設定している。 
 
 
図 3.1.1 表 3.1.1 参照 各プログラムに所属する研究開発プロジェクトの技術的目標及び達

成時期を示した。 
1）がん・心疾患等対応高度医療機器プログラム 
 課題である、「リスクの早期発見や適切な治療のための機器等の開発が限られたものにとど

まっていること」、「最適治療を実現するため、臨床側と企業側の連携が不足していること」に

対して設立した研究開発プロジェクトでは、「遺伝子情報をもとに臨床現場において疾病状態

の把握を可能とするシステム技術の確立」、「生体情報を各種センサーで把握し、最適量の薬剤

投与を行えるシステム技術を確立」、「臨床面と一体となって行う開発について支援し、研究開

発終了後 3 年以内に治験実施又は薬事法承認申請を行う。」等を掲げている。 
2）健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化プログラム 
 課題である、「高齢者等の健康で積極的な社会参加を支援する機器等を開発すること」、「開

発成果の実用化を促すこと」、「高齢者等の要介護期間を短縮すること」に対して設立した研究

開発プロジェクトでは、「生活習慣病等の疾病について、予防や早期の診断・治療を可能にする

システムの開発」、「身体機能リハビリ支援システムの開発」、「医師や療法士の治療ノウハウに

基づいた訓練メニューを提示できるシステムの確立」、「疾患の予防・健康管理、診断・計測、

治療・再生・生体機能代行を可能とする医療機器等の実用化段階の開発」、「省エネ在宅福祉機

器システムの開発と速やかな実用化」、「医療機器の低侵襲化・高度化」を掲げている。 
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図 技術 課題 研究開発 ジ ク 目標 ( )

がん・心疾患等対応高度医療機器プログラムの研究開発プロジェクトの概要
健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化プログラムの

研究開発プロジェクトの概要

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.1.1 技術的課題と研究開発プロジェクトの目標 (1) 
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健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プログラムの

研究開発プロジェクトの概要（２／２）健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プログラムの

研究開発プロジェクトの概要（１／２）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.1.1 技術的課題と研究開発プロジェクトの目標（ 2） 
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がん・心疾患等対応高度医療機器プログラム

プロジェクト名 技術的目標及び達成時期 実施形態等

1 臨床用遺伝子診断システム機器
の開発

開発された技術が、がん患者等の遺伝子情報をもとに臨床現場において疾病状態の的確な把握を可能とする水準（機器が満たす
べきスペック）を達成すること。

2 心疾患治療システム機器の開発 開発された技術が、心疾患の患者に対して、その生体情報を各種センサーで把握し、病態に応じて必要時に最適量の薬剤の投与
を行える水準（機器が満たすべきスペック）を達成すること。

健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化プログラム

4 早期診断・短期回復のための高
度診断・治療システムの開発

（ア）超音波利用循環器系疾患診断システム
　２００２年度までに、動脈硬化や心疾患等の循環器系疾患を主な対象として、対象疾患部位の特徴に適した画像形成方式による
高度な超音波診断技術を確立する。
（イ）低侵襲高度手術支援システム
　２００４年度までに、内視鏡やＭＲＩ、Ｘ線（ＤＶＴ）等による患部への正確な
術者誘導技術とマニピュレーター技術を応用することによって、患者の負担を軽減し、回復期間を短縮化する低侵襲高度手術支援
システムを確立する。
（ウ）精密診断・標的治療システム
　２００５年度までに、疾病の早期発見や患者個人に最適な治療方策の選択支援を可能とする精密診断システム、並びに最適な薬
剤投与や患部に限定した治療を可能にする標的治療システムを確立する。

⑤実施形態
厚生労働省と強固に連携しつつ、民間企業、大学、公的研究機関等から最
適な研究体制を構築し実施。

5 高齢者等社会参加支援のための
システム開発

２００３年度までに、訓練者の状態に沿った適切な動作訓練を安全に実施し、回復度の評価に必要なデータ計測ができるとともに、
評価結果に基づいて、医師や療法士の治療ノウハウに基づいた訓練メニューを提示できるシステムを確立する。また、高齢者が親
しみやすく利用しやすい日常生活支援システムを確立する。

厚生労働省と強固に連携しつつ、民間企業、大学、公的研究機関等から最
適な研究
体制を構築し実施。

6 国民の健康寿命延伸に資する医
療機器・生活支援機器等の実用
化開発　　（No.3が改組され統合）

　研究開発終了後３年以内に治験実施または薬事法承認申請を行う。 厚生労働省と強固に連携しつつ、臨床面と密接に連携が図られる民間企
業等を選定し実施。また、必要に応じて厚生労働省が臨床側に、経済産業
省が企業等に各々助成を行うマッチングファンド方式を取り入れる。

7 エネルギー使用合理化在宅福祉
機器システム開発補助事業

　２００２年度までに、高齢者の快適性と安全性に配慮したオンディマンド省電力型快適トイレ空間や利便性と省エネの両立を可能
とする電力管理機能を持つ次世代環境制御装置等、エネルギー有効利用型の在宅福祉機器システムを確立する。

厚生労働省と強固に連携しつつ、適切な研究課題、大学、公的機関等を選
定し実施。

8 健康寿命延伸に資する医療福祉
機器開発のための基礎研究

　２００３年度までに、診断技術に関しては、高感度遺伝子診断技術や電気化学的遺伝子情報読み取り技術、形態情報と細胞レベ
ルの機能情報のリアルタイム統合表示技術、および光学的診断技術の研究等を行う。治療技術に関しては、高機能カテーテルや
体動に同期した放射線治療技術など患部局所に対する治療技術の研究等を行い、研究開発終了後速やかにこれらの成果を機器
開発につなげる 。

厚生労働省と強固に連携しつつ、大学の医学部・工学部等から最適な研究
体制を構築し実施

健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プログラム

10 タンパク質発現・相互作用解析技
術開発

２００４年度までにタンパク質チップを開発し、それにより、生体内のタンパク質を分類、同定することを可能とする。 民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。

12 糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー
構築

２００３年度までに約３００個の糖鎖合成関連遺伝子をクローニングし、その機能解析を行うとともに、利用技術開発に資する糖鎖合
成関連遺伝子ライブラリーおよびその機能データベースを完成させる。

民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。

14 タンパク質機能解析・活用プロジェ
クト　　（No.9が改組され統合）

２００５年度までに、我が国が競争優位をもつヒト完全長cDNAクローン３万個及び、その獲得のためにこれまで蓄積してきたcDNA
クローンから得られるスプライシング・バリアント（Splicing Variant）１万個等をリソースとして可能な限りの遺伝子・タンパク質の機能
解析を目指し、タンパク質の発現基盤の整備、発現頻度・相互作用情報の取得及びそれらに係る技術開発を実施する。

民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。

15 糖鎖エンジニアリングプロジェクト ２００５年度までに、糖鎖機能の産業応用研究に必要な、糖鎖自動合成装置及び糖鎖構造解析システムを実用化するとともに、糖
鎖合成関連遺伝子を網羅的に取得する。

民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。

表 3.1.1 各プログラムに所属する研究開発プロジェクトの技術的目標及び達成時期 
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健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プログラム

11 遺伝子多様性モデル解析技術 ２００５年度までに、モデル疾患関連情報データベースを構築するとともに、各種遺伝統計学的手法を用い、全ゲノム上から疾患関
連遺伝子や薬剤感受性遺伝子を探索できる解析ソフトウェアの開発を行う。

民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。

13 バイオインフォマティクス知的基盤
整備

２００４年度までに、ミレニアム・プロジェクトの成果及び国内外の主要データベー
スを統合的に活用できるネットワークシステムを構築する。さらに、データベース間の相互運用性を確保するとともに、独自の付加
価値情報やソフトウェア機能の充実により、容易にゲノム配列等の基本情報からタンパク質立体構造のデータや、遺伝子発現情
報、疾患を含む遺伝子機能の情報を一括して検索・解析できるシステムを完成させる。

民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。

16 バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェク
ト

２００５年度までに、我が国が得意とする情報・機器技術やバイオ技術を結集して、従来型の機器のダウンサイジング、PCR（DNA
の増幅手法）や電気泳動、MS（質量分析器）の連動等による自動化、生体情報計測の無侵襲化等を達成し、画期的なバイオ研究
用機器、試薬、診断機器等を開発する。併せてそれらの機器から得られるデータの処理のためのソフトウエア等の開発を行う。

民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。

17 先進ナノバイオデバイスプロジェク
ト

２００５年度までに、超小型マルチセンサーや１分子ＤＮＡ計測システム等解析機器の実用化のための、各種構成ユニットを開発す
る。

民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。

18 ナノ微粒子利用スクリーニングプ
ロジェクト

２００５年度までに、磁性等の特性を有する高機能・高性能なナノ微粒子の構築技術を開発するとともに、本微粒子を活用したスク
リーニングシステムを開発する。

民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。

19 タンパク質相互作用解析ナノバイ
オチッププロジェクト

２００５年度までに、高速、高感度なタンパク質相互作用解析を可能とするため、機
能を保持した形で発現したタンパク質を用い、ナノバイオチップを作成する。

民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。

20 ナノカプセル型人工酸素運搬体製
造プロジェクト

２００５年度までに、人工酸素運搬体の製造技術を確立する。 民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。

21 微細加工技術利用細胞組織
　　　製造プロジェクト

２００５年度までに、心筋細胞及び中枢神経細胞を対象に、再生医療を支援するために必要となる技術を確立する。 民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。
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3）健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プログラム 
 課題である、「遺伝子解明に基づく、テーラーメイド医療を実現」、「新薬開発着手への寄与」、

「新しい産業の創出」、「バイオツール、バイオインフォマティクス等の分野において研究成果

の実用化」に対して設立した研究開発プロジェクトでは、「網羅的な遺伝子、タンパク質の機能

解析によるンパク質の発現基盤の整備、発現頻度情報の取得」、「タンパク質の発現や相互作用

を解析するためのツール開発」、「糖鎖合成関連遺伝子の機能解析と利用技術開発に資するデー

タベースの構築」、「糖鎖構造解析システムを実用化」「糖鎖合成関連遺伝子の網羅的な取得」、

「遺伝子多型情報等を集めたモデル疾患関連情報データベースの構築」、「バイオインフォマテ

ィクス 20 以上の主要データベースを統合的に活用できるネットワークシステムを構築」、「バ

イオ・ＩＴ融合によるバイオ研究用機器、診断機器等の開発、ソフトウエアの開発」、そしてナ

ノ技術を適用する「超小型マルチセンサーや１分子 DNA 計測システム、磁性等の特性を有す

る高機能・高性能なナノ微粒子、

高速・高感度なタンパク質相互

作用解析に使用するナノバイオ

チップ、ナノカプセル型人工酸

素運搬体製造技術の確立と輸血

医療における新規市場の創出、

再生医療を支援する細胞を臨床

現場へ安定的に供給するための

自動大量培養技術及び培養装

置」等の開発を掲げている。 
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・健康安心イノベーションプログラム及び健康安心イノベーションプログラムにおいて実施さ

れた研究開発プロジェクトの目的は、社会的ニーズに適合し、出口（事業化）を見据えた内容

になっていたか。また、研究開発プロジェクトの目的は、時代の進行とともに、より具体的な

内容が設定されるよう見直されてきたか。 
 
 
 テーラーメイド医療の鍵を握る SNP は個人の疾患検知、薬品感受性や治療効果の確認に不

可欠な要因でありテーラーメイド医療の入り口でもある。タンパク質や糖鎖は診断薬、疾病マ

ーカー、創薬の原点である。ナノ技術はコンパクトなセンサー、解析チップ、医薬品候補物質

探索用材料、人工血液、細胞シート培養技術などのキーテクノロジーである。早期の診断検知

システムは治療負荷の軽減、医療費削減の効果に繋がる。また、治療や手術の低侵襲化が期待

される。診断や治療の高度化には診断・医療機器の高精度化、高速化、低侵襲化が望まれる。

福祉機器の需要は増加傾向にあり、リハビリ支援システムの高度化は医師・療法士の負担軽減、

高齢者の自立を支援しうる。以上のようなニーズの高い分野において、個々の研究開発プロジ

ェクトは設定されてきた。 
 出口については、具体的な検討がされており、解析システム、診断システム、解析デバイス、

診断薬、疾病マーカー、データベース、解析ソフトなど、研究開発用に供するものが多い。創

薬、医療機器などでは、認可まで長時間を要すること、市場の不確実性もあり、達成時期につ

いては慎重になる。 
 今回のヒアリング調査結果では、実用化した製品、サービスが半分近くあり、かなり多い。

今後、実用化が期待されるものも半分近くあること、派生技術も 70％があり、新規事業の開拓

も見込めるとの回答が 60％あることから、結果的に出口は具体化している。 
 
 
表 3.1.2 に各研究開発プロジェクトの目的と実用化､事業化の見通しについてを示す。 
1）バイオインフォマティクス（11、12、13） 
 自己免疫疾患及び糖尿病、がん、摂食障害をモデル疾患とし、患者と健常人のサンプルを収

集し、全ゲノム上からマイクロサテライトや SNP のタイピングを行う。得られた多型情報か

ら疾患感受性遺伝子および薬剤感受性遺伝子を効果的に同定するための SNPｓに着目した統

合がんゲノムデータベースや遺伝子多様性データベース及び遺伝統計学的ソフトウェア等の開

発を行う。 
SNPｓに着目した統合がんゲノムデータベースや遺伝子多様性データベース及び遺伝統計

学的ソフトウェア等の開発を行う。 
糖鎖関連では、医療・診断薬をはじめ、広い分野に有用な生体物質に多く存在する糖タンパク

質及び有用糖脂質の合成に必要なヒト糖鎖合成関連遺伝子を網羅的にクローニングし、その機

能解析と利用技術開発に資するデータベースの構築を目指し、「糖鎖遺伝子ライブラリー」と、

既知のもの含む関連する全ての情報を取り込んだ「データベース」を産総研内に整備する。そ

の知見を活用して、それら疾病の診断治療に利用を図る。 
 ヒトゲノム解読の進展など、バイオ関連の情報は著しく増大しており、有効活用して新たな

研究フロンティアの開拓や産業化を推進することが重要である。具体的には、国内外に分散す

るデータベースや、ミレニアム・プロジェクトの成果、日本を中心とする 6 つの完全長 cDNA 
配列解読プロジェクトから提供されたヒト完全長 cDNA、ヒトゲノム情報といった膨大なデー
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タを、お互いに関連付けるアノテーション（付加情報の追加）をした上で統合的にまとめ、産

業／研究用に効果的かつ効率的に利用することのできるような検索・解析機能等を備えた統合

データベースの構築を行う。 
2）タンパク質、糖鎖の機能解析（9、14、15） 
 ヒトの生命活動を担うタンパク質の機能の解明と活用を目指して、ヒト完全長 cDNA、ヒト

ゲノム DNA 塩基配列情報等を活用して、タンパク質の機能解析のための技術開発と、その機

能解析を進め、生物情報基盤の整備と解析装置の開発を行う。具体的には、ヒト完全長 cDNA
やスプライシング・バリアント cDNA を有効活用できる各種ベクターとタンパク質の大量発現

技術の開発と整備、ヒト遺伝子の発現頻度情報の取得・整備、相互作用するタンパク質群の同

定や構造解析、蛍光イメージング法を使ったタンパク質相互作用の解析技術と近年注目を浴び

ている siRNA（short interfering RNA）を用いたタンパク質機能解析技術の確立を狙う。 
 次世代ポストゲノム研究として、糖鎖とタンパク質を一体として解析し、その機能の解明を

目指す「グライコプロテオミクス」の視点から研究を進める。具体的にはレクチンチップを用

いた糖鎖プロファィラー、全自動糖鎖切り出し装置、質量分析技術を用いた革新的な糖鎖構造

解析技術と新たな糖鎖構造同定方式を開発する。生体内で機能を果たしている糖鎖構造と機能

に関する有意義なデータを診断マーカーや創薬の開発に活かす。 
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番号 プロジェクト名称 目的
実用化､事業化の
見通しについて

1

臨床用遺伝子診断システ
ム機器

　遺伝子異常とがん等の疾患及びその予後、悪性度、薬剤感受性などと関係が明らかにされつつある。その研究成果を個別患者のがん治療等に応用することが期待
されているが、このような遺伝子診断は研究のための機器等はあるものの、高価であり信頼性も十分でなく、直ちに臨床へ広範囲に応用することは困難である。これ
を打開し、臨床へ応用するため遺伝子情報を高信頼性、容易、迅速かつ低コストで解析できる、臨床用遺伝子解析システムを開発する。

1）第1 フェーズでは、高度医療機関と知的価値（診断法）を共有することにより、市場参入を図りたい。（2006年度以降を目処）
2）第2 フェーズでの一般医療機関への普及に向けて、開発装置の臨床試験・薬事認定・製品化を順次進めていく。（2007年度以降を目
処）
3）遺伝子診断自動化装置は、まず研究用としての利用を計画（2005年以降を目処）
4）ECA 装置、カスタマイズチップ、また空チップ（遺伝子を乗せていない）などの研究用販売の計画

2

心疾患治療システム機器
の開発

急増している、がん、脳卒中、高血圧、糖尿病、循環器系疾患といった生活習慣病や痴呆等の疾病・障害について、予防や早期の診断・治療を可能とする高度な診
断・治療機器等の開発を目標として、以下を開発を行う。（1）血管内超小型統合センサー等の開発（2）インテリジェント薬剤投与システムの開発（3） 超小型統合セン
サーや薬剤投与システムの情報を相互に伝達する、無線通信システムの開発

1）「心疾患治療オートパイロットシステム」は新しい治療法であり、製造承認を得るために臨床治験が必要となる。国立循環器病センター
での治験を予定している。薬事申請、厚生労働省の製造承認を経て、平成２３年頃の上市を予定。
2）埋込式インテリジェント神経活動記憶/神経刺激電極

4

早期診断・短期回復のた
めの高度診断・治療シス
テムの開発：内視鏡等に
よる低侵襲高度手術支援
システム

近年、急増している、がん、脳卒中、高血圧、糖尿病、循環器系疾患といった生活習慣病等の疾病について、予防や早期の診断・治療を可能にするため、「低侵襲高
度手術支援システム」、「精密診断・標的治療システム」を開発する。
「低侵襲高度手術支援システム」
２００４年度までに、内視鏡やＭＲＩ、Ｘ線（ＤＶＴ）等による患部への正確な術者誘導技術とマニピュレータ技術を応用することによって、患者の負担を軽減し、回復期間
を短縮化する低侵襲高度手術支援システムを確立する。

DVT 撮影システム、高機能内視鏡、高操作性マニピュレータ、手術誘導システム
手術安全支援システムは、基本概念の妥当性と有効性の実証

5

高齢者等社会参加支援
のためのシステム開発
（高齢者生活作業支援シ
ステム）

高齢者・障害者介護支援センター等の施設において、健常または四肢機能に軽度の
障害をもつ高齢者・障害者を対象として、四肢の運動機能の計測・評価を行い、その
結果を医師・療法士、高齢者・障害者等にフィードバックすることによって、医師・
療法士の負担を軽減するとともに、高齢者・障害者の訓練に対する自発的意欲を向上
させるリハビリ支援システムを開発する。

1）身体機能リハビリ支援システム
・ 歩行訓練支援システム
・ 下肢機能回復支援システム
・ 上肢動作訓練支援システム
1）高齢者生活作業支援システム
・ パワーアシスタント機器
・ メモリアシスタント機器
・ インタフェースシステム
・ トータルシステム

3
と
6

国民の健康寿命延伸に
資する医療機器・生活支
援機器等の実用化開発

今後急速な少子高齢社会を迎える我が国において、国民が健康で安心して暮らせる社会を実現するためには、個人の体質に合わせたテイラーメイド医療による効果
的・効率的な医療の実現や、疾病の予防医療の実現、画期的な新薬の創出、福祉の高度化等を図ることが求められている。これらを実現するためには、生命の維持
や疾病に関係する生体分子の機能や構造について、より理解を進めることや、高度な医療福祉機器等の開発が不可欠である。このため、本施策では、遺伝子やタン
パク質などの生体分子の機能・構造解析、それら研究を強力に推進するためのバイオツール、バイオインフォマティクス開発、成果を高度に活用するためのデータベー
ス整備等を行うことにより、テイラーメイド医療・予防医療・再生医療の実現や画期的な新薬の開発、健康維持・増進に係る新しい産業の創出につなげ、バイオテクノロ
ジー戦略大綱において、2010 年において期待しうる効果の例として掲げられているがん患者の５年生存率（治癒率）の改善等に寄与する。さらに高度医療機器や福
祉機器等の開発・実用化を目指し、高齢者等の要介護期間を短縮し、現在男女平均73.8才である国民の「健康寿命」を「平均寿命」（80.9 才）により近づける「健康寿
命の延伸」を実現する。一方、こうした研究開発プロジェクトと平行して、ゲノム研究等の実施やその産業化にともなう安全性及び法的・社会的・倫理的問題について研
究等を行い、その成果を必要な措置に活用することにより、安全面・倫理面での適切な対応を図る。

・磁気応用診断・治療支援装置
・エンドマイクロスコープ
・半導体型ガンマカメラ
・MRIを用いた脳血流循環障害診断システム
・リアルタイム４Ｄイメ－ジングシステム
・心筋梗塞の新しい治療戦略確立のための次世代型心肺補助システム
・「がん」摘出用顕微鏡・内視鏡手術システム
・粒子線がん治療におけるスポットスキャニング照射法
・高機能空気圧受動要素の研究及びインテリジェント足関節装具
・先進制御技術を用いた非侵襲（在宅用）人工呼吸器
・歯周病治療及び予防のための歯周組織再生誘導材料

7

エネルギー使用合理化在
宅福祉機器システム開発
補助事業

「介護機器の家：ウェルフェアテクノハウス」は、先端在宅介護機器を備えた高齢者対応住宅であり、これまでのように各種在宅介護機器、高齢者対応住宅といった
個々別々な取り組みではなく、要介護者の在宅での現実の生活形態を踏まえた高齢化社会における望ましい在宅介護を実現するため、これらの開発を同時かつ１つ
の融合したシステム技術開発として推進する在宅介護機器の研究現場を形成する研究用施設である。よって、要介護者、介護者そして研究者は実際にウェルフェアテ
クノハウスに滞在し研究を行うこととする。各地域の実情に適した、優れた在宅福祉機器システムによる介護の向上と介護力の負担軽減を図りつつ、これらの地域に
おける福祉機器産業の開発力を高めて地域の発展を達成することを目的として、国内の主要な地域におけるウェルフェアテクノハウスの整備により、地域を含む先端
在宅介護機器システムの研究を加速化させ、地域における豊かな福祉サービスの増大と家族間の心のふれあいによる在宅介護の充実を図る。

1) 積雪寒冷住宅における玄関アプローチの融雪バリアフリーシステムの開発
2) 空気循環型消臭機能付きマットの開発と介護空間の快適性向上技術
3) 義肢ソケット製作システムの開発
4) 福祉住宅用省エネルギー窓・出入口部材の開発
5) 被介護者用搬送車の寒冷地対策など移動に関する装置の開発
6) 付加型脱臭・加湿制御装置の開発
7) 不整地走行可能な省エネルギー型電動車いすの開発
8) 熱的バリアフリー空間を形成する蓄放熱床システムの開発）
9) 高齢者の快適性と安全性に配慮したオンディマンド省電力型快適トイレ空間の開発
10) 利便性と省エネの両立を可能とする電力管理機能を持つ次世代環境制御装置の開発

8

健康寿命延伸に資する医
療福祉機器開発のため
の基礎研究

医学研究者と工学研究者が共同で先端的な医療技術に関する基盤研究を行うことにより、新たな医療機器の開発に繋がる技術的基盤を確立する。具体的には、２０
０３年度までに、診断技術に関しては、高感度遺伝子診断技術や電気化学的遺伝子情報読み取り技術、形態情報と細胞レベルの機能情報のリアルタイム統合表示
技術、および光学的診断技術の研究等を行う。治療技術に関しては、高機能カテーテルや体動に同期した放射線治療技術など患部局所に対する治療技術の研究等
を行う。

①循環器系疾患に対する予後診断を含む低侵襲診断治療システム
② 低侵襲超高度選択的／局所診断・治療一元化システム
③高次生体情報の画像化による診断・治療システム
④微小電極利用遺伝子情報計測システム
⑤ 光干渉利用高機能断層画像測定システム

10

タンパク質発現・相互作
用解析技術開発

　ゲノム解読で明らかとなった生体内の多数タンパク質の機能を生体外で、多数を同時、かつ迅速に解明するため、多数の蛋白質を機能をもって発現させる技術、迅
速にその相互作用を解析する技術を開発する。これをもとに系統的な創薬スクリーニング技術などの生産性向上技術を開発し、新規産業の創出をめざす

多種類の微量のタンパク質を検出する抗体チップの開発
再発予測等の診断等に用いるマルチプレックス血清診断チップ
多種類の生理活性物質と多種類の膜タンパク質の相互作用を解析するウイルスチップの開発
におい受容体等の新規のＧＰＣＲの機能を生かしたセンサーチップへの展開を図る。.

11

遺伝子多様性モデル解
析技術開発

　自己免疫疾患及び糖尿病、がん、摂食障害をモデル疾患とし、日本人を対象に患者と一般日本人集団（健常人）のサンプルを収集し、全ゲノム上からマイクロサテラ
イトやSNPのタイピングを行う。得られた多型情報から疾患感受性遺伝子および薬剤感受性遺伝子を効果的に同定するためのモデル疾患関連情報ＤＢの構築及び遺
伝統計学的解析ソフトウェアの整備を行う。これらＤＢとソフトウェアからなる知的基盤を用いてモデル疾患の疾患感受性遺伝子および薬剤感受性遺伝子の同定を行
い、その結果を踏まえフィードバック的に知的基盤の改良、高機能化を図る。

1) 疾患関連遺伝子同定手法
マイクロサテライトマーカーを用いたゲノムワイドな遺伝的相関解析技術
2) 遺伝統計学的ソフトウェア
・qtlhaplo（量的表現型とハプロタイプの関連解析）をエンジンとした薬剤感受性遺伝子の探索システム
・小家系データに基づく遺伝的リスク算出プログラムGRISK
・ハプロタイプによるリスク算出ソフトウェアHAPRISK
・ハプロタイプ推定ソフトウェア
3) 開発データベース、ソフトの一般公開
・遺伝子多様性データベースH-GOLD（http://www.jbirc.aist.go.jp/gdbs/）
・遺伝統計解析統合環境SNP-system（http://www.jbirc.aist.go.jp/snps/）
・統合がんゲノムデータベース（http://genomecenter.jfcr.or.jp/genomedb/）

表 3.1.2  各研究開発プロジェクトの目的と実用化､事業化の見通し 
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12

糖鎖合成関連遺伝子ライ
ブラリー構築

本プロジェクトでは、医療・診断薬をはじめ、広い分野に有用な生体物質に多く存在する糖タンパク質及び有用糖脂質の合成に必要なヒト糖鎖合成関連遺伝子を網羅
的にクローニングし、その機能解析と利用技術開発に資するデータベースの構築を行う。

新規酵素含めてプロジェクトで得られた糖鎖遺伝子は「ライブラリー」と、既知のもの含む関連する全ての情報を取り込んだ「データベー
ス」は、産総研内に整備する。糖鎖科学コンソーシアムを窓口として広く一般の利用を図る。
さらに、各種疾病と発現が相関する糖鎖遺伝子も多数見出されており、その知見を活用して、それら疾病の診断治療に利用を図る

13

バイオインフォマティクス
知的基盤整備

ヒトゲノム解読の進展など、バイオ関連の情報の著しい増大を背景に、そのデータを有効活用して新たな研究フロンティアの開拓や産業化を推進することが重要であ
る。このため、各種データベースやソフトウェア資産を対象に、基礎研究や産業化に活かすための情報基盤を整備する。具体的には、国内外に分散するデータベース
や、ミレニアム・プロジェクトの成果、ヒトゲノム情報といった膨大なデータを、お互いに関連付ける付加情報の追加をした上で、統合的にまとめ、産業／研究用に効果的
かつ効率的に利用することのできるような検索・解析機能等を備えた統合データベースの構築を行う。

 H-Invitational Database の公開
H-Invitational Database は、日本を中心とする6 つの完全長cDNA 配列解読プロジェクトから提供されたヒト完全長cDNA をゲノム上のヒ
ト遺伝子座にマップする。世界初の“ヒトトランススクリプトーム・データベース”であるH-Invitational Database の公開を、平成16 年頃に
行う。
日立が国立遺伝学研究所の協力ものと、ゲノムデータの大量処理へのHadoop技術適用を検証する。2010年ころ

9
と
14

タンパク質機能解析・活
用プロジェクト

世界では、ヒトの遺伝子情報いわゆるヒトゲノムのDNA塩基配列の解析が終了した。このヒトゲノムのうち、約5%が遺伝子すなわち生命活動で重要な働きを担うタンパ
ク質の情報に相当する。本事業では、ヒトの生命活動を担うタンパク質の機能の解明と活用を目指して、ヒト完全長cDNA、ヒトゲノムDNA塩基配列情報等を活用して、
タンパク質の機能解析のための技術開発と、その機能解析を進め、生物情報基盤の整備と解析装置の開発を行う。ヒト完全長cDNAやスプライシング・バリアントcDNA
を有効活用できる各種ベクターとタンパク質の大量発現技術の開発と整備を行うとともに、ヒト遺伝子の発現頻度情報の取得・整備、相互作用するタンパク質群の同定
や構造解析、細胞やマウスなどのモデル動物を用いたタンパク質機能解析、細胞やマウスなどのモデル動物を用いたタンパク質機能解析を可能にするための技術開
発を行う。また、従来困難であった弱いタンパク質相互作用の解析技術と近年注目を浴びているsiRNA（short interfering RNA）を用いたタンパク質機能解析技術の開
発も手がける。

網羅的なタンパク質の機能解析および相互作用解析を可能とする技術・装置を開発するとともに、我が国が優位性を保持するヒト完全長cDNA等を利用して、多数のタ
ンパク質の機能解析を実施し、網羅的な機能情報データ等を蓄積することにより知的基盤を整備する。

【実用化の検討】
以下のDB、リソースを広く普及し、バイオ産業にこれらの知的基盤を提供する。
1) ＳＶ　　　SV-DB　　　SV エントリークローンの一般配布
2) 大量発現　　hG&P-DB（仮称、human gene & protein-DB）
3) 発現頻度解析（DNA マイクロアレイ）　　GE-DB（仮称、Gene Expression DB）
4) 発現頻度解析（iAFLP 法）　　iAFLP-DB
5) 細胞レベルの機能解析（細胞画像）　　　タンパク質局在情報DB
6) 細胞レベルの機能解析（siRNA ライブラリ）　　　siRNA ライブラリの一般配布
7 )SV　cDNA リソースおよびデータベースを用いた診断薬。
8) 大量発現技術　　　エントリクローンの受託生産
9) 発現頻度解析（DNA マイクロアレイ）　　　ATL 発症前診断キット
10) 発現頻度解析（iAFLP 法）
11) 相互作用解析（質量分析）
12) 相互作用解析技術（蛍光イメージング）　　蛍光試薬
13) 細胞レベルの機能解析（合成siRNA）　　Off-target 排除アルゴリズムの製品化、

15

糖鎖エンジニアリングプロ
ジェクト

次世代ポストゲノム研究として、糖鎖とタンパク質を一体として解析し、その機能の解明を目指す「グライコプロテオミクス」の視点から研究を進める。本事業では、従来
にない革新的な糖鎖構造解析技術と新たな糖鎖構造同定方式を樹立し、これを装置化することにより、多様かつ微量の糖鎖を短時間で同定できるシステムを開発す
る。そして、生体内で機能を果たしている糖タンパク質等の機能分子の、糖鎖構造と機能に関する有意義なデータの取得を目指す。

1) 質量分析による糖鎖微量迅速解析システム
2) レクチンチップを用いた糖鎖プロファィラー
3)全自動フロンタルアフィニティ装置
4)全自動糖鎖切り出し装置
5)糖鎖自動合成装置

16

バイオ・IT融合機器開発
プロジェクト

　本技術開発は、国民が健康で安心して暮らせる社会の実現を目指し以下の事業を行う。バイオツールやバイオインフォマティックスの開発、および成果を高度に利用
するためのデータベース整備や先端技術を応用した高度医療機器開発により、テーラーメイド医療・予防医療・再生医療の実現や画期的な新薬の開発、医療機器、福
祉機器等の開発・実用化を促進する。 研究開発課題③家庭等での個人の健康情報を可能な限り自然な形で測定（無拘束、非侵襲）し、かつ安全（匿名化、データ保
護化、データプロトコル統一）な方法で収集蓄積し、個人の健康度を評価・解析（健康寿命算出、個人別健康行動指導、行動変容把握）する機器・システムの開発及び
検証を行う。

1) 生体分子計測機器・統合システム
・ バイオインフォーマティクスと融合した、先進プロテオミクスプラットフォーム
・ゲノム・プロテオームをベースとしたプロファイル診断システム
・可溶性蛋白質の設計・合成・分析統合システムの構築と３次元構造解析への応用
・ 臨床データと遺伝子発現解析データとの統合データベースの構築と癌診断チップの解析
・ゲノム・トランスクリプトーム・プロテオーム解析自動化統合システム
・ECA チップを用いた遺伝子診断機器の自動化
・マイクロ流体システムを用いた遠隔地診断システム
・生体反応解明のための自動マイクロインジェクションシステム
・生物情報統合システムKeyMolnet への分子構造情報の統合
・高スループットプロテオーム解析質量分析システム
2) 新たな原理に基づく解析デバイスの開発
・タンパク質分離のためのプロテインシステムチップ
・バイオ・IT 融合による多元タンパク質解析装置
・ワイヤレスバイオ計測システム
・ブロックコーディング修飾アプタマー法による人工抗体製造システム
・結核菌・抗酸菌・結核治療薬耐性菌等向け全自動臨床用遺伝子診断システム
・ホームヘルスケアのための高性能健康測定機器

17

先進ナノバイオデバイス
プロジェクト

本研究は、高分子膜技術や表面修飾技術に基づき、ナノレベルで制御された構造を、チップ上マイクロ流路にマイクロからナノレベルで微細形成する材料組成・加工
方法を開発し、チップ上で一挙に多様な条件で高収率タンパク質合成条件を探索できる機能、および、血液中のタンパク質を対象として、質量分析機等の高感度分析
装置に導入する試料の前処理により、不要成分を除去し、分析対象とする分子を高精度に分画するバイオチップ開発を目指すものである。これにより、タンパク質を発
現させる為の条件検討の効率を飛躍的に向上させるとともに、疾患マーカー探索を加速し、構造、機能解析やプロテオーム創薬を飛躍的にスピードアップでき、医薬品
等の開発期間の大幅な短縮を可能とする。

（１）ナノスケール生体分子・情報解析デバイスの開発
①ハイスループット・タンパク質解析チップ
②POCT マルチバイオセンサ
③ピコリットル液滴型タンパク結晶化デバイス
（２）分子スケール生体情報計測技術の開発
①１分子DNA 解析システム
②レーザ干渉光熱変換法によるサブ・アトモル生体分子分析技術

18

ナノ微粒子利用スクリー
ニングプロジェクト

　本プロジェクトでは、医薬品候補物質の探索のみならず、その最適化等も高速かつ自動で行うシステムを構築するために必要な微粒子関連技術を開発し、その成果
をシステムとして仕上げ、医薬品候補物質の探索、その最適化等を自動で行うための技術を開発することを目指す。なお、本プロジェクトは、経済産業省が推進してい
るフォーカス21（研究開発の成果が迅速に事業化に結びつき、産業競争力強化に直結するような経済活性化のための研究開発プロジェクト）の一環として実施するも
のである。

1）標的タンパク質の単離・同定に極めて優れた機能をもつナノ磁性微粒子）1
2）より短時間で完了するスクリーニング自動化装置

19

タンパク質相互作用解析
ナノバイオチッププロジェ
クト

　本事業は、機能を保持した状態でのタンパク質発現及びタンパク質相互作用解析に係る技術開発を行うものであり、1)タンパク質解析のためのバイオ素子（抗体、ウ
イルス）の開発、2)多種類の微量のタンパク質を検出する抗体チップの開発、3)多種類の生理活性物質と多種類の膜タンパク質の相互作用を解析するウイルスチップ
の開発、の3項目を行う。

多種類の微量のタンパク質を検出する抗体チップの開発
再発予測等の診断等に用いるマルチプレックス血清診断チップ
多種類の生理活性物質と多種類の膜タンパク質の相互作用を解析するウイルスチップの開発
におい受容体等の新規のＧＰＣＲの機能を生かしたセンサーチップへの展開を図る。.

20

ナノカプセル型人工酸素
運搬体製造プロジェクト

　安全性、保存性、生体内機能に優れた人工酸素運搬体として、ヒト赤血球から得られるヘモグロビンをナノカプセルに封入し、表面をポリエチレングリコールで修飾し
た粒径約200nmのナノカプセル型人工酸素運搬体の製造技術を確立し、臨床治験開始に必須な非臨床試験を完了する。また、虚血性疾患等に対する治療への応用
に向けた動物モデルでの有効性評価、また原薬としての遺伝子組み換えヘモグロビンの大量製造技術の研究開発も合わせて行う。

ヒト血液を原料としたナノカプセル型人工酸素運搬体製剤

21

微細加工技術利用細胞
組織製造プロジェクト

　来るべき超高齢社会への対策として、従来の医療技術では回復が期待できない失われた身体機能を人工的に代替・修復する技術を研究開発、実用化するために、
自家ヒト細胞の樹立・培養技術を確立し、安全で安定的かつ恒常的な供給をめざし、そのための基盤技術及び応用技術を確立するため研究開発を行う。

1）中枢神経及び循環器再生に係わる細胞の材料
2）細胞培養技術及び装置：初期においては研究開発支援ツールとして供給し臨床へ進む。
開発された細胞培養技術の医療応用、及び移植細胞の供給に係わる技術と装置の実用化に当たっては移植用細胞に関するガイドライ
ンの確立が前提となる。
（自家ヒト細胞の樹立・培養サービスの確立と、社会的に容認される細胞ソースから移植用同種ヒト細胞培養技術の確率）
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3）ナノテクノロジーとの融合（17、18、19、10、20、21） 
高分子膜技術や表面修飾技術などナノレベルで制御された構造を、チップ上に微細形成する材

料組成・加工方法を開発し、チップ上で一挙に多様な条件で高収率タンパク質合成条件を探索

できる機能や、血液試料の前処理により、不要成分を除去し高感度分析を可能とするバイオチ

ップ開発を目指す。具体的には、ハイスループット・タンパク質解析チップ、POCT マルチバ

イオセンサ、ピコリットル液滴型タンパク結晶化デバイス等が対象となり、タンパク質を発現

させる為の条件検討の効率を飛躍的に向上させるとともに、疾患マーカー探索を加速し、構造、

機能解析やプロテオーム創薬を飛躍的にスピードアップでき、医薬品等の開発を促進する。 
 医薬品候補物質の探索等において最適化、高速かつ自動で行うシステムを構築するために不

可欠な微粒子関連技術の開発を目指し、具体的には標的タンパク質の単離・同定に極めて優れ

た機能をもつナノ磁性微粒子を開発する。 
 機能を保持した状態でのタンパク質発現及びタンパク質相互作用解析に係る技術開発を行う

ものであり、具体的には多種類の微量のタンパク質を検出する抗体チップ、再発予測等の診断

等に用いるマルチプレックス血清診断チップ、多種類の生理活性物質と多種類の膜タンパク質

の相互作用を解析するウイルスチップ等の開発を行う。 
 安全性、保存性、生体内機能に優れた人工酸素運搬体として、粒径約 200nm のナノカプセ

ル型人工酸素運搬体（人工血液）製造技術の確立を目指す。 
 失われた身体機能を人工的に代替・修復する技術を研究開発、実用化するために、自家ヒト

細胞の樹立・培養技術の確立を目指す。具体的には、心臓用細胞シート等を狙い、安全で安定

的培養製造技術及び装置を開発する。 
4）臨床診断システム（1、4） 
遺伝子異常とがん等の疾患及びその予後、悪性度、薬剤感受性などと関係が明らかにされつつ

ある。テーラーメイド医療の臨床へ応用するため遺伝子情報を高信頼性、容易、迅速かつ低コ

ストで解析できる、臨床用遺伝子解析システムの開発を目指し、具体的には、高度医療機関と

知的価値（診断法）の共有、遺伝子診断自動化装置の研究用としての利用、ECA 装置、カス

タマイズチップなどの研究的利用を促進する。 
 がん、脳卒中、高血圧、糖尿病、循環器系疾患といった生活習慣病等の疾病について、予防

や早期の診断・治療を可能にするため、「低侵襲高度手術支援システム」、「精密診断・標的治療

システム」、「低侵襲高度手術支援システム」を開発する。具体的には、DVT 撮影システム、

高機能内視鏡、高操作性マニピュレータ、手術誘導システム等を開発し、手術安全支援システ

ムでは、基本概念の妥当性と有効性の実証を行う。 
5）医療機器の開発（2、3、6、8,、16） 
がん、脳卒中、高血圧、糖尿病、循環器系疾患といった生活習慣病や痴呆等の疾病・障害につ

いて、予防や早期の診断・治療を可能とする高度な診断・治療機器等の開発を目標とする。具

体的には、血管内超小型統合センサー等、インテリジェント薬剤投与システム、 超小型統合セ

ンサーや薬剤投与システムの情報を相互に伝達する、無線通信システム等を開発する。 
 テイラーメイド医療を実現するためには、生命の維持や疾病に関係する生体分子の機能や構

造について、より理解を進めることや、高度な医療福祉機器等の開発が不可欠である。具体的

には、磁気応用診断・治療支援装置、半導体型ガンマカメラ、MRI を用いた脳血流循環障害診

断システム、リアルタイム４Ｄイメ－ジングシステム、心筋梗塞の新しい治療戦略確立のため

の次世代型心肺補助システム、粒子線がん治療におけるスポットスキャニング照射法等を開発

する。 
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 医学研究者と工学研究者が共同で先端的な医療技術に関する基盤研究を行うことにより、新

たな医療機器の開発に繋がる技術的基盤を確立する。具体的には、①循環器系疾患に対する予

後診断を含む低侵襲診断治療システム、低侵襲超高度選択的／局所診断・治療一元化システム。

高次生体情報の画像化による診断・治療システム、微小電極利用遺伝子情報計測システム、光

干渉利用高機能断層画像測定システム等を開発する。 
 国民が健康で安心して暮らせる社会の実現を目指し、バイオツールやバイオインフォマティ

ックスの開発、および成果を高度に利用するためのデータベース整備や先端技術を応用した高

度医療機器開発により、テーラーメイド医療・予防医療・再生医療の実現や画期的な新薬の開

発、医療機器、福祉機器等の開発・実用化を促進する。 具体的には、 
「生体分子計測機器・統合システムの開発」 
1）ゲノム・プロテオームをベースとしたプロファイル診断システムの研究開発 
2）可溶性蛋白質の設計・合成・分析統合システムの構築と３次元構造解析への応用 
3）臨床データと遺伝子発現解析データとの統合データベースの構築と癌診断チップの解析 
4）生体反応解明のための自動マイクロインジェクションシステムの開発 
「新たな原理に基づく解析デバイスの開発」 
1）タンパク質分離のためのプロテインシステムチップの開発 
2）バイオ・IT 融合による多元タンパク質解析装置の開発 
3）ワイヤレスバイオ計測システムの研究開発 
4）ブロックコーディング修飾アプタマー法による人工抗体製造システムの研究開発 
等を開発する。 
6）福祉機器の開発（5、7） 
 高齢者・障害者介護支援センター等の施設において、健常または四肢機能に軽度の障害をも

つ高齢者・障害者を対象として、四肢の運動機能の計測・評価を行い、フィードバックするこ

とによって、医師・療法士の負担を軽減、自発的意欲を向上させるリハビリ支援システムを目

指す。具体的には、身体機能リハビリ支援システム（歩行訓練支援システム、下肢機能回復支

援システム、上肢動作訓練支援システム）高齢者生活作業支援システム（ パワーアシスタント

機器、メモリアシスタント機器、インタフェースシステム）等を開発する。 
 

 
 
 
 
 
N=32 
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9
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実用化なし

Prj.終了後

Prj.終了前

（％）

①-1 個々のプロジェクト中、終了後に実用化した製品やサービスはありましたか。

(結果）プロジェクト終了前と終了

後に実用化した製品やサービスが

あったの回答が 53%を占める。 

②-1 個々のプロジェクトの成果から今後実用化が期待される製品やサービスはありますか。 
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あると考えている
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（％）

(結果）プロジェクトの成果から実

用化が期待される製品やサービス

がある又はあると考えているの回

答が 56%を占める。 
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派生分野も広がっている。 
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①-1 派生技術はありますか。 

(結果）派性技術があるの回答が

70%であり、プロジェクトの成果から

の技術的広がりが多い。 
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不明

見込めない

見込める

（％）

①-3 「派生技術がある」場合、派生技術により、新規事業の開拓が見込めますか。 

(結果）派性技術がある場合、新規

事業の開拓が見込めるの回答が

60%もある。 

（例）自動化機器<15>、 医薬・診断薬<10、19>、光断層技術 SD-OCT<8.>、立体構造が既知の場合での創薬支

援サービス<4>、細胞シート利用技術<21>、受託サービス事業 診断薬事業<18>、等 

（例）バイオ医薬品、アンチドーピング<15>、化学、薬学、工学<10、19> 、レーザー<4>、化学、薬学、工学<12>、遺

伝子工学、有機合成、表面加工、機械、コンピュータ<12､15>、医療画像診断技術<8>、バイオＭＥＭＳ分野<17>、

分析<10.19>、創薬分野<4.)>、等 

①-2 派生技術（要素技術）は何ですか。 

（例）自動化（エンリッチメントデバイス)<15>、抗体医薬 抗体作製技術<10、19>フェーズ２および前臨床（複数）、基礎研究

<10、19>、レーザーの波長ラインナップ<4>、405nm に加え、473、440、635nm の製品化<4>、抗体医薬 抗体作製技術<12､

15>フェーズ２および前臨床（複数）、基礎研究<12､15>、眼軸長測定<8.⑤>生産中<8>、細胞の電気特性測定用ＭＥＭＳ

<17>、ELISA 系構築技術<10.19> 等 
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実用化段階

技術開発段階

研究段階

（％）

① -2 波生技術の現状の段階はどこでしょうか。 

(結果）派性技術についても、研究

段階、技術開発段階はあるが、実

用化段階が 35%もある。 

①-4 「派生技術がある」場合、派生技術は多くの種類の技術分野にわたっていますか。当該技術分野は何ですか。 
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（２）施策(健康安心イノベーションプログラム)の政策的位置付けの妥当性 

・施策（健康安心イノベーションプログラム）の政策的位置意義（上位の政策との関連付け、

類似施策との関係等）は高かったか。また、時代の進行とともに施策の目的が修正されてきた

場合には、引き続き施策の目的の政策的妥当性は高かったか。 
 
 上位の政策は、主として、1992 年 12 月 19 日（H11 年）のミレニアム・プロジェクトと 2002
年 12 月 6 日（H14）のバイオテクノロジー戦略大綱である。今回対象の研究開発プロジェク

トは、2002 年バイオテクノロジー戦略大綱に沿っており、「融合分野の研究開発の推進」、「バ

イオツール、バイオインフォマティクスへの重点投資」、「統合データベースの構築と利用環境

や競争環境の整備」、「テイラーメイド医療の実現、再生医療・遺伝子治療・細胞治療の推進」、

「タンパク質構造・機能解析、遺伝子発現解析等のポストゲノム研究を進めた創薬基盤を確立」、

「医療機器の開発による病気の早期診断・短期回復の実現」に対応する研究開発プロジェクト

を設定している。 
 今回のヒアリング調査結果では、研究開発成果を実用化した例も多く、上位政策を支えてい

るといえる。アウトカムの例を別添資料に記す。 
 
 
 図 3.1.2  参照 
1）がん、心疾患等対応高度医療機器プログラム（平成 13 年度）の施策的位置付け 
政府の産業構造転換・雇用対策本部決定に基づき検討された国家産業技術戦略（国家産業技術

戦略検討会（座長：吉川弘之日本学術会議会長）においてとりまとめ）においても、社会的ニ

ーズに基づく目標として、「高齢社会における安心・安全で質の高い生活の実現」が掲げられて

おり、健康維持・増進のための医療機器開発の重要性が指摘されている。 
また、分野別の医療機器産業技術戦略では、「①医療ニーズに合致し、②日本が潜在的な技術競

争力を有し、大きな技術トレンドに沿う分野に、重点的に研究資源を投資し、環境整備を行っ

ていくべきとの提言がなされ、医療ニーズ、技術トレンド両面での重点化分野が提示されてい

る。さらに、より組織的な医学工学連携の仕組みの構築の必要性が指摘されているところであ

り、臨床側と企業側の連携により、医療ニーズの高いがん、心疾患等に対応した医療機器を開

発する本プログラムは、この戦略に合致している。 
 

②-1 直接的に生み出された技術又は派生技術を利用する研究主体（機関、企業、大学等）は数多くありますか。 

(結果）直接的に生み出された技術を利用する研究主体は 251 箇所で、派生技術を利用する研究主体は 172 箇所で

あった。（N=17) 

②-2 直接的に生み出された技術又は派生技術を利用する研究主体は産業界や学会に広がっていますか。 

(結果）プロジェクトへの参加企業や、不参加の同業者の企業や、大学、独立行政法人研究所などへの技術的広がり

が報告された。 
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【閣議決定等上位の政策決定】 第２期科学技術基本計画（平成13年3月30日閣議決定）
★科学技術の戦略的重点化のため、ライフサイエンス、情報通信、環境及びナノテクノロジー・材料の４分野に対して特に重点をおき、国家的・社会的課題に対応した研究開発を行うこととしている。

また、異分野の融合や新たな科学技術の発展により、小規模ながらも将来著しい発展が予想される新領域が出現した場合は、機動性をもって的確に対応することとしている。

★バイオテクノロジー戦略大綱（平成14年12月ＢＴ戦略会議取りまとめ）及び産業発掘戦略－技術革新 （「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００２」（平成１４年６月閣議決定）に基づき 平成１４年１２月取りまとめ）
健康・バイオテクノロジー分野における３つの戦略目標（「研究開発の圧倒的充実」、「産業プロセスの抜本的強化」及び「国民理解の徹底的浸透」）に対応している。

【ミレニアム・プロジェクト】平成11年12月19日 内閣総理大臣決定
日本政府が2000年度に着手した国家プロジェクト。情報化，高齢化，環境対応の三つの分野でプロ

ジェクト事業を組み，省庁横断的に取り組んだ。

高齢化（－活き活きとした高齢化社会を目指して－）

★ 高齢化社会に対応し個人の特徴に応じた革新的医療の実現（ヒトゲノム）

2004年度を目標に、
・痴呆、がん、糖尿病、高血圧等の高齢者の主要な疾患の遺伝子の解明に基づくオーダメイド医療
を実現し、画期的な新薬の開発に着手するとともに、生物の発生等の機能の解明に基づく、拒絶反
応のない自己修復能力を利用した骨、血管等の再生医療を実現する。

＜プロジェクトの概要＞

【ヒトゲノム解析】

・ヒトの遺伝子約10 万個のうち、ヒトの体内で発現頻度が高い約３万個について解析を実施。

[2001 年度目標]
・ヒトゲノムの中で個人間で異なる部分（SNPs）15 万個を目標に、遺伝子部分に焦点をあてて、

探索・解析するとともに、どの程度の頻度で多様性が現われるかの解析を実施。[2001年度目標]
【五大疾患の克服】

以下の五大疾患を中心に、

・疾患関連遺伝子・薬剤反応性関連遺伝子の発見

・患者個人に対する最適な治療・投薬（オーダーメイド医療）等による治療成績の向上

・入院患者数や死亡者数を削減する画期的新薬の開発に着手

① 痴呆（アルツハイマー病等）等神経疾患

② がん（悪性新生物）

③ 糖尿病・高脂血症等代謝性疾患

④ 高血圧等循環器疾患

⑤ 気管支喘息等免疫・アレルギー性疾患

【自己修復能力を用いた再生医療の実現】
ヒトの体細胞が有する自己修復能力のメカニズムを解析して応用することにより、以下の６分野を中心

に、拒絶反応や後遺症の回避等、生体への負担を最小化するとともに、より自然な状態への修復を目
指す再生医療の実現を図る。[2004 年度目標]
①骨・軟骨、 ② 血管、 ③ 神経、 ④ 皮膚・角膜、 ⑤ 血液・骨髄、 ⑥ 移殖技術・品質確保技術

ＢＴを発展させようとして国家間の競争で、決して日本はこれまで大きな優位を築いてきたわけではない。むしろ、

欧米、とくにアメリカに対しては後れをとっている面がかなり多いと言わざるを得ない。

政府のＢＴ関連予算の投入状況を見ても、米国では、医療・健康分野を所管するＮＩＨ（国立健康研究所）だけで
日本のライフサイエンス予算の７倍以上の研究開発費を政府として投入している。
欧州でも、「欧州のための戦略」を既に策定するなどＢＴへの取組に力を入れている。また、アジアにおいても、シ

ンガポールにおいて「バイオインダストリー２１計画」に基づき、戦略的な施策展開がされるなど、各国は積極的な
政策を展開している。

■痴呆、がん、糖尿病、高血圧等の高齢者の主要な疾患の遺伝子の解明に基づくオーダーメイド医療の

実現、画期的な新薬の開発の着手、及び生物の発生等の機能の解明に基づく、拒絶反応のない自己修

復能力を利用した骨、血管等の再生医療の実現。
■疾患予防、健康維持のための植物の高品質化によるアレルゲンフリー等高機能食物の実現、農薬使
用の少ない稲作の実現。

テーマ

プロジェクトの概要

【バイオテクノロジー戦略大綱】 平成１４年１２月６日 ＢＴ戦略会議
－三つの戦略が切り開く 「生きる」、「食べる」、「暮らす」の向上－

《戦略１ 研究開発の圧倒的充実》 （経済産業省 関連）
◆1 融合分野の研究開発の推進
■今後の我が国のＢＴ産業発展の鍵は、異分野との融合による総合力の確保であるとの強い認識の下、ＮＴやＩＴと

いった新規重要技術、産業との連携を進めていく。（関係府省）
◆2バイオツール、バイオインフォマティクスへの重点投資
［バイオツール分野］
■計測機器、分析機器などＢＴに係る研究開発や産業活動の基盤となる機器やそれに伴う技術の開発を進める

（関係府省）。また、バイオツール、バイオインフォマティクス両分野にわたる包括的支援策の検討を開始する（経済産
業省）。
［バイオインフォマティクス分野］
■ＢＴに係る膨大な情報を迅速、低コスト、正確に処理解析するシステムの開発を行うとともに、研究機関間の一層

の連携を図る。（関係府省）
■統合データベースの構築を進めるとともに、標準化の検討を進める等により、利用環境や競争環境の整備を図る。

（関係府省）
≪戦略１に関する各分野の行動計画≫【医療・健康分野（よりよく生きる）】
①個人の体質を遺伝子レベルで突き止め、疾病の予防、治療に活かす。－テイラーメイド医療の実現
■遺伝情報を基にした個人個人にあった予防・治療を可能とする医療（テイラーメイド医療）の実現を目指し、研究

開発を進める。このため、大規模な患者サンプルの収集を行い、ＳＮＰｓとがん、生活習慣病、痴呆の発症との関係及
びＳＮＰｓと薬剤反応性との関係の解明を進め、そのデータベース化を図る等の対応を進める。（文部科学省、厚生労
働省、経済産業省）

遺伝子多型から疾患遺伝子を解明する手法についても、マイクロサテライトとＳＮＰｓを用いて多因子疾患の原因 遺伝子を

絞り込むアルゴリズム等を開発する。［実施中、平成１７年度達成］（経済産業省）

②失われた機能の再生を図るとともに、病気を遺伝子・細胞レベルで治療する。－再生医療・遺伝子治療・細胞治療
の推進
■再生医療の実現に向けて、発生・再生の仕組みの解明を進め、臓器再生などの研究を進める。また、その基盤と

なる幹細胞、バンクを整備し、その利用技術を開発するとともに、品質管理手法・評価手法の開発等を進める。（文部
科学省、厚生労働省、経済産業省）
■遺伝子治療、細胞治療の実現に向けて、増殖培養技術の開発を進めるとともに、免疫拒絶反応メカニズムの解

明と、拒絶反応をなくす手法の開発を進める（文部科学省、厚生労働省）。また、知的財産の扱いについての検討を
進める（総合科学技術会議、厚生労働省、経済産業省）。

再生医療において、産業化を促進する基盤整備の一環として、細胞・組織・細胞外材料等の処理工程を含む品質管理手法

や生体適合性等の評価手法の開発並びに標準化の検討を行う。［平成１５年度以降順次着手］（経済産業省）

③ ＢＴを活用した画期的な新薬の開発のため、タンパク質の解析や医薬品の標的タンパク質の効率的な抽出を行う。
■タンパク質構造・機能解析、遺伝子発現解析等のポストゲノム研究を進め、その研究成果を基に創薬基盤を確立

する。（文部科学省、厚生労働省、経済産業省）
完全長ｃＤＮＡを基盤とした有用遺伝子の収集・機能解明、タンパク質機能・構造解析等の研究開発、測定機器の高度化、加齢
に関わる遺伝子解析、糖鎖構造解析・自動合成装置の開発等、治験支援関連産業創生の環境整備等を実施する。［実施中、平
成１７年度達成］（経済産業省）
④画期的な医療機器の開発により、病気の早期診断・短期回復を実現する。
■人工臓器、人工感覚器の開発を行うとともに、低侵襲医療機器、身体内部機能を代替する医療機器、早期診断

等のための医療機器、在宅で健康管理を行うことができる機器等の開発を行う。（文部科学省、厚生労働省、経済産
業省）

早期診断・短期回復を可能とするための高度医療機器や再生医療を支援するための自動培養装置等の開発により、国民
が自立して健康に暮らせる期間（健康寿命）の延伸及び医療機器産業の国際競争力強化を目的とした研究開発を実施する。［実
施中、平成１９年度達成］（経済産業省）
予防医療確立に向け、ＩＴを活用した次世代生体情報計測機器や生体情報の定量的評価手法の開発等により、在宅健康管理シ
ステムの確立を図る。［平成１５年度着手］（経済産業省）

戦略２．産業化プロセスの抜本的強化

戦略２に関する各分野の行動計画 【医療・健康分野（よりよく生きる）】

①ＢＴを活用した画期的な医薬品・医療機器開発へのインセンティブを高めます。

■本年４月に改正された薬価、医療機器に関する算定制度において、画期的・革新的な新薬に係る加算率が

大幅に引き上げられるなどされており、適切な運用を図るとともに、ＢＴによる開発のインセンティブが十分に行き

わたり、技術革新に見合うように更に検討する。（厚生労働省）

■「医薬品産業ビジョン」（平成14年８月）中のアクショプランに基づき、医薬品産業の国際競争力強化を図る。

（厚生労働省）

■医療機器産業の国際競争力強化のため、「医療機器産業ビジョン」（仮称）を策定する。（厚生労働省）

■医療機器産業の国際競争力強化のため、体内埋め込み型の医療機器等の開発・製品化を促進するための

措置について検討を行う。（経済産業省）

体内埋め込み型の医療機器等の技術的、社会的にリスクの高い医療機器の国際競争力を高めるため、企業が

積極的にこのような医療機器の開発・製品化に取り組むための環境整備について所要の措置の検討を行う。［平

成１４年度着手］（経済産業省）

②ＢＴを活用した先端医療研究の成果が、実際の医療現場で早く、広く活用されるよう、研究開発と臨床との橋

渡し体制を整備します。
■全国治験活性化３カ年計画を策定し、それに基づき、主に以下の施策を実施する。（文部科学省、厚生労働

省）
治験に関する大規模ネットワークを構築する。

治験コーディネーターの養成を図る。

治験の意義や内容についての普及啓発活動を進める。
医師主導で実施する治験システムを導入する。

■治験に関するインセンティブを高めるため、治験に関わる業績の評価や研究費の効果的な配分等を図る。

（厚生労働省）

■高度先進医療の実施について、特定療養費制度の対象となる要件の緩和を行う。（厚生労働省）

【バイオ関連の市場や雇用について】

◎」我が国の2001年（平成13年）におけるＢＴ関連産業の市場規模は1.3兆円と推計されている。2010年（平成22年）に

おいては、それが25兆円程度に成長することを展望して環境整備を目指すこととされており、今後大幅な市場拡大が

期待される。また、世界に目を転ずると、現在の市場規模で、米国３兆円強、欧州２兆円弱と見込まれ、2005年（平成

18年）の時点で欧州は12兆円、2010年の時点で世界全体は230兆円、2025年（平成38年）の時点で米国は300兆円市

場に成長するとの予測もある。

◎ＢＴに関連した新規雇用効果として、2010年までに100万人超が期待され（現状（平成11年実績推計）6.9万人）、さら

に、非バイオ産業への雇用誘発効果として60万人超が期待される。

◎ ＢＴ関連産業は知識集約型かつ省資源型の産業であり、また高度な技術の集積のある国でこそ発展できる産業

である。さらに、高付加価値型の産業であり、高収入の雇用も期待できる。それは、技術立国を目指す日本の将来像

に実に適合した産業である。

参考

未来像

「バイオ経済社会ビジョン２００２」

―ＢＴの成果を最大限享受する経済社会像― 

．健康・医療分野（よりよく生きる）

ＢＴの応用で、例えばこんなことが実現します。

●自分の遺伝子の特徴を調べれば、がんや高血圧になりやすいかどうか等の個人個人の体質がわかるため、病気

に罹らないように体質に合った食生活や運動をしたりといった注意ができ、また、体質に合わせて機能性食品を利用

できる。また、万が一病気になったときにも、あなたの体質に合った、効果が高く副作用の少ない治療が受けられる。

●再生医療が実用化され、インスリン分泌細胞を糖尿病の人の体内に移植できれば、一日数回のインスリン注射が

必要なくなる。また、交通事故で重い脊髄損傷を負って車椅子を利用している人が、神経幹細胞移植を受けることで、

再び歩くことができるようになる。

●がん、高血圧等の生活習慣病、関節リウマチや免疫アレルギー疾患、アルツハイマー病を含む痴呆性疾患といっ

た種々の病気、さらにはＯ－１５７など新たな病原体による感染症について、原因やメカニズムが明らかになるととも

に、画期的な新薬やワクチン等の予防法、医療技術が開発され、死亡率が減少する。

●低侵襲性の機器など新たな医療機器が開発されて、身体に負担が少ない治療が受けられるとともに、より早期の

診断、より早期の治療が可能になり、治療技術も高度化し、より効果的な治療が受けられる。

  図 3.1.2 上位政策 
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2）健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プログラム（平成 14～15 年度）の施

策的位置付け 
 科学技術基本計画（2001 年 3 月閣議決定）における国家的・社会的課題に対応した研究開

発の重点化分野であるライフサイエンス分野、分野別推進戦略（2001 年 9 月総合科学技術会

議）における重点分野であるライフサイエンス分野に位置づけられるものである。 
また、産業技術戦略（2000 年 4 月工業技術院）における社会ニーズ（高齢社会における安心・

安全で質の高い生活の実現）への対応、革新的、基盤的技術（バイオテクノロジー）の涵養、

知的な基盤の整備への対応を図るものである。 
さらに、バイオテクノロジー戦略大綱（2002 年 12 月閣議決定）において実現が期待される健

康と長寿の達成（よりよく生きる）に対応し、「産業発掘戦略－技術革新」（「経済財政運営と

構造改革に関する基本方針 2002｣(2002 年 6 月閣議決定)に基づき 2002 年 12 月取りまとめ）の

健康・バイオテクノロジー分野における３つの戦略目標（「研究開発の圧倒的充実」、「産業プロ

セスの抜本的強化」及び「国民理解の徹底的浸透」）に対応するものである。 
 
3）健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化プログラム（平成 14～15 年度）の施策的位置付

け 
科学技術基本計画（2001 年 3 月閣議決定）における国家的・社会的課題に対応した研究開発

の重点化分野であるライフサイエンス分野、分野別推進戦略（2001 年 9 月総合科学技術会議）

における重点分野であるライフサイエンス分野に位置づけられるものである。 
 また、産業技術戦略（平成 12 年 4 月工業技術院）における社会的ニーズ（高齢社会におけ

る安心・安全で質の高い生活の実現）への対応、革新的、基盤的技術（バイオテクノロジー）

の涵養、知的な基盤の整備への対応を図るものである。 
 
4）健康安心プログラム(平成 16～18 年度）の施策的位置付け 
科学技術基本計画（平成 13 年 3 月 30 日閣議決定）では、科学技術の戦略的重点化のため、ラ

イフサイエンス、情報通信、環境及びナノテクノロジー・材料の４分野に対して特に重点をお

き、国家的・社会的課題に対応した研究開発を行うこととしている。また、異分野の融合や新

たな科学技術の発展により、小規模ながらも将来著しい発展が予想される新領域が出現した場

合は、機動性をもって的確に対応することとしている。 
バイオテクノロジー戦略大綱（平成 14 年 12 月 6 日 BT 戦略会議取りまとめ）及び産業発掘戦

略－技術革新（「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2002｣(平成 14 年 6 月閣議決定）に

基づき平成１４年１２月取りまとめ）では、健康・バイオテクノロジー分野における３つの戦

略目標（「研究開発の圧倒的充実」、「産業プロセスの抜本的強化」及び「国民理解の徹底的浸透」）

に対応している。 
 
主となるバイオテクノロジー戦略大綱（平成 14 年 12 月 6 日）と今回対象となった研究開発プ

ロジェクトとの関連を示す。複数関与があり、重複して記している。 
また、今回の調査結果から、実際のアウトカムと上位位置付けとの関連を示す。研究開発プロ

ジェクト結果が上位施策の目的に合っているところを示す。 

 
《研究開発の圧倒的充実》  
A.融合分野の研究開発の推進  
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・今後の我が国の BT 産業発展の鍵は、異分野との融合による総合力の確保であるとの強い認

識の下、NT や IT といった新規重要技術、産業との連携を進めていく。 
 16 バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト（アウトカム例：タンパク質解析チップ） 

17 先進ナノバイオデバイスプロジェクト（POCT マルチセンサー） 
18 ナノ微粒子利用スクリーニングプロジェクト（ナノ磁性粒子） 
19 タンパク質相互作用解析ナノバイオチッププロジェクト（抗体ウィルス素子） 
20 ナノカプセル型人工酸素運搬体製造プロジェクト（ナノ粒子） 

 
B.バイオツール、バイオインフォマティクスへの重点投資  
［バイオツール分野］  
・計測機器、分析機器など BT に係る研究開発や産業活動の基盤となる機器やそれに伴う技術

の開発を進める（関係府省）。また、バイオツール、バイオインフォマティクス両分野にわたる

包括的支援策の検討を開始する（経済産業省）。 
17 先進ナノバイオデバイスプロジェクト（POCT マルチセンサー） 
19 タンパク質相互作用解析ナノバイオチッププロジェクト（抗体ウィルス素子） 

 
［バイオインフォマティクス分野］ 
・BT に係る膨大な情報を迅速、低コスト、正確に処理解析するシステムの開発を行うととも

に、研究機関間の一層の連携を図る。（関係府省） 
14 タンパク質機能解析・活用プロジェクト（データベース） 

 
・統合データベースの構築を進めるとともに、標準化の検討を進める等により、利用環境や競

争環境の整備を図る。（関係府省） 
13 バイオインフォマティクス知的基盤整備（データベース） 

 
≪研究開発の圧倒的充実に関する各分野の行動計画≫ 
① 個人の体質を遺伝子レベルで突き止め、疾病の予防、治療に活かす。－テイラーメイド医療

の実現 （SNPs とがん、生活習慣病、痴呆の発症との関係及び SNPs と薬剤反応性との関係の

解明を進め、そのデータベース化を図る等の対応を進める。） 
11 遺伝子多様性モデル解析技術開発）（がん統合データベース） 

 
② 失われた機能の再生を図るとともに、病気を遺伝子・細胞レベルで治療する。－再生医療・

遺伝子治療・細胞治療の推進（再生医療の実現に向けて、発生・再生の仕組みの解明を進め、

臓器再生などの研究を進める。遺伝子治療、細胞治療の実現に向けて、増殖培養技術の開発を

進める） 
21 微細加工技術利用細胞組織製造プロジェクト（ヒト循環器細胞の培養技術と装置） 
20 ナノカプセル型人工酸素運搬体製造プロジェクト（人工血液） 

 
③ BT を活用した画期的な新薬の開発のため、タンパク質の解析や医薬品の標的タンパク質の

効率的な抽出を行う。（タンパク質構造・機能解析、遺伝子発現解析等のポストゲノム研究を進

め、その研究成果を基に創薬基盤を確立する。） 
04 早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発（医用化合物ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ支援シ
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ステム） 
12 糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー構築 
15 糖鎖エンジニアリングプロジェクト（糖鎖分析技術） 
16 バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト（マイクロインジェクション） 
18 ナノ微粒子利用スクリーニングプロジェクト（ナノ磁性粒子） 
19 タンパク質相互作用解析ナノバイオチッププロジェクト（抗体ウィルス素子） 

 
④ 画期的な医療機器の開発により、病気の早期診断・短期回復を実現する。（低侵襲医療機器、

身体内部機能を代替する医療機器、早期診断等のための医療機器、在宅で健康管理を行うこと

ができる機器等の開発を行う。） 
01 臨床用遺伝子診断システム機器の開発 
02 心疾患治療システム機器の開発 
03 がん・心疾患等に対応した医療機器の応用・実用化開発 
04 早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発（血管壁組織性状診断・治療

システム、共焦点レーザ顕微鏡による全染色体画像解析診断装置） 
05 高齢者等社会参加支援のためのシステム開発（下肢機能回復支援システム） 
06 国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実用化開発（リアルタイム 4D

イメージングシステム、次世代型心肺補助システム開発、がん摘出用顕微鏡・内視鏡シ

ステム） 
07 エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開発補助事業（エアマット等） 
08 健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究（光干渉断層画像測定システ

ム） 
  以上のように、上位施策にある NT、IT 等の異分野最先端技術との融合による総合力の確

保、バイオツール、バイオインフォマティクス分野にわたる支援、個人にあった予防・治療を

可能とする医療（テイラーメイド医療）の実現を目指す開発、遺伝子治療、細胞治療の実現に

向けてたヒト細胞増殖培養技術の開発、ポストゲノム研究成果を基に創薬基盤の確立、人工臓

器の開発を行うとともに、低侵襲医療機器、身体内部機能を代替する医療機器、早期診断等の

ための医療機器、在宅で健康管理を行うことができる機器等の開発に合致したアウトカムを達

成しつつある。 
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・国際的な健康安心分野の研究開発の動向に適合していたか。 
 
 日本の政策の立案には、圧倒的に先行している米国の動向、及び地道に研究を続けている欧

州の動向も参考にされている。ポストゲノムの時代に入り、タンパク質、糖鎖の解析から臓器

等全体の把握に向けたゲノム機能科学の網羅的解析、バイオインフォマティクスの構築、IT、
NT 等先端技術との融合が進められてきた。特にナノバイオテクノロジーの重要性はましてお

り、米国を始め、欧州、そして中国が最近豊富なリソースをつぎ込んでいる。今回の調査対象

プロジェクトでも、NT との融合研究は多く、かなりの成果を挙げている。磁性ナノ粒子、細

胞培養、人工血液等の研究は世界的なレベルといえる。 
 今回の調査結果では、78％が日本の当該分野における技術レベルは向上したと回答し、日本

がイニシアティブをとれるようになったとの回答も 25％（6 件）あった。海外との交流が増え

た、海外からの引合いが増えた、などがあった。糖鎖の研究では、かつて、かなりのリソース

が投入されて日本が進んでおり、2006～2008 年頃には、イニシアティブをとれる段階になり、

国際会議の日本開催が多かった。しかし、その後、基礎的研究開発プロジェクトの減少、リソ

ース減少などで、体力が落ちてきている。バイオは長くかかる研究開発でもあり、日本が進ん

でいるところは資金、人材ともに継続性を考えるべきではないかとの関係者の意見であった。 
 
 ポストゲノムの時代に入り、ヒト DNA のどこにどのような遺伝子があるのか、個人の特性

はどこに記録されているのか、等の課題から、タンパク質、糖鎖の解析から臓器等全体の把握

に向けたゲノム機能科学の網羅的解析、バイオインフォマティクスの構築、IT、NT 等先端技

術との融合が始まり、世界はほぼ同じ方向へ向いていたと言える。 
 平成 12 年頃の日本が強いとされるバイオ関連技術は発酵技術、バイオリアクター、酵素工

学などである。クローン家畜、バイオセンサーはほぼ互角かやや劣るとされている。一方、遺

伝子治療、遺伝子組換え農産物、バイオ農薬、遺伝子探索技術、遺伝子診断などの先端技術分

野の競争力は極めて低い。また、NTや ITなどの先端技術とバイオ技術との融合も米国に比べ、

遅れていると言われていた。日本では、平成 14 年から、IT との融合、NT との融合プロジェ

クトが強化されているとみられる。今回、調査対象とした研究開発プロジェクトではナノ技術

等との融合関連で世界に比肩しうる成果もでてきている。 
 
 米国は豊富な研究資金と人材をバックに多くの分野で他国を圧倒している。NIH や DOE が
中心となり、応用のみならず次世代を見据えた研究の振興にも積極的な投資を行っているため、

当面その地位は揺るぎそうにない。 
          ライフサイエンス関連の研究開発の公的予算 

 1999 年 2006 年 
米国 1 兆 9000 億円 3 兆 2400 億円

日本 2500 億円 3200 億円

                   2007/10/17 日本バイオ産業人会議 

 
 欧州では英、独、仏などの主要国が長い基礎研究の歴史を背景に高い研究水準を保っている。

また、EU によるフレームワーク・プロジェクトの実施は個々の分野における研究の水準を引

き上げるのに貢献するだけでなく、欧州各国に散在する優秀な研究者・研究機関を巧みに連携

させ、科学技術のポテンシャルを統合し、全体の研究水準を底上げするのにも効果を挙げ始め
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ている。 
 中国の追い上げは顕著であり、すごい勢いでバイオ研究が進んでいる。大きなリソースを注

ぎ込んでいる。バイオハイテクパークは約 40 あり、中国科学院の 97 の研究所の３分の１は

バイオ研究をやっている。人材的にも、米国などの優秀なラボに留学していた優秀な研究者を

国に戻して研究が行われており、現在では、質の高い論文発表数も既に日本を上回ったと言わ

れている。 
 シンガポールでは、「バイオインダストリー２１計画」に基づき、戦略的な施策展開がなされ

ており、先端医療への適用を国を挙げて取り組んでいる。 
 
★米国におけるナノバイオテクノロジーに関しては、NSF(National Science Foundation：国

立科学財団)と NIH(National Institute of Health：国立衛生研究所)の２つが主要なファンディ

ング機関であり、NNIについてはNSFが最大のファンディング機関である。NNI については、

2005 年会計年度からの 4 年間で、約 4000 億円の国費を投入される予定である。2000 年度

と 2004 年度を比較すると、2 倍以上に増加しており、ナノバイオに対する関心が大きくなっ

ていることが分かる。 
 ◆NIH のナノバイオテクノロジー関連のロードマップ 
NIH ロードマップ（Roadmap Initiatives）の 3 つのテーマのうちの 1 つ、ニューパスウェイ

ディスカバリー(New Pathway to Discovery)にはナノバイオテクノロジー関連の項目が多く

採択されている。 
１）細胞内の代謝産物の動態を効果的に、正確に計測できるようなツールの開発 
２）イメージング（Molecular Imaging roadmap）は 3 つの内容から構成されている。 
ａ．5 年以内に、プローブ検出の感度を 10－100 倍にする。 
ｂ．イメージングプローブの特異性、活性などをデータベース化する。 
ｃ． 新規イメージングの開発や、商品化されていないプローブの製造を行うセンターを作る。 
３）Nanomedicine: 長期的な目標は、傷害や病気をおった組織―骨、筋、神経などを分子レベ

ルで治療するような素材、デバイスを作ることである。生物学者だけではなく、数学者、物理

学者、エンジニア、コンピュータ技術者などが集うような Nanomedicine Department Center 
を設立予定である。 
★中国におけるナノバイオロジー分野の具体的なテーマは次のとおりである。 
・DNA とプロテインチップ   ・漢方薬     ・初期の分析ツール 
ナ ノ バ イ オ ロ ジ ー の 研 究 を 行 う 代 表 的 な ナ ノ テ ク ノ ロ ジ ー 研 究 機 関 と し て

NationalNanoscience Center nanobiology and medicine がある。同センターは 170 名のスタ

ッフと 180 名の大学院生を擁しており，研究テーマは以下である。 
・新しいドラッグ・デリバリー・システム、バイオニック MEMS と NEMS、また、MEMS や
バイオチップの実用化に向けた研究は NationalNano-Commercialization Base において実施

されている。 
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国際競争力への影響 ① 我が国における当該分野の技術レベルは向上しましたか。 

(結果）我が国における当該分野

の技術レベルが向上したの回答

が 78%であった。 

（例）知名度があがった。引き合いが増えた<15> 、ﾚｰｻﾞのラインナップと多点タイムラプス<4> 、OCT 技術の適合

性分野拡大<8>、主流技術を超える手法の実現<16>、世界初の ADCT(Area detector CT) ﾊｰﾄﾞ/ｿﾌﾄの実用化を

達成<6>、微小流体制御の要素技術<17)>、現在、臨床現場で使用されている（2003FY～）<5)、等 

★細胞シート積層化装置・ 再生医療技術<21>、糖鎖プロファイラー<15>、バイオチップ+ 癌の診断薬・生活習慣

病診断薬<10,19>、ナノ磁性粒子（FG ビーズ）<18>、ゲノムワイド相関解析の開発<11>等は世界でも高い技術レベ

ル。 

13

9

78

0 20 40 60 80 100

その他

向上はしなかった

向上した

（％）

④ プロジェクトが外国の技術政策に影響を与えたことがありましたか。 

（例）影響を与えたものとしては、類似技術の発表が増えた<15>、技術交流が促進された<21>、等 

25

63

13

0 20 40 60 80

その他、不明

与えなかった

与えた

（％）

(結果）外国の技術政策に影響を

与えたの回答が 3 件あった。 

⑤ 当該分野で我が国がイニシアチブを取れるようになったか。 

（意見）取れるようにならなかった理由は、薬事法により規制がある<5>、米国では、日本より多くの研究費、多くの患

者データが利用できるため信頼性の高い結果が得られる<11>、等 

(結果）当該分野で我が国がイニシ

アチブを取れるようになったの回

答が 6 件あった。 

25
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25

0 20 40 60

その他、不明

ならなかった

取れるように

なった

（％）
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②-2 外国と技術的な取引が行われていますか。 

（結果）外国と技術的な取引が行われて

いるの回答が 3 件で僅かではあるが 12%

あった。 

（参考：取引を行っている企業は技術提携

まで行っていない。） 
8

80

12

0 20 40 60 80 100

その他

行われていない

行われている

（％）

②-2 利益を生み出している場合、どのような利益ですか。 

②-2 取引が行われている場合、利益を生み出していますか。 

（結果）取引が行われている 3 件のうち 2 件が利益を生み出していると回答している

（結果）利益を生み出している 2 件は、特許料と製品の販売である。 
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（３）国の施策で行われるべき研究開発としての妥当性はあったか。国の関与が必要とされる 

施策であったか。 

・国として取り組む必要のある施策であったか。当省の関与が必要とされる施策であったか。 
 
 少子高齢化という長期間のニーズを有し、福祉医療費の限りない増大傾向がみられる状況で

あり、国レベルで方向性を出すべき領域である。単なるモノづくりと違って、医学、工学、情

報科学、薬学など多くの分野の重なりあった領域における強力な連携が必須であり、個人、一

企業のレベルでは不可能である。当該領域における新規性の高い研究開発には、リスク、多大

な資金、実用化まで長期間を要し、上手くいっても開発費用の回収には長期間がかかるので、

ベンチャー企業等では難度が大きい。また、医療関係では、臨床、安全、倫理課題があり、民

間では解決し難い問題が存在する。これらのことからも、国の関与は必要と考える。さらに、

従来の消費財を対象とした製造業体制による輸出立国は難しく、日本が生きていくために付加

価値の高いバイオ分野を産業化していくこと、輸入超過になっている医療機器の国産化も重要

であり、国の関与は必要である。 
 今回のヒアリング調査結果では、国が関与する必要性があったとの回答は 96％に上る。その

理由としては、「多額の研究開発費、長期にわたる研究開発期間、高い技術的難度等から、民間

企業のみでは十分な研究開発が実施されない場合。」が 67％を占め、22％は、「国の関与による

異分野連携、産学官連携等の実現によって、研究開発活動に新たな付加価値をもたらすことが

見込まれる場合」であった。 
 
 
 図 3.1.3 に示すように、国民、高齢化社会の健康、医療に関するニーズは大きい。医学、工

学の連携が不可欠であり、課題克服には、連携を強化するまとめ役が必要である。また、当該

分野は、製造産業で新興国に追い抜かれるなか、日本がこれから生きていくために不可欠な産

業創出の大きな柱と考えられる。人件費の高いなかで、消費財等の生産コストで競い合うこと

は不可能に近く、付加価値の高い頭脳集団として生きていくために不可欠な分野と考えられる。

さらに、バイオ分野、医療分野では、臨床、治験等があり、実用化までは長時間を要すること、

研究開発に極めて多額の費用がかかることを認識しなければならない。 
 
 経済産業省の関与については、ナノテクノロジーや IT、エレクトロニクス、メカトロニクス

などの多領域にわたる最先端技術を融合させ、世界における優位を獲得するために、関与が最

必要な分野と考えられる。 
 
 医療機器産業については、着実な成長を続け、平成 12 年の医療用具の国内生産高は、約１

兆５千億円（薬事工業生産動態統計）となり、我が国において急速に進んでいる社会の高齢化

をふまえると、医療用具の需要は一層拡大していくことが予想される。しかしながら、他方、

医療機器は、大幅な輸入超過の状況（輸出約３干億円、輸入約８干億円）にあり、中でも治療

機器については、国内市場の大半が輸入製品で占められている。殆どの部門における装置産業

で優位にたっている日本で、唯一といってよいほど、入超になっている分野であり、持てるポ

テンシャルが活かされていない。是非とも、経済産業省が主導して、国際競争力をたかめなけ

ればならないと考えられる。 
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高齢者や壮年者がより健康な生

活を送り、生きがいのある社会を

実現するためには、国民の健康

維持・増進を支援する医療機器

の高度化が不可欠。

市場の不完全性を補完す

るため、行政関与が必要。

日本人の二大死因であるが

ん、心筋梗塞についてはその

診断・治療技術の向上による治

癒率の向上等が求められてい

る。

向上を実現する臨床用遺伝子診

断システム機器、心疾患治療シ

ステム機器等の研究開発には、

臨床面に通じている医師と工学

技術者との協調的な連携関係の

構築が欠かせない。

その技術開発には大き

なリスクが伴い、市場の

不確実性がある。

我が国における医師と工学技

術者の連携については、組織

的な連携システムは構築され

てこなかった。

医療機器分野において画期的

な技術革新を生み出すために

は、狭い意味での医用工学の

みならず、情報技術等幅広い

分野の工学技術の融合が不可

欠。

その医工、幅広い工の融合の

実現は単一の企業では極め

て困難であり、業種を超えた

広範囲の企業の結集を図る

必要。

、医学工学連携や広範囲の

企業の結集は、民間のみで

は限界がある。重複投資等

の非効率もある。

医学工学の連携がない個々の企

業よる開発投資は臨床に結びつ

かせることが難しい。

国が企業を結集して臨床側と連

携して共同開発を行うことが効

率的である。

バイオテクノロジーに係る産業

化は医療・医薬をはじめ、化

学、分析機器、情報産業な

ど、広い分野に拡大しつつあ

り、その発展は我が国の経済

発展に不可欠。

バイオテクノロジーは、国民

ニーズに対応した健康寿命の

延伸や生活の質の向上につな

がる技術であり、適切な医療の

提供という観点からも少子高齢

化が進行する日本にとっては

必要不可欠。

ヒトゲノム情報をはじめ、膨

大なデータ量を扱うことな

ど、その推進には多額の

設備投資、研究投資及び

膨大な時間を要する。

民間企業等が独自に行う

には収益面の不確実性が

高い。

人体や環境への安全性の確保

と法的、社会的、倫理的問題を

並行して解決しなければならな

い。

欧米においても国家戦略として

その充実強化を図っているとこ

ろである。他の分野と異なり、

バイオテクノロジーは基本特許

が非常に重要な意味を持つこ

と等から、国際的な世界的な競

争が激化している。

健康をサポートするインフラ

産業である医療機器産業

は、成長分野として期待さ

れ、早急な産業競争力強化

が必要。

医療機器の開発は、人間の生

命に係わる分野であることか

ら、非常に高い安全性・信頼性

が求められる。

新規性の高い技術開

発は、資金、開発期間

等、非常に多大な開発

コストを必要。

研究開発コスト回収にあ

たっては、診療報酬の設

定が不可欠であるが、臨

床上の効果等が評価で

きない段階では、診療報

酬上の取扱いがなされ

ず、技術開発のリスクは

大きい。

国が積極的に関与し、産学官

を結集し、役割分担と産業の

参加による医学・工学・産業

連携体制をとり、国プロジェク

トとして一体的に推進すること

が必要である。

ポストゲノムシーケンス研究の

時代を迎え、新たなバイオテクノ

ロジー戦略として、遺伝子やタン

パク質などの生体分子の機能・

構造解析が重要である。日本の

優位を一層強化すべきである。

バイオツール、バイオイン

フォマティクス研究などの最

先端の機器開発の推進が

最先端の研究の加速に結

びつくという好循環を創出

する。

先端機器の開発・調達など開発段階から産学官、医工連携によ

る効率的な研究開発の推進が必要。

医療福祉機器の開発には非

常に高い信頼性が要求される

ため、その開発にはリスクが

大きい。

研究及び産業化にともなう安

全性や倫理的問題などを並

行して解決しなければならな

い。

海外との競争激化のなか、

国が積極的に関与して総合

的に推進していく必要があ

る。

☆多額の研究開発費、長期に

わたる研究開発期間、高い技術

的難度等から、民間企業のみで

は十分な研究開発が実施され

ない場合。（67％）

☆国の関与による異分野連携、

産学官連携等の実現によって、

研究開発活動に新たな付加価

値をもたらすことが見込まれる

場合 。（24％）

実施者のアンケート結果

【国民、高齢化社会のニーズ大】
【医学、工学の連携が不可欠】 【リスク、コスト 大】 【臨床、安全、倫理の同時進行】

【国の関与が必要】

【産業空洞化対策となる、日本の次世代を支えるの大事な

産業として創出が不可欠】

 
 
 
 
 
 

図 3.1.3 国の関与の必要性 
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7

22

0

4

67

0 20 40 60 80

5）その他国が主体的役割を果たすべき

特段の理由がある場合。

4）国の関与による異分野連携、産学官

連携等の実現によって、研究開発活動

に新たな付加価値をもたらすことが見

込まれる場合

3）標準の策定、データベース整備等の

うち社会的性格が強いもの（知的基盤）

の形成に資する研究開発の場合。

2）環境問題への先進的対応等、民間

企業には市場原理に基づく研究開発

実施動機が期待できない場合。

1）多額の研究開発費、長期にわたる

研究開発期間、高い技術的難度等

から、民間企業のみでは十分な

研究開発が実施されない場合。

（％）

 
 

 
 
 
 
 
N=33 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
N=33 
 
 
 
 
 
 
 

① 現在（追跡評価時点）から見て、国が関与する必要性があったか。また、関与の方法や程度は妥当でしたか。 

(結果）現在（追跡評価時点）から見て、国

の関与の方法や程度は妥当であったの

回答は 96%であった。 

① 「妥当であった」場合、次のどれに相当するとお考えですか。一つを選んで下さい。 

4

0

96

0 20 40 60 80 100

わからない

妥当では無かったと思う

妥当であった

（％）

(結果）国の関与の方法や程度は妥当で

あったことの理由として、1) 多額の研究

開発費、長期にわたる研究開発期間、

高い技術的難度等から、民間企業のみ

では十分な研究開発が実施されない場

合の回答が 67%で、その次が、4）国の関

与による異分野連携、産学官連携等の

実現によって、研究開発活動に新たな

付加価値をもたらすことが見込まれる場

合で 22%であった。 
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14

11

11

11

40

6

6

0 10 20 30 40 50

7）その他

6）プロジェクト参加者から

得られる情報が貴重で

あったため。

5）人材育成の観点から

プロジェクトに参加する

ことが有効であったため。

4）プロジェクトで利用できる

インフラ、施設が魅力的で

あったため。

3）自社のみでは開発する

ことが困難な技術で

あったため

2）経済産業省側から要請

があったため。

1）前身のプロジェクトに参加

していたため。

（％）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
N=44（複数回答 あり） 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
N=32 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
N=32 

② 本プロジェクトに参加した理由、きっかけは何でしたか。（複数選択可） 

(結果）本プロジェクトに参加した理由・きっ

かけとして、3）自社のみでは開発すること

が困難な技術であったための回答が 40%

で、その次が、4）利用できるインフラ、施

設が魅力的であった、5) 人材育成の観点

から有効であった、6) 参加者から得られ

る情報が貴重であったが同じ 11%であっ

た。 

(意見）その他の参加した理由は、AIST から参加を求められた<15>、医福研と一緒にやったことあり、そのつながり

から紹介を受けた<5>、開発の性格上、公的なプロジェクトの基での実施が必要と考えた<20>、共同研究機関／研

究者らからの推薦<21>、等多くの患者データが利用できるため信頼性の高い結果が得られる<11>、等 

① 当時の技術動向、市場動向、社会環境、政策目的等から見て、目標設定の方向性とそのレベルは妥当でしたか。法

(結果）目標設定の方向性とそのレベルは

妥当であるの回答が 91%であった。 

0

9

91

0 20 40 60 80 100

その他

妥当ではなかった

妥当だった

（％）

(1) 個々のプロジェクトの計画策定、スキーム（予算制度）は現在の視点から見て妥当でしたか。 

(結果）現在の視点から見て、計

画策定、スキーム（予算制度）は

妥当であったの回答は 89%であっ

た。 

0

11 

89 

0 20 40 60 80 100

その他

妥当ではなかった

妥当だった

（％）
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N=27 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（意見）妥当ではなかったものは、期間が目標に対し短かった。事業規模から期間が短く、開発内容の選択と集中が

必要だった。担当部分の計画に無理があった。 

 (2) 個々のプロジェクトの実施体制は現在の視点から見て妥当でしたか。 

(結果）現在の視点から見て、プロ

ジェクトの実施体制は妥当であっ

たの回答は 96%であった。 

（意見）工夫すべき点は、より柔軟な対応のため、委託先/委託元のコミュニケーションを密にする。技術開発だけで

なく、マーケティング面からの調査をより強化すべき。委託研究費の効率的な運用のため、複数年度契約などの弾

力的運用。医工連携。予算の年度を跨いだ運用。予算の年度の壁がネック。市場への PR が足りなかった。臨床部

門と一体で取り組むこと。人材育成などに関われる人手が欲しかった。間が短く、開発内容の選択と集中が必要だ

った。担当部分の計画に無理があった。 

0

4 

96 

0 20 40 60 80 100

その他

妥当ではなかった

妥当だった

（％）

(3) 個々のプロジェクトの運営方法は現在の視点から見て妥当でしたか。 

(結果）現在の視点から見て、プロ

ジェクトの運営方法は妥当であっ

たの回答は 81%であった。 

（意見）妥当ではなかったものは、始め管理方法が不十分だった。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの運営委員会の頻度が少し負担であ

った。開発委員会で目標が膨らんだ。予算の年度の壁がネックとなった。 

0

19 

81 

0 20 40 60 80 100

その他

妥当ではなかった

妥当だった

（％）

(4) より効果的に実施する上で、工夫すべき点がありましたか。 

(5) 知財の取扱いについて（プロジェクト内及び外）、工夫した点がありましたか。 

（意見）知財の取扱いで工夫した点は、当社ｸﾞﾙｰﾌﾟを一体として取り扱い、各種の契約締結が複雑になるのを回避

した。社外の力（特許事務所）の積極利用。事前に取扱いについての協議。 
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・必要に応じ、省庁間連携は組まれてきたか。 
 
 今回の対象プロジェクトの 5 件については、実施体制に関して、経済産業省と厚生労働省間

の連携を強化しつつ進めることが示されている。最近の「橋渡し研究」では、文部科学省、経

済産業省、厚生労働省間の連携強化も歌われている。シーズを確立する学術界、産業化を担う

工学界、臨床や実際に使っていく医学界の一層の連携がなければ、海外に大きく遅れをとるこ

とになる。現在でも、臨床を海外で行う日本企業は多く、やや歪んだ構図とも言える。医療は

安全重視は当然ではあるが、認可等で躊躇するのは、医療事故があった場合、責任が省庁担当

者にまで及ぶこともあり、このようなシステムを改善していくこと、医療事故に対する保険制

度の充実など、制度や仕掛けを見直すことも必要と考える。 
 今回のヒアリング調査の結果では、同時期に他省庁などの関連プロジェクトがあった場合、

参加したのは、25％であった。殆どの場合、相乗効果があったこと、本プロジェクトの意義は、

実用化に向けての基盤整備、次の発展への基盤となるもの等があった。また、委託事業で基本

的な可能性を確認し、本プロジェクトで実用化開発に移行した、という回答もあった。 

 

 
 今回の対象となる研究開発プロジェクトの中では、4.早期診断・短期回復のための高度診断・

治療システムの開発、5.高齢者等社会参加支援のためのシステム開発、6.国民の健康寿命延伸

に資する医療機器・生活支援機器等の実用化開発、7.エネルギー使用合理化在宅福祉機器シス

テム開発補助事業、8.健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究 の 5 件につ

いて、厚生労働省と強固に連携しつつ進めることが示されている。（表 3.1.1 参照） 
 バイオテクノロジー戦略大綱（平成 14 年 12 月 6 日）において、バイオテクノロジーについ

ての予算の配分方針及びその運営の企画、立案、総合調整に努め、関係各省の予算を有効に活

用することが謳われ、総合科学技術会議の機能を活用し、BT に係る科学技術に関する予算の

配分方針及びその運営の一体的な、企画・立案・総合調整が行われることとなった。 
 その後、バイオテクノロジー戦略大綱詳細行動計画への各省の取組（平成 18 年 1 月 26 日）

では、5 省庁（1.文部科学省、2.厚生労働省、3.農林水産省、4.経済産業省、5.環境省）の取組

が一堂に示されており、省庁間の連携は強化する方向に進んでいると考えられる。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
N=28 
 

 
 

① 同時期に他省庁などの関連プロジェクトがあった場合、それに参加しましたか。 

(結果）同時期に他省庁などの関

連プロジェクトがあった場合、参

加したの回答は 25%であった。 

 

0

36

39

25

0 20 40 60

その他

関連プロジェクトがなかった

参加しなかった

参加した

（％）
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（意見）委託事業で基本的な可能性を確認し、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで実用化開発に移行<6)>、相乗効果はあった<11）> <1） 

<7>、<21>、<11）、等 

（例）特定領域研究・ﾐﾚﾆｱﾑﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ「がん研究の総合的推進に関する研究」（文科省）、ﾃｰﾗｰﾒｲﾄﾞ医療基盤整備ﾌﾟ

ﾛｸﾞﾗﾑ（文科省）、等 

(2) 相乗効果が得られましたか。 

(3) 重複していると思われる部分がありましたか。 

（意見）重複していないことが多かった。重複かと思われる部分があったが適切な棲み分けを図った。 

(1) 参加したの場合、関連プロジェクトの名称、期間、所管省庁を記入して下さい。 

(4) 関連プロジェクトに対して、本プロジェクトの意義は。 

（意見）製品開発（自社開発）への移行<6)>、次の発展への基盤となるもの<14>、<21)>、実用化に向けての基盤整備

<11）>、等 

(5) 「参加しなかった」場合、その理由は。 

（意見）重複する要素があり同時参画は不可能と考えた<20>、他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施するマンパワーが無かった<8.>、

等 
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２．施策(健康安心イノベーションプログラム)の構造及び目的実現見通しの 

妥当性 

 

（１）現時までに得られた成果は妥当か。 

・健康安心イノベーションプログラムにおいて現在実施されている研究開発は、過去の研究開

発成果を適切に活用しているか。 
 
 当該研究開発プロジェクト成果から、実用化を実現してきたことは妥当である。プロジェク

ト成果の「実用化」は 22 件、「試作、臨床 段階」は 19 件、派生技術の波及における「実用化」

は 12 件、「今後実用化が期待されるもの」は 13 件あり、計 66 件を数える。調査対象 21 件のプ

ロジェクトうち、最終的に 3 件は統合されたので、18 件である。そのうちの 17 件に実用化傾

向 66 件がみられるので、対象プロジェクト中の約 90％に何らかの効果が発現されている。今

回のヒアリング調査で、実用化した場合、過去 1 年間の売上高合計が 223 億円、これまでの売

上高総額は 825 億円に達した。売上に関する今後の見通しとして、増加する見通しは 33％であ

る。シェアの今後の見通しでは 55％が増加すると答えており、技術競争力はあるといえる。 

 当該分野における研究開発は続いているか、との問いに、69％は継続と答えており、現在の

研究開発に過去の成果は活きており、これからもアウトカムがかならずや発現すると思われる。 

成果については表 3.2.1 に「健康安心イノベーションプログラムの成果概要」を示す。表中の

黄色塗りつぶし部分は実用化の段階であり、派生技術も含め、実用化が進んでいる。 

医療機器、解析機器、診断試薬、データベース、解析システム等で実用化が進んでいる。 

 
 急速に発展している多様なバイオ技術を融合し、それらを医療現場へ円滑に橋渡しすること

により、医療技術イノベーションの創出・加速を行う「基礎研究から臨床研究への橋渡し促進

技術開発」へ繋がっている。省庁間の連携の視点からも、「橋渡し研究支援形成プログラム」文

部科学省研究振興局ライフサイエンス課、」「臨床研究基盤整備推進研究」厚生労働省医政局研

究開発振興課 、「治験拠点病院活性化事業」厚生労働省医政局研究開発振興課が設立され、基

礎研究の充実、臨床、治験の迅速化などが促進され、効率的な研究開発が期待される。 
「基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発」のテーマにおいて、「化学物等を活用した生

物システム制御基盤技術開発」、「糖鎖機能活用技術開発」、「新機能抗体創製技術開発」、「抗が

ん剤治療を革新する有効性診断」「バイオ診断ツール実用化開発」へ研究開発成果が繋がってい

る。 
また、最先端プロジェクト（FIRST）プロジェクトへの参加もあり、「がんの再発転移を治療

する多機能な分子設計抗体の実用化」、「再生医療産業化に向けたシステムインテグレーション

－臓器ファクトリーの創生」等へ研究開発成果が活きている。 
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N=13 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
N=13 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
N=11 
 

 
 

①-1 実用化を果たされた場合ですが、過去１年間の売上状況は如何ですか。 

(結果）過去 1 年間の売上状況が昨年度に

比して減少しているが 23%あるが、その理

由として、今年は 3.11 の影響・その他で前

年比ダウンした<15.）> 、実用化を達成して

から、既に 4 年ほど経過している。<6)>、撤

退した<7.>が挙げられている。 

N=13 
23

31

23

23

0 10 20 30 40

その他

横這い

昨年度に比して減少している

昨年度に比して増加している

（％）

①-2 過去の売上高、売上数量について、支障が無ければ具体的に教えて下さい。 

(結果）過去 1 年間の売上高は、   223.0 億円 （N=10) 

    これまでの売上高の総額は、824.7 億円 （N=10)  

①-3 売上に関する今後の見通しは如何ですか。 

17

25

25

33

0 10 20 30 40

その他

横這い

減少する見通し

増加する見通し

（％）

(結果）売上に関する今後の見通

しは、増加する見通しが 33％で、

減少するおよび横ばいの見通し

の 25%をやや上回る。 N＝13 

②-2 シェアに関する今後の見通しは如何ですか。 

(結果）今後のシェアに関し

て、増加する見通しが 55%で、

横ばいが 27%で、減少する見

通しは全くなかった。 

N=11 

18

27

0

55

0 10 20 30 40 50 60

その他、不明

横這い

減少する見通し

増加する見通し

（％）
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1 1) 遺伝子発現解析技術による大腸がんスクリーニング検査 蛍光用読取装置 1

診療情報分析ｼｽﾃﾑ，
POCT，分散型ｾﾝｻ

1

高感度蛍光検出 1

センサ診断技術 1

3) 電気化学的手法による遺伝子診断
ECA チップ(電気化学的
DNAチップ)

1

2
心疾患治療システム機器の
開発

2001-2005  2）センサーデバイス基盤技術の開発
表面濃縮型免疫測定法によ
るマイクロ分析デバイス

1

4
1) 血管壁の高精度計測
2) 3) 血管壁厚み変化の表示

汎用超音波画像診断装置 1

4) 臨床応用およびｼｽﾃﾑ性能評価 高精度動脈壁厚測定技術 1

1) 共焦点レーザ顕微鏡装置
FV1000コンフォーカルレー
ザ顕微鏡

1

　1-2) 共焦点レーザ顕微鏡 共焦点レーザ走査型顕微鏡 1

2) 三次元画像処理装置
レーザー473,440 ,635nm
の製品化

1

1) 標的蛋白の構造が未知の場合の最適化合物設計法の開発
医用化合物ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ支援ｼｽ
ﾃﾑ「KeyRecep」

1

2) 標的蛋白の構造情報が既知の又は予測できる場合の最適化
合物設計法の開発

創薬支援ｻｰﾋﾞｽ 1

3） トータルシステムの開発
蛋白立体構造モデリング、
データベース

1

5
高齢者等社会参加支援
のためのシステム開発

1999-2003 2) 下肢機能回復支援システム
下肢機能回復リハビリ機プ
ロトタイプ

1

6
② 診断・計測
2) エンドマイクロスコープの実用化開発（H13-15FY)

蛍光物質（ﾚｻﾞﾌｨﾘﾝ）の治
験中

1

② 診断・計測
5) リアルタイム4Dイメージングシステム（H13-15FY(2次））

全身用CTスキャナ/Aqu i l ion

ONETM 1
世界初の実用
化

③ 治療・再生・生体機能代替
1) 心筋梗塞の新しい治療戦略確立のための次世代型心肺補助
ｼｽﾃﾑの開発・実用化

次世代型呼吸循環装置 1

③ 治療・再生・生体機能代替
2) ｢がん｣摘出用顕微鏡・内視鏡手術ｼｽﾃﾑ

眼科検査、白内障手術 1

小型液晶ﾓﾆﾀｰのﾌﾙｽﾍﾟｯ
ｸﾊｲﾋﾞｼﾞｮﾝ化

1

革新的血液適合化表面
処理技術

1

7
1) 積雪寒冷住宅における玄関アプローチの融雪バリアフリーシ
ステムの開発（H11-13FY）

着氷防止エアーマット 1

2) 空気循環型消臭機能付きマットの開発と介護空間の快適性
向上技術（H11-13FY）

褥瘡防止用の消臭エアマット 1

3) 義肢ソケット製作システムの開発（H11-13FY） 義肢ソケット 1

4) 福祉住宅用省エネルギー窓・出入口部材の開発（H11-13FY)
福祉住宅用省エネルギー窓・
出入口部材

1

5) 被介護者用搬送車の寒冷地対策など移動に関する装置の開
発（H11-12FY)

デザイン、模型技術 1

7) 不整地走行可能な省エネルギー型電動車いすの開発（H11-
13FY）

移動装置設計・開発技
術

1

10) 利便性と省エネの両立を可能とする電力管理機能を持つ次
世代環境制御装置の開発

環境制御装置｢みてら｣ 1

8 放射能イメージング装置 1
研究用装置製
造技術習得

高速データ収集技術 1

2000-2002
④ 微小電極利用遺伝子情報計測システム
(1) 遺伝子の診断用ポータブルタイプの遺伝情報計測システム

遺伝子検査用ＥＣＡチップ、専
用装置

1

⑤ 光干渉利用高機能断層画像測定システム
(1) 臨床診断にむけたOCT(近赤外線）システムの研究

眼底検査装置EG-
SCANNER、

1 適用分野拡大

⑤ 光干渉利用高機能断層画像測定システム
1) 汎用小型OCTの試作

光干渉式眼軸長測定装置
OA-1000

1
医療機器事業
部設置

⑤ 光干渉利用高機能断層画像測定システム
2) 内視鏡融合型OCT

光断層技術SD-OCT 1

11 1-3) 遺伝子ﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ摂食障害 遺伝子探索技術 1

1-4) アルゴリズム開発
遺伝統計解析統合環境SNP-
system（ソフト)

1

1-5) データベース情報解析
遺伝子多様性データベースH-
GOLD

1

2-3) 情報解析
統合がんゲノムデータベー
ス

1

12
糖鎖合成関連遺伝子ライブラ
リー構築

2000-2003
年度

1) 糖鎖合成関連遺伝子の網羅的クローニング
抗体医薬　抗体作製技
術

1
研究競争力優
位性

13
バイオインフォマティクス知的
基盤整備

2000～2004
年度

1) ヒト完全長cDNA 統合データベース：H-Invitational Database
の構築
2) H-Inv 疾患版（Disease Edition）におけるデータベース構築

H-Invitat ional Database を
構築し、公開した。 1

No. プロジェクト名 実施年度 サブテーマ .実用化 .試作、臨床　　等

3
診
断
薬

、
ﾏ

ｰ

ｶ

ｰ
4
情
報
・
バ
イ
オ

プロジェクト成果の波及 派生技術の波及 分　類

5
福
祉

備考

臨床用遺伝子診断システム
機器の開発

2000-2003
年度 2) 生物発光技術による心疾患を対象とした遺伝子診断

実用化
今後実用化が

期待される

1
医
療
機
器

2
医
療
技
術

4.早期診断・短期回復のため
の高度診断・治療システム
の開発

1999-2002

1998-2002

1999-2003

国民の健康寿命延伸に資す
る医療機器・生活支援機器
等の実用化開発

（No.3 がん・心疾患等に対応
した医療機器の応用・実用化
開発を含む）

2001-2003

エネルギー使用合理化在宅
福祉機器システム開発補助
事業
ウェルフェアテクノシステム研
究開発事業／エネルギー使
用合理化在宅福祉機器シス
テム開発助成事業

1999-2002

健康寿命延伸に資する医療
福祉機器開発のための基礎
研究

1999-2003
③ 高次生体情報の画像化による診断・治療システム
1) 高次生体情報の画像化技術の研究
2) 機能温存治療支援システムの研究

2000-2003

遺伝子多様性モデル解析技
術開発

2000-2005

表 3.2.1 健康安心イノベーションプログラムの成果概要 
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14

タンパク質機能解析・活用プ
ロジェクト

（No.9タンパク質機能解析技
術開発を含む）

2003-2005 ①スプライシング・バリアントの取得技術の開発（ＳＶ）

FLJ Human
ｃDNA　Database,
　Human　ｃDNA
　clones

1

1-2) 質量分析技術開発 糖鎖微量迅速解析ｼｽﾃﾑ 1
当該分野で開
発優位性築く

1-3) 糖鎖ﾌﾟﾛﾌｧｲﾘﾝｸﾞ技術開発
GPﾊﾞｲｵｻｲｴﾝｽ

糖鎖プロファイラー
Glycostat ion  Reader
1200、レクチンアレイ
Lecch ip

自動化（エンリッチメントデ
バイス

1 1 ｽﾋﾟﾝｵﾌ

ﾊﾞｲｵ医薬品、アンチドー
ピング

1

16
バイオ・ＩＴ融合機器開発プロ
ジェクト

2002-2005 1) 生体分子計測機器・統合システムの開発
高スループットプロテオーム解
析質量分析システム

1

特定遺伝子検出DNAチップ 1

2) 新たな原理に基づく解析デバイスの開発
修飾型DNAアプタマー開発
サービス

1
主流技術を超え
る

17 1-1) ﾊｲｽﾙｰﾌﾟｯﾄ･ﾀﾝﾊﾟｸ質解析ﾁｯﾌﾟの研究開発
ハイスループット・タンパク
質解析チップ

1

POCTマルチバイオセン
サー

1

細胞の電気特性測定用
ＭＥＭＳ

1

1-3) ﾋﾟｺﾘｯﾄﾙ液滴型ﾀﾝﾊﾟｸ結晶化ﾃﾞﾊﾞｲｽの研究開発
ピコリットル液滴型タンパク
質結晶化デバイス

1

2-1) 1分子DNA解析ｼｽﾃﾑの研究開発 １分子DNA解析システム 1

2-2)　ﾚｰｻﾞ干渉光熱変換法によるｻﾌﾞ・ｱﾄﾓﾙ生体分子分析技術
の研究開発

サブ・アトモデル生体分子
分析技術

1

18 1-1) 高機能・高性能微粒子の開発研究 FGビーズ（ナノ磁性微粒子) 1 外国より高性能

1-2) ナノ磁性微粒子の改良研究
ナノ磁性微粒子を利用し
た診断薬

1
新規事業部門
(ﾊﾞｲｵ)設置

1-3) ナノ磁性微粒子の表面被覆法の開発 診断薬分野 1

3) 前項目の技術を活用した医薬品候補物質探索・最適化システ
ム等の開発

FGビーズ用スクリーニング自
動化装置

1
迅速全自動ｼｽ
ﾃﾑ

3-1) スクリーニング自動化装置の開発研究 薬剤受託ｻｰﾋﾞｽ 1

19
機能を保持した状態での膜タンパク質・複合体の発現及びタンパ
ク質相互作用解析技術の開発

抗体利用診断約PTX-3キット 1 外国より高性能

1) タンパク質解析のためのバイオ素子（抗体、ｳｲﾙｽ）の開発
抗体医薬　抗体作製技
術

1

1-3) ウイルス素子技術開発
抗体利用肝がん治療薬
GPC3(治検中)

1

2) 多種類の微量のタンパク質を検出する抗体チップの開発 ELISA系構築技術 1

20
ナノカプセル型人工酸素運搬
体製造プロジェクト

2003-2005
1) ﾋﾄﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝを用いたﾅﾉｶﾌﾟｾﾙ型人工酸素運搬体の製造技術
の開発

人工血液 1 外国より高性能

21 循環器系細胞シート 1 外国より高性能

角膜細胞シート 1 外国より高性能

計 件数 66 22 19 12 13 18 14 12 14 8 66

（％） 100 33 29 18 20 27 21 18 21 12 100

15
糖鎖エンジニアリングプロ
ジェクト
（糖鎖構造解析技術開発）」

2002-2005

タンパク質相互作用解析ナノ
バイオチッププロジェクト

（No.10 タンパク質発現・相互
作用解析技術開発を含む）

2003-2005

先進ナノバイオデバイスプロ
ジェクト

2003-2005

1-2) POCTﾏﾙﾁﾊﾞｲｵｾﾝｻの研究開発

微細加工技術利用細胞組織
製造プロジェク

2003-2005 1) ヒト循環器系細胞の分化誘導・培養技術と装置の開発

ナノ微粒子利用スクリーニン
グプロジェクト

2003-2005

プロジェクト成果の波及 派生技術の波及 分　類

実用化
今後実用化が

期待される

No. プロジェクト名 実施年度 サブテーマ .実用化 .試作、臨床　　等

1
医
療
機
器

2
医
療
技
術

3
診
断
薬

、
ﾏ

ｰ

ｶ

ｰ

4
情
報
・
バ
イ
オ

5
福
祉

備考

4

4

5

2

7

1

7

2

5

4

2

2

1

4

3

1

1

4

3

4

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

5.福祉

4.情報・バイオ

3.診断薬・マーカー

2.医療技術

1.医療機器

(件数）

実用化状況(プロジェクト成果、派生技術）

.実用化（成果実用化） .試作、臨床（成果実用化） 実用化(派生技術） 今後実用化期待される(派生技術）

N=66

13

12

19

22

0 5 10 15 20 25

今後実用化期待される(派生技術）

実用化(派生技術）

.試作、臨床（成果実用化）

.実用化（成果実用化）

（件）

波及効果（1）

N=66
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・過去に終了した研究開発プロジェクトで実用化に至らなかったプロジェクトであっても適切

な波及効果が得られているか。 
 
 実用化の無いところでも、派生技術が効果を発揮しつつある。また、タンパク質や糖鎖の機

能解析、マイクロアレイ等の基盤技術が創薬開発基盤に活きている。機器開発においても要素

技術やソフト技術が基盤技術として継承され、次の技術開発に活きている。 
 ヒアリング調査結果では、当該分野における研究開発の継続性については、69％が続けてお

り、基盤技術は生き続けていると考えられる。継続している場合、企業の自社テーマが 36％で

最も多い。実用化開発段階では、他社とは進め難いと考える。大型公的テーマに参加は 28％、

大学、独法テーマにも 28％が参加しており、いずれも、継続していること、プロジェクト終了

後にも、プロジェクトに参加した研究者の 74％が当該技術、派生技術の研究を行っていること

から、本プロジェクトで培った知識、技術は波及していくと考える。 

 また、プロジェクトの終了時から現在までの間に知的ストックが将来的に注目すべき新たな

成果（画期的な新製品・新サービス等）を生み出す可能性は高まっているか、問いに 50％が高

まっていると答えており、将来、波及効果がかなりの度合いで期待できる。 

 

 
 表 3.2.1 の中で、実用化の無いところでも、派生技術が効果を発揮しつつある。また、タン

パク質や糖鎖の機能解析、マイクロアレイ等の基盤技術が創薬開発基盤に活きている。機器開

発においても要素技術やソフト技術が基盤技術として継承され、次の技術開発に活きている。 
 
継続して、基盤技術が受け継がれている様子を以下に示す。 
 

 
 
 
 
 
 
N=32 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
N=25 

① 当該分野における研究開発は続いていますか。 

(結果）当該分野における研

究開発が継続しているの回

答が 70%であった。 

① 継続している場合、どのようなどのような形態で継続されていますか。 

3

28

69

0 20 40 60 80

その他

継続していない

継続している

（％）

8

36

28

28

0 10 20 30 40

その他

企業の自社テーマ

大学、独立行政法人等の自所テーマ

METI、NEDO、文部科学省、JSTなど

大型公的テーマ

（％）

(結果）自所と自社での継続

が 64%であるが、大型公的

テーマも 28%ある。 
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N=32 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
N=32 

 
 
 
 
 
 
 

② 個々のプロジェクト終了後にも、プロジェクトに参加した研究者が当該技術、派生技術の研究を行ってい

ますか。 

0

13

13

74

0 20 40 60 80

その他

全て行っていない

研究者代わって行っている

行っている

（％）

(結果）プロジェクトに参加し

た研究者がその後も研究を

行っているのが 74%で、代わ

って行っているを含めると

87%である。 

③ 個々のプロジェクトの終了時から現在までの間に知的ストックが将来的に注目すべき新たな成果（画期的な新

製品・新サービス等）を生み出す可能性は高まっていますか。 

(結果）高まっている（確信し得る）

の回答が 50%であるが、画期的と

までは言えない<4③イ>などの理

由で、高まっていないの回答も

28%ある。 

22

28

50

0 20 40 60

その他

高まっていない

高まっている

（確信し得る）

（％）
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（２）施策（健康安心イノベーションプログラム）の目的を実現するために研究開発プロジェクトを含む技

術に関する事業が適切に配置されてきたか。それぞれの事業間での連携は適切に取られてきたか。 

 

ヒアリング結果では、他の研究開発プロジェクトへの参加を問うたところ、「医療福祉機器技

術研究開発事業「高速コーンビーム 3 次元 X 線 CT」（平成 10～平成 13 年度、経済産業省）、特

定領域研究・ミレニアムプロジェクト「がん研究の総合的推進に関する研究（総合がん）」（平

成 13～16 年度、文部科学省）、「テーラーメイド医療基盤整備プログラム」（平成 14～平成 17

年度、文部科学省）、「組織再生移植に向けたナノバイオインターフェイス技術の開発」（平成

14～平成 19 年度）、「タンパク質相互解析ナノバイオチップﾌ゜ロジェクト」（平成 15～平成 17

年度）、「九州北部三県広域連携研究事業」（平成 11〜平成 13 年度）等に参加した場合があり、

いずれの場合も重複は無く、相乗効果が得られた。 

フォーカス 21 プロジェクトでは、3 年間と期間が短く、短時間で目標を達成しなければなら

ず、周りを見るような余裕はなかったこと、また、当初 5 年程度を予定していたが、急遽 3 年

間に短縮となり、基礎的な研究開発が不足した。もう少し基礎研究ができれば、基盤蓄積がで

きたとはずだ、との意見もあった 

 

上位施策に沿って、研究開発プロジェクトが設立されており、プロジェクト等の配置は適切

と考えられる。 
対象となった 21 件のプロジェクトは図 3.2.1 に示すように、大きくは「生体分子機能構造解

析技術開発・IT/NT と融合」と「医療機器の開発・福祉機器の開発」にすみ分けされ、プロジ

ェクト単位では、「バイオインフォマティクス」、「タンパク質、糖鎖の機能解析」、「ナノテクノ

ロジーとの融合」、「臨床診断システム」「医療機器の開発、IT との融合」、「福祉機器の開発」

と言う領域で補完していると考える。 
ヒアリング結果で、他省庁の研究開発プロジェクトに参加しなかった場合では、当該プロジ

ェクトの目標に向かって研究開発を進めるのに、最大限の力を注ぎ、他プロジェクトとの乗り

入れ、交流は特に無かったとの意見もあった。 
 研究開発と助成制度の両輪体制で進められてきており、シーズをもっている企業は、助成制

度を利用して実用化を図ったケースも多い。 
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          3×4.5nm

　　　　　数百nm

06国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実用化開発

国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実用化開発補助事業

がん、心疾患は日本の二大死因

糖尿病などの生活習慣病が増加し、さらに最近では
「寝たきり」や「痴呆」などの高齢化に伴う障害も増加。

これらの疾患・障害は療養に長期を要し、身体機能や
生活の質(QualityofLife)を著しく低下させている。

急速な少子高齢化社会の到来により、将来、我が国の

労働人口は大幅に減少することが見込まれており（現

在の6766万人の労働人ロが2030年までに約1000万人

減少、2050年までに約2000万人減少）、こうした状況か

ら医療費の増大や家族の介護負担の増加といった国

民生活にとって重要な課題が生じている。

最先端の研究機器の多くは海外からの輸入品であ

るという状況にある。

平成12年の医療用具の国内生産高は、約1兆5千億
円（薬事工業生産動態統計）となり、現在、我が国
において急速に進んでいる社会の高齢化をふまえ
ると、医療用具の需要は一層拡大していくことが予
想される。しかしながら、他方、医療機器は、大幅な
輸入超過の状況（輸出約3干億円、輸入約8干億円）
にあり、中でも治療機器については、国内市場の大
半が輸入製品で占められている。

疾患原因解明

新薬 開発

医薬品 開発

知的基盤

バイオインフォマティクス

解析ソフト

データベース

画期的な技術革新を生み出すためには、狭い意味
での医用工学のみならず、最先端の情報技術等、
幅広い工学技術の融合を効率的に行うことが不可
欠であるが、依然として、医工学を始めとする各界
の連携体制が不十分である。

治療システム機器等の研究開発には、臨床面に通
じている医師と工学技術者との協調的な連携関係
の構築が欠かせないが、我が国における医師と工
学技術者の連携については、組織的な連携システ
ムは構築されてこなかった。
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分析機器

解析機器

診断機器

治療機器

再生医療機器

システムの開発

リハビリ機器

高齢者支援機器

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

I
T

09タンパク質機能解析技術開発

10タンパク質発現・相互作用解析技術開発

11遺伝子多様性モデル解析技術開発

12糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー構築

13バイオインフォマティクス知的基盤整備

18ナノ微粒子利用スクリーニングプロジェクト

19タンパク質相互作用解析ナノバイオチッププロジェクト

17先進ナノバイオデバイスプロジェクト

20ナノカプセル型人工酸素運搬体製造プロジェクト

15糖鎖エンジニアリングプロジェクト

21微細加工技術利用細胞組織製造プロジェクト

16バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト

01臨床用遺伝子診断システム機器の開発

04早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発

03がん・心疾患等に対応した医療機器の応用・実用化開発

02心疾患治療システム機器の開発

08健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究

05高齢者等社会参加支援のためのシステム開発

07エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開発補助事業

バイオツール 開発

人口血液 開発

細胞組織再生 実現

予防医療

テーラーメイド医療

再生医療

の実現

早期診断判定 実現

高精度診断判定 実現

低侵襲治療 実現

効率的・高精度治療 実現

生活支援機器 開発

福祉機器 開発

輸入が多い、先端的

な解析機器や医療機

器の国産化。

画期的な治療を可能と

する新薬等の開発を実

現する。

個の医療を通じて健康

寿命の延伸、ＱＯＬ

（Quality of Life：生活の

質）を向上させる。

高齢者等の要介護期間

を短縮し、現在男女平

均73.8才である国民の

「健康寿命」を「平均寿

命」（80.9才）により近づ

ける「健康寿命の延伸」

を実現する。

がん患者の5年生存率

（治癒率）の20ポイント

改善、健康安心分野の

市場規模16兆円、健康

長寿化による国民医療

費の適正化（3～5兆

円）の実現に寄与する。

バイオテクノロジーの応

用によって幅広い分野

における新しい産業を

創出する。

課 題

【研究開発プロジェクト】【狙い】

糖 鎖

【対象分野】

個人の体質に合わせたテーラーメイド医療による効果

的・効率的な医療の実現や、疾病の予防医療の実現、

画期的な新薬の創出が求められている。

これを実現するためには、その配列情報から生産され

るタンパク質等の生命の維持や疾病に関係する生体

分子の機能や構造についての理解は不足している。
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14タンパク質機能解析・活用プロジェクト

【バイオインフォマティクス】

【タンパク質、糖鎖の機能解析】

【ナノテクノロジーとの融合】

【臨床診断システム】

【医療機器の開発、ITとの融合】

【福祉機器の開発】

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.2.1 対象の研究開発プロジェクトの位置付け 
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（３）個々の研究開発プロジェクト終了後のフォローアップの状況 

・個々の研究開発プロジェクトの成果の実用化や普及に対して、プロジェクト終了後のフォロ

ーアップ体制は適切であったか。 
 
 ヒアリング結果では、64％が、プロジェクト終了後のフォローアップは、適切であったと答

えた。企業では、実用化開発は自社費用で行うところも多い。ベンチャー企業等では、助成金

の場合、自社で用意する分の確保に苦労し、資金が欲しくても、難しい場合が多い。大企業で

も、助成金に対して自社負担分の許可を取るのが難しいとの意見もあった。 
 適切でない、との回答では、その後の臨床には多くの人と金が必要で、また薬事法関係情報

（含む承認の申請）の提供を含めプロジェクト終了後の支援が欲しかった、助成金に何度か応

募しても当たらず、継続が難しくなった、との意見があった。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
N=28 
 
 

 
 
 
 
分からないとの回答では、「本プロジェクトが、実用化助成であったため、後継プロジェクトは

存在せず、自社による製品開発に移行した、せざるをえなかった」との意見があった。 
 
 

(1) 個々の研究開発プロジェクト終了後のフォローアップ体制は適切であったか。 

(結果）プロジェクト終了後のフォ

ローアップは、適切であったの回

答は 64%であった。 

（意見）適切でなかった理由は、その後の臨床には多くの人と金が必要で、また薬事法関係情報（含む承認の申請）

の提供を含めプロジェクト終了後の支援が欲しかったや、企業化状況を定期的に報告する以外に、特段のフォロー

アップは無かった、等）、テーラーメイド医療基盤整備プログラム（文科省）、等 

0
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14

64

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

わからない

適切では無かったと思う

適切であった

（％）
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・後継のプロジェクトに引き継ぐ際には、適切な引き渡しが行われていたか。 
 
 
 ヒアリング結果で、適切であったでは 56％で、「後継は自社による製品開発であった」であ

り、研究担当者が代わる以外では、特に引き継ぎは必要ないかと考える。適切ではなかったと

思うでは、社内事情であるが「人事異動により引き継ぐ組織が不明確になった。」、その他では、

「後継プロジェクトはなく、引き継はなかった」との意見が出された。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
N=25 
 
 
 

 
 

(2) 後継のプロジェクトに引き継ぐ際には、適切な引き渡しが行われたか。 

(結果）後継のプロジェクトに引き

継ぐ際に、適切な引き渡しが行わ

れたの回答は 56%であった。 

（意見）適切でなかったの理由は、人事異動により引き継ぐ組織が不明確になったと、後継プロジェクトがなかった。 
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その他

わからない
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・個々の研究開発プロジェクトの成果の実用化や研究開発基盤の構築等によって、その後の産

業戦略、技術戦略等への影響があったか。 
 
 ヒアリング結果では、成果の実用化や研究開発基盤構築等によって、その後の産業戦略、技

術戦略に影響があったとの回答は 32%あり、例えば、「国家戦略として、個別化医療の推進が

謳われるようになった。」、「本プロジェクトによって開発目標を具体化でき、研究開発の方向を

明確にすることができた。」、「大手企業と共同開発していかないと商品化は困難。（費用がかか

り回収難あり）」、「1 社で負担することは困難であり、他社との共同開発を検討している。」等

である。 
プロジェクトの成果が、新たな事業部門、社内ベンチャー、他社との合弁会社等の設立に寄

与したとの回答が 32%あった。 
プロジェクトが産業構造の転換や活性化に果たした役割が、大いにあるとある程度あるを合

わせると 50%であり、影響があったと考えられる。 
プロジェクトが新たな産業の勃興や、既存市場への新規参入や、市場全体への雇用に影響を

与えたことが、大いにあるとある程度あるを合わせると 50%であった。ベンチャー等では、景

気の動向に左右されやすく、雇用の安定化に苦労しているとの意見も多かった。研究員として

博士クラスの高度科学者が必要だが、大型公的プロジェクトが終了すると雇用が難しくなる等、

人材育成が難しく、公的支援を期待している。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
N=25 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(3) 個々の研究開発プロジェクトの成果の実用化や研究開発基盤の構築等によって、その後の産業戦略、技術戦

略に影響があったか。 

(結果）成果の実用化や研究開発

基盤構築等によって、その後の

産業戦略、技術戦略に影響があ

ったの回答は 32%であった。 

（意見）「あった」場合、どんな成果の実用化等によって、どんな影響があったのかは、「糖鎖マーカー開発等が進んで来

た」、「コーンビーム CT 実現の目処が立ったので周辺技術・臨床アプリケーションの研究開発に集中化できた」、「開発目標

が具体化でき研究開発の方向が明確となった」、「マイクロアレイの解析法をエクソンアレイに応用でき標的の同定に繋がっ

た」、「デザイン開発・高度な製品設計の開発支援ツール構築により産業の効率化・より良いものづくりへ貢献できた」、等 
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N＝20 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
N=24 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
N=26 
 

 

② プロジェクトの成果は、新たな事業部門、社内ベンチャー、他社との合弁会社等の設立に寄与しましたか。 

(結果）プロジェクトの成果が、新

たな事業部門、社内ベンチャー、

他社との合弁会社等の設立に寄

与したの回答が 32%あった。 

（例）ナノバイオサイエンス研設立からそのスピンオフ<15>、ペルセウスプロテオミクス社<10、19><12､15>、医療機器事業

部ができた<8.>、平成 24 年度から展開される<6>、新たな事業部門（バイオトロニックス研究所、バイオ営業部)<18>、新

たな研究分野となった<7）>、等 
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68
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その他

寄与していない

寄与した

（％）

① プロジェクトが産業構造の転換や活性化（市場の拡大や雇用の増加等）にどのような役割を果たしましたか。 

(結果）プロジェクトが産業構造の転換

や活性化に果たした役割が、大いにあ

るとある程度あるを合わせると 50%であ

った。 
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ある程度ある

大いにある

（％）

① -3 「派生技術がある」場合、派生技術により、新規事業の開拓が見込めますか 

25
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60
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不明

見込めない

見込める

（％）(N=20)

(結果）派性技術がある場合、新規

事業の開拓が見込めるの回答が

60%もある。 

（例）自動化機器<15>、 医薬・診断薬<10、19>、光断層技術 SD-OCT<8>、立体構造が既知の場合での創薬支援サー

ビス<4>、細胞シート利用技術<21>、受託サービス事業 診断薬事業<18>、等 
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N=26 

 
 
 

② プロジェクトが新たな産業の勃興や、既存市場への新規参入、あるいは既存市場からの撤退等をもたらしたか。ま

た、それらが市場全体における雇用に影響しましたか。 

(結果）プロジェクトが新たな産業の

勃興や、既存市場への新規参入

や、市場全体への雇用に影響を与

えたことが、大いにあるとある程度

あるを合わせると 50%であった。 
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３．総合評価 

 
（1）施策の目的・政策的位置付けの妥当性 

 プログラム制度は 2001 年（平成 13）年度から導入された。当該分野では、2001 年、2002
年、2004 年にプログラム名が変化しているが、少子高齢化の時代に向けて、安心・安全で質の

高い生活の実現、高齢者の要介護期間を低減し、国民の健康寿命の延伸を目指す姿勢は変わら

ない。 
上位の政策は、主として、1992 年 12 月 19 日（H11 年）のミレニアム・プロジェクトと 2002
年 12 月 6 日（H14）のバイオテクノロジー戦略大綱である。今回対象の研究開発プロジェク

トは、2002 年バイオテクノロジー戦略大綱に沿っており、「融合分野の研究開発の推進」、「バ

イオツール、バイオインフォマティクスへの重点投資」、「統合データベースの構築と利用環境

や競争環境の整備」、「テイラーメイド医療の実現、再生医療・遺伝子治療・細胞治療の推進」、

「タンパク質構造・機能解析、遺伝子発現解析等のポストゲノム研究を進めた創薬基盤を確立」、

「医療機器の開発による病気の早期診断・短期回復の実現」に対応する研究開発プロジェクト

を設定している。 
 日本の政策の立案には、圧倒的に先行している米国の動向、及び地道に研究を続けている欧

州の動向も参考にされている。ポストゲノムの時代に入り、タンパク質、糖鎖の解析から臓器

等全体の把握に向けたゲノム機能科学の網羅的解析、バイオインフォマティクスの構築、IT、
NT 等先端技術との融合が進められてきた。特にナノバイオテクノロジーの重要性は増してお

り、米国を始め、欧州、そして中国が最近豊富なリソースをつぎ込んでいる。今回の調査対象

プロジェクトでも、特に 2002 年以降、NT との融合研究が数多く設定されており、短期間にも

かかわらず、かなりの成果を挙げている。 
 今回、調査対象となった健康安心イノベーションプログラムにおいて実施された研究開発プ

ロジェクトでは、大きくは、テーラーメイド医療の実現・新薬開発の着手・新産業の創出を目

指して「生体分子機能構造解析技術開発・IT/NT と融合」をはかること、また、健康寿命の延

伸をめざして「医療機器の開発・福祉機器の開発」を図った。各研究開発プロジェクトは、「バ

イオインフォマティクス」、「タンパク質、糖鎖の機能解析」、「ナノテクノロジーとの融合」、

「臨床診断システム」、「医療機器の開発」の領域において、上位政策に沿って立案された。波

及効果、時期、主体等を含め、具体化されている。今回の調査結果から、実用化も進んでおり、

事業化を見据えた目的になっていたことが確認された。 
 当該プログラムのような、バイオ、ライフサイエンス領域では、医学、工学、情報科学、薬

学など多くの分野の重なりあった領域における強力な連携が必須であること、リスク、多大な

資金、実用化まで長期間を要し、上手くいっても開発費用の回収には長期間がかかること、医

療関係では、臨床、認可、安全、倫理課題があり、民間では解決し難い問題が存在すること、

更には、産業空洞化の進む日本において、当該領域を今後の産業の柱にすること、等の課題を

克服するには国の関与は不可欠と考えられる。 
 
（2）施策(健康安心イノベーションプログラム)の構造及び目的実現見通しの妥当性 

 プロジェクト成果の「実用化」は 19 件、「試作、臨床 段階」は 17 件、派生技術の波及に

おける「実用化」は 12 件、「今後実用化が期待されるもの」は 13 件あり、計 61 件を数える。

当該研究開発プロジェクト成果から、実用化を実現してきたことは妥当である。実用化した場

合、今回の調査範囲では、過去 1 年間の売上高合計が 223 億円、これまでの売上高総額は 825
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億円に達している。 
 実用化の無いところでも、タンパク質等の機能解析、マイクロアレイ等や機器開発における

要素技術やソフト技術が基盤技術として継承され、次の技術開発に活きている。ヒアリング調

査結果では、69％が研究開発を継続しており、プロジェクトに参加した研究者の 74％が当該技

術、派生技術の研究を行っていることから、本プロジェクトで培った知識、技術は波及してい

る。 
 また、プロジェクトの終了後、知的ストックが将来的に注目すべき新たな成果（画期的な新

製品・新サービス等）を生み出す可能性については、50％が高まっていると答えており、将来、

波及効果がかなり期待できる。 
 プロジェクト後の産業、技術戦略等に対しては、本プロジェクトによって開発目標の具体化、

研究開発の方向等が明確になった。また、長期、膨大コストがかかる分野でもあり、企業にお

ける実用化開発では、「大企業においても 1 社で負担することは困難であり、他社との共同開

発」を検討しているケースが多い。プロジェクト成果が、新たな事業部門、社内ベンチャー、

他社との合弁会社等の設立に寄与しているが、「大手企業と共同開発していかないと商品化は

困難。（費用がかかり回収難あり）」やベンチャー等は、景気の動向に左右されやすく、雇用の

安定化に苦労し、博士クラスの高度科学者が必要だが、大型公的プロジェクトが終了すると雇

用が難しくなる等、人材育成が難しく、公的支援を期待している。 
 当該研究開発プロジェクトを進めるにあたって、経済産業省、文部科学省や地域連携研究事

業による他事業への参加もみられ、基盤、実用化等で相乗効果が得られた。対象研究開発プロ

ジェクトの中でフォーカス 21 プロジェクトでは、3 年間と期間が短く、短時間で目標を達成し

なければならず、周りを見るような余裕はなかったこと、また、当初 5 年程度を予定していた

が、急遽 3 年間に短縮となり、基礎的な研究開発の不足、基盤蓄積が不十分になった場合があ

ったことは残念であった。 

 プロジェクト終了後のフォローアップは、60％強が適切であったと答えた。企業では、実用

化開発は競合他社との協力は難しく、自社費用で行うところが多い。ベンチャー企業等では、

助成金の場合、自社で用意する分の確保に苦労し、資金が欲しくても、難しい場合が多い。 
 フォローアップが適切でない場合としては、その後の臨床には多くの人と資金が必要なこと、

薬事法関係情報（含む承認の申請）の提供を含めプロジェクト終了後の支援が必要なこと、助

成金に何度か応募しても当たらず、継続が難しくなったこと、等から公的支援の強化への期待

は大きい。 
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（事業評価関係） 
 

Ⅰ．波及効果に関する評価 

Ⅰ－１．技術波及効果 

（1）実用化への進展度合 

 
 ①プロジェクト終了前と終了後に実用化した製品やサービスがあったのは 53%を占めた。 
（終了前 9%＋終了後 44%） 
 ②実用化した製品は、新規事業の展開と既存技術の強化に繋がったのは 96%を占めた。 
（新規事業の展開 55%＋既存技術の強化 41%） 
 ③実用化した製品やサービスにおける個々のプロジェクト成果の貢献割合は、100%が 
3 件、70%が 1 件、50%が 2 件、30%が 2 件であり、プロジェクトの成果が実用化に 
結び付いている。 
 ④プロジェクトの成果から今後実用化が期待される製品やサービスがある、又はあると 
考えているのが 56%を占める。（あるが 15%＋あると考えている 41%） 
 ⑤プロジェクト中・終了後に実用化した製品やサービスがなく、かつプロジェクトの 
成果から今後実用化が期待される製品やサービスも無いと答えた場合の理由として、 
以下があった。 
・米国を中心に超高速次世代 DNA シーケンサー代替技術の開発が進んだ。 
・当初想定していたものと違う解析ターゲット（短鎖 DNA の高速解析と情報処理技術 
の組み合わせ）に市場が動いた。 
・プロジェクト終了後、ゲノムワイドで相関解析をする手法が一般的となったため、 
プロジェクトで開発したアルゴリズムは時代遅れとなったため。等 
 ⑥多額の実施料収入を生み出す等、インパクトのある技術が得られましたかでは、現在 
のところ、知的財産権からの収入は無いとのことであった。 
（活用状況は基本特許として活用しており、活用場面が増えているが 4 件で、その他 
としては防衛手段として活用が 3 件であった。） 
 ⑦プロジェクト終了後の関連特許の出願状況は、国内特許 171 件（基本 39 件＋周辺 132 
件）で、海外特許 35 件であった。 
（参考：プロジェクト期間中の全 21 プロジェクトで出願された特許は、国内特許が 796 
件、海外特許が 155 件であった。） 
 
【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 
① -1 個々のプロジェクト中、終了後に実用化した製品やサービスはありましたか。 
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(結果）プロジェクト終了前と終了後に実用化した製品やサービスがあったの回答が 53%を占め

る。 

 

①-2 実用化があった場合、製品やサービスは何ですか。記述願います。 
1）糖鎖プロファイラー Glycostation Reader 1200, レクチンアレイ Lecchip Ver1.0<プロ

ジェクト番号：15> 
2）405nm レーザーのオプション追加及び FV1000 コンフォーカルレーザ顕微鏡<4>  
3）眼底検査装置 EG-SCANNER、光干渉式眼軸長測定装置 OA-1000<8> 
4）修飾型 DNA アプタマー開発サービス<16.> 
5）全身用 CT スキャナ Aquilion ONE （平成 19 年製品化）<6)> 
6）PTV3Kit 生活習慣病用診断薬 <10.19> 
7）データベース FLJ Human ｃDNA Database, Human ｃDNA clones<14> 
8）標的蛋白の構造が未知の場合の最適化合物設計法のトータルシステム「KeyRecep」の製品

化と、それを使用しての創薬支援サービス<4> 
9）現在ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発進行中。脳腫瘍など｢がん｣摘出用顕微鏡で使う蛍光物質（ﾚｻﾞﾌｨﾘﾝ）の認

可をとるための治験を東京医大と東京女子医大で実施中<6)> 
10）糖鎖微量迅速解析システム(質量分析計を用いた糖鎖構造の同定システム)<15> 
11）糖鎖微量迅速解析システム＜15＞ 
12）ハイスループット・タンパク質解析チップ＜17＞ 
13）実用化の目処、POCT マルチバイオセンサー＜17＞ 
14）ピコリットル液滴型タンパク質結晶化デバイス＜17＞ 
15）１分子 DNA 解析システム＜17＞ 
16）レーザー干渉熱変換法によるサブ・アトモデル生体分子分析技術＜17＞ 
17）FG ビーズ（ナノ磁性微粒子）＜18＞ 
18）FG ビーズ用スクリーニング自動化装置＜18＞ 
19）抗体利用診断約 PTX-3 キット（固形がん用等）＜10、19＞ 
20）抗体利用肝がん診断薬 GPC3（2006 年認可）＜10、19＞ 
21）抗体利用肝がん治療薬 GPC3（臨床試験フェーズ２）＜10、19＞ 
22）実用化検討中：蛍光用読取装置<1> 
23）環境制御装置｢みてら｣<7>  
24）放射能のイメージング装置<8>  
25）福祉住宅用省エネルギー窓・出入口部材<7)> 
26）着氷防止エアーマット<7)> 
27）放射線のイメージング装置<8> 
28）褥瘡防止用の消臭エアマット<7.> 
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① -3 貴社にとって実用化した製品の位置付けは、どのようなものでしょうか。

4

41

55

0 20 40 60

その他

既存事業の強化

新規事業の展開

（％）(N=22)
 

(結果）実用化した製品は、新規事業の展開と既存技術の強化に繋がったの回答が 96%を占め

る。 
《コメント》 精密機械メーカーが全くの新規分野(バイオ関連)に進出できた＜18＞ 
 
① -4 実用化した製品やサービスにおける個々のプロジェクト成果の貢献割合はどのくらい

ですか。 
 今回の調査結果で、数値を回答したケースでは、100％：5 件 70～80%：2 件 30～50%：

5 件 30%以下：1 件 であった。 
（コメント：金額では助成期間中のみで考えて約 9%、助成後の製品化までの総額で考えると

1-2%程度だが、装置の早期実用化への貢献は大きいと考えている。） 
当該プロジェクトがなければ、当該研究開発に着手していなかった、との回答もあった。 
 
②-1 個々のプロジェクトの成果から今後実用化が期待される製品やサービスはありますか。 

44
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ある

（％）(N=27)  

(結果）プロジェクトの成果から実用化が期待される製品やサービスがある又はあると考えてい

るの回答が 56%を占める。 
 
② -2 今後実用化が期待されるとお答になった場合、いつ頃(時期）、何(対象）が実用化でき

そうか記述願います。 
1）2013 年ころ（眼軸長＋αの測定装置）<8> 
2）数年後、顧客の製品（診断薬）に採用される予定。<16> 
3）創薬支援サービス<4>     4）平成 24 年度中を予定。眼科検査、白内障手術<6> 
5）2012 年度<8.③>マンモ PET<8.③>  6）数年先、個別化がん治療<11> 
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②-3 上記 ①-1 個々のプロジェクト中、終了後に実用化した製品やサービスはありましたか。

で 3）なかった とお答えになり、かつ ②-1 個々のプロジェクトの成果から今後実用化が期

待される製品やサービスはありますか。において 3）無い とお答えなった場合にお伺いし

ます。 
1）既に実用化を終え、製品化を試みたが、ほとんど売上が得られなかった。<7.> 
 
②-4 どのような対策や方法があれば、実用化の可能性はあるでしょうか。もし、お考えがあれ

ば自由にお書き下さい。 
1）さらに効果的な消臭性能およびそれ以外の機能性付加。<7.> 
 
③-1 多額の実施料収入を生み出す等、インパクトのある技術が得られましたか。プロジェクト

で得た知的財産権（特許、実用新案、商標、プログラム著作権）の活用状況は、如何ですか。

（複数回答可） 
1）防衛手段として IP を持っている<4、15> 
2）現在は活用していないが、将来的に防衛手段等に活用できる可能性がある<17> 
 
③-2 プロジェクト終了後、いくつの関連特許を出願されましたか。出願数を記述願います。 
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（件数）  

(結果）プロジェクト終了後も、実用化に向かい継続して、国内特許（基本、周辺）および海外

特許が多く出願されている。 
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（2）個々の研究開発プロジェクト成果からの技術的な広がり具合個 

 

(2）個々のプロジェクト成果からの技術的な広がり具合 
 ①研究開発の成果としての派性技術があるが 70%であり、プロジェクトの成果からの 
技術的広がりが見られる。 
 ②派性技術の現状の段階は、研究段階が 35%で、技術開発段階が 30%で、実用化段階が 
35%であり、派性技術の研究開発も進んでいる。 
 ③その派性技術で、新規事業の開拓が見込めるのが 60%であった。 
 ④直接的に生み出された技術を利用する研究主体（機関、企業、大学等）は 251 箇所で、 
派生技術を利用する研究主体は 172 箇所であった。（N=17) 
 また、産業界や学会への広がりについても、プロジェクトへの参加企業や、不参加の 
同業者の企業への広がりなどを挙げている。 
 ⑤プロジェクトの成果として、企業等の研究開発の促進効果である、研究部門が拡大 
した、関連の研究開発が立ち上がったが 58%であり、影響がなかったが 36%であった。 
（研究部門の拡大 29%＋関連の研究開発が立上げ 29%） 
 ⑥プロジェクトの実施によって、参加企業等が自ら実施する研究開発の期間短縮に 
繋がったが 43%で、早まらなかったが 38%であった。 
 

 

 

【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 
①-1 派生技術はありますか。 
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(結果）派性技術があるの回答が 70%であり、プロジェクトの成果からの技術的広がりが多い。 
 
① -2 派生技術（要素技術）は何ですか。 
1）自動化（エンリッチメントデバイス)<15>  
2）抗体医薬 抗体作製技術、基礎研究<10、19>    3）レーザー<4> 
3）抗体医薬 抗体作製技術<12､15>フェーズ２および前臨床（複数）、基礎研究<12､15> 
4）眼軸長測定<8>    5）細胞の電気特性測定用ＭＥＭＳ<17> 
5）ELISA 系構築技術<10.19>  6）蛋白立体構造モデリング、データベース三次元化<4.(ﾆ)> 
7）小型(5 インチ級)液晶ﾓﾆﾀｰのフルスペックハイビジョン化<6)> 
8）ナノ磁性微粒子を利用した診断薬 
9）プロジェクトで見つかった抗体利用診断薬・治療薬候補物質は多数で、実用化ないし実用
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化地上のものは極一部で、今後多くに新薬への発展が期待できる.＜10,19＞ 
10）移動装置の設計・開発に関する技術<7>  11）高感度蛍光検出<1）> 
12）高速データ収集技術<8> 
13）インベーダー法による SNP タイピング判定法と収集した遺伝子発現データや SNP データ

から表現型に関連する遺伝子を探索する技術<11> 
14）本来予定していた義肢のサービスは実用に至らなかったが、デザイン検討や模型の試作サ

ービスとして活用できた。<7>、15）設備使用による活用<7>、16）高速データ収集技術<8> 
17）センサ，診療情報分析<1> 
 
①-2 派生技術（要素技術）の現状の段階はどこでしょうか。 
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(結果）派性技術についても、研究段階、技術開発段階はあるが、実用化段階が 35%ある。 
 
①-3「派生技術がある」場合、派生技術により、新規事業の開拓が見込めますか。 
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(結果）派性技術がある場合、新規事業の開拓が見込めるの回答が 60%ある。 
 
1）自動化機器<15）>、 2）医薬・診断薬<10、19> 、3）光断層技術 SD-OCT<8> 
4）立体構造が既知の場合での創薬支援サービス<4> 
5）プロジェクト期間中に培った各種技術を応用し、「重度障害児の移動を支援する装置」の開

発に取組んでいる。<7>  6）デザイン検討や模型の試作サービスの高度化<7> 
7）分散型センサシステム、診療情報分析システム<1> 
 
 
① -4「派生技術がある」場合、派生技術は多くの種類の技術分野にわたっていますか。 
当該技術分野は何ですか。他の各種技術分野は何ですか。 
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1）バイｵ医薬品、アンチドーピング<15> 
2）化学、薬学、工学<10、19> 遺伝子工学、有機合成、表面加工、機械、コンピュータ<10、
19>   3）レーザー<4>、 4）医療画像診断技術、その他生体、工業用画像化技術<8> 
5）バイオＭＥＭＳ分野<17.1-2)>、6）分析<10.19>、7）創薬分野<4>、8）診断薬分野<18> 
設計技術、制御技術、センサー技術<7.10)B> 
9）電子回路<8>、 10）バイオインフォマティクス、11）電子回路<8> 
 
②-1 直接的に生み出された技術又は派生技術を利用する研究主体（機関、企業、大学等）は数

多くありますか。 
(結果）直接的に生み出された技術を利用する研究主体は 251 箇所で、派生技術を利用する研究

主体は 172 箇所であった。（N=17) 
直接的に生み出された技術を利用する研究主体   約 200 箇所 
派生技術を利用する研究主体    約 120 箇所  
 
②-2 直接的に生み出された技術又は派生技術を利用する研究主体は産業界や学会に広がって

いますか。 
(結果）プロジェクトへの参加企業や、不参加の同業者の企業や、大学、独立行政法人研究所な

どへの技術的広がりが報告された。 
1）ナノ磁性微粒子を利用した研究は大学、研究所、医薬関連企業等に広まっている＜18＞ 
2）プロジェクトへの参加企業で 製薬２、診断薬１,化学１<10、19>、 
3）眼科医療機器メーカー<8>、 
4）不参加の同業種の企業で 医薬品メーカー<1>、医療機器メーカー全般<8>、 
5）義肢設計、試作、製作に関する産業界<7.3）>  
6）大学、独立行政法人研究所 等で 大学医学部<15>、東京大学、京都大学、産総研を始め

２０箇所以上<10、19>、レーザ顕微鏡は広く認知されている<4>、東京大学、医学部、工学部

<8>、実用化された製品を使った、臨床研究（大学等との共同研究）が多数実施<6>、大阪大

学、名古屋大学<17>、佐賀大学<7>、東京医科歯科大学、広島大学、統計数理研究所<11> 
 
③-1 参加企業等が自ら実施する研究開発の促進効果はありましたか。プロジェクトの成果は、

参加された企業の研究開発戦略に影響を及ぼしましたか。 
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研究部門が
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（％）(N=28)
 

(結果）プロジェクトの成果として、企業等の研究開発の促進効果である、研究部門が拡大した、

関連の研究開発が立ち上がったの合計が 58%であった。 
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1）実用化までの期間短縮<6>、マンパワー、予算、新部署の設置等<17)> 
 
③-2 参加企業等が自ら実施する研究開発の期間短縮効果はありましたか。 

21
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(結果）プロジェクトの実施によって、参加企業等が自ら実施する研究開発の期間短縮に繋がっ

たの回答が 43%で、早まらなかったの 38%より多かった。 
 
1）ライフサイエンスなので、開発のスパンが長く、時期的なことは評価困難<10、19> 
2）公的試験機関の利用がスムーズだった<7>、3）プロジェクトで始めて実施可能となった<11> 
4）そもそも本プロジェクトなしでは見通しが全くなかった<15>、 
6）時間短縮の例 ・１～2 年<4>、1～2 年程度<6>、２年位<4>、2 年位<5)>、 
約５年<7>、１年<8>、当該研究開発プロジェクトがなければ実現しなかった<7>、１年<8> 
 



 

81 

（3）国際競争力への影響 

 
①プロジェクトの成果として、我が国における当該分野の技術レベルが向上したと 78%が回答

している。 
  どのような点で向上したかについては、世界初の ADCT(Area detector CT)のハード／ソ

フトの実用化を達成したなどが挙げられている。 
  向上しなかったについては、市場が狭いためとか、国際競争力という観点からは開発中の

機器への需要が未知数であるというようなことなどが挙げられている。 
②外国企業に対して、技術提携が行われていますかと、技術的な取引が行われていますかと、

取引が行われた場合に利益を生み出していますかについては、技術提携が行われているが

0%で、技術的な取引が行われているが 3 件の 12%で、未だ少ないが、3 件のうち 2 件で特

許料や製品の販売により利益を生み出していると答えている。 
③個々のプロジェクトは国際標準化、規格化、技術の標準化に寄与しましたかと、国際標準等

の協議において我が国がリーダーシップを取れるようになりましたかについては、寄与した

が 4%で、リーダーシップを取れるようになったが 5%の回答であった。 
④プロジェクトが外国の技術政策に影響を与えたことがありましたかについては、与えたが

13%と少ないが、その理由として技術交流が促進されたなどが挙げられている。 
⑤当該分野で我が国がイニシアチブを取れるようになったかについては、取れるようになった

が 25%で、残りの 75％が取れるようにならなかったとその他（不明）であるが、取れるよ

うにならなかった理由としては、薬事法により規制があるとか、米国では、日本より多くの

研究費・多くの患者データが利用できるため信頼性の高い結果が得られるなどが挙げられて

いる。 
 リアルタイム 4D イメージングシステム、糖鎖合成関連遺伝子の網羅的クローニング、糖鎖

微量迅速解析、高機能・高性能微粒子の開発研究、抗体利用診断キット、人工血液、循環器系

細胞シート、角膜細胞シート等で世界のトップレベルの成果を挙げていることは評価できる。 
 
 
 
【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 
 
①我が国における当該分野の技術レベルは向上しましたか。 
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(結果）我が国における当該分野の技術レベルが向上したの回答が 78%であった。 
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「向上した」場合、どのような点で向上しましたか。 
1）知名度があがった。引き合いが増えた<15> 
2）レーザのラインナップと多点タイムラプス<4>、3）OCT 技術の適合性分野拡大<8>、 
4）主流技術を超える手法の実現<16.>、 
5）世界初の ADCT(Area detector CT) ﾊｰﾄﾞ/ｿﾌﾄの実用化を達成<6>、 
6）微小流体制御の要素技術<17>、 7）現在、臨床現場で使用されている（2003FY～）<5)> 
8）プロジェクト期間中に、質量分析による糖鎖合成構築簡便迅速同定システムおよび、レク

チンチップによる糖鎖プロファイリングシステムを世の中に提供し、当該分野での開発優位性

を築いた。<15)> 
9）プロジェクト期間中に、世界での新規糖鎖遺伝子の 2/3 を取得することにより、当該関連分

野での研究競争力を増強し、当該分野での開発優位性を築いた。<12)>、 
10）迅速全自動スクリーニングシステムを開発した。<18> 
11）ナノ磁性微粒子は外国製時勢粒子に比較し性能が圧倒的に優れている。＜18＞ 
12）がん診断薬 PTX3 キットは外国競合品より格段に高性能で世界をリードしている。<10,19> 
13）当該分野の機能<7>、 14）研究用の装置が手軽に作れるようになった<8> 
15）解析技術が向上した<11>、 
16）学会などへの発表の後、同じサービスの展開が行われだしていた<7>、 
17）研究用の装置が手軽に作れるようになった<8> 
 
「向上はしなかった」場合、なぜ向上しなかったのでしょうか。 
1）「国際競争力」という観点からは、開発中の機器への需要が未知数である。<7> 
2）市場が狭いため<7.> 
 
②-1 外国企業に対して技術提携は行われましたか。 

7
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（結果）外国企業に対しての技術提携は行われていないの回答が 93%であった。 
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②-2 外国と技術的な取引が行われていますか。 

8
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（結果）外国と技術的な取引が行われているの回答が 3 件で僅かではあるが 12%あった。 
（参考：取引を行っている企業は技術提携まで行っていない。） 
 
②-2 取引が行われている場合、利益を生み出していますか。 
（結果）取引が行われている 3 件のうち 2 件が利益を生み出していると回答している 
②-2「利益を生み出している」場合、どのような利益ですか。記述願います。 
（結果）利益を生み出している 2 件は、特許料と製品の販売である。 
 
③-1 国際標準の決定に対し、個々のプロジェクトはメリットをもたらしましたか。国際標準化、

規格化など、技術の標準化に寄与しましたか。 

25
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(結果）国際標準の決定に対し、個々のプロジェクトにメリットをもたらしたの回答が 1 件あっ

た。 
 
③-2 国際標準等の協議において、我が国がリーダーシップをとれるようになりましたか。 
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84 

(結果）国際標準の協議において、我が国がリーダーシップを取れるようになったの回答が 1 件

あった。 
 
④プロジェクトが外国の技術政策に影響を与えたことがありましたか。 
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(結果）外国の技術政策に影響を与えたの回答が 3 件あった。    
1） 類似技術の発表が増えた<15>、2）技術交流が促進された<21>、等 
 
⑤当該分野で我が国がイニシアチブをとれるようになりましたか。 

25

50

25

0 20 40 60

その他、不明

ならなかった

取れるように

なった

（％）(N=24)  

(結果）当該分野で我が国がイニシアチブを取れるようになったの回答が 6 件あった。 
 
1）2007 年頃までは日本は研究開発に力を入れリーダシップをとりつつあったがその後縮小傾

向で国際的には後退<14> 
2）糖鎖微量迅速解析システムは国外に競合品は無く、完全に世界をリードしている。<15> 
3）磁性粒子は外国品が前からあったが、ナノ磁性粒子は性能(分離性)が断然優れている<18> 
4）がん診断薬 PTX3 セットはその性能(感度・検出限界)で世界をリードしている。<10、19> 
 
「ならなかった」場合、なぜでしょうか。 
1）抗体医薬は日本ではバブル期に生物産業の第一次ブームがあり、あまり成果が得られない

ことから下火になってしまったので、2000 年に国家プロジェクトを立ち上げてもなかなか理解

が得られにくかった。アメリカの製薬による成功が報告されてからやっと関心が高まり、軌道

に乗った感がある。数個日本発の抗がん剤として開発ベースに乗せることができたが、もっと

早く理解が得られていれば数十の新薬として発展していたと思われる。しかしこの分野でイニ

シアチブをとらないまでも、これまでのすべての国家プロジェクトや製薬の開発も含めて、日

本発の抗がん剤の開発は初めてであり、成果としては十分ではないかと思われる。<10、19> <12､
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15> 
2）追従できない等、 他社（他国）は、ユーザーを異なるベクトルに誘導。<6> 
3）薬事法により規制がある<5)> 
4）研究用機器止まりで、臨床用装置として製品化できていないため<8>、   
5）米国での研究では、日本よりさらに多くの研究費を利用し、多くの患者データが利用でき

るため信頼性の高い結果を得る点で進んでいる。<11> 
6）国際的に大きな分野になっていない<1> 
 
 
 



 

86 

Ⅰ－２．研究開発力向上効果 

（1） 知的ストックの蓄積度合 

 

 ①当該分野における研究開発が継続しているが 70%であった。 
  継続している場合の形態としては、大学などの自所と企業の自社での継続が 64%で、 
METI や NEDO などの大型公的テーマとしての継続が 28%であった。 
 ②プロジェクト終了後にも、プロジェクトに参加した研究者が当該技術・派生技術の 
研究を行っていますかについては、行っているが 74%で、研究者が代わって研究を 
行っているのを含めると 87%であった。 
 ③プロジェクトの終了時から現在までの間に得られた知的ストックが、将来的に注目 
すべき新たな成果（画期的な新製品・新サービス等）を生み出す可能性が高まって 
いますかについては、高まっている（確信し得る）が 50%であるが、画期的とまでは 
言えないなどの理由で、高まっていないが 28%であった。 
 

 
【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 
①当該分野における研究開発は続いていますか。 
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(結果）当該分野における研究開発が継続しているの回答が 70%であった。 
 
①「継続している」場合、どのようなどのような形態で継続されていますか。 
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(結果）自所と自社での継続が 64%であるが、大型公的テーマも 28%ある。 
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「 大型公的資金によるテーマ」の場合、テーマ（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）名を記述願います。（複数可） 
1） 独法と企業との共同研究<15>、独法と企業との共同研究<18>、 
2） NEDO プロジェクト「糖鎖機能活用技術開発」<15>、 
3） NEDO プロジェクト「糖鎖構造解析技術開発」<12>、 
4） 海外共同研究<16.> 
5）最先端プロジェクト（ＦＩＲＳＴ）「がんの再発転移を治療する多機能な分子設計抗体の実

用化」<10、19><12､15> 
6）NEDO「新機能新機能抗体創製技術開発」PJ<11> 
7）NEDO「橋渡し促進技術開発（抗がん剤治療を革新する有効性診断の橋渡し研究）」<11> 
 
②個々のプロジェクト終了後にも、プロジェクトに参加した研究者が当該技術、派生技術の研

究を行っていますか。 
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(結果）プロジェクトに参加した研究者がその後も研究を行っているのが 74%で、代わって行

っているを含めると 87%である。 
 
③個々のプロジェクトの終了時から現在までの間に知的ストックが将来的に注目すべき新たな

成果（画期的な新製品・新サービス等）を生み出す可能性は高まっていますか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）高まっている（確信し得る）の回答が 50%であるが、画期的とまでは言えない<4>など

の理由で、高まっていないの回答も 28%ある。 
 
「 1）、2）、3） 」の場合、根拠（理由）をご教示願います。 
1）「画期的」と呼べるかはさておき、派生技術を利用して新製品を生み出す試みを継続してい
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（％）(N=32)
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る。<7> 
2）外国からの引き合いも増加傾向<15>、3）抗体医薬の候補が数個出ている<10、19>、 
4）画期的とまでは言えない<4>、  5）OCT 販売実績による蓄積技術<8>、 
6）スピンアウトベンチャー化<16.>、 
7）実用化した結果、次にクリアすべき課題・改良ポイントが明らかとなり、新製品に向けた

研究開発が加速されている。<6>、 
8）市場と競合技術の動向による。<17>、9）・ﾊｲﾋﾞｼﾞｮﾝの数十倍精彩なﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲの実用化<6)> 
10）改良に留まり、画期的ではない。<15>、 
11）下肢運動療法装置 TEM の販売不振により余裕がない<5)>、 
12）新たに開発した糖鎖構造解析技術が次の糖鎖機能活用技術開発プロジェクトにつながり結

果的に新製品を生み出している。<15>、 
13）糖鎖遺伝子の知見が次の糖鎖構造解析技術開発プロジェクトにつながり結果的に新製品を

生み出している。<12>、 
14）開発したシステムが、これまで未知だった、体内の重要なターゲット分子同定に貢献する

など、創薬開発ツールの提供にへとつながっている。<18> 
15）当センターと複数の県内企業（機械、電子、制御）が連携して研究会を組織し、継続的に

連携して技術課題解決に取り組んでいる。<7>、 16）当該ﾋﾞｼﾞﾈｽから撤退したため<7>、 
17）予定がないので<8>、18）がんのサブタイプ判定キット作成の検討を行っている。<11>、
19）現在も研究を継続しているから<7>、  20）ビジネスモデル作成が課題<1> 
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（2）研究開発組織の改善・技術戦略への影響 

 
①企業を超える研究開発のインフラとして、研究交流基盤は整備され、活用されていま 
すかについては、研究交流基盤が極めて充実したが 29%で、特に変化は見られなかっ 
たが 61%であった。 
 ②しかしながら、企業間の共同研究の推進等、協力関係、良好な競争的関係が構築され 
ましたかについては、企業間や産学間の連携と新たな共同研究の開始を合せると 76% 
であった。（企業間の連携強化 16％＋産学間の連携強化＋新たな共同研究 22%） 
③顧客やビジネスパートナーとの関係の変化が経済性を向上させましたかについては、 
関係の変化が経済性を向上させたが 35%で、その理由として、実用化装置を使った 
共同研究を通じて新規の顧客を発掘できたなどが挙げられている。 
 ④技術の管理組織を再編成する契機となりましたかについては、契機となったが 25%で、 
契機とならなかったが 71%であった。 
⑤研究開発部門の再構成等、社内の組織改編は積極的に行われましたかについては、 
  積極的に行われたと多少行われたとを含めると 65%であった。 
  （積極的に行われた 23%＋多少行われた 42%） 
 ⑥研究開発の予算規模が増減する契機となりましたかについては、増に影響を与えたの 
が 39%で、特に影響がないが 42%であった。 
 ⑦プロパテント等の特許戦略に対する意識が高くなりましたかについては、高まったが 
36%であった。 
 ⑧知的ストックは企業の技術戦略にどのような影響を与えましたかについては、企業の 
技術戦略において、当該分野への重要性が高まったが 35%であった。 
 
 
【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 
①企業を超える研究開発のインフラとして、研究交流基盤は整備され、活用されていますか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）研究交流基盤が極めて充実したが 29%で、特に変化は見られなかったが 61%であった。 
 
1）他社が追従できないため、新たな施設・機関等との、実用化装置を使った共同研究が増え

ている。<6> 
2）当時は充実したが現在は終了した<7>、 3）研究交流などが図られました<7>、 
4）当時は構築されたが、現在は活用されていない。<7.> 
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②企業間の共同研究の推進等、協力関係、良好な競争的関係が構築されましたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）しかしながら、企業間や産学間の連携および新たな共同研究の開始を合せると 76%で

ある。 
 
③顧客やビジネスパートナーとの関係の変化が、経済性を向上させましたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）顧客やビジネスパートナーとの関係が経済性を向上させたの回答が 35%であった。 
1）実用化装置を使った共同研究を通じて、新規の顧客を発掘できた<6> 
 
④技術の管理組織を再編成する契機となりましたか 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）技術の管理組織を再編成する契機となったの回答は 25%で、契機とならなかったが 71%
であった。 
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1）学会などの幹事を行っている<7> 
 
⑤研究開発部門の再構成等、社内の組織改編は積極的に行われましたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）研究開発部門を含め社内の組織改編は、積極的と多少を含め、65%で行われた。 
 
⑥研究開発の予算規模が増減する契機となりましたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）研究開発の予算規模に対し、増の影響を与えたのが 39%であるが、特に影響がないが

42%であった。 
 
⑦プロパテント等の特許戦略に対する意識が高くなりましたか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(結果）プロパテント等の特許戦略に対する意識が高まったの回答は 36%であった。 
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⑧知的ストックは、企業の技術戦略にどのような影響を与えましたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(結果）企業の技

術戦略において、当該分野への重要性が高まったの回答は 35%であった。 
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（3）人材への影響 

 
①国内外において第一人者と評価される研究者が生まれましたかについては、第一人者 
と評価される者が生まれたが 8%で、とりたてて言うほどでは無いが 81%であった。 
 ② プロジェクト終了後、プロジェクトに関連する論文発表は活発に行われたでしょうか 
については、プロジェクト終了後、プロジェクトに関連する論文発表が 50 件以上は 10% 
で、49 件～10 件は 32%で、10 件未満は 59%であった。 
③博士号取得は活発に行われましたかについては、博士号取得にプロジェクトが貢献 
したが 4 件で 16%であるが、特に貢献しなかったが 80%であった。 
 ④プロジェクト従事者の企業内での評価は高まりましたかについては、プロジェクト 
従事者の企業内での評価は高まったが 1 件で 4%であるが、とりたてて言うほどでは 
ないが 92%であった。 
 
 
【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 
①国内外において第一人者と評価される研究者が生まれましたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）第一人者と評価される研究者が生まれたが 2 件で 8%であるが、とりたてて言うほどで

は無いが 81%であった。 
 
②プロジェクト終了後、プロジェクトに関連する論文発表は活発に行われたでしょうか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）プロジェクト終了後、プロジェクトに関連する論文発表が 50 件以上が 10%であるが、

10 件未満は 59%であった。 
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1）ユーザによる実用化装置を使った臨床研究の論文を含む<6> 
 
③博士号取得は活発に行われましたか。 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）博士号取得に貢献したが 4 件で 16%であるが、特に貢献しなかったが 80%であった。 
1）プロジェクト発足時糖鎖に対し白紙であったが、プロジェクト実施により専門研究者の採

用及び養成ができて、この分野の水準が向上した。＜15＞ 
 
④プロジェクト従事者の企業内での評価は高まりましたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）プロジェクト従事者の企業内での評価は高まったが 1 件で 4%であるが、とりたてて言

うほどではないが 92%であった。 
 
⑤研究者の能力向上に結び付くような研究者間の人的交流が行われましたか。（複数回答可） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）Prj.終了後も海外著名研究所との交流が継続されていると、Prj.がきっかけとなった人

的交流を合わせると 64%であった。 
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⑥関連分野の研究者増員が行われましたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）関連分野の研究者の増員と減員が同じ 21%で、ほぼ変わらずが 50％であった。 
1）研究費で研究員を雇用していた｡プロジェクト終了後は継続プロジェクトで雇用した｡<11> 
 
⑦国内外から高く評価される研究機関となったか。プラス要因になりましたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）予算が増えたを含めプラス方向になったのが 43%で、予算が減少したを含めマイナス

方向になったのが 14%であった。 
1） 企業として認知度が向上した<15>、 
2） TEM の売行きが悪かったので、開発メンバーをそのまま残すことが出来なかった。<5> 
 
⑧当該研究に関連して学協会等からの受賞があった場合、内容を記述願います。 
1） 平成 23 年度文部科学大臣表彰（科学技術賞研究部門)<16> 
2） 第 7 回産学官連携功労者表彰 経済産業大臣賞、2008 年 
3） “超”モノづくり部品大賞 健康・医療機器部品賞、 
4） 日刊工業新聞 第 51 回 十大新製品賞、 
5） Innovation in Cardiovascular Imaging Products and Services by Frost & Sullivan、The 

Minnies 2008 Best New Radiology Device by AuntMinnie.com<6>"、 
6） 第 31 回構造活性相関シンポジウム（2003 年 11 月）で学会賞<4> 
7）義肢ソケット製作システムの開発（日本福祉工学会 論文賞）<7> 
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Ⅰ－３．経済効果 

（1）市場創出への寄与 

 

 ①実用化を果たされた場合ですが、その製品は以下のどれに当てはまりますかについて 
は、実用化を果たした場合、新たな市場を切り開くが 42%で、隙間市場を展開するが 
37%で、既存の市場において世界最高水準にあたるものが 16%であった。 
②プロジェクトの成果は、新たな事業部門、社内ベンチャー、他社との合弁会社等の 
設立に寄与しましたかについては、寄与したが 32%あった。 
  その例として、ナノバイオサイエンス研設立からそのスピンオフ、ベンチャーである 
ペルセウスプロテオミクス社、医療機器事業部ができた、新たな事業部門（バイオ 
トロニックス研究所、バイオ営業部)、新たな研究分野となったなどが挙げられている。 
 

 

【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 

①実用化を果たされた場合ですが、その製品は以下のどれに当てはまりますか。 
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(結果）実用化のものは、新たな市場を切り開くが 42%で、隙間市場を展開するが 37%で、世界

最高水準にあたるが 16%である。 

1）糖鎖微量迅速解析システムは世界に抜きん出た日本の最先端技術成果である。＜15＞ 

 

②プロジェクトの成果は、新たな事業部門、社内ベンチャー、他社との合弁会社等の設立に寄

与しましたか。 
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(結果）プロジェクトの成果が、新たな事業部門、社内ベンチャー、他社との合弁会社等の設立



 

97 

に寄与したの回答が 32%あった。 

1） ナノバイオサイエンス研設立からそのスピンオフ<15>、 

2） ペルセウスプロテオミクス社<10、19><12､15>、 

3） 医療機器事業部ができた<8>、 4）平成 24 年度から展開される<6.2)> 

5）新規事業部門（バイオ関連）発足＜18＞  6）新たな研究分野となった<7> 
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（2） 経済的インパクト 

 
①-1 実用化を果たされた場合ですが、過去１年間の売上状況は如何ですかについては、過去 1

年間の売上状況が昨年度に比して、横ばいが 31%で、増加しているが 23%であった。しか

しながら、減少しているが 23%あった。その理由としては、今年は 3.11 の影響・その他

で前年に比べダウンした。実用化を達成してから、既に 4 年ほど経過している。撤退した

などが挙げられている。 
①-2 過去の売上高、売上数量について、支障が無ければ具体的に教えて下さいについては、10

件の回答があったが、その合計で、過去 1 年間の売上高は 223.0 億円、これ迄の売上高の

総額は 824.7 億円 であった。 
①-3 売上に関する今後の見通しは如何ですかについては、増加する見通しが 33％で、減少する

及び横ばいの見通しがそれぞれ 25%で、それをやや上回っている。 
②-2 シェアに関する今後の見通しは如何ですかについては、シェアが今後、増加する見通しが

55%で、横ばいが 27%で、減少する見通しは 0%であった。 
 
 医療技術や医療機器等は、臨床や治験に長期間を有するので、早急に経済的インパクトを追

及するのは難しい面がある。 
 
【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 
①-1 実用化を果たされた場合ですが、過去１年間の売上状況は如何ですか 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）過去 1 年間の売上状況が昨年度に比して横ばいが 31%で、増加しているが 23%で、減

少しているが 23%である。 
1） 今年は 3：11 の影響その他で前年比ダウンした<15> 
2） 実用化を達成してから、既に 4 年ほど経過している。<6>、3）撤退した<7> 
4）設備利用などのサービスとして活用（販売はない）<7> 
 
①-2 過去の売上高、売上数量について、支障が無ければ具体的に教えて下さい。 
 
(結果）過去 1 年間の売上高は、  223.0 億円 （N=10) 
    これまでの売上高の総額は、824.7 億円 （N=10) 
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①-3 売上に関する今後の見通しは如何ですか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）売上に関する今後の見通しは、増加する見通しが 33％で、減少するおよび横ばいの見

通しの 25%をやや上回る。 
 
②-2 シェアに関する今後の見通しは如何ですか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）今後のシェアに関して、増加する見通しが 55%で、横ばいが 27%で、減少する見通し

は全くなかった。 
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（3）産業構造転換・活性化の促進 

 
 ①プロジェクトが産業構造の転換や活性化（市場の拡大や雇用の増加等）にどのような 
役割を果たしましたかについては、プロジェクトが産業構造の転換や活性化に果たし 
た役割が大いにあると、ある程度あるとを合わせると 50%であった。 
  （大いにある 8%＋ある程度ある 42%） 
 ②プロジェクトが新たな産業の勃興や、既存市場への新規参入、あるいは既存市場から 
の撤退等をもたらしたか。また、それらが市場全体における雇用に影響しましたかに 
ついては、新たな産業の勃興や、既存市場への新規参入や、市場全体への雇用に影響 
を与えたことが大いにあると、ある程度あるとを合わせると 50%であった。 
（大いにある 12%＋ある程度ある 38%） 
③プロジェクトが生産業務の改善や更新に結びついたことにより生産性・経済性は向上 
しましたかについては、大いにあると、ある程度あるとを合わせると 34%で、結び付 
かないが 62%であった。（大いにある 5%＋ある程度ある 29%） 
 
 
 
【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 
①プロジェクトが産業構造の転換や活性化（市場の拡大や雇用の増加等）にどのような役割を

果たしましたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）プロジェクトが産業構造の転換や活性化に果たした役割が、大いにあるとある程度ある

を合わせると 50%であった。 
1）基盤的研究、DB 構築であり産学化は今後<14> 
2）創薬の研究パラダイムの転換<4> 
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②プロジェクトが新たな産業の勃興や、既存市場への新規参入、あるいは既存市場からの撤退

等をもたらしたか。また、それらが市場全体における雇用に影響しましたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）プロジェクトが新たな産業の勃興や、既存市場への新規参入や、市場全体への雇用に影

響を与えたことが、大いにあるとある程度あるを合わせると 50%であった。 
1）基盤的研究、DB 構築であり産学化は今後<14> 
2）抗体利用の診断薬・治療薬開発は新たな医薬品市場を生むと見られるが、許認可手続きや

臨床試験から本格形成はこれからである。＜19＞ 
 
③プロジェクトが生産業務の改善や更新に結びついたことにより生産性・経済性は向上しまし

たか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）プロジェクトが生産業務の改善や更新による生産性・経済性の向上に結び付いたことが、

大いにあるとある程度あるを合わせると 34%で、結び付かないが 62%であった。 
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Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果 

（1）エネルギー問題への影響 

 

 ①当該プロジェクトの成果や派性技術により、省エネルギー効果が見込まれますかに 
ついては、見込まれるものが 36%で、見込まれないものが 61%であった。 
省エネルギー効果が見込まれるものとしては、レーザ電源の省電力化、スキャン時間の短縮、

X 線利用効率の増大等により 1 検査あたりの消費電力を最大約 70%削減などが挙げられている。 
 

 

【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 

①当該プロジェクトの成果や派性技術により、省エネルギー効果が見込まれますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(結果）省エネルギー効果が見込まれるものが 36%で、見込まれないものが 61%であった。 

1）レーザ電源の省電力化がはかれた<4>、  

2）スキャン時間の短縮、X 線利用効率の増大等により、1 検査あたりの消費電力を最大約 70%

削減。<6)>、  3）装置の小型化、作業の短時間化による省電力<17> 

4）実際の実験数の減少<4> 

5）微量で迅速に分析結果が得られ、単位試料当たりの消費エネルギー削減が期待出来る。<15> 

6）エアコンを弱で使用できる<7>、7）人力によるもので、化石エネルギーを必要としない<7> 

8）直接製作による作業の効率化、中間生成物がないため使用エネルギーが減少する<7> 

9）消臭材の再生による利用。<7> 
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（2）環境問題への影響 

 

①当該プロジェクトの成果や派性技術により、環境負荷低減効果が見込まれますかに 
 ついては、見込まれるものが 25%で、見込まれないものが 71%であった。 
   環境負荷低減効果が見込まれるものは、サンプル少量化による廃棄物削減、実験数の 
減少・実験動物の使用減、脱有機溶媒で有機溶媒処理の不要などが挙げられている。 
 

 

【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 

① 当該プロジェクトの成果や派性技術により、環境負荷低減効果が見込まれますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(結果）環境負荷低減効果が見込まれるものが 25%で、見込まれないものが 71%であった。 

1）上記、省エネルギー効果による<6>  

2）サンプルの少量化による廃棄物の削減<17> 

3）実際の実験数の減少、実験動物の使用数の減少<4> 

4）エアコンを使用しないか、弱で使用可<7>、5）CO2 削減効果<7> 

6）環境負荷となる中間生成物がない<7> 

 
（3）情報化社会の推進 

 

 ①情報化社会の推進に寄与した効果としてどのようなものが考えられますか。寄与した 
場合は内容をお書き願いますについては、糖鎖関連の DB 公開<15SG)>、糖鎖遺伝子の DB 公

開、体内の分子相互作用 DB 構築、SNP/DB 公開などが挙げられている。 
 
【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 

①情報化社会の推進に寄与した効果としてどのようなものが考えられますか。寄与した場合は

内容をお書き願います。 

1） 糖鎖関連のデータベースを公開した。<15>、 

2） 糖鎖遺伝子のデータベースを広く世界に公開した。<12>、 

3） 体内の分子相互作用ＤＢ構築につながる。<18> 
4） SNP データベースの構築を行い公開した<11> 
5） 身体データのデジタル化、情報共有化の促進<7）> 
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（4）安全、安心、生活の質 

 
①国民生活の利便性を向上させた事例が存在しますかについては、CT 検査全体の時間 
短縮、医療技術の発展、デザイン・設計技術の向上、快適介護空間の提供などが挙げ 
られている。 
②国民生活の安全性の向上に寄与しましたかについては、CT 検査での被ばく低減、新規 
な診断法の提供による健康面での向上、個別化医療による副作用低減などが挙げられ 
ている。 
③身障者や高齢者の多様な生活を可能にし、自立を支援した事例が存在しますかについ 
ては、身障者や高齢者の多様な生活と自立を支援するものは、派生技術応用の「重度 
障害児の移動を支援する装置」で自立心向上、リハビリ訓練の質向上、重度身体障害 
者の QOL 向上、障害者用手すり等のデザイン開発などが挙げられている。 
 
 
【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 
①国民生活の利便性を向上させた事例は存在しますか。 
②国民生活の安全性を向上させた事例は存在しますか。 
② 障者や高齢者の多様な生活を可能にし、自立を支援した事例が存在しますか。 
 
1）CT 検査全体の時間短縮<6>、CT 検査での被ばく低減<6> 
2）今後、創薬 再生医療に効果を発揮すれば健康・安心に寄与する<14> 
3）将来の創薬の完成時に<4> 
4）現在、悪性脳腫瘍（がん)は、手術者の目で確認できないので完全摘出は不可能で、残留が

んが手術後拡大して再発をまねくこととなり、5 年生存率が 25％となっていて、いわば存命延

長手段でしかない状況にある。がん細胞に蓄積する蛍光物質(レザフィリン)は人の目には見

にくい赤外線を発するので、これを患者に投与してレーザーをあて CCD カメラで捉え立体視

することにより 100％近い摘出が可能となり、5 年生存率が 90％以上に伸ばすことが可能とな

り、手術後社会復帰もきたいできるようになる。  
5）製品化された時には、安全、安心、生活の質の向上に貢献<5>、 
6）新規な診断法の提供により、健康面での向上に寄与した。<15>、 
7）新規な診断法の提供により、健康面での向上に寄与した。<12> 
8）新規な創薬のための標的分子探索法の提供により、健康面での向上に寄与する。<18> 
9）重度身体障害者の QOL 向上に貢献した<7> 
10）派生技術の応用として取組んでいる「重度障害児の移動を支援する装置」について、障害

児の自立心の向上、リハビリ訓練の質の向上に貢献するといった評価が出つつある。<7> 
11）疾患の研究に役立っている<4> 
12）デザイン、設計技術の向上<7>、 高度設計技術による安全性の向上<7> 
13）障害者用手すりなどのデザイン開発において支援が行われた。<7> 
14）快適介護空間の提供。<7>
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Ⅱ．現在の視点からの個々の研究開発プロジェクトの評価 

Ⅱ－１．国家プロジェクトとしての妥当性 

 
 ①現在（追跡評価時点）から見て、国が関与する必要性があったか。また、関与の方法 
や程度は妥当でしたかについては、妥当であったが、96%であった。 
 「妥当であった」場合、次のどれに相当するとお考えですか。一つを選んで下さいに 
  ついては、「妥当であった」場合としては、1) 多額の研究開発費、長期にわたる研究 
開発期間、高い技術的難度等から、民間企業のみでは十分な研究開発が実施されない 
場合が 67%で、その次が、4）国の関与による異分野連携、産学官連携等の実現に 
よって、研究開発活動に新たな付加価値をもたらすことが見込まれる場合が 22%で 
あった。 
 ②本プロジェクトに参加した理由、きっかけは何でしたか（複数選択可）については、 
  3）自社のみでは開発することが困難な技術であったための回答が 40%で、その次が、 
4）利用できるインフラ、施設が魅力的であった、5) 人材育成の観点から有効であった、 
6) 参加者から得られる情報が貴重であったがそれぞれ 11%であった。 
その他として、AIST から参加を求められた、医福研と一緒にやったことあったので 
そのつながりから紹介を受けた、開発の性格上から公的なプロジェクトの基での実施 
が必要と考えた、共同研究機関／研究者らからの推薦があったなどが挙げられている。 
 
 
【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 
"①現在（追跡評価時点）から見て、国が関与する必要性があったか。また、関与の方法や程度

は妥当でしたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）現在（追跡評価時点）から見て、国の関与の方法や程度は妥当であったの回答は 96%
であった。 
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①「妥当であった」場合、次のどれに相当するとお考えですか。一つを選んで下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）国の関与の方法や程度は妥当であったことの理由として、1) 多額の研究開発費、長期

にわたる研究開発期間、高い技術的難度等から、民間企業のみでは十分な研究開発が実施され

ない場合の回答が 67%で、その次が、4）国の関与による異分野連携、産学官連携等の実現に

よって、研究開発活動に新たな付加価値をもたらすことが見込まれる場合で 22%であった。 
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3）標準の策定、データベース整備等の

うち社会的性格が強いもの（知的基盤）

の形成に資する研究開発の場合。

2）環境問題への先進的対応等、民間

企業には市場原理に基づく研究開発

実施動機が期待できない場合。
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②本プロジェクトに参加した理由、きっかけは何でしたか。（複数選択可） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）本プロジェクトに参加した理由・きっかけとして、3）自社のみでは開発することが困

難な技術であったための回答が 40%で、その次が、4）利用できるインフラ、施設が魅力的で

あった、5) 人材育成の観点から有効であった、6) 参加者から得られる情報が貴重であったが

同じ 11%であった。 
 
1） AIST から参加を求められた<15>、 
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108 

Ⅱ－２．目標設定 

 
①当時の技術動向、市場動向、社会環境、政策目的等から見て、目標設定の方向性と 
そのレベルは妥当でしたかについては、妥当であるが 91%であった。 
 
 
【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 
 
①当時の技術動向、市場動向、社会環境、政策目的等から見て、目標設定の方向性とそのレベ

ルは妥当でしたか。   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）目標設定の方向性とそのレベルは妥当であるの回答が 91%であった。 
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Ⅱ－３．プロジェクト実施方法 

 
(1)個々のプロジェクトの計画策定、スキーム（予算制度）は現在の視点から見て妥当で 
したかについては、妥当であったが 89%であった。 
  妥当ではなかったことの理由として、期間が目標に対し短かった、事業規模から 
期間が短く開発内容の選択と集中が必要だった、担当部分の計画に無理があったなど 
が挙げられている。 
(2)個々のプロジェクトの実施体制は現在の視点から見て妥当でしたかについては、妥当 
であったが 96%であった。 
 (3)個々のプロジェクトの運営方法は現在の視点から見て妥当でしたかについては、妥当 
であったが 81%であった。 
  妥当ではなかったことの理由として、始め管理方法が不十分だった、プロジェクトの 
運営委員会の頻度が少し負担であった、開発委員会で目標が膨らんだ、予算の年度の 
壁がネックとなったなどが挙げられている。 
 (4)より効果的に実施する上で、工夫すべき点がありましたかについては、工夫すべき点 
として、より柔軟な対応のため委託先／委託元のコミュニケーションを密にする、 
技術開発だけでなくマーケティング面からの調査をより強化すべき、委託研究費の 
効率的な運用のため複数年度契約などの弾力的運用、医工連携、予算の年度を跨いだ 
運用、予算の年度の壁がネック、市場への PR が足りなかった、臨床部門と一体で取り 
組むこと、人材育成などに関われる人手が欲しかったなどが挙げられている。 
 (5)知財の取扱いについて（プロジェクト内及び外）、工夫した点がありましたかについて 
は、知財の取扱いで工夫した点は、当社グループを一体として取り扱い各種の契約 
締結が複雑になるのを回避した、社外の力（特許事務所）の積極利用、事前に取扱い 
について協議したなどが挙げられている。 
 (6)本プロジェクトに参加した貴社の研究開発スタッフはプロジェクトを通じてどうで 
したかについては、プロジェクトを通じて同一メンバーが 34%で、参加者数は同じ 
だが途中でメンバーの変更があったが 50%で、途中で増員、減員があったが各 8%で 
あった。 
すなわち、本プロジェクトの研究開発スタッフの参加者数が同じであったが 84%で 
あった。 
  増員の理由としては、目標達成のためや大きく伸びる分野と考え社内体制の増強を 
目指したためなどで、減員の理由としては、研究開発内容の変化に対応したためなど 
が挙げられている。 
 
 
 
【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 
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（1）個々のプロジェクトの計画策定、スキーム（予算制度）は現在の視点から見て妥当でし

たか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (結果）現在の視点から見て、計画策定、スキーム（予算制度）は妥当であったの回答は 89%
であった。 
1）事業規模からみると事業期間が短かったように感じる。開発する内容を精査（選択と集中）

する事も必要であったかもしれない。<7> 
 
（2）個々のプロジェクトの実施体制は現在の視点から見て妥当でしたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）現在の視点から見て、プロジェクトの実施体制は妥当であったの回答は 96%であった。 
1）妥当。集中研、一部分散研 分散研の内容は的確に把握していた<14> 
 
（3）個々のプロジェクトの運営方法は現在の視点から見て妥当でしたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）現在の視点から見て、プロジェクトの運営方法は妥当であったの回答は 81%であった。 
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1） プロジェクト開始時点での管理方法が若干不十分だったが、途中の段階で修正、改善済み。

<6>、 
2） 妥当、2 ヶ月に１回のプロジェクト運営委員会は少し負担であった。<4)>、 
3） 開発委員会にて様々なご助言を頂き、目標（計画がふくらんだ感じ）を変更することにな

った<5>、 
 
（4）より効果的に実施する上で、工夫すべき点がありましたか。 
1）より柔軟な対応を可能とするために、委託先/委託元のコミュニケーションを密にすること。

<6>、 
2）技術開発だけではなく、マーケティング面からの調査をより強化すべきであった<17>、 
3）委託研究費の効率的な運用のため、複数年度契約などの弾力的運用。<15>、 
4）医工連携（産業医大と一緒にやれた)<5> 
5）素材開発、人材育成などに関われる人手が欲しかった<7> 
6）臨床部門と一体化して取り組んだ<11> 
7）市場への PR が（たりなかった)不充分であった<7> 
 
（5）知財の取扱いについて（プロジェクト内及び外）、工夫した点はありましたか。  
1）当社ｸﾞﾙｰﾌﾟを一体として取り扱い、各種の契約締結が複雑になるのを回避できた。<15> 
 
 (6) 本プロジェクトに参加した貴社の研究開発スタッフはプロジェクトを通じてどうでした

か 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）同じ参加者数でメンバーが全く同じ及び途中の変更があったが 84%で、増員、減員が

あったが各 8%であった。 
1）当初 4 名でスタート、まず 1 名交替、その後、3 名に減員。異動、および退職<6> 
2）関連技術分野の拡大に伴う増員(生化学分野＋微細加工、マイクロ流体等)<17>  
3）社内の人事政策による関係会社への研究員の出向が発生したため。<15>、 
4）減員した（10→4）ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進行に伴う研究開発内容の変化のため<5> 
5）職員の退職及び新規職員の採用<7>、  
6）メンバーを替える必要がなかった<8>、 
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7）手づくり的商品開発であった<7> 
8）プロジェクトの途中で個人的理由で欠員となった研究員を補充した<11>、 
9）定期的な人事異動のため<7>、 
10）目標達成に増員が必要であったため<1> 
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Ⅱ－４． Ⅱ－１～Ⅱ－３の評価結果を踏まえ、プロジェクト終了時の事後評価の妥当性 

 
事後評価書（NEDO）では、以下のようなことが述べられている。 
1）当該領域の研究開発プロジェクトは、医学工学の連携を必要とすること、医療の安全や認

可の必要な長期間を要すること、倫理的問題もあって民間活動だけでは完遂できないこと

から、国の関与、支援が必須である。 
2）当初目的に沿って研究開発が達成されており、目標値を十分に達成したものと高く評価で

きるプロジェクトが多く、世界的にも高いレベルに達しているものもある。プロジェクト

としての技術目標は殆どのプロジェクトが達成している。 
3）ライフサイエンスの領域では、工業製品の開発とは異なり、実用化は診断、疾病判断、薬

品感受性、低侵襲治療など一連のトータルシステムが成就して始めて達成できるものであ

り、かつ、個人別の個性に適応しなければならない。 
4）個々の研究開発プロジェクトでは、具体的研究開発には、主に要素技術の開発にならざる

を得ない。要素技術として、目標を達成しているが、それだけでは実用化には結び難く、

トータルシステムを描き、臨床にもっていくところが課題である。難しいことではあるが、

診断・治療に関わる要素技術の有効性の検証が不十分な場合が多くなる。 
5）有効な臨床、治験に早期に結びつかせることが最大の課題でもある。システムの構築およ

び臨床評価まで実施した点を評価された例もあるが、開発した治療システムを当初の構想

のまま医療に導入することは難しい場合が多いこと、目標が装置開発上の機能スペックに

なっており、医師、療法士の負担軽減、対象者の意欲向上という事業目的の達成という視

点からの研究成果の検証が不十分であること、薬事法等の規制対応が難しい場合があるこ

と、などを克服しなければならない。また、他の療法との比較優位性などの臨床試験を進

めることも不可欠であり、薬価点数とも関連する複雑な事情もあり、達成するために要す

る長期間をいかに短期間にするかが実用化上で重要になる。 
6）医工連携の強化は重要な要因であり、医工連携体制を組織し、精力的に実証研究を推進し

て、短期間で多くの成果をあげている例、集中型研究において適切かつ柔軟な研究開発マ

ネジメントが奏功した例もある。しかし、全般的には、医工連携と言っても始まったばか

りで、その成果が十分見えている状況ではないとも言える。研究者の責任というよりも、

省庁を超えた連携が困難であるという、我が国の科学研究実施体制そのものの問題点と思

える部分もあるが、今後連携を超えて融合まで目指してもらいたい。 
7）研究開発プロジェクトの性質上、データベース構築に係るものも多い。日本の資産である

完全長 cDNA ライブラリをさらに発展させた、世界的にも競合力のあるデータベースを構

築した場合、モデル疾患関連情報データベースの構築等の技術開発を実験系と情報系が密

接な連携のもとで遂行され、目標を達成した例など、創薬基盤や遺伝子治療に有効なデー

タベースも多く構築された。DB は一度構築したら終わりでは無く、構築された統合デー

タベースの更新を含めた維持管理は、成果の波及効果を維持するために是非とも必要な課

題と考えられ、何らかの財政的な支援が望まれる。 
8）プロジェクトの運営に関しては、中間評価の提言に従い、医療現場、特に外科サイドの要

求を積極的に取り入れ、テーラーメイド医療に貢献できる情報（予後、リンパ節転移の推

定等）を提供可能とする等、複数プロジェクトで中間評価結果が反映されている。有機的

な共同研究を構成・指揮して成果をあげたプロジェクトリーダーの、リーダーシップも高

く評価している。他方、情報部門間の連携や、同様の目的で実施されたプロジェクトとの



 

114 

連携が希薄な印象を受けた場合もあり、横の連携はこれからの課題でもある。 
9）予算規模からみれば良く成果を出していると考えるが、世界的な視野でみるなら、欧米の

医療産業と競合するには研究費や研究者の規模の拡大も必要であったと考えられること、

事業化に関する評価は、短期的視野で行われるべきではなく、今後この成果を広く活用す

る仕組みが必要であること、３年間の単発プロジェクトとして終えるには惜しいので、本

プロジェクトで開発した世界最高水準の要素技術については、新たなプロジェクトを発足

させて実用化につなげることが望まれること等、培ってきた技術、人材の活用、当該領域

は長期的な研究開発であり、国としての対応姿勢が重要であることを述べている。 
 
 以上のような観点から述べており、事後評価は妥当と考える。事後評価のなかでは、実用化

のための後継プロジェクトや更なる基盤技術の先鋭化、蓄積のための後継研究開発プロジェク

トの立案を提言している場合が多いが、それらの意見がどのようにフィードバックされていく

のか検証も必要かと考える。 
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Ⅲ．関連プロジェクトとの関係 

 
①同時期に他省庁などの関連プロジェクトがあった場合、それに参加しましたかについ 
ては、参加したが 25%であった。 
  (1)参加した場合、関連プロジェクトの名称、期間、所管省庁を記入して下さいに 
ついては、特定領域研究・ミレニアムプロジェクト「がん研究の総合的推進に関する 
研究」（文科省）、テーラーメイド医療基盤整備プログラム（文科省）などが挙げられ 
ている。 
(2)参加した場合、相乗効果が得られましたかについては、委託事業で基本的な可能性 
を確認し本プロジェクトで実用化開発に移行、相乗効果はあった（回答は複数）が 
挙げられている。 
(3)重複していると思われる部分がありましたかについては、重複していないが多かっ 
たが、その中には、基礎研究と実用化開発助成で棲み分けがある、思われる部分が 
あったが適切な棲み分けを図ったなどの追記が挙げられていた。 
(4)関連プロジェクトに対して、本プロジェクトの意義は何ですかについては、製品 
開発（自社開発）への移行、次の発展への基盤となるもの（2 件）、実用化に向けての 
基盤整備などの意義を挙げている。 
5)「参加しなかった」場合、その理由は何ですかについては、重複する要素があり同時 
参画は不可能と考えた、他のプロジェクトを実施するマンパワーが無かったなどが 
挙げられている。 
 
 
【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 
 
①同時期に他省庁などの関連プロジェクトがあった場合、それに参加しましたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）同時期に他省庁などの関連プロジェクトがあった場合、参加したの回答は 25%であっ

た。 
「参加した」場合、以下に回答して下さい。  
ａ）関連プロジェクトの名称、期間、所管省庁を記述して下さい。 

1）NEDO医療福祉機器技術研究開発事業「高速コーンビーム 3次元 X 線 CT」 平成 10年（1998
年）～平成 13 年（2001 年）、経済産業省/NEDO<6> 
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関連プロジェクトがなかった

参加しなかった
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（％）(N=28）
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2）NEDO 化学物等を活用した生物ｼｽﾃﾑ制御基盤技術開発（2006-2010)9.35 億円<14> 
3）「九州北部三県広域連携研究事業」、平成 11 年－13 年、佐賀県、福岡県、長崎県<7> 
4）タンパク質相互解析ナノバイオチッププロジェクト<1.1）>、 
5）特定領域研究・ミレニアムプロジェクト「がん研究の総合的推進に関する研究（総合がん）」

平成 13～16 年度、文部科学省<11> 
 
ｂ）相乗効果が得られましたか。 
1）上記（委託事業）は、本プロジェクトの前身プロジェクトであり、委託事業で基本的な可

能性を確認し、その結果を受けて、本プロジェクトで実用化開発に移行した。<6> 
2）相乗効果はあった<11> <1> <7> 等 
 
ｃ）重複していると思われる部分がありましたか。 
1）重複していない。委託事業で、それぞれの要素技術の方式、システムの原理的な可能性を

確認し、本実用化助成事業により、製品の仕様に向けた研究開発を実施した。<6> 
2）なし、引き継いだ後継 Proj. 臨床薬へつなげる<14> 
 
ｄ）関連プロジェクトに対して、本プロジェクトの意義は何でしたか。 
1）委託事業の成果に対して、製品として不足していたスキャンの高速化、ノイズ低減という

技術的な課題にめどをつけることができた。この結果、信頼性確保、コスト低減等の製品開発

（自社開発）に移行した。<6> 
2）次の発展への基盤となるもの<14> 
3）関連する技術・情報の交流や人的交流。<7>  
4）同じバイオ系としての異なる側面からの知見が得られた<1>、 
5）SNP 解析に対する技術の向上に寄与した<11> 
6）他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施するマンパワーが無かった<8> 
 
「参加しなかった」場合、理由を記述下さい。 
1）可能な限り他プロジェクトとの技術コンタミを避けるため。<17> 
2）プロジェクトに集中するため<5> 
3）同じ様なテーマの事業は、二重に実施できないため<7>、 
4）他のプロジェクトを実施するマンパワーが無かった<8> 
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Ⅳ．プロジェクト終了後について 

（１） 個々の研究開発プロジェクト終了後のフォローアップ体制は適切であったか。 
 
 (1)個々の研究開発プロジェクト終了後のフォローアップ体制は適切であったかについて 
は、適切であったが 64%であった。 
  適切でなかった理由としては、その後の臨床には多くの人と金が必要でまた薬事法 
関係情報（含む承認の申請）の提供を含めプロジェクト終了後の支援が欲しかった、 
企業化状況を定期的に報告する以外に特段のフォローアップは無かったなどが挙げら 
れている。 
(2)後継のプロジェクトに引き継ぐ際には適切な引き渡しが行われたかについては、適切 
な引き渡しが行われたが 56%であった。 
  適切でなかったと思う理由としては、人事異動により引き継ぐ組織が不明確になった、 
後継プロジェクトがなかったなどが挙げられている。 
 (3)個々の研究開発プロジェクトの成果の実用化や研究開発基盤の構築等によって、その 
後の産業戦略・技術戦略に影響があったかについては、影響があったが 32%であった。 
  「影響があった」場合、どんな成果の実用化等によって、どんな影響があったのかに 
ついては、糖鎖マーカー開発等が進んで来た、コーンビーム CT 実現の目処が立ったの 
で周辺技術・臨床アプリケーションの研究開発に集中化できた、開発目標が具体化で 
き研究開発の方向が明確となった、マイクロアレイの解析法をエクソンアレイに応用 
でき標的の同定に繋がった、デザイン開発・高度な製品設計の開発支援ツール構築に 
より産業の効率化・より良いものづくりへ貢献できたなどの影響を挙げられている。 
 
 
【ヒアリング、アンケート調査結果からのデータ】 
 
ａ）プロジェクト終了後のフォローアップは、適切だったか 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）プロジェクト終了後のフォローアップは、適切であったの回答は 64%であった。 
1）本プロジェクトが、実用化助成であったため、後継プロジェクトは存在せず、自社による

製品開発に移行した。 評価委員会や、企業化状況を定期的に報告する以外に、特段のフォロー

アップは無かった。<6> 
2）その後の臨床のデータ採集には多くの人と金を必要とし、また薬事法関係についての情報
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（含む承認の申請）の提供を含めﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了後の支援が欲しかった<5> 
3）人事異動によりメンバーが分散した。<7> 
 
ｂ）後継のプロジェクトに引き継ぐ際には、適切な引き渡しが行われたか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）後継のプロジェクトに引き継ぐ際に、適切な引き渡しが行われたの回答は 56%であっ

た。 
1）ここでの後継プロジェクトは、自社による製品開発を指す。<6> 
2）人事異動により引き継ぐ組織が不明確になった。<7> 
 
ｃ） 個々の研究開発プロジェクトの成果の実用化や研究開発基盤の構築等によって、その後の

産業戦略、技術戦略に影響があったか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(結果）成果の実用化や研究開発基盤構築等によって、その後の産業戦略、技術戦略に影響があ

ったの回答は 32%であった。 
1） 糖鎖マーカー開発等が進んできた<15>、 
2） 大手企業と共同開発していかないと商品化は困難。（費用がかかり回収難あり）<8>、 
3） コーンビーム CT 実現のめどが立ったことから、コーンビーム CT の医療機器としての完成

度を高めるために、コーンビーム CT の周辺技術、臨床アプリケーションの研究開発に集

中した。<6> 
4） マイクロアレイの解析法をエクソンアレイに応用し、抗体医薬の先進的発現プロファイリ

ングによる標的の同定に繋がった。<11>、 
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5） デザイン開発、高度な製品設計のための開発支援ツールの構築により、産業の効率化、よ

りよいものづくりへ貢献できた。<7> 
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Ⅴ．健康安心分野における今後の施策（方向性など）についての意見等 
 
（1）研究開発分野にも投資をお願いしたい。 
（2）OCT 技術を駆使し様々な分野に進出して行きたい。 
（3）既存の領域を強化するような事業について、企業が参画し易く、納税者が成果を享受で

きるような制度を検討願いたい。 
（4）健康安心分野、医療機器・技術における革新的な研究開発は、成果（実用化、事業化）

に結びつきにくい（少なくとも長期となる）ものが多い。 
（5）新しい領域を開拓する革新的な事業の一方で、事業化に近く、国民の健康増進に寄与す

る可能性が高い、既存の領域を強化するための事業への支援も強化して頂きたい。実用

化助成事業について、より企業が使い易く、納税者は利益を享受できるような制度を考

えて頂きたい。 
（6）厚生労働省との連携強化による、臨床研究のプロジェクトを対象とした支援実施。 
（7）医薬関連のベンチャー企業が参画しやすいスキームも設けて欲しい。 
（8）東京大学医・工連携ロボット手術開発で、単カメラハイビジョン立体視システムが使用

されており、今後の発展を期待したい。 
（9）糖鎖研究へ日本が諸外国に比して優位に立つと言われているが、市場が未成熟であるこ

と、地道な研究開発が必要であることから"人モノカネ"の断続的な支援が必要である。 
（10）臨床も含めたシステムの開発支援が必要である。 
（11）高い目標に挑むことで派生技術が生まれ、産業の活性化に繋がると考える。我々の場合、

それに併せて、未知の市場を理解できたことが評価できると考える。従って、応募企業

の要件に技術レベルやポテンシャルは含めて当然であるが、その分野の経験は、不要と

考える。 
（12）再生医療等の新規医療技術の早期実現のための総合的な支援が必要である。 
（13）補助金の増額、事業化の事業拡大に対する補助(新規研究開発、販路開拓など)。 
（14）経済成長が著しい中国においても、一人っ子政策等の影響で福祉機器等の需要が高まる

とされている。国内の優れた商品・技術・ノウハウの輸出の支援を期待する。 
（15）個別化医療を実用化するための開発研究において、各省庁が連携して今後もサポートし

ていただけると助かる。 
（16）中小、地場産業の活性化に向けた助成事業の充実と地方公設試験研究機関の活用を引き

続きお願いしたい。 
（17）国内における製造業の空洞化が進む中、電気製品や自動車のような大量生産志向とは異

なるライフサイエンスを国の重要産業育成の柱としていく思想が必要と考える。米国の

圧倒的優位に加え、中国でも追い上げは急激であり、2020 年にはバイオを中核産業に育

て上げる決意で、人材、ハードウェア等に莫大な投資をしている。最近では特許出願、

論文等の質でも日本を超えたとの意見もある。インドではバイオテクノロジー局を設立

するなど、注力しており、ジェネリックからバイオシミラー薬品等へアプローチしてい

る。日本としても、更に本腰を入れて取り組むべきと考える。日本が本気でやれば、相

当なところまで行けるはずである。 
（18）ライフサイエンス、バイオの領域の研究開発は長期間を要する。実用化までに 20 年か

かった例とか、合成プロセスが認められ、大型商談に至るまで 30 年かかった例もある。

短期間で、目先の成果を追うことも大事であるが、本当のシーズを育てるには長期対応
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も不可欠と考える。 
（19）ライフサイエンス領域は、大学等アカデミズムの中から育ちやすく、生産ラインも大が

かりでは無いので、純研究機関の実力を発揮できる分野である。それだけ、大学や国研

が重要になり、そこをどう先進的、革新的にしていくかが重要と考える。そこからベン

チャー企業等が発生して新展開が可能となる。 
（20）製薬業界等では、自社で基礎、シーズの研究、製品化と言う道筋をたどる方法だけでは

成り立たず、大学、ベンチャーなどの最先端技術を探し、それを発展させることで、新

しい事業展開を図ることに力を入れている。ゆえに、優れたベンチャー企業等が多数発

現して活性化していないと日本のライフサイエンス領域の発展も望めない側面がある。

しかし、日本ではベンチャー企業が活きていくには支援が乏しく、停滞していく傾向も

みられる。海外では、ベンチャー企業へのファンドも多様であり、ベンチャー企業が資

金を得やすいが、日本では難しい。何らかの支援、育成策が必要と考える。 
（21）ベンチャー企業の悩みとして、人材育成もあり、国プロジェクトの終了で、人件費維持

が困難になったり、ポスドクの長期安定雇用が難しく、優れた人材の海外流出も避けら

れない。 
（22）日本が進んでいた分野でも、国プロジェクトの大型案件がなくなると、人材が散逸して

しまったり、折角作成してきたデータベース、解析ソフトの維持、更なるバージョンア

ップが止まってしまい、先頭位置からの脱落がある。重要分野の実力維持、前進を図る

べきと考える。 
（23）ライフサイエンス領域の研究開発は多様であり、かつての日の丸半導体のような進め方

とは異なると思われる。 
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３．個々の研究開発プロジェクトの概要 

 
 
 

評価対象研究開発プロジェクトについて 
 
 

○実施期間：平成１０年度～平成１７年度 
○研究開発費総額：約５７４億円 

 
 

１．臨床用遺伝子診断システム機器の開発 
２．心疾患治療システム機器の開発 
３．がん・心疾患等に対応した医療機器の応用・実用化開発 
４．早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発 
５．高齢者等社会参加支援のためのシステム開発 
６．国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実用化開発 
７．エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開発補助事業 
８．健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究 
９．タンパク質機能解析技術開発 
10．タンパク質発現・相互作用解析技術開発 
11．遺伝子多様性モデル解析技術開発 
12．糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー構築 
13．バイオインフォマティクス知的基盤整備 
14．タンパク質機能解析・活用プロジェクト 
15．糖鎖エンジニアリングプロジェクト 
16．バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト 
17．先進ナノバイオデバイスプロジェクト 
18．ナノ微粒子利用スクリーニングプロジェクト 
19．タンパク質相互作用解析ナノバイオチッププロジェクト 
20．ナノカプセル型人工酸素運搬体製造プロジェクト 
21．微細加工技術利用細胞組織製造プロジェクト 
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１．臨床用遺伝子診断システム機器の開発 

ａ．実施期間 

 平成 12 年～平成 15 年（4年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

 約 13.4 億円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 遺伝子異常とがん等の疾患及びその予後、悪性度、薬剤感受性などと関係が明らかにさ

れつつある。その研究成果を個別患者のがん治療等に応用することが期待されているが、

このような遺伝子診断は研究のための機器等はあるものの、高価であり信頼性も十分でな

く、直ちに臨床へ広範囲に応用することは困難である。これを打開し、臨床へ応用するた

め遺伝子情報を高信頼性、容易、迅速かつ低コストで解析できる、臨床用遺伝子解析シス

テムを開発する。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 成果は目標値をクリアしており、世界的に高い水準にある。実用化の可能性が大きく、

日本全体として機器開発のレベルを押し上げるのに貢献している。特に、基礎研究、原理

の的確性については基本的に当初の目標を十分に達成していると判断できる。また、自然

排出便から大腸がん細胞を回収する方法の確立及び SMMD 法（注１）は世界初の技術であ

り、今後臨床へ応用する可能性も高く、評価できる。論文の発表は全体としては十分と考

えるが、もう少しインパクトファクターの高い質の良い論文が出てもいいと思う。また、

目標達成時の影響力について、十分な広報活動が行われているとは言い難く、これまでの

成果や今後の影響をさらに積極的に知らせる必要がある。注１：SMMD 法（酵素反応により

多種の塩基変異を同時に検出する手法）  

 

ｅ．研究開発機関 

・プロジェクトリーダー  東京大学医科学研究所 ヒトゲノム解析センター 中村祐輔教授  

・株式会社日立製作所、株式会社 TUM ジーン 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 臨床用として広く医療機関に普及可能な遺伝子診断システム機器の開発を目的とした本

プロジェクトは、現在患者数の増加が見られる大腸がんと心疾患にフォーカスし、複数の

会社、大学が関与しているにもかかわらず全体のまとまりがよく、当初目的に沿って研究

開発が達成されており、評価できる。低コスト化や、非侵襲性の大腸癌の遺伝子診断がか

なりの信頼度でできるようになったことなど、臨床的な観点からの創意がみられ、実用性
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の高いシステムの開発に成功している。ただし、今後、実際の臨床での評価が重要であり、

臨床適用を早期にはかるべき点は速やかに実行するとともに、コストの低減、ライセンス

供与などに留意し、診断システムとしての完成度を高めて、実用化に結実することが望ま

れる。また、世界的に見た場合にどのような位置にあるかに関する調査が足りなかったの

ではないかと思う。 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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２．心疾患治療システム機器の開発 

a.実施期間 

 平成 13 年度から平成 17 年度（5年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

 約 14 億 3200 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 近年急増している、がん、脳卒中、高血圧、糖尿病、循環器系疾患といった生活習慣病

や痴呆等の寝たきりの原因となりやすい疾病・障害について、予防や早期の診断・治療を

可能とする高度な診断・治療機器等の開発を目標として、以下の要素技術開発を行う。心

疾患は日本人の主要な死因の一つであり、来るべき超高齢化社会では更に増加することが

予測される。心筋梗塞などの重症心疾患の治療成績を向上させるためには、患者の生体情

報を詳細かつ連続的に観察し、病態に応じた最適治療を行う必要がある。そのため、採血

を頻繁に繰り返すなど患者に負担をかけるにもかかわらず間欠的な情報しか得られていな

い。また、多種の測定のためのコード類や治療薬剤注入ラインのため患者の周辺は雑然と

しており、医療事故の危険性にさらされてきた。このような従来の心疾患治療の限界を克

服するためには、患者に過大な負担をかけることなく連続的に生体情報を取得し、その情

報を用いて最適な薬剤治療を行うことのできる、インテリジェントな診断・治療システム

が必要になる。また、無線等を用い患者周辺の物理的混乱を回避することも必要である。

本研究開発では、重症心疾患の治療の質を飛躍的に向上させることを目的とし、以下を行

う。 

（1）心疾患の病態診断に必要な複数の生体情報を低侵襲で連続的に測定することのできる、

血管内超小型統合センサー等の開発 

（2）病態情報に基づき必要時に最適量の薬剤投与を行う、インテリジェント薬剤投与シス

テムの開発 

（3）超小型統合センサーや薬剤投与システムの情報を相互に伝達する、無線通信システム

の開発 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 一部を除き、概ね各プロジェクトは目標達成しており、全体の要となる自動治療システ

ムも完成しつつある。さらに具体的な技術開発の見通しが得られたことは、今後の各種医

用機器への適用可能性を示しており、得られた成果は汎用性があると考えられる。新規性、

将来性、世界的水準の点からは、センサーデバイス基盤技術の成果を特に高く評価したい。

論文・学会発表も活発であり、特許申請もほぼ順調に行われている。しかしながら、血管

内留置型微小センサーのうち、化学量を長時間連続計測する技術については、従来からそ
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の難しさが指摘されている。今回の研究成果がそれらを打破できたかどうかは疑問が残る。

また実環境での実験が少なく、Total System として評価するには検討が不充分である。知

的財産権（特許、著作権等）に対する戦略が不明確であり、マーケティング調査も不足し

ていると考えられる。 

 

ｅ．研究開発機関 

技術研究組合 医療福祉機器研究所 

(株)日立超 LSI システムズ、(株)日立製作所、テルモ(株)、 

日本電信電話 (株)、NTT アドバンステクノロジ(株) 

再委託先：横浜国立大学、筑波大学、慶応義塾大学 

委託先(2) 産業技術総合研究所 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 本プロジェクトは、臨床のニーズに応じた目標設定が明確に提示されており、健康安心

プログラムの目標達成のために寄与するものであり、我が国にとって必要なプロジェクト

と認められる。心疾患・心不全のオートパイロット的治療システムを目標とした各要素技

術は、今後の実用的医療機器においても必須技術になり得るものである。特に、センサー

デバイス基盤技術は革新的で将来の実用化も期待し得る十分な成果が得られている。また、

スパゲッティ・シンドロームの解消など医療の効率化・省力化に役立ち、環境への配慮も

見られる薬剤投与システムの開発は、完成度も高く単独の機器でも十分実用化・事業化で

きるものもあり、新技術の開発は評価に値する。しかしながら、プロジェクト全体につい

ては実用化、製品化までの課題が多く、要素技術の実用化についてかなり差がみられた。

たとえば、超小型統合センサーの開発は実用化までに距離が大きく、市場性についても再

検討の余地がある。生体情報取得システムに関しては、多種・多機能・汎用性を追い求め

すぎたことは否めない。また、自動治療システムの薬事法での承認をどのように取るか、

開発段階からの検討を加速すべきである。また、純粋な費用対効果という尺度では、評価

しきれない部分も多い。本治療システムの段階的な実用化計画を策定し、どのような成果

を目指すべきかの議論を尽くし、目標達成度の不十分なプロジェクトについては思い切っ

た目標の見直しとアプローチの転換があってもよかったのではないかと考えられる。本治

療システムを当初の構想のまま医療に導入することは現状では困難であるものの、個々の

製品があれば総合化は医師の裁量権の範囲であり段階を踏んで実用に移していく可能性は

大であり、今後の発展に期待したい。 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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３．がん・心疾患等に対応した医療機器の応用・実用化開発 

a.実施期間 

 平成 13 年度～平成 17 年度（5年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

 平成 13 年度：約 10.8 億円 

平成 14 年度から No.6 国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実用

化開発へ移行 
 

ｃ．研究開発の目的 

 日本人の二大死因であるがん、心疾患等への対応については、その重要性にもかかわら

ず、リスクの早期発見や適切な治療のための機器等の開発が限られたものにとどまってい

る。そこで、臨床側と企業側の連携を図りつつ、臨床用遺伝子診断システム機器、心疾患

治療システム機器等の開発を推進する。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

（平成 14 年に、No.6．国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実

用化開発に統合、平成 16 年には国民の健康寿命延伸に資する医療機器等の実用化

開発補助事業へ移行したので、No.6 と同様の記述を入れた。） 

 当初の開発目標を達成した、ないし達成の見込みであるとして実用化に向けた動きも継

続していること、開発に関連している特許が出されている、制度の目的である医療技術開

発の推進をおおむね達成しているといえる。また、技術として国際的に比較優位を達成し

た例もあり、本制度で得られる様々な成果が我が国の技術開発として優れたものを産み出

すことが期待される。しかしながら、臨床応用可能な実用化製品に結びつける活動につい

ては、現在実施されつつあるところであり、その点評価しにくい状況である。今後の動向

を観察するとともに、実用化を阻害する要因があるのであれば、その解決を図るための活

動も積極的に行うべきである。また、よい医療機関は元来、よい医療を目指して貪欲なも

のである。そこからの問い合わせがあまりないことは、“テーマのインパクトがあまりな

い”、“開発技術に十分な魅力がない”、“医療との連携が十分でない”等の理由が考えられ

る。これら観点から、“連携体制について”の改善の余地があると思われる。 

 

ｅ．研究開発機関 

㈱玉川製作所、オリンパス光学工業㈱、東芝ﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑｽﾞ㈱、GE 横河ﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑ㈱、

東洋紡績㈱、（財)NHK ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ、三菱電機㈱、アクティブリンク㈱、川重防災

工業㈱、"リジェンティス㈱（旧、(有)シバリエ技術研究所）" 
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ｆ．事後評価結果概要 

診断・治療技術は、今後は先進諸国のみならず多くの国々でニーズが確実に増大するこ

とから、我が国にとって、極めて発展が期待される高付加価値産業としての将来性に期待

が高い。このような分野における、先端生命科学の急速な進歩を背景とした新しいコンセ

プト(バイオテクノロジーやナノテクノロジーなどの先進的技術シーズとの融合など)に基

づく技術開発を推進する事業として本制度は極めて有意義である。現在、医療機器分野の

研究・開発振興で企業を対象とした公的資金制度はＮＥＤＯ以外にほとんど見当たらない

ことから、厚生労働科学研究費補助金など他の公的支援制度ではなしえない実用機器開発

の助成としても、重要な役割を果たしている。加えて、幅広い技術・医療分野での企業の

研究・開発テーマを公募により優良な案件を採択・支援できるのは本制度を含めて極めて

限られており、本制度は予算規模が小さいながら貴重である。 

開発した技術の臨床応用といった観点から考えると、医療技術の開発、特に本制度がそ

の対象としている診断・治療一元機器等では、基礎研究、前臨床研究、臨床研究、治験と

いうプロセスをすべてクリアしなければならず、長期間の研究開発が必要となることから、

現段階では、本制度の価値を定量的に評価するまでには至れなかった。しかし、今回実施

したアンケート結果からも上述したような本制度の存在意義とその重要性が浮き彫りにさ

れており、今後より一層の事業の拡充が図られることが望まれる。 

健康寿命の延伸に対する本制度の効果（アウトプット、アウトカム、インパクト）の測

定・把握が困難であり、個別テーマがもたらす開発成果及びその後の実用化と効果との間

の連関を明らかにすることが今後の課題である。加えて、個別テーマの開発終了後３年以

内の実用化という目標については、開発する機器の特性（新規性等の各種リスクの高低な

ど）や現在の医療機器認証制度により適切でない場合があり、各テーマで開発する機器の

内容によって、より柔軟な対応が必要と考えられる。更に、波及効果等を具体的に示すこ

とや技術開発が製品化に至るまでの長期間にわたる評価体制が必要であろう。即ち、得ら

れた技術開発成果が製品化に至るまでの過程やその後の波及効果等の把握する体制整備が

必要であり、そこで得られた評価内容を国民等に対して公開することが必要であろう。 

 

 

・NEDO 中間評価報告書から引用。 
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４－１ 早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発：血管壁組織性状診

断・治療システム 

a.実施期間 

  平成 11 年度～Ｈ14 年度（4年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

   約 3 億 9700 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 動脈硬化の早期診断を可能とすることを目的に、血管壁の厚み変化および弾性特性とい

う医学界においても新しい診断パラメータを、超音波の応用により体表から非侵襲かつ定

量的に提供するシステムを開発する。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 所期の目標は達成されている。各サブシステムはねらい通りの精度で開発され、臨 

床評価もできたことは成功であった。血管壁内の局所的な硬さを測定できる世界初の 

装置であり、当面、頚動脈への適用に限られるものの、動脈硬化の早期検出法として、 

従来法をはるかに超える性能を有しており、国際的にも高く評価される。特許の取得， 

学術論文による成果発表も十分と判断される。 

本手法では体表と血管が平行に走っている場合のみに正確に計れるのか、血管が三 

次元的に走行している場合にどのような補正や修正が必要なのか、などを明確にする 

ことを望む。また、粥腫組成の評価が弾性率のみで可能かどうかについてもさらなる 

検討を期待する。算出する弾性率は、圧の絶対値自体にも依存するので適切な補正が 

必要になると考えられる。さらに、探触子の保持方法は、データの再現性に大きな影 

響を及ぼす重要な課題と考える。 

 

 

ｅ．研究開発機関 

・プロジェクトリーダ：東京農工大学 工学部電気電子工学科 教授 伊東正安 

・委託先：(技)医療福祉機器研究所、松下電器産業（株）、 

・再委託：東北大学 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 本プロジェクトは、超音波を利用して、体表より拍動に伴う血管壁の微小な厚み変化と

弾性特性を計測し、血管壁の局所的な硬さを測定・画像化する装置をほぼ実用機の形で開

発しており、目標値を十分に達成した。このシステムは、動脈硬化の早期検出法として従
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来法をはるかに超える性能を有しており、臨床に導入されれば早期治療による動脈硬化の

縮退も期待でき、集団検診などへの活用や市場拡大が見込める。また、Ｘ線の被爆を防ぐ

などの利点もあり、実現性・臨床的有用性ともに高い。研究開発実施体制・開発計画とも

適切に構築・計画されており、産学官のチームワークが有機的に機能した成果といえる。

実用化には、臨床医がどのような画像を欲しているかを知ることが重要である。頚動脈に

限らず、心血管系や血管の分岐点などの診断に対する限界などを明確にするとともに、組

織性状との比較や探触子の保持方法の検討も必要である。 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 



 

131 

 

４－２ 早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発：内視鏡等による低

侵襲高度手術支援システム 

a.実施期間 

 平成 12 年度～Ｈ16 年度（5年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

 約 8 億 4800 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

(1)手術中の十分な視野情報等を提供する高機能内視鏡システム、(2)手術中に手術部位の 3

次元的位置情報を提供する DVT（Digital Volume Tomography)Ｘ線撮像システム、(3)術者

による素早い動作が可能で、同時に精密で複雑な操作機能を併せ持つ腹腔内等に用いる手

術用器具、(4)これら種々の術中機器を統合して交換し、正確な手術計画の立案・実施を支

援する手術誘導システム、(5)手術安全性の向上を目的として、手術中のイベントを記録し、

解析を支援する手術安全支援システム（平成 15 年より追加）、の開発を行う。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 全体的に目標をほぼ達成し、各機器、技術の完成度は高い。特に多機能内視鏡の性能は

世界水準の技術である。聴覚による力覚表示は、新しい発想で、人の持つ知られざる感覚

生理機能の発見であり、学問的にも興味が持たれる。特許も適宜申請されている。報道・

展示会等にも積極的に参加しており、妥当である。ただ、トータルシステムは現時点では

汎用性がなく、成果は十分ではない。手術安全支援システムは中間評価以降に追加された

テーマであるため、成果が不十分であるのは致し方ない面もある。未到達目標の課題を把

握していることを次期プロジェクトへの踏み台として評価してもよいのではないか。 

 

ｅ．研究開発機関 

プロジェクトリーダー：東京女子医科大学 高倉公明教授 

技術研究組合医療福祉機器研究所、東芝メディカルシステムズ（株）（株）東芝、ペンタ

ックス（株）・再委託東京女子医科大学 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 本プロジェクトは、国民の健康と安心を高める上で重要な事業である。研究の水準も最

先端に達している。マネジメントも適切であったと評価できる。研究成果も実用化の見通

しを立てることが可能なものが出来ており、一定の成果をあげた。今後、低侵襲手術領域

の産業化促進に向けて、波及効果も期待できる。ただ、個別研究テーマを組み合わせて構
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築するトータルシステムは、その成果をまだ十分にはっきりしていない。また、中間評価

以降に追加された手術安全支援システムもまだ課題を残している。健康と安心に対する国

民の関心の高まり、近年のコンピュータや機械の技術進歩などから、低侵襲手術への期待

が高まっている。この低侵襲手術に関連した機器等の開発は、我が国が世界有数の技術力

を持つ分野であり、今後の市場拡大が見込める分野である。また、低侵襲手術が実現する

ことで、患者の負担軽減、医療費削減も見込むことができる。こうした点を考慮すると、

本プロジェクトはＮＥＤＯの研究開発事業として妥当である。 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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４－３ 早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発：共焦点レーザ顕微

鏡による全染色体画像解析診断装置 

a.実施期間 

 平成 10 年度～Ｈ14 年度（5年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

   約 7 億 2500 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 患者の全染色体を一度に、限られた時間で、直接的に解析し、染色体毎の異常の有無並

びに場所を同定できる装置システムがあれば、疾患の診断・早期治療・発症の予防・予後

予測に繋り、ひいては診断・治療段階での大幅な省エネルギー化を図るとともに、医療コ

ストの削減に資するものである。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 総合的には目的を達成した。当初の全染色体画像化分解能として設定した 2Mb を達成し

ており、成果の汎用性に一部疑問があるものの、市場の扉を開き、世界最高水準で満足で

きる。この装置（システム）を構成している要素である世界初の染色体前処理装置の自動

化、優れた蛍光特性を有する新規蛍光物質も世界最高水準であり、様々な分野に応用展開

でき、市場の創造・拡大につながることが期待できる。75 編の論文発表を行っており、特

許も 10 件出願されている。しかし、新規蛍光物質の優れた蛍光特性を発揮できるトータル

システムの構築など、まだ開発の余地が多くあり、その有用性の評価も十分でない。 

 

ｅ．研究開発機関 

プロジェクトリーダー：山口大学医学部病理学第 2講座教授 佐々木功典 

委託先：技術研究組合医療福祉機器研究所 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 研究内容の 4 本の柱において当初の目標をほぼ達成している。トータルシステムを新規

に構築し、従来技術の 5 倍にあたる 2Mb の分解能で染色体毎の異常の有無ならびに位置の

特定が可能な装置実現の技術も確立した点は評価できるし、装置の一部は実用化されてい

る。固形腫瘍の全染色体画像解析診断装置は現存しないので、開発の意義が認められ、今

後の癌遺伝子診断において大きな期待が持たれる。染色体番号を識別可能とすることがで

きたこと、染色体前処理技術およびレーザ励起用新規蛍光物質の開発は特筆に価し、新規

蛍光物質の適切な応用が改善されれば、更なる高性能化が期待できる。また、中間評価の

提言に従い、医療現場、特に外科サイドの要求を積極的に取り入れ、テーラーメイド医療
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に貢献できる情報（予後、リンパ節転移の推定等）を CGH 解析により提供可能とした。た

だし、三次元画像処理装置の汎用性や有用性については疑問がある。さらに、多くの新技

術を開発しているわりに特許出願件数が少ない点、個々の技術の応用・連携が十分ではな

い点などについては改善の余地があった。 

 

 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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４－４ 早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発：医用化合物スクリ

ーニング支援システム 

a.実施期間 

 平成 11 年度～Ｈ15 年度（5年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

 約 2 億 7610 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 医薬などの医用化合物開発の初期段階に広く行われている大規模なハイスループットス

クリーニング（HTS)で見いだされている多数の活性化合物を、化合物自体の構造情報ある

いは標的タンパク質の構造情報に基づいて理論的に解析し、活性化合物から少数の有望な

候補化合物（リード）を選定する過程を支援し、リードに基づく最適化合物の合理的な設

計を支援するプログラムシステムを開発する。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 ほぼ当初の目標を達成していると判断できる。特に，標的タンパク質構造が未知の場合

の最適化合物設計システムについては，上市予定にまで至っており，その成果は世界最高

水準に達し充分な国際競争力を持ち，今後創薬基盤技術として更なる発展につながるもの

であると思われる。しかし，プロジェクトメンバー間で化合物構造，活性情報等の共有が

困難という問題があり，新規最適化合物の創製とその生物学的検証による開発技術の有用

性検証がなされなかった点は残念であった。特許取得に関しては，本事業期間における特

許出願数は十分とは言えないが，本事業開始前に出願した関連の既存特許まで併せると適

切に出願されていると判断できる。他方，論文発表数は少ないと思われる。この分野の類

似の創薬支援システムがややブラックボックス化している現状に鑑みれば，成果の普及と

いう観点で，方法論や検証結果についての説明としての論文がユーザーに必要であり，今

後の関連論文発表が重要である。 

 

ｅ．研究開発機関 

プロジェクトリーダー：東京理科薬学部 教授 寺田弘 

技術研究組合医療福祉機器研究所 

分担企業：株式会社医薬分子設計研究所、武田薬品工業株式会社 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 国民の健康寿命延伸に資する新薬開発の期間短縮・コスト削減を目的として，国がいち

早く本プロジェクトに取り組んだことは妥当であった。システム開発を行う情報系企業と
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その評価を行う製薬企業が密接に連携し，世界水準を超える特色あるソフトウェアを開発

してほぼ目標をクリアした。特に，標的タンパク質構造が未知の場合の最適化合物設計法

に関しては，開発されたソフトウェアが実用化，事業化のレベルに達しており，創薬時の

探索期間の短縮が期待できることから十分に評価できる。しかし，創薬現場への適用を考

えたとき，トータルシステムの有用性が十分に検証できたとは言い難い。今後，このシス

テムを活用して新規化合物を設計し生物学的実験によってその高活性を検証するという事

例を積み重ねるとともに，システムの適用範囲（例えば，どの程度化合物の構造多様性 

(structural diversity) を取り扱えるか）を明確にしていくことが肝要である。一方，標

的タンパク質構造が既知の場合の最適化合物設計法のうち、タンパク質立体構造モデリン

グ法に関しては，十分に完成していない状況にあり，今後のプロジェクトでの改善を期待

したい。 

 

 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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５．高齢者等社会参加支援のためのシステム開発（高齢者生活作業支援システム：身体機

能リハビリ支援システム） 

a.実施期間 

 平成 11 年度～平成 15 年度まで（５年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

 約 2 億 2000 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 高齢者・障害者介護支援センター等の施設において、健常または四肢機能に軽度の 

障害をもつ高齢者・障害者を対象として、四肢の運動機能の計測・評価を行い、その 

結果を医師・療法士、高齢者・障害者等にフィードバックすることによって、医師・ 

療法士の負担を軽減するとともに、高齢者・障害者の訓練に対する自発的意欲を向上 

させるリハビリ支援システムを開発する。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 特許、論文については十分といえる。各テーマにおいて目標として掲げたスペックをク

リアし、症例を選んで各装置を使用することにより運動機能や意欲の向上につながる可能

性が示されたことは評価できる。開発された各システムの有効性について、療法士による

機能回復訓練と比較した評価を行うべきであり、そのためには開発初期段階から福祉現場

の十分な協力と医療従事者の参加が不可欠であった。現時点では、開発機器の有効性が十

分示されておらず、市場を新たに創造するためにも、臨床的な有効性の実証がさらに必要

である。また、達成された数値目標が現場の要求と整合するか疑問である。この種の研究

で目標達成数値を示すのは困難であるが、それに代るものを見つけだすことも成果であり、

そのための努力が必要であった。 

 

ｅ．研究開発機関 

プロジェクトリーダー： 日本医科大学 客員教授 木村 哲彦 

委託先：技術研究組合医療福祉機器研究所 

企業：㈱安川電機、ダイヘンテック㈱（開始時～H14 年度）、三洋電機㈱（開始時～H12 年

度で旭化成グループに交代）、旭エンジニアリング㈱（H13 年度より）、旭化成㈱（H13 年

度より） 

 

ｆ．事後評価結果概要 

介護予防やリハビリテーションの重要性が注目される中、本プロジェクトは、国の施策お

よび社会の動向に合致した研究開発であり公共性も高いことから NEDO の事業として妥当で
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あり、福祉分野での日本の機器開発能力を世界に示す意味からも必要性は高い。研究組織

の変更や研究期間の短縮を適宜行うとともに、企業をメインに大学が技術的・臨床的にバ

ックアップする体制が機能して、いずれのテーマにおいてもシステムの構築および臨床評

価まで実施した点は評価できる。しかし、各テーマ間の連携が薄く、プロジェクト全体と

してのパフォーマンスについては改善の余地があった。また、各テーマの目標が装置開発

上の機能スペックになっており、医師、療法士の負担軽減、対象者の意欲向上という事業

目的の達成という視点からの研究成果の検証が十分に行われなかった。福祉現場の意見を

十分取り入れながら内外の情勢変化に即応してフィードバックできる体制を構築し、ター

ゲットとすべき対象者をより明確にするとともに、目的に合致した目標設定を行うことが

望まれた。今後、臨床評価をさらに進め、療法士による機能回復訓練との比較も行い開発

機器の有効性を十分に示す必要がある。実施者の事業化に対する意欲がやや低く、現時点

では事業化の見込みが十分には見えていないことから、今後のさらなる取り組みに期待す

る。 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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６．国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実用化開発 

a.実施期間 

 平成 13 年度～平成 17 年度（5年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

  約 16 億 8400 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 今後急速な少子高齢社会を迎える我が国において、国民が健康で安心して暮らせる社会

を実現するためには、個人の体質に合わせたテイラーメイド医療による効果的・効率的な

医療の実現や、疾病の予防医療の実現、画期的な新薬の創出、福祉の高度化等を図ること

が求められている。これらを実現するためには、生命の維持や疾病に関係する生体分子の

機能や構造について、より理解を進めることや、高度な医療福祉機器等の開発が不可欠で

ある。このため、本施策では、遺伝子やタンパク質などの生体分子の機能・構造解析、そ

れら研究を強力に推進するためのバイオツール、バイオインフォマティクス開発、成果を

高度に活用するためのデータベース整備等を行うことにより、テイラーメイド医療・予防

医療・再生医療の実現や画期的な新薬の開発、健康維持・増進に係る新しい産業の創出に

つなげ、バイオテクノロジー戦略大綱において、2010 年において期待しうる効果の例とし

て掲げられているがん患者の５年生存率（治癒率）の改善等に寄与する。さらに高度医療

機器や福祉機器等の開発・実用化を目指し、高齢者等の要介護期間を短縮し、現在男女平

均 73.8 才である国民の「健康寿命」を「平均寿命」（80.9 才）により近づける「健康寿命

の延伸」を実現する。一方、こうした研究開発プロジェクトと平行して、ゲノム研究等の

実施やその産業化にともなう安全性及び法的・社会的・倫理的問題について研究等を行い、

その成果を必要な措置に活用することにより、安全面・倫理面での適切な対応を図る。 

ｄ．主な研究開発成果 

 当初の開発目標を達成した、ないし達成の見込みであるとして実用化に向けた動きも継

続していること、開発に関連している特許が出されている、制度の目的である医療技術開

発の推進をおおむね達成しているといえる。また、技術として国際的に比較優位を達成し

た例もあり、本制度で得られる様々な成果が我が国の技術開発として優れたものを産み出

すことが期待される。しかしながら、臨床応用可能な実用化製品に結びつける活動につい

ては、現在実施されつつあるところであり、その点評価しにくい状況である。今後の動向

を観察するとともに、実用化を阻害する要因があるのであれば、その解決を図るための活

動も積極的に行うべきである。また、よい医療機関は元来、よい医療を目指して貪欲なも

のである。そこからの問い合わせがあまりないことは、“テーマのインパクトがあまりな

い”、“開発技術に十分な魅力がない”、“医療との連携が十分でない”等の理由が考えられ

る。これら観点から、“連携体制について”の改善の余地があると思われる。 
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ｅ．研究開発機関 

㈱玉川製作所、オリンパス光学工業㈱、東芝ﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑｽﾞ㈱、GE 横河ﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑ㈱、

東洋紡績㈱、（財)NHK ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ、三菱電機㈱、アクティブリンク㈱、川重防災

工業㈱、"リジェンティス㈱（旧、(有)シバリエ技術研究所）" 

 

ｆ．事後評価結果概要（中間評価から抜粋、事後評価書は無い。） 

診断・治療技術は、今後は先進諸国のみならず多くの国々でニーズが確実に増大するこ

とから、我が国にとって、極めて発展が期待される高付加価値産業としての将来性に期待

が高い。このような分野における、先端生命科学の急速な進歩を背景とした新しいコンセ

プト(バイオテクノロジーやナノテクノロジーなどの先進的技術シーズとの融合など)に基

づく技術開発を推進する事業として本制度は極めて有意義である。現在、医療機器分野の

研究・開発振興で企業を対象とした公的資金制度はＮＥＤＯ以外にほとんど見当たらない

ことから、厚生労働科学研究費補助金など他の公的支援制度ではなしえない実用機器開発

の助成としても、重要な役割を果たしている。加えて、幅広い技術・医療分野での企業の

研究・開発テーマを公募により優良な案件を採択・支援できるのは本制度を含めて極めて

限られており、本制度は予算規模が小さいながら貴重である。 

開発した技術の臨床応用といった観点から考えると、医療技術の開発、特に本制度がそ

の対象としている診断・治療一元機器等では、基礎研究、前臨床研究、臨床研究、治験と

いうプロセスをすべてクリアしなければならず、長期間の研究開発が必要となることから、

現段階では、本制度の価値を定量的に評価するまでには至れなかった。しかし、今回実施

したアンケート結果からも上述したような本制度の存在意義とその重要性が浮き彫りにさ

れており、今後より一層の事業の拡充が図られることが望まれる。 

健康寿命の延伸に対する本制度の効果（アウトプット、アウトカム、インパクト）の測

定・把握が困難であり、個別テーマがもたらす開発成果及びその後の実用化と効果との間

の連関を明らかにすることが今後の課題である。加えて、個別テーマの開発終了後３年以

内の実用化という目標については、開発する機器の特性（新規性等の各種リスクの高低な

ど）や現在の医療機器認証制度により適切でない場合があり、各テーマで開発する機器の

内容によって、より柔軟な対応が必要と考えられる。更に、波及効果等を具体的に示すこ

とや技術開発が製品化に至るまでの長期間にわたる評価体制が必要であろう。即ち、得ら

れた技術開発成果が製品化に至るまでの過程やその後の波及効果等の把握する体制整備が

必要であり、そこで得られた評価内容を国民等に対して公開することが必要であろう。 

 

 

 

・NEDO 中間評価報告書から引用。 
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７ エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開発補助事業 

  

a.実施期間 

  平成 11 年度～平成 14 年度 

 

ｂ．研究開発費総額 

 約 8.3 億円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 我が国の高齢化の進展に伴い、今後、一般家庭における福祉機器システムの導入によ 

る民生エネルギー消費の増大が予想される。エネルギー使用の合理化を着実に実施する 

ためには、エネルギーを効率的に使用する福祉機器システムの開発が必要である。 

高齢者配慮住宅の構造特性、福祉機器システムの使用特性等を踏まえて、地域の福祉 

関連施設等で行われるエネルギー有効利用型の福祉機器システムの研究開発を行う者に 

対し、当該研究開発に必要な費用を助成することを目的としている。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 アンケートやヒアリングの調査結果から判断すると、各テーマの成果の達成度は高く、

次の応用的な研究へ発展させた例や派生事業を生み出した例も多数存在する。特許申請件

数も平成 15 年度時点で 17 件であり、開発テーマごとに設定している省エネルギー効果の

算出法を根拠とした場合の省エネルギー実績値を見ると、大幅な省エネルギー効果が得ら

れた成果も複数存在する。このことから、制度目的から見た成果は充分にあったと評価す

る。しかし、全ての採択機関が研究開発を継続しているわけではなく、また平成 14 年度末

における製品化が１件にとどまっていることを考えると、今後は製品化に向けたフォロー

アップなど制度成果の効果的な普及方策が必要である。 

 

ｅ．研究開発機関 

ノーステック財団（（財）北海道科学技術総合振興センター）、埼玉県産業技術総合セン

ター（旧 埼玉県工業技術センター）、山梨県工業技術センター、株式会社 アワード、社

団法人 北見工業技術センター運営協会、財団法人 神戸港湾医療保健協会、佐賀県工業

技術センター、早稲田大学理工学総合研究センター、日本女子大学、新産業創造研究機構、

社団法人 八日会 

 

ｆ．事後評価結果概要 

当該制度は、ほぼ適切に実施され、実施された研究課題からは実用化に結びつく研究成

果が得られた。このことから、当該制度は、提案公募型研究開発制度として、概ね妥当な
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ものであったと総括する。問題点・改善点としては、実用化に向けた助成制度では、制度

終了後における制度成果の周知や広報、さらには製品化や製品の社会的な流通などに対す

るフォローアップが必要であり、国の政策的支援方策の検討が望まれる。在宅福祉機器に

省エネルギーの観点を加えたことは新規性があったが、他の類似制度と比較しても応募件

数が制度期間を通して少なかったことからも、省エネルギー化と在宅福祉機器開発を組み

合わせるための制度設計上の工夫が必要であった。本制度の目的を鑑みると、民間企業を

助成対象に含めてもよかった。その際には、各予算額に対する補助率を 100％ではなく２／

３や１／２などに設定し、民間企業の自助努力を促すことが重要である。 

開発テーマごとの省エネルギー効果の算出根拠が示されているが、省エネルギー効果の算

定が過大推量になりがちであり、福祉機器の使用特性を踏まえた推定方法で評価する必要

があった。また、制度創設時にエネルギー効率改善に寄与する開発対象を絞込み、明確な

評価方法を提示した上で、制度目的に照らして適正な事業者を選定する必要があった。。 

 

 

 

・経済産業省 制度評価（事後）報告書から引用 

 



 

143 

８－１ 健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究：①循環器系疾患に対

する予後診断を含む低侵襲診断治療システム 

a.実施期間 

 平成 10 年度～平成 14 年度（5年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

  約 12 億 2500 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 血管病変等の形態的、機能的データに基づき、循環器系疾患の検査、予後予知診断を含

む診断に有用な医学的知見を収集し、血管の病態等の画像データ、機能情報を、リアルタ

イムに三次元画像として再構築する診断システムの研究開発を行う。さらに、リアルタイ

ムで得られる形態的・機能的３次元画像を基にして、低侵襲な血管再建手術が可能なマイ

クロサージェリーシステム、動脈硬化性血管疾患に対する血管内治療システムを含む統合

的な治療を実現する要素技術、システム化技術、遠隔手術をも可能とするシステム化技術

の研究を行う。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

中間評価の指摘に従った重点領域設定後の平成１３年度、１４年度に集中して国内特許出

願７件、平成１２年度は海外特許出願３カ国がある。何れも重点領域の新規機器開発の領

域のものである。これらを用いたトータルシステムの構築は今後に託されているが、基礎

的研究という観点から評価するなら８０％の目的達成度といえる。学術的貢献は国際専門

誌への掲載である。リアルタイム３次元超音波ガイド下での拍動下心房中隔欠損閉鎖手術

など上級国際専門誌に掲載され、学術的な貢献を果たしている。細課題ではあるが、血管

内光学的分析による診断・治療システムは今途についた感が拭えない。しかし、流れる不

透明な血液のなかで光学的手術視野を得ることの希望は捨てたくない。また、新規に開発

した機器についての誌上発表は、動物あるいは臨床での実験結果を要求されることもあり、

今後に期待したい。 

 

ｅ．研究開発機関 

・プロジェクトリーダー：高本眞一 

・委託先：東京大学 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 本プロジェクトは、心臓血管外科の診療に必要とされる広範囲の医学的知識を工学的知

識により技術化する試みとして理解できる。臨床条件が多彩であるため研究内容も広汎と
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なるうえに、新たな基礎的研究を要する生体現象に遭遇するであろうことも、十分に想定

できる。当初は内容、組織が余りに総花的であった。しかし前期 3 年間の研究成果を整理

し、中間評価の意見に従い、重点課題を設定し、予算を傾斜配分することで目標を達成し

た運営は評価できる。具体的研究成果については、後半期でかなりの進捗を示し、心臓手

術支援マニュプレーター、in vivo 血管内皮機能計測器ではプロトタイプの完成をみた。

またリアルタイム３次元超音波ガイド下での拍動下心房中隔欠損閉鎖手術などは上級国際

専門誌に掲載された。このプロジェクトでは、特に、医学工学の学際的研究体制が学内に

形成されたことが特記に値する。しかし、医工連携と言っても始まったばかりで、その成

果が十分見えている状況ではない。今後連携を超えて融合まで目指してもらいたい。 

 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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８-２ 健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究：②低侵襲超高度選択的

／局所診断・治療一元化システム 

a.実施期間 

 平成 12 年度～平成 14 年度（3年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

  約 1 億 5100 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 カテーテルを高度化・多機能化させ、体内臓器の疾患局所に対する高感度な診断と局所

に対する分子生物学・遺伝子工学応用治療支援を可能にする技術を開発するとともに、両

技術の統合による局所診断・治療一元化技術の研究を行う。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 腹腔鏡システムおよび膵管内視鏡システムは、実用化を指向するレベルにあり、目標を

達成している。また、実用化にすぐ結びつくかについては疑問であるが、基盤研究として、

経カテーテル的遺伝子治療や、光によるリンパ節転移診断技術でも一定の研究成果が得ら

れているなど、研究成果は多数ある。また、論文数は十分であり、国内外の学会誌など発

表数は多い。ただし、プロジェクトの規模や期間、内容を考えると、特許の数があまりに

少ない。知的財産権を確保して論文発表を行うこと、今後の継続的な特許出願が望まれる。

また、早期の臨床応用を考えると、PDT 薬剤の見直しが必須である。本プロジェクト 

で開発された膵管鏡は高い技術レベルにあるが、膵臓の微細癌が分布している全領域を診

断できない、プローブからの深さ情報に関して正確な位置情報をまだ取れていないなど、

多くの改良も必要である。 

 

ｅ．研究開発機関 

委託先：筑波大学 

研究協力先：九州大学、金沢大学、北陸先端大学 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 本プロジェクトは、わが国が得意とするカテーテル・内視鏡の分野で、革新的な医療技

術を開発しようという意欲的な研究であり、術中の転移リンパ節の同定法が、手術侵襲を

減らす上で極めて重要であるなど、低侵襲治療を目指す時代の流れに沿っており、事業目

的は妥当である。医工連携体制を組織し、精力的に実証研究を推進して、短期間で多くの

成果をあげている。特に腹腔鏡システム、細径膵管内視鏡のプロトタイプを具現化した点

は評価でき、低侵襲に診断・治療を行うシステムのキーとなる要素技術の確立ができたと
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考える。臨床評価を通して、信頼できるデータが蓄積されれば、実用化も可能と思われる。

ただし、PET、MDCT などの画像診断技術との競合は必至なので、これらと比較したときの

当該技術の優位性を明らかにするべきである。早期の臨床応用を考えると、現在薬事承認

されている薬剤の応用も視野にいれるべきであった。癌の存在部位の深さ状況が不確実で

ある点などは改良が必要だと思われる。光音響法および遺伝子治療法は、実現可能性およ

び実用可能性の見通しが不明確であるなど、診断・治療に関わる要素技術の有効性の検証

が不十分である。 

 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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８－３ 健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究：③高次生体情報の画

像化による診断・治療システム 

a.実施期間 

 平成 11 年度～平成 15 年度（5年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

  約 12 億 2300 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 MRI 画像による各種臓器の動態計測、磁気共鳴分光画像法（MRSI）や磁気共鳴機能画像法

（fMRI）による生体機能計測の高度化、高感度化を推進した。並列計算によるリアルタイ

ム画像情報処理のための基盤技術化お初を行った。これらの技術開発により、生体機能を

最大限に温存した治療システムの開発を行う。  

 

ｄ．主な研究開発成果 

 前立腺疾患の MRI 診断治療法や MRI 内視鏡などは世界初あるいは世界最高水準のものと

考えられ、一部をのぞき当初の目標はほぼ達成されていると考える。ただし、国際的な機

器開発状況が当初とは大きく異なっているので、目標を達成していても現時点で国際水準

かどうか言えないところもある。成果は新技術領域の開拓を期待できるような新規性は大

きくないが、商品化により市場創造に結びつく可能性はある。また、論文数は多く評価で

きるが、成果の割には特許出願は少なく、一般への情報発信も不十分でプロジェクトの認

知度が低かったと思われる。縦型オープン MRI を使った実証実験やアルツハイマー診断等

への適用研究なども行われていれば、成果の普及や発展にさらに寄与できたものと考える。。 

 

ｅ．研究開発機関 

（財）先端医療振興財団 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 当初開発要素技術の範囲が広く総花的であったが、中間評価にてテーマを絞り込み、先

端医療センターを核とした各大学・研究所間の医工連携のもと、要素技術ごとにほぼ目標

を達成したものと判断される。前立腺疾患診断治療支援システム等については有用な新規

開発があり、すでに実用化段階まで研究開発を進めている。今後はさらに臨床研究への移

行を促進すべきである。本プロジェクトが医工連携のモデルの一つになることを期待した

い。ただ、中間評価後も、テーマ間で実用化に近いものから基礎研究段階のものまで開発

レベルに差があり、各テーマ間の関連性も乏しかったことは否定できない。医系研究機関

間での連携や工学サイドからのより強い参画を促すとともに、思い切って課題を集約しよ
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り一層の集中投資を心がけるべきであった。予算規模からみれば良く成果を出していると

考えるが、欧米の医療産業と競合するには研究費や研究者の規模の拡大も必要であったと

考えられる。 

 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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８－４ 健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究：微小電極利用遺伝子

情報計測システム 

a.実施期間 

 平成 12 年度～平成 14 年度（3年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

  約 1 億 5100 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 微小電極アレイ基板上に安定に固定した病因に関連した DNA と患者の DNA との反応を電

気化学的手法によって検出することによって、簡便、迅速かつ高精度に感染症やがん等の

診断を可能にするための研究。100μm の微小電極を利用した遺伝情報計測の研究をおこな

い、遺伝子の診断用ポータブルタイプの遺伝情報計測システムの実用化の基盤研究とする。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 基盤的研究を重視したプロジェクトの中から、製品化を視野に捉えるところまでの成果

が出ていることから、目標は十分に達成したと考える。特に HBV（Ｂ型肝炎ウィルス）を患

者試料から検出し、さらに、甲状腺乳頭癌特異遺伝子の発見をしたことは、いずれも 1 試

行例ずつではあるが、研究成果の有用性を示している。今後市場獲得を目指していくため

には、微小電極アレイの精度、すなわち的中率、偽陽性率の数値目標の設定と、さらなる

精度向上が必要である。臨床系とより緊密に連携し、臨床試用した上での問題点をリアル

タイムにフィードバッグして改善することが望まれる。このプロジェクトを遂行した 3 年

間に、特許 2 件と平行して学術専門誌への論文掲載あるいは学会での発表も実施された。

今後、広範囲で使われる可能性があるので、国際出願がまだ行われていないならば、早急

に対処すべである。 

 

ｅ．研究開発機関 

委託先    ：筑波大学 

研究協力先：九州大学、金沢大学、北陸先端大学 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 国民の健康福祉にかかわる公共性の高い研究であり、医学工学の連携を必要とする課題

である。また、倫理的問題もあって民間活動だけでは完遂できない。従って、今回 NEDO の

支援は適切と判断される。 

電気化学を利用した核酸や遺伝子の新規な分析法が実用化に向けて着実に成果を挙げた。

蛍光法などの従来法にとって代わるものになれるかどうかは定かではないが、分析の選択
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肢を広げるという意味では基礎・応用の両面で価値がある。病院の外来などで「オンサイ

ト」使用できるポータブル型の遺伝子情報解析装置は、現場でのニーズに応えられる可能

性がある。また、ヒトを対象とした医療現場のみならず、畜産を含めた多方面にわたり利

用可能である。特に地球規模での流行のおそれのある感染症拡大防止の検疫作業の有力な

手段になり得ると考える。 

 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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８－５ 健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究：⑤光干渉利用高機能

断層画像測定システム 

a.実施期間 

 平成 12 年度～平成 15 年度（4年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

  約 2 億円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 本事業では、医療の無侵襲化・高度化に適用可能な新たな技術の応用可能性や再生医療

など細胞レベルでの診断・治療に必要な要素技術についての研究を行うとともに、健康増

進、疾病予防をより重視していく観点から、迅速で無侵襲的に検査を可能とする技術など

次世代の医療機器開発のために必要な基盤研究を行う。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 ４年間の本事業を通して下記の成果が得られ、OCT に関する貴重な知見、新しい提案が

得られた。これより、今後、これらの研究テーマの継続的な推進及び新たな技術の創出に

おいて、本事業で得られた成果は大きな研究基盤になることから、本事業は非常に有意義

であった。 

１ デスクトップ型の小型 OCT 装置を試作し、空間分解能 18μm を確認し、深さ 1mm の玉

ねぎの断層画像を測定した。 

２ 高空間分解能化を目的に、２つの LED からなる合成光源を試作し、光軸方向分解能 1.2

μm を測定した。 

３ 気管支用内視鏡融合型 OCT を試作した。空間分解能は 20μm で測定時間は 0.5s で幅

2mm,深さ 2mm の玉ねぎの断層画像を測定した。 

４ 分光型 OCT を試作して、原理動作を確認した。空間分解能 20μm、波長分解能 3nm、波

長領域 20nm を確認した。 

５ グルコースの吸光度スペクトルの濃度依存性を詳細に検討して、波長の依存性変化を検

討した。 

６ 新しい測定光学系の提案により、71μs の露光時間、10Hz の繰り返しで生体の断層画

像を測定できるシステムを試作した。高速の生体現象を断層画像で測定できる可能性が

あり、脳神経系の機能解明への応用が大いに期待される。また、２枚の画像データから

断層画像を算出する方法を数値解析して、SN 比が従来の方法の 0.7 倍であることがわ

かった。 

７ 断層画像と流れのベクトルを同時に測定する方法を提案し、原理動作を確認した。 

空間分解能 20μm、測定速度 数 mm/s を確認した。 
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８ OCT の小型化に有効な同軸型ミロー干渉計を提案し、動作確認を行い、粗面形状の測定

を行った。さらに、長い動作距離が特徴の改良型ミロー画像干渉計を提案し OCT へ 

の有効性を実験的に確認した。 

９ OCT の小型化に有効な部分遅延フィゾー干渉計を提案し、動作確認を行い、OCT として

の基本特性を明らかにした。さらに玉ねぎの断層画像を測定し、二次元干渉画像光学系

への拡張も可能なことを確認した。空間分解能 20μm、測定深さ 0.1mm を確認した。 

10 体表に設けた穴から体深部臓器表面付近の断層画像を測定することが特徴である GRIN

レンズ型 OCT を提案して、原理動作確認を行った。さらに玉ねぎの断層画像を測定して

OCT として有効なことを確認した。空間分解能 20μm、測定深さ 0.14mm を確認した。 

 

ｅ．研究開発機関 

委託先：山形大学 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 本プロジェクトの対象である OCT は、医療分野全般に渡って、汎用診断技術となる可能

性をもつ有望な技術であり、わが国における OCT 技術のレベルアップを図り、国際競争に

打ち勝つためにも本プロジェクトを実施する意義は大きい。また、わが国独自の OCT 要素

技術を開発すべく、研究を推進した点は評価できる。 

最終的に報告された 4 テーマについては、基盤技術を確立し目標を達成できており、時間

ゲート型 OCT、GRIN レンズ型 OCT という新たな手法の可能性を具体的に示した成果は有意

義である。特許件数、論文数も多い。また、内視鏡型 OCT、GRIN レンズ型 OCT については

実用化に結びつく成果が得られている。 

ただし、開発テーマ数が多すぎると思われ、もっと絞込みが必要だったのではないかと考

える。また、シーズ優先で、ニーズの取り込みが不十分である。臨床ニーズのどの部分に

応用していくのかが見えにくい部分がある。医学サイドの研究目標・成果が皆無である等

の問題があり、医工連携をより深めるべきである。実用化までの期間の見通しが、6〜9 年

というのは長すぎると思われる。 

※ OCT ：optical coherence tomography※ GRIN：graded index 

※ GRIN レンズ：光軸に対して垂直な面内における屈折率を放物線状に変化させて集光作

用をもたせたレンズで、屈折率分布型レンズという。 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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９．タンパク質機能解析技術開発 

a.実施期間 

  平成 12～14 年度(3 年間） 

  平成 15 年度から No.14 タンパク質機能解析・活用プロジェクトへ統合。 

 

ｂ．研究開発費総額 

 約 22 億 6000 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 世界では、ヒトの遺伝子情報いわゆるヒトゲノムの DNA 塩基配列の解析が終了した。こ

のヒトゲノムのうち、約 5%が遺伝子すなわち生命活動で重要な働きを担うタンパク質の情

報に相当する。本事業では、ヒトの生命活動を担うタンパク質の機能の解明と活用を目指

して、ヒト完全長 cDNA、ヒトゲノム DNA 塩基配列情報等を活用して、タンパク質の機能解

析のための技術開発と、その機能解析を進め、生物情報基盤の整備と解析装置の開発を行

う。ヒト完全長 cDNA やスプライシング・バリアント cDNA を有効活用できる各種ベクター

とタンパク質の大量発現技術の開発と整備を行うとともに、ヒト遺伝子の発現頻度情報の

取得・整備、相互作用するタンパク質群の同定や構造解析、細胞やマウスなどのモデル動

物を用いたタンパク質機能解析、細胞やマウスなどのモデル動物を用いたタンパク質機能

解析を可能にするための技術開発を行う。また、従来困難であった弱いタンパク質相互作

用の解析技術と近年注目を浴びている siRNA（short interfering RNA）を用いたタンパク

質機能解析技術の開発も手がける。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 ヒト遺伝子の 80％にあたる約 18,000 遺伝子のヒトｃDNA セットを構築したこと、また 6

万個の Gateway 導入クローンを作製し、うち 2 万個以上についてタンパク質発現を行った

こと等は世界的にも高い成果と言える。また、これらのデータベース、ライブラリは、今

後の創薬研究、診断技術の開発に重要な情報を提供するものである。全体としては目標値

をクリアしており、それらの多くは世界最大規模のものが多い。論文発表、学会発表等に

ついても適切に行われ、かつ論文も多数の国際的一流誌に成果が発表され、大きな成果を

収めた。ただし、本プロジェクトは実施内容において知的基盤整備の性格を有しているこ

とから、実用化・産業化促進の観点で早急な成果を求めすぎない注意が必要である。また、

世界一の成果が多く上がっている反面、独創的な技術開発が全体的に行われたとは言えな

い。論文発表 130 件に対して、国内特許出願 27 件は若干少ない。特に、海外特許出願がわ

ずか 2 件というのは少なすぎる。今後、海外競争力のある知的財産の確保を強く望む。本

プロジェクトの存在を知っていても、その成果の具体的な内容まで知っている我が国の研

究者は極めて少ないのが現状である。本プロジェクトの成果を広く我が国のバイオ研究者
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に認知されるよう、データベースの早期公開や広報の充実化を期待する。 

 

ｅ．研究開発機関 

・委託先:バイオ産業情報化コンソーシアム、技術研究組合、生物分子工学研究所(BERI)、

産業技術総合研究所(ジーンファンクション研究センター)。 

・参加企業 27 社、リパースプロテオミクス研究所、日立製作所、不二家、目立サイエンス、

東洋紡、インビトロジェン、ヒゲタ醤油.タカラバイオ、プロテインエクスブレス、和研

薬.三菱化学、プロテインクリスタル、片倉工業、東レ.リサーチ、プレシジョンシステ

ム、ニッポンジーン、三井情報、ユニーテヅク、ビァコア、NTT データ、アマルガム、

医学生物学研、浜松ホトニクス、シスメックス、富士通、ジェンコム、iGENE。 

・共同研究先 12 機関：産総研、NITE、東大医科研、遺伝研、都立大、徳島大、理研、東大、

筑波大、阪大微生物研、東北大、九大。 

・再委託先 2機関：阪大蛋白研、岡崎共同研 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 日本の資産である完全長 cDNA ライブラリをさらに発展させた。各種の大規模データベー

ス構築は民間主導では難しく、我が国の圧倒的な優越性をもって行われたヒト DNA 全長配

列解析プロジェクトの成果を実用化に近づけるための試みとして、公的プロジェクトとし

て進める意義があった。プロジェクト全体として所期の計画を上回る成果をあげており、

世界的にも競合力のあるデータベース構築、新規な技術開発に留まらず、一部の疾患等に

おいて具体的なメカニズム解析まで行っており、開発されたデータベースや技術の有用性

を証明している。しかし、世界一の成果が多く上がっている反面、その成果をあげるため

に独創的な技術開発が行われたものは少なく、大方の成果はデータベースの量的充実の段

階であり、研究者コミュニティーへの成果普及が充分とはいえない。蓄積されたデータの

公開、バイオ資源の普及などを急ぎ、全体をできるだけ早期に一般研究者に利用できる形

で成果を公開することも重要である。また、最終的な「出口」が実用化となったプロジェ

クト途中での方針変更時に、研究内容や成果物の取り扱いについても産業界の意見を積極

的に取り入れて大幅な変更を行うことは議論の余地はある。本プロジェクトの事業化に関

する評価は、短期的視野で行われるべきではなく、今後この成果を広く活用する仕組みが

必要である。 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用（No.14 タンパク質機能解析・活用プロジェクト）。 
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１０．タンパク質発現・相互作用解析技術開発 

a.実施期間 

 平成 11 年度～平成 14 年度(4 年間） 

 平成 15 年度から、No.19 タンパク質相互作用解析ナノバイオチッププロジェクトへ統合 

 

ｂ．研究開発費総額 

 約 10 億 200 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 ゲノム解読で明らかとなった生体内の多数タンパク質の機能を生体外で、多数を同時、

かつ迅速に解明するため、多数の蛋白質を機能をもって発現させる技術、迅速にその相互

作用を解析する技術を開発する。これをもとに系統的な創薬スクリーニング技術などの生

産性向上技術を開発し、新規産業の創出をめざす 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 創薬ターゲットとして価値の高い膜蛋白質を、機能を持ったまま発現させる技術の開発

に世界に先駆けて成功していること、癌診断マーカー・癌治療のターゲットとなる蛋白質

の同定に成功し、その知的財産権を確保していること（産業的価値の点からも評価できる）

等、独自性の高い世界水準の成果を数多く出しており、新たな技術領域の開拓が大いに期

待される。特許も適切に取得しており、学術論文に関しても専門家の批判に耐える業績を

上げている点も評価できる。また、個々の研究テーマについては若干の差はあるものの、

プロジェクト全体としては質、量ともに十分な成果を上げている。(中間評価） 

 

ｅ．研究開発機関 

・プロジェクトリーダー：東京大学 先端科学技術研究センター 児玉 龍彦 

・委託先：財団法人バイオインダストリー協会、横河電機㈱、㈱島津製作所、中外製薬㈱、

興和㈱、明治製菓㈱、グレラン製薬㈱、㈱ノエビア、㈱特殊免疫研究所 

・再委託先：大阪大学大学院薬学研究科、東京大学医学部附属病院 

・共同研究先：東京大学先端科学技術研究センター 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 本プロジェクトは、独自のシステムを基盤とした開発研究で、膜蛋白質の機能を保持し

たまま発現する技術、多数の蛋白質の相互作用を同時に解析する技術および癌診断技術等

において、世界的にも優れた顕著な成果を上げている。その成果の一部は、実用化・事業

化の面でも期待できるので是非完成してほしい。また、ポストゲノムプロジェクトとして

重要かつ妥当であり、集中型研究において適切かつ柔軟な研究開発マネジメントが奏功し
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た。特許戦略や事業化戦略にも長けており、経済的波及効果を狙った NEDO プロジェクトと

して充分に意義のある成果を上げている。総合的に非常に高く評価される。一方、今後の

克服すべき課題もいくつか存在する。①３つの研究テーマの方向性がややちぐはぐな印象

を受ける。「微量蛋白質同定の技術開発」においては、他の２つの技術を受けて、医薬品化

合物スクリーニング探索チップや癌診断用チップの開発を第一目標に、目的と方向性を絞

った研究開発を進めることがより有効な戦略であると思われる。②今後事業化を目指す上

で、参画企業の役割は益々重要になると考えられるが、現状ではその研究内容・研究成果

等について不明確な点が多い。参画企業の研究開発の分担を明確にするとともに、事業化

の計画を明確にするべきである。また本プロジェクトは我が国の誇れる知的中核であり、

必要に応じ、多くの分野の産業界に参画させるべきである。③各技術を可能な限り早く実

用化し、当初の目的である創薬スクリーニングにつなげるべきである。(中間評価） 

 

 

 

・NEDO 中間評価報告書から引用 

 



 

157 

１１．遺伝子多様性モデル解析技術開発 

a.実施期間 

 平成 12 年度～平成 17 年度（6年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

 約 75 億 3700 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 自己免疫疾患及び糖尿病、がん、摂食障害をモデル疾患とし、日本人を対象に患者と一

般日本人集団（健常人）のサンプルを収集し、全ゲノム上からマイクロサテライトや SNP

のタイピングを行う。得られた多型情報から疾患感受性遺伝子および薬剤感受性遺伝子を

効果的に同定するためのモデル疾患関連情報ＤＢの構築及び遺伝統計学的解析ソフトウェ

アの整備を行う。これらＤＢとソフトウェアからなる知的基盤を用いてモデル疾患の疾患

感受性遺伝子および薬剤感受性遺伝子の同定を行い、その結果を踏まえフィードバック的

に知的基盤の改良、高機能化を図る。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 多数のサンプルを収集し、一部は株化して公的バンクに寄託している。また多因子病や

がん関連遺伝子の同定にも成功している。特に多数のマイクロサテライトマーカーを同定

できたことの意義は極めて大きい。アルゴリズム開発は世界的にも新規性が高く、情報解

析システムの開発など、さまざまな研究に応用できる汎用性のあるデータースを構築し公

開している。また特許申請は積極的に行っており、ベンチャー企業設立も含めプロジェク

ト当初の目標は充分達成され十分な成果が得られている。これらの成果は汎用性があり、

今後テーラーメード医療の達成への展開が期待される。成果の普及に関しては、特許化の

問題もあるためか、論文発表が充分でないと思われる部門が見受けられ、課題を残してい

る。一般に向けての広い情報発信については、努力はなされているものの、さらなる情報

発信が行われることが望まれる。疾患関連遺伝子等についての優れた成果も見られるが、

それらが新規医療や創薬に直接繋がるかは疑問点が少なからずあり今後の慎重な評価を待

つ必要がある。また、データベースについては、知的財産の絡みもあるがすみやかな公表

が望まれる。 

 

ｅ．研究開発機関 

・プロジェクトリーダー：国立遺伝学研究所 生命情報・DDBJ 研究センター長、五條堀 孝 

・委託先  ：（社）バイオ産業情報化コンソーシアム。 

・参加企業 ： 中外製薬、日清紡、東洋紡ジーンアナリシス、アプライドバイオシステム、

アステラス製薬、富士通、三菱総研、日本電気、三井情報開発、日立ソフト
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ウェアエンジニアリング、ＮＴＴデータ、（財）癌研究会。 

・共同研究先：東海大学、徳島大学、東京大学、順天堂大学、東京女子医科大学、早稲田

大学、国立遺伝学研究所、愛知県がんセンター、広島大学、産業技術総合研究所、国立

国際医療センター、国立精神・神経センター、名古屋大学 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 疾患関連および薬剤感受性遺伝子同定手法、新規アルゴリズムによる情報解析法、およ

びモデル疾患関連情報データベースの構築等の技術開発を実験系と情報系が密接な連携の

もとで遂行され、本プロジェクトの最終目標はほぼ達成された。数多くの世界的な成果が

得られ、一部は企業化、臨床応用を行う段階まで到達した。学会発表・講演発表、論文発

表、さらに構築したデータベースの公開も積極的に行われ、特許化や、ベンチャー企業設

立など実用化を目指した努力も多々払われており、社会への還元、産業界への波及効果が

期待できる。このような有機的な共同研究を構成・指揮したプロジェクトリーダーの、リ

ーダーシップも高く評価でき、引き続き基盤研究として実施されるべき課題と考える。な

お、多因子病およびがん関連遺伝子解析におけるそれぞれの情報部門間の連携や、同様の

目的で実施されたプロジェクトとの連携が希薄な印象を受けた。ただし後者は、研究者の

責任というよりも、省庁を超えた連携が困難であるという、我が国の科学研究実施体制そ

のものの問題点であろう。構築された統合データベースの更新を含めた維持管理は、本プ

ロジェクトの成果の波及効果を維持するために是非とも必要な課題と考えられ、何らかの

財政的な支援が望まれる。 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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１２．糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー構築 

a.実施期間 

 平成 12 年度～平成 15 年度（4年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

 約 27 億円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 本プロジェクトでは、医療・診断薬をはじめ、広い分野に有用な生体物質に多く存在す

る糖タンパク質及び有用糖脂質の合成に必要なヒト糖鎖合成関連遺伝子を網羅的にクロー

ニングし、その機能解析と利用技術開発に資するデータベースの構築を行う。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 バイオインフォマティクスを利用した新規検索システムを開発し、ヒト糖鎖合成関連酵

素の 105 の新規候補遺伝子のクローニングに成功した。この数字は、同じ期間に世界でク

ローニングされた新規糖転移酵素の 2/3 に当たり、間違いなく世界最高水準の成果を上げ

たと認められ、高く評価できる。また、新規糖ヌクレオチド輸送体の遺伝子クローニング

に成功したことも大きな成果であった。特許については、国内および国外に新規遺伝子の

物質特許を中心として多数の出願がなされた。論文も権威ある学術雑誌に多数発表されて

おり、学術講演や解説記事などによって、プロジェクトの成果が一般向けに情報発信され

た。特に、成果をインターネット上で公開したことは、ユーザーの利便性に配慮した点で

意義が大きく、評価に値する。これらの成果は、広くライフサイエンス領域に大きな波及

効果を生むことが期待できる。ただし、発現した糖鎖関連遺伝子の機能については、まだ

同定していないものが多く、機能解析が今後の課題である。データベースについては、世

界の中でユニークな存在にもっていけるように努力していただきたい。 

 

ｅ．研究開発機関 

・プロジェクトリーダー：産総研 糖鎖工学研究センター 副センター長 成松 久 

・委託先：バイオテクノロジー開発技術研究組合、アマシャムバイオサイエンス（株）、（株）

ジェージーエス、生化学工業（株）、富士レビオ（株）、三井化学（株）、三井情報開発（株）

および、産総研 

・共研先・再委託先：大阪大学、名古屋大学、愛知医科大学、創価大学、熊本大学、東海

大学 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 我が国が優位にあるが、国際競争が激化しつつある状況に鑑み、産業応用性の高い遺伝
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子ソースであるヒト糖鎖合成関連遺伝子のライブラリーの構築を目的したプロジェクトを、

短期間で集中的な予算投下により実施した意義は大きい。集中研究を主体とした的確な研

究開発マネジメントのもとで、新しい方法論であるハイスループットによる網羅的解析と

バイオインフォマティクスが糖鎖領域で結実し、多数の新規遺伝子の同定をはじめとして

計画通りの成果が得られた。今後の研究、応用の知的基盤となり得る糖鎖合成関連遺伝子

ライブラリーの構築に成功した。本プロジェクトの成功が広く我が国の糖鎖研究者にフィ

ードバックされ、互いの協力と切磋琢磨のもとに国際的競争力の更なる向上が図られるこ

とが望まれる。今後、実用化に向けていち早く有望遺伝子の絞り込みを行うことが期待さ

れる。なお、特許やソフトウエアについては逐次活用を図っていくべきである。構築した

ライブラリーとデータベースについては、国内での早い普及が強く望まれるが、そのメン

テナンスやバージョンアップが喫緊の課題である。 

 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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１３．バイオインフォマティクス知的基盤整備 

a.実施期間 

 平成 12 年度～16 年度（5年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

   約 25 億円 

ｃ．研究開発の目的 

 ヒトゲノム解読の進展など、バイオ関連の情報の著しい増大を背景に、そのデータを有

効活用して新たな研究フロンティアの開拓や産業化を推進することが重要である。このた

め、各種データベースやソフトウェア資産を対象に、基礎研究や産業化に活かすための情

報基盤を整備する。具体的には、国内外に分散するデータベースや、ミレニアム・プロジ

ェクトの成果、ヒトゲノム情報といった膨大なデータを、お互いに関連付ける付加情報の

追加をした上で、統合的にまとめ、産業／研究用に効果的かつ効率的に利用することので

きるような検索・解析機能等を備えた統合データベースの構築を行う。 

ｄ．主な研究開発成果 

本プロジェクトは平成 14 年に開始された。まず、平成 14 年の 3 月に東京・お台場で

開催された戦略会議で、後に H-Invitational と名付けられたヒト完全長 cDNA アノテーシ

ョン・プロジェクトの構想が議論された。さらに、平成 14 年 6 月の準備会議において、ア

ノテーションの手順とデータベース構築のための基本方針が議論された。そして、平成 14 
年に開催したジャンボリー会議の中で、事前に生物情報解析研究センターにて計算機を用

いて解析された合計 42,000 本の完全長 cDNA に対する各種のアノテーション情報に対し

て、世界から集まった 120 名の研究者が精査を加え、信頼性の高いアノテーション情報を

作成した。この後に、数回のデータの更新作業と公開用データベース構築作業を行い、平

成 16 年 4 月に H-Invitational Database として一般に公開した。 
ｅ．研究開発機関 

社団法人バイオ産業情報化コンソーシアム（JBIC)、AIST、㈱日立製作所、 
㈱シーズ・ラボ、㈱ダイナコム、富士通㈱、三井情報開発㈱、ビッツ㈱、 
CRC ソリューションス、(有）アクシオヘリックス、協和発酵工業㈱） 
 

ｆ．事後評価結果概要 

      事後評価書はなし。 

 

・平成 12-16 年度「環境対応技術開発等（バイオインフォマティクス関連データベース整

備）」に関する研究報告書平成 17 年 3 月社団法人バイオ産業情報化コンソーシアムから引

用 
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１４．タンパク質機能解析・活用プロジェクト 

a.実施期間 

  平成 15 年～平成 17 年（6年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

 120 億 1000 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 網羅的なタンパク質の機能解析および相互作用解析を可能とする技術・装置を開発する

とともに、我が国が優位性を保持するヒト完全長 cDNA 等を利用して、多数のタンパク質の

機能解析を実施し、網羅的な機能情報データ等を蓄積することにより知的基盤を整備する。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 ヒト遺伝子の 80％にあたる約 18,000 遺伝子のヒトｃDNA セットを構築したこと、また 6

万個の Gateway 導入クローンを作製し、うち 2 万個以上についてタンパク質発現を行った

こと等は世界的にも高い成果と言える。また、これらのデータベース、ライブラリは、今

後の創薬研究、診断技術の開発に重要な情報を提供するものである。全体としては目標値

をクリアしており、それらの多くは世界最大規模のものが多い。加えて、論文発表、学会

発表等についても適切に行われ、かつ論文も多数の国際的一流誌に成果が発表され、大き

な成果を収めたといえる。ただし、本プロジェクトは実施内容において知的基盤整備の性

格を有していることから、実用化・産業化促進の観点で早急な成果を求めすぎない注意が

必要である。また、世界一の成果が多く上がっている反面、独創的な技術開発が全体的に

行われたとは言えない。加えて、論文発表 130 件に対して、国内特許出願 27 件は若干少な

いように思われる。特に、海外特許出願がわずか 2 件というのは少なすぎる。今後、海外

競争力のある知的財産の確保を強く望む。本プロジェクトの存在を知っていても、その成

果の具体的な内容まで知っている我が国の研究者は少ないのが現状である。本プロジェク

トの成果を広く我が国のバイオ研究者に認知されるよう、データベースの早期公開や広報

の充実化を期待する。 

 

ｅ．研究開発機関 

・（独）産業技術総合研究所、バイオテクノロジー開発技術研究組合 

・参加企業：サイバーレーザー株、（株）Ｊ－オイルミルズ、ジーエルサイエンス（株）、

塩野義製薬（株）、（株）島津製作所、生化学工業（株）、東洋紡績（株）、(財)野口研究

所、（株）日立ハイテクノロジーズ、富士通（株）、三井情報開発（株）、（株）モリテッ

クス 

・共研先：東京都立大学、近畿大学、理化学研究所、東京大学、北海道大学、東海大学、
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お茶の水大学 

・再委託先：東京理科大学、東京大学、愛知医科大学、東京工業大学、東海大学 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 日本の資産である完全長 cDNA ライブラリをさらに発展させた、各種の大規模データベー

ス構築は民間主導では難しく、我が国の圧倒的な優越性をもって行われたヒト cDNA 全長配

列解析プロジェクトの成果を実用化に近づけるための試みとして、公的プロジェクトとし

て進める意義があった。プロジェクト全体として所期の計画を上回る成果をあげており、

世界的にも競合できるデータベース構築、新規な技術開発に留まらず、一部の疾患等にお

いて具体的なメカニズム解析まで行っており、開発されたデータベースや技術の有用性を

証明していることは高く評価される。しかし、世界一の成果が多く上がっている反面、そ

の成果をあげるための独創的な技術開発は少なく、大方の成果はデータベースの量的充実

の段階であり、研究者コミュニティーへの成果普及が充分とはいえない。蓄積されたデー

タの公開、バイオ資源の普及などを急ぎ、全体をできるだけ早期に一般研究者に利用でき

る形で成果を公開することも重要である。また、最終的な「出口」が実用化となったプロ

ジェクト途中での方針変更時に、研究内容や成果物の取り扱いについても産業界の意見を

積極的に取り入れて大幅な変更をすることは議論の余地はある。本プロジェクトの事業化

に関する評価は、短期的視野で行われるべきではなく、今後この成果を広く活用する仕組

みが必要である。 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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１５．糖鎖エンジニアリングプロジェクト 

a.実施期間 

 平成 14 年～平成 17 年（４年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

 約 40 億 500 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 次世代ポストゲノム研究として、糖鎖とタンパク質を一体として解析し、その機能の解

明を目指す「グライコプロテオミクス」の視点から研究を進める。本事業では、従来にな

い革新的な糖鎖構造解析技術と新たな糖鎖構造同定方式を樹立し、これを装置化すること

により、多様かつ微量の糖鎖を短時間で同定できるシステムを開発する。そして、生体内

で機能を果たしている糖タンパク質等の機能分子の、糖鎖構造と機能に関する有意義なデ

ータの取得を目指す。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 プロジェクト全体を通して、当初の目標値だけでなく途中で上方修正された目標値も達

成されており、質的にも世界最高水準の成果が挙がって、わが国の糖鎖研究の底力を改め

て世界に示す結果となった。特に糖鎖の構造解析については、既存機器を用いて O-結合型

糖ペプチド分析に成功するなど、国際的にも先導的な高いレベルの成果が得られている。

また殆どの開発項目において、学問的な成果に留まらず、出口として数多くの製品を開発

し市場に送り出した点が高く評価される。特許は国内外とも適切に出願されており、論文

の発表も研究内容を踏まえて適切に行われている。目標を定量化するために数値目標が設

定され、その達成が強調されている。高い目標値の設定とその達成はもとより好ましいこ

とであるが、数値そのものに絶対的な意味があるわけではない。本プロジェクト合成チー

ムが真に期待されたのは、いかに効率的に多種の糖鎖を得るかという点であったことを実

施者および NEDO ともに留意してほしい。医療分野における糖鎖に対する認識はまだ十分で

ないため、今後は糖鎖の重要性と研究開発の飛躍的な進展状況を公の場でより積極的にア

ピールし、医療関係者の理解を促して欲しい。 

 

ｅ．研究開発機関 

・プロジェクトリーダー：（独）産業技術総合研究所 糖鎖工学研究センターセンター長 地

神 芳文 

・（独）産業技術総合研究所、バイオテクノロジー開発技術研究組合、サイバーレーザー（株）

（株）Ｊ－オイルミルズ、ジーエルサイエンス（株）、塩野義製薬（株）、（株）島津製作

所、生化学工業（株）、東洋紡績（株）、(財)野口研究所、（株）日立ハイテクノロジーズ、
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富士通（株）、三井情報開発（株）、（株）モリテックス 

・共研先：東京都立大学、近畿大学、理化学研究所、東京大学、北海道大学、東海大学、

お茶の水大学 

・再委託先：東京理科大学、東京大学、愛知医科大学、東京工業大学、東海大学 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 国際的な糖鎖科学の研究領域で日本の優位性をさらに高めたタイムリーなプロジェクト

であった。また、将来的には診断装置開発や創薬への応用も見据えた「健康安心プログラ

ム」の政策目標に即しながら、フォーカス 21 に基づいて実質 3年という短期間に複数の機

器を開発したことも高く評価できる。日本で明らかにされた多数の糖鎖関連遺伝子や 2 つ

の先行プロジェクトの成果を資源化し、さらに次期プロジェクトに切れ目なく継続させた

ことから、今後数年で事業化の具体例も見えて来るものと期待される。ただ、プロジェク

ト推進に当たって構造解析チームと合成チームとの間で、より密接な協調や連携がなされ

ていたならば、一層多くの有用な成果が生み出せたと思われる。今後はプロジェクトリー

ダーと NEDO 推進部署が協力して体制を強固にしながら後継プロジェクトを効率よく推進し、

重要な生物機能を持つ糖鎖、糖鎖複合体、糖タンパク質の発見とその機能の確認を進める

ことによって、新たな知識の創造、研究分野開拓、産業創製が達成されることが期待され

る。 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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１６．バイオ・IT 融合機器開発プロジェクト 

a.実施期間 

 平成 14 年～平成 17 年（4年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

 約 68 億円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 本技術開発は、国民が健康で安心して暮らせる社会の実現を目指し以下の事業を行う。

バイオツールやバイオインフォマティックスの開発、および成果を高度に利用するための

データベース整備や先端技術を応用した高度医療機器開発により、テーラーメイド医療・

予防医療・再生医療の実現や画期的な新薬の開発、医療機器、福祉機器等の開発・実用化

を促進する。 研究開発課題③家庭等での個人の健康情報を可能な限り自然な形で測定（無

拘束、非侵襲）し、かつ安全（匿名化、データ保護化、データプロトコル統一）な方法で

収集蓄積し、個人の健康度を評価・解析（健康寿命算出、個人別健康行動指導、行動変容

把握）する機器・システムの開発及び検証を行う。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 バイオとＩＴという異分野融合の領域にあって、一部のテーマにおいて、実証実験が未

達成とか成果の普及が不十分なものもあるが、総じて満足すべき成果が得られている。世

界最高水準の成果が得られた個別テーマがあり、また、新たな技術領域の開拓と市場創造

につながる成果や、有用な基本特許の取得もみられた。今後、特許の価値を高めるには、

国際競争力のある機器を販売し、世界市場で一定のシェアを獲得することが必要である。

ただし、今回は、F21 というプロジェクトの性格上、あまりリスクを負わなかったともい

え、世界に飛躍させる原動力に欠ける部分がある。新たな技術領域の開発につながる NEDO の

研究開発プロジェクトでは、もっとリスクを許容した目標達成率でも良いのではないか。 

 

ｅ．研究開発機関 

・エーザイ株式会社、株式会社 MCBI、株式会社島津製作所、三井情報開発株式会社、オリ

ンパス株式会社、株式会社生体分子計測研究所、ゾイジーン株式会社、東京化成工業株

式会社、東レ株式会社、凸版印刷株式会社、凸版印刷株式会社、ｲﾝﾃｯｸ･ｳｪﾌﾞ･ｱﾝﾄﾞ･ｹﾞﾉﾑ･

ｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽ株式会社、第一化学薬品株式会社、日水製薬株式会社、富士通株式会社、マナ

ック株式会社、株式会社医薬分子設計研究所、株式会社サイメディア、株式会社日立製

作所、株式会社日立製作所、学校法人片柳学園、シャープ株式会社、凸版印刷株式会社、

アステラス製薬株式会社、株式会社クボタ、日本電気株式会社、NEC ソフト株式会社、

川崎重工業株式会社、東京理化器械株式会社、日本電子株式会社、株式会社日立製作所、
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富士通株式会社、横河電機株式会社、株式会社プロップジーン、技術研究組合 医療福祉

機器研究所 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 遺伝情報や生体分子情報、健康・医療情報を IT と組み合わせて融合を図ることは、科学

技術立国である日本が取り組むべきプロジェクトであり、NEDO 助成事業として産官が一体

となって実施することは、大いに有意義であった。個々のテーマ間にバラツキはあるもの

の、総じて満足すべき成果が得られており、世界をリードする新規技術の事業化が期待さ

れる。特に、オリジナリティの高い大胆な計画が複数取り上げられたことは高く評価すべ

きであり、特許や成果の普及の面でも総じて満足すべき結果である。また、国際標準化も

含めた企業間の協力も促進されており、今後の国際的な展開が期待されるので、日本のバ

イオテクノロジーの発展に良い影響を与えるものと考える。ただし、類似のテーマが一部

に見られ、また IT の関連する度合いが研究テーマによってまちまちであるなど、統一感に

やや欠ける嫌いがある。さらに、技術開発マップ等が作られている現在、「バイオ・IT 融合」

の成果の活用・展開については、医工連携も含め、広い視野の中で、改めて考える必要が

ある。 

 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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１７．先進ナノバイオデバイスプロジェクト 

a.実施期間 

 平成 15 年度～17 年度（3年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

 13 億 600 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 本研究は、高分子膜技術や表面修飾技術に基づき、ナノレベルで制御された構造を、チ

ップ上マイクロ流路にマイクロからナノレベルで微細形成する材料組成・加工方法を開発

し、チップ上で一挙に多様な条件で高収率タンパク質合成条件を探索できる機能、および、

血液中のタンパク質を対象として、質量分析機等の高感度分析装置に導入する試料の前処

理により、不要成分を除去し、分析対象とする分子を高精度に分画するバイオチップ開発

を目指すものである。これにより、タンパク質を発現させる為の条件検討の効率を飛躍的

に向上させるとともに、疾患マーカー探索を加速し、構造、機能解析やプロテオーム創薬

を飛躍的にスピードアップでき、医薬品等の開発期間の大幅な短縮を可能とする。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 世界最高水準の要素技術が開発されており、特許の取得も論文の掲載も十分に行われて

いる。また、個別目標の一部は必ずしも到達できていないと思われるが、「解析技術等の実

用化を加速する」とした全体の目的からみて、研究開発成果は十分であると考える。特に、

３年という短期間に高い目標で研究開発が進められた課題については、目標値にどれだけ

迫れたかも重要であり、目標値への未到達自体を悪く評価する必要は必ずしも感じられな

い。さらに、本プロジェクトによりナノバイオデバイスが広く認識されるようになったこ

とも評価でき、この分野の研究開発の更なる活性化に寄与したと思われる。今後、目標未

達成と思われる部分に関しては、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針を明確に

することが必要である。また、研究開発過程で明らかになった問題点等も積極的に研究成

果として発表し、成果の普及に尽くすことが望まれる。 

 

ｅ．研究開発機関 

・プロジェクトリーダー：名古屋大学大学院工学研究科教授、馬場嘉信  

・委託先：東レ株式会社 

・共同研究先：大阪大学、名古屋大学 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 本プロジェクトは、ナノテクを駆使したバイオ診断ツールの基盤技術を世界に先駆けて
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発信しようとする意欲的なものであり、しかも、幾つもの世界最高水準の要素技術開発に

成功しているため、その意義は極めて大きい。また、本プロジェクトにより、我が国の技

術レベル、特に産業界の技術ベースは大きく向上したと評価される。一般的に、商品化や

上市の可能性を重視し過ぎると、将来重要となるであろう技術開発に挑戦することが難し

くなるが、プロジェクトリーダを中心に実施者が将来を見据えた取り組みに果敢に挑戦し、

しかも、フォーカス 21 を考慮して 3年という短期間に実用に近い成果を出したことは高く

評価される。しかし、「ナノバイオデバイス」そのものが広い概念を含んでいることもあり、

やや研究開発の焦点が絞り切れていない側面も見られる。3年間の単発プロジェクトとして

終えるには惜しいので、本プロジェクトで開発した世界最高水準の要素技術については、

新たなプロジェクトを発足させて実用化につなげることが望まれる。 

 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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１８．ナノ微粒子利用スクリーニングプロジェクト 

a.実施期間 

 平成 15 年度～Ｈ17 年度（3年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

   約 11 億 1800 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 本プロジェクトでは、医薬品候補物質の探索のみならず、その最適化等も高速かつ自動

で行うシステムを構築するために必要な微粒子関連技術を開発し、その成果をシステムと

して仕上げ、医薬品候補物質の探索、その最適化等を自動で行うための技術を開発するこ

とを目指す。なお、本プロジェクトは、経済産業省が推進しているフォーカス 21（研究開

発の成果が迅速に事業化に結びつき、産業競争力強化に直結するような経済活性化のため

の研究開発プロジェクト）の一環として実施するものである。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 ナノ磁性微粒子の創製、その創薬への応用、スクリーニング自動化装置、いずれの目標

も達成度が高く評価される。特に、本技術を用いた基礎的研究成果は世界最高レベルであ

り、創薬への応用が見えてきた点で今後の展開が大いに期待される。特許取得、論文発表

などについても、成果発表は学会誌やマスコミを通して十分なされている。事業化という

観点からは知的財産権が基盤となるが、その点でも日本特許のみならず、PCT 出願と海外出

願も行なっている。ただし、FG ビーズによる分子の同定には試料の調整、ビーズへの固定

化、結合分離条件などがスクリーニング結果を大きく左右するため、FG ビーズ製品の均一

化と量産化を一応は確立しているがさらにブラッシュアップする必要がある。 

 

ｅ．研究開発機関 

・プロジェクトリーダー：東京工業大学大学院生命理工学研究科教授 半田宏 

・委託先：バイオテクノロジー開発技術研究組合、（株）アフェニックス、第一製薬（株）、

アステラス製薬（株）、多摩川精機（株）、みずほ情報総研（株）、キャノン（株） 

・共同実施先；東京工業大学、東北大学、慶應義塾大学 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 自動化に適したナノ磁性微粒子（FG ビーズ）を創成し、FG ビーズを用いて医薬品の標的

蛋白質の同定、及び FG ビーズを利用した自動化スクリーニングシステムのプロトタイプを

完成し、3年間という短い期間に世界トップレベルの優れた基礎的技術を開発しており、高

く評価できる。また、事業成果として創薬への応用が見えてきた点で医薬品候補物質探索
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への展開や関連分野への波及効果を大いに期待できる。しかしながら、医薬品の標的蛋白

質を同定しているが、事業の目標として掲げている医薬品候補物質の探索にはいたってい

ないとの指摘もあった。また、自動化スクリーニング装置については精製の条件設定はあ

る程度自動化されているが、汎用性をあげるため更なる改善が望まれる。実用化に向けて

は、ユーザーの意見を調査し、より市場価値の高いシステムを開発する必要がある。また、

誰もが使用できる自動化スクリーニングシステムにするために、FG ビーズ製品の大量生産

のための均一化と標準プロトコルをさらにブラッシュアップする必要がある。さらに、本

事業はアカデミアと民間企業との連携は比較的うまく進んでいたが、より積極化する方策

が求められているので、製薬企業の役割をもっと重くした方が良いと思われる。 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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１９．タンパク質相互作用解析ナノバイオチッププロジェクト 

a.実施期間 

 平成 11 年度～17 年度（7年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

 約 22 億 3900 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 本事業は、機能を保持した状態でのタンパク質発現及びタンパク質相互作用解析に係る

技術開発を行うものであり、1)タンパク質解析のためのバイオ素子（抗体、ウイルス）の

開発、2)多種類の微量のタンパク質を検出する抗体チップの開発、3)多種類の生理活性物

質と多種類の膜タンパク質の相互作用を解析するウイルスチップの開発、の 3項目を行う。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 ウィルスチップについては、原理的にチップでの検出が可能であることは示されており

プロトタイプとしてはやや不十分ではあるものの、研究成果は、世界初・世界最高水準の

ものを多く含んでおり、特に膜蛋白質をその機能を保ったまま発現させる新技術の開発は

特筆に値し、新たな技術領域および新たな市場の創成につながるものと期待できる。加え

て、発芽型バキュロウィルス（ＢＶ）を用いて機能を有するタンパク質を発現させる技術、

gp64 トランスジェニックマウスを用いたＢＶ免疫による高特異性膜タンパク質抗体の作成、

高感度タンパクチップの作成はすべて革新的技術でしかも汎用性が高く、その成果として

創薬及び腫瘍マーカーを用いた診断の領域ですぐれた成果を上げたことは高く評価される。

また、特許取得は適切に行われており、論文発表も極めてレベルの高い論文が多数出され

ている。 

 

ｅ．研究開発機関 

 プロジェクトリーダー：児玉 龍彦（東京大学 先端科学技術研究センター 教授） 

委託先：財団法人バイオインダストリー協会、明治製菓, 中外製薬, あすか製薬, 興和, 横

河電機, ペルセウスプロテオミクス, ＪＳＲ 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 蛋白質の発現や相互作用を高感度に検出する技術は、基盤技術として幅広い分野の研究

者や臨床検査の領域で非常に需要が高いものであり、公共性も高く、NEDO の事業としてふ

さわしいものであった。また、網羅的なタンパク質の発現、検出、相互作用解析といった

一連の技術基盤を確立することで、初めて創薬及び腫瘍マーカーの分野での国際的競争力

を強化できた。タンパク質解析のためのバイオ素子（抗体、ウィルス）の開発については、
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その基盤技術を確立し、多数の膜タンパク質の発現及び多数の特異性の高い抗体を作成す

る等、世界最高水準の研究成果が得られている。プロジェクトリーダーによる強力なリー

ダーシップにより、ビジネスシーズを出すための国立機関と民間で構成される抗体医薬の

シーズ創出のための実効性の高いトランスレーショナルな研究体制が確立された。将来を

見越した、一連の筋立てに基づいた、卓越した戦略、実行力、成果共に見事であり、また

技術は波及効果が高く、日本の産業基盤の底上げに貢献している。更に、抗体医薬の効率

的提供及び診断と治療薬のコンビネーションによるコストパフォーマンスのよい治療法の

提供の観点から、実用化の可能性、事業化のシナリオの方向性が明確である。 

 

 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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２０．ナノカプセル型人工酸素運搬体製造プロジェクト 

a.実施期間 

 平成 15 年度～17 年度 

 

ｂ．研究開発費総額 

 約 11 億 900 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 安全性、保存性、生体内機能に優れた人工酸素運搬体として、ヒト赤血球から得られる

ヘモグロビンをナノカプセルに封入し、表面をポリエチレングリコールで修飾した粒径約

200nm のナノカプセル型人工酸素運搬体の製造技術を確立し、臨床治験開始に必須な非臨床

試験を完了する。また、虚血性疾患等に対する治療への応用に向けた動物モデルでの有効

性評価、また原薬としての遺伝子組み換えヘモグロビンの大量製造技術の研究開発も合わ

せて行う。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 ヒト赤血球由来のヘモグロビンを原料とするナノカプセル型人工酸素運搬体（TRM-645）

は、非臨床試験で安全性、および輸血療法や虚血性疾患への有効性が確認され、ほぼ所期

の目標機能を実現したと評価できる。また、製造技術の開発に関しても、治験薬 GMP 製造

施設として世界で初めてのクローズドシステムの製剤製造量産ラインの開発に成功してお

り、世界で最も実現可能性のある技術であると高く評価できる。また、遺伝子組み換えヘ

モグロビン製造技術の基礎的検討も実施され、天然ヘモグロビンと同等の性状を持つと確

認できたことは、将来の完全合成型への展望を示す大きな前進である。特許は、基本的で

重要な技術であるリポソームおよびヘモグロビン含有リポソームの製造技術に関して既に

取得され、遺伝子組み換えヘモグロビン製造技術に関する特許についても、開発を担当し

た共同研究先が所有する特許の範囲であり、実施するには問題はない。ただし、競合する

特許も多いと思われるため、実用化を見すえた特許の整理と確認が必要であろう。なお、

研究成果は、多くの国民にとって有益であり、極めて公共性が高い。国民的な理解を得る

上で、一般に向けた情報発信がより必要であり、国民の支持が得られれば医療機関の協力

体制の整備拡大、認可への時間が短縮される可能性もある。 

 

ｅ．研究開発機関 

・助成先：テルモ株式会社 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 ナノカプセル型人工酸素運搬体は、輸血用血液製剤の代替製剤あるいは新しい治療用途



 

175 

への展開の可能性を秘めた製剤の開発という意味で、社会的要請に十分応えるものである。

主たる目標である製造技術の確立に向けては、先行した海外各社が開発に失敗する中で、

連続遠心法、ウイルス不活化技術、脱酸素化法などの活用により世界で初めての完全クロ

ーズドシステムーリポソーム製剤量産ラインを開発できたと高く評価できる。非臨床の有

効性、安全性試験では、酸素運搬能はもとより、保存安定性、体内半減期、リポソームの

品質安定化などで、これまでになく優れた機能、安全性を有していることが示唆され、基

礎的な製造体制、非臨床治験が臨床治験へ進む基礎が出来つつあり、実用化に向けた事業

目的は概ね達成されたと評価できる。今後は、添加物の生体への影響を主眼とした毒性試

験など安全性の充分な担保を踏まえ、臨床医の本製剤に対する理解を充分浸透させて、他

の療法との比較優位性などの臨床試験を進めていくことが望まれる。なお、原料である赤

血球の安定供給の確保については、より現実性をもった医療経済学的、社会的検証が必要

であり、また、製剤コストに見合う使用目的、適応を戦略的に定める必要がある。 

 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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２１．微細加工技術利用細胞組織製造プロジェクト 

a.実施期間 

 平成 15 年度～17 年度（3年間） 

 

ｂ．研究開発費総額 

 約 16 億 6200 万円 

 

ｃ．研究開発の目的 

 来るべき超高齢社会への対策として、従来の医療技術では回復が期待できない失われた

身体機能を人工的に代替・修復する技術を研究開発、実用化するために、自家ヒト細胞の

樹立・培養技術を確立し、安全で安定的かつ恒常的な供給をめざし、そのための基盤技術

及び応用技術を確立するため研究開発を行う。 

 

ｄ．主な研究開発成果 

 再生医療の具現化には医学的生物学的研究と工学的研究の双方の発展が必要と思われる。

工学的研究の面では、心筋細胞シートの開発で従来の培養法に比較して進歩が見られ、か

つ、他臓器への応用の可能性もあること、また、細胞培養システムや分子誘導因子探索シ

ステムは世界最高の水準にあることなどから、得られた成果は十分なレベルにあると評価

する。一方、医学生物学的研究の面では、骨格筋芽細胞シートを用いた動物実験で臨床応

用につながる一定の成果を上げたが、霊長類以外の実験であったことや、開胸手術を用い

た現治療は未だ市場が限られている上、ＥＳ細胞から心筋細胞を選択する技術に改善が必

要と思われるなど、心筋細胞の基盤技術創出の面で、あと一歩の進歩が必要であり、更な

る基盤研究の発展が望まれる。なお、成果の情報発信に関しては、論文発表数は多く、特

許申請も適切に行われている。 

 

ｅ．研究開発機関 

・プロジェクトリーダー：澤芳樹 

・委託先：先端医療振興財団（参加 12 施設） 

・共同実施先：産業技術総合研究所、大阪大学、千葉大学、京都大学、株式会社カネカ 

東レ株式会社 

・再委託先：第一アスビオファーマ株式会社、株式会社カルディオ、株式会社セルシード、

パナソニックファクトリーソリューションズ株式会社 

 

ｆ．事後評価結果概要 

 今後の高齢化社会において症例増加の予測される循環器系疾患の分野で、国民の期待が

高い再生医療の実用化へ向けて、我が国で開発されたオリジナルな技術を用いて移植用心
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筋細胞シートを臨床現場へ安定的に供給することを目的に、産学官連携体制のもと着実な

開発が行われ、臨床応用可能な技術とそれを支える基盤技術で再生医療の発展に貢献する

一定の成果を上げたと評価できる。特に、心筋細胞シートの作成法は従来法に比較して進

歩が見られ、かつ、他臓器への応用の可能性もある。また、人手による汚染防止を担保で

き、再生医療の領域に波及効果が期待できる自動細胞培養システムや分子誘導因子探索シ

ステムは世界最高の水準にある。さらに、心筋細胞シートを使用した小動物実験で治療方

法へ期待が持てる前臨床データまで蓄積したなど、心筋細胞シート工学を医学へと連結さ

せた点で評価でき、将来の心筋再生への基盤となるべき研究として大きな意義がある。た

だ、国際的に見ても難題が多数残されている心筋細胞シートの細胞ソースについて、骨格

筋芽細胞を利用することを前提に技術の開発、倫理性等の点で一応の進展がなされている

が、これを展開する各種細胞の見通しまで至っていない。加えて、事業達成目標を心筋再

生医療の実施ととらえた時に、多くの細胞が心筋再生に試みられている最近の世界状況で

骨格筋芽細胞に不利な情報があり、研究の当初段階に比べて、現時点ではこの細胞の優位

性に疑問点が残る。今後、心筋前駆細胞をヒト心筋から単離・増幅して、心筋細胞シート

を作成し、骨格筋芽細胞シートとの比較を行うなど細胞ソースの見極めに向けて本成果を

更に発展させることを期待する。 

 

 

 

・NEDO 事後評価報告書から引用。 
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４ 個々の研究開発プロジェクト評価に関する参考情報４．個々の研究開発プロジェクト評価に関する参考情報

•経済産業省の「次世代産業基盤」等の研究開発制度は、平成5年に産業技術関係の

「産業科学技術研究開発制度」と 環境 エネルギ 関係の「ニ サンシャイン計画」「産業科学技術研究開発制度」と、環境・エネルギー関係の「ニューサンシャイン計画」
の二つに統合された。平成8年には新規産業創出が期待される15 分野について「経

済構造改革プログラム」が策定され、このプログラムの基本思想を受けて、研究開発
プロジェクトを政策目標ごとに分類し 成果の市場化に必要な関連施策（規制改革プロジェクトを政策目標ごとに分類し、成果の市場化に必要な関連施策（規制改革、
標準化等）と一体的に推進することを目指して、平成13 年度より「研究開発プログラ
ム」制度が導入された。

平成 年度には 「がん 心疾患等対応高度医療プ グ ム が開始され そ 後•平成13年度には、「がん・心疾患等対応高度医療プログラム」が開始され、その後

「健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プログラム」や「健康寿命伸延
のための医療福祉機器高度化プログラム」が追加され、平成16年度からの「健康安
心プログラム」に統合された 平成20年度からは「健康安心イノベ シ ンプログラム」心プログラム」に統合された。平成20年度からは「健康安心イノベーションプログラム」

に引き継がれた。プログラムは常に、国民が健康で安心して暮らせる社会の実現を目
的としたものであり、その目的は妥当であったと言える。

•2010年の市場規模16兆円、雇用規模65万人を目指した長期的なビジョンを掲げて
研究開発を進めたことが、成功の大きな要因であった。
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個別プロジェクトの概要

(1) 臨床用遺伝子診断システム機器の開発（2000-2003年度）

(2) 心疾患治療システム機器の開発（2000-2005年度）

(3) がん・心疾患等に対応した医療機器の応用・実用化開発」（2001-
2005年度）

(9) タンパク質機能解析技術開発(2000-2002年度)

(10)タンパク質発現・相互作用解析技術開発(1999-2002年度)

(11)遺伝子多様性モデル解析技術開発(2000-2005年度)

(4)-1 早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの:血管壁
組織性状診断・治療システム（1998-2005年度）

(4)-2 内視鏡等による低侵襲高度手術支援システム：内視鏡等による低
侵襲高度手術支援システム（1999-2003年度）

( ) ( )

(12)糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー構築(2000-2003年度)

(13)バイオインフォマティクス知的基盤整備(2000-2004年度)

(14)：タンパク質機能解析・活用プロジェクト(2000-2005年度)

(15)糖鎖エンジニアリングプロジェクト(2002-2005年度)

(4)-3 焦点レーザ顕微鏡解析診断装置:（2002-2003年度）

(4)-4 医用化合物スクリーニング支援システム（1999-2002年度）

(5) 高齢者等社会参加支援のためのシステム開発（高齢者生活作業支

(15)糖鎖エンジニアリングプロジェクト(2002-2005年度)

(16)バイオ・IT融合機器開発プロジェクト(2002-2005年度)

(17)先進ナノバイオデバイスプロジェクト(2003-2005年度)

(18)ナノ微粒子利用スクリーニングプロジェクト(2003-2005年度)

タ パク質相互作用解析ナ バイオ ププ ジ クト 年
(5) 高齢者等社会参加支援のためのシステム開発（高齢者生活作業支

援システム：身体機能リハビリ支援システム）（1999-2003年度)

(6) 国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実用化
開発（2002-2003年度）

(7) エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開発補助事業（1999-
2002年度）

(19)タンパク質相互作用解析ナノバイオチッププロジェクト(1999-2005年
度)

(20)ナノカプセル型人工酸素運搬体製造プロジェクト(2003-2005年度)

(21)微細加工技術利用細胞組織製造プロジェクト(2003-2005年度)

2002年度）

(8)-1 健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究：「循

環器系疾患に対する予後診断を含む低侵襲診断治療システム」
(1998-2002年度)

(8)-2「循環器系疾患に対する予後診断を含む低侵襲診断治療システム( )
低侵襲超高度選択的／局所診断・治療一元化システム(2000-2002
年度）

(8)-3 循環器系疾患に対する予後診断を含む低侵襲診断治療システム
高次生体情報の画像化による診断・治療システム(1999-2003年度)

(8)-4 微小電極利用遺伝子情報計測システム(2000-2002年度)(8)-4 微小電極利用遺伝子情報計測システム(2000-2002年度)

(8)-5 光干渉利用高機能断層画像測定システム
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(1) 臨床用遺伝子診断システム機器の開発(2000～2003年度）

Ⅰ－１．技術波及効果

大腸がんと心疾患治療の低コスト化や 非侵襲性の遺伝

Ⅰ－３．経済効果

•高度医療機関との連携による診断法実用化フェーズか
ら一般医療機関への普及・拡大フェーズへと進む。

Ⅰ．波及効果に関する調査

大腸がんと心疾患治療の低コスト化や、非侵襲性の遺伝
子診断の信頼度が向上し、実用性の高いシステムの開発
に成功した。

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

ら 般医療機関 の普及 拡大フェ ズ と進む。

•患者個人の体質（多型）に合わせた治療薬や治療法が
処置される場合、遺伝子変異解析は医療ツールの必須
アイテムになる。究 果

機器開発のレベルを押し上げるのに貢献し、基礎研究、
原理の的確性については基本的に当初の目標を達成し、
自然排出便から大腸がん細胞を回収する方法の確立、
及び 変異検出プロトコ ル（SMMD 法）は世界初の技

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

•低コスト化や、非侵襲性の大腸癌の遺伝子診断がかな
りの信頼度でできるようになったことなど、臨床的な観点
から 創意がみられ 実用性 高 シ ム 開発に

Ⅱ－２．目標設定

及び、変異検出プロトコール（SMMD 法）は世界初の技
術であり、今後臨床へ応用する可能性も高い。

・論文42件、特許：36件

からの創意がみられ、実用性の高いシステムの開発に
成功している。

Ⅱ－１ 国家プロジェクトとしての妥当性

•正確度、再現性、計測時間、検査コストにおいて、がん
や心疾患を対象とした遺伝子診断を可能とする診断シス
テム機器の実用化を目標とした。具体的には、遺伝子発
現解析技術による大腸がんスクリーニング検査 生物発

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ １．国家プロジェクトとしての妥当性

•遺伝子診断システム機器の開発は、医学、計測、情報
処理など多岐にわたるので、技術領域の連携が必要とな
り、民間会社の技術だけではすべてをカバーしきれない
ため 産学官共同が妥当 あ た

現解析技術による大腸がんスクリ ニング検査、生物発
光技術による心疾患を対象とした遺伝子診断、電気化学
的手法による遺伝子診断の３つである。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法
ため、産学官共同が妥当であった。

•戦略的で、実用性の高い目標を設定し、研究開発計画
も適切で、順調に事業が推進された。実用化へのシナリ
オも明確であり、世界的な開発動向が視野に入っていた。181



(2) 心疾患治療システム機器の開発（2000～2005年度）

波 効果 関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

•センサーデバイス基盤技術は革新的で将来の実用化も

Ⅰ－３．経済効果

•本事業は、投資14.32 億円/5 年に対し、1,385 億円の
成 億 が 能 あ

Ⅰ．波及効果に関する調査

センサ デバイス基盤技術は革新的で将来の実用化も
期待し得る十分な成果が得られている。また、スパゲッ
ティ・シンドロームの解消など医療の効率化・省力化に役
立ち、環境への配慮も見られる薬剤投与システムの開発
は 完成度も高く単独の機器でも十分実用化事業化でき

国内市場形成（世界市場1 兆１千億円）が可能である。ま
た、医療費については345 億円/年の削減、GDP 換算で
637 億円/年の人的資源の損失防止が期待できる。

Ⅰ－４ 国民生活・社会レベルの向上効果は、完成度も高く単独の機器でも十分実用化事業化でき
る。

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•デジタル伝送技術や、インテリジェント薬剤投与システム

Ⅰ ４．国民生活 社会レベルの向上効果

•実用化への基盤整備を実現した。また、幾つかのテーマ
において具体的な事業化の提案があり、概ね事業化を
視野に入れた研究が行われていた。直接的に本プロジェ

成 高 益 事 も
デジタル伝送技術や、インテリジェント薬剤投与システム
は院内無線通信化と併せて実用化する価値が大きい。

論文：74件、 特許37

クトの成果を利用した高収益の事業化は困難かも知れな
いが、この成果に立脚した医薬品開発や診断技術の開
発が将来行われる可能性はかなり高いと期待できる。

Ⅱ－１ 国家プロジェクトとしての妥当性

Ⅱ－２．目標設定

・一般医でも専門医並みの治療成績を可能にする心疾患
する治療システムの機器を開発する。

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ １．国家プロジェクトとしての妥当性

•心疾患治療システム機器には高い安全性・信頼性が求
められ、多大なの開発コストがかかる。また多くの技術の
融合や医学研究機関の協力が不可欠である。さらに診
療報酬 扱 を 究開発 段階 確 き

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

・医療系、工学系の企業の協力体制の構築するため、循
環器医療、心血行動態、循環制御で世界でも屈指の実

療報酬上の取り扱いを研究開発の段階では明確にでき
ない市場の不完全性があり、民間だけでの開発は困難
で、国の関与の意義は大きい。

績を誇るプロジェクトリーダーの下に、技術研究組合医療
福祉機器研究所で組織する開発委員会で方向付けて実
施した。182



(3) がん・心疾患等に対応した医療機器の応用・実用化開発

（2001-2005年度）

Ⅰ－１．技術波及効果

Ⅰ－３．経済効果

•リスクの高い医療機器開発、海外との競争力および医

Ⅰ．波及効果に関する調査

「国民の健康寿命延伸」に資する研究開発成果を実施者
が発展させ、活用していることは、開発リスクの高い医療
技術開発である。いずれの技術も最終的には患者QOL 
の向上に結びつく。

工連携、産学連携、技術シーズの移転の迅速化への貢
献している。医療機器産業の市場規模は、平成16 年度
では2.5 兆円程度、このうち96 百億円程度(38%)を輸入
に頼っている状況の改善が期待できる。

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•高度医療機器や高齢者支援機器を開発しテーラーメイド
に基づくきめの細かい医療を実現するなど、明確な目標

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

•先端生命科学の急速な進歩を背景とした新しいコンセプ
ト(バイオテクノロジーやナノテクノロジーなどの先進的技
術シ ズ 基づく技術開発を推進する事業と 本制度や実用化達成度の指標が設定されている。また、知的所

有権の保護の問題を考慮にいれつつ、実用化の動向や、
特許、学会等での発表などを指標化している。

術シーズ)に基づく技術開発を推進する事業として本制度

は極めて有意義である。疾病予防・診断・治療に寄与し
「健康寿命を延伸」するのに貢献しうる医療機器の開発
である。

Ⅱ－１ 国家プロジェクトとしての妥当性

Ⅱ－２．目標設定

•世界で最も急速に進む我が国の高齢社会での国民の安心と安全
を確保するための医療機器産業の振興が目標である。今後の医
療機器研究開発は診断技術に加え 治療技術にも力をいれるた

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ １．国家プロジェクトとしての妥当性

•診断技術のみの開発と比べ、高い安全性・信頼性確保
の負担が大きいことから、民間企業のみで負担すること
ができない多大なリスクがある。また、多くの分野の横断
的な連携も 欠 あ 本制度 る事業

療機器研究開発は診断技術に加え、治療技術にも力をいれるた
めに“疾患の治療”に対する新しい診断・治療技術開発を行う。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

•採択公募、運営管理など適切であり、技術として国際的に比較優
を達成 本制度が 象 診 治療 機 等的な連携も不可欠であり、本制度のＮＥＤＯによる事業は

極めて有意義である。
位を達成した。本制度が対象としている診断・治療一元機器等で
は、基礎研究、前臨床研究、臨床研究、治験というプロセスをすべ
てクリアするのは、長期間の研究開発が必要となる。

183



(4)-1 早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの：血管壁組織性状診断・治
療システム（1998～2005年度）

Ⅰ 波及効果に関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

•臨床応用に耐え得る「血管壁厚み変化の空間分布リア

Ⅰ－３．経済効果

•動脈硬化の早期検出法として従来法をはるかに超える
性能を有しており、臨床に導入されれば早期治療による

Ⅰ．波及効果に関する調査

ルタイム表示システム」および「血管壁弾性特性の空間分
布リアルタイム表示システム」をまとめて1 台の装置で実
現した。

Ⅰ－２ 研究開発力向上効果

動脈硬化の縮退も期待でき、集団検診などへの活用や
市場拡大が見込める。また、Ｘ線の被爆を防ぐなどの利
点もあり、実現性・臨床的有用性ともに高い。

Ⅰ－４ 国民生活・社会レベルの向上効果Ⅰ ２．研究開発力向上効果

・システムの試作機を完成させ、今後は血管弾性ライブラ
リとして、システムの計測値と病理との対応表を構築し、
治験を経て、実用化する。血管の性状を直視できる超音

Ⅰ ４．国民生活・社会レベルの向上効果

•、食生活の欧米化と高齢化社会の急速な進展に伴い、
心筋梗塞、脳梗塞などの循環器系疾患が近年増加して
いる。この主原因である動脈硬化症については現在早期

Ⅱ ２ 目標設定

波診断機は、病状の診断だけでなく、予防医学の手がか
りや薬物治療効果の判定等に大きな社会的意義を持つ。

原著論文数：10件、特許出願件数：17件

診断を可能とする技術がない。本研究開発は危篤な粥
状動脈硬化疾患の確定診断のみならず、集団検診も期
待できる。

Ⅱ－１ 国家プロジェクトとしての妥当性

Ⅱ－２．目標設定

•動脈硬化の早期診断を目的に、血管壁の厚み変化およ
び弾性特性という新しい診断パラメータを、超音波の応
用により体表から非侵襲かつ定量的に提供するシステム

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ １．国家プロジェクトとしての妥当性

•研究開発実施体制・開発計画とも適切に構築・計画され
ており、産学官のチームワークが機能した。大学の研究
を産業に結び付けて実用化する産学連携、学際協力事
業など 観点から 事業に相応し 臨床家 参

を開発する。集団検診に応用することで動脈硬化疾患の
早期診断・早期治療の実現に貢献する。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

業などの観点から、NEDO 事業に相応しい。臨床家の参

加により、診断意義の裏付けを行い、世界的に通用する
商品化に繋がるかを見極めることも必要である。

実用化の可能性と限界を見極めた数値目標を設定し、精
度測定などの検証も確実に行いながら、スケジュール通
りに研究を進めた。 184



(4)-2 早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発：内視鏡等による

低侵襲高度手術支援システム（1999～2003年度）

波及効果 関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

コンピ タや機械の技術進歩などから 低侵襲

Ⅰ－３．経済効果

・マニピュレータや内視鏡は実用化の可能性が高
く 課題解決の方針も明確である ユーザーであ

Ⅰ．波及効果に関する調査

•コンピュータや機械の技術進歩などから、低侵襲
手術への期待が高まっており、低侵襲手術に関連した機
器等の開発は、我が国が技術力を持つ分野であり、今後
の市場拡大が見込める。また、低侵襲手術が実現するこ

患者 負担軽減 療費削減

く、課題解決の方針も明確である。ユ ザ であ
る医師及び手術を受ける患者の意見、評価を取
り込み、参画企業による製品化が期待される。

Ⅰ－４ 国民生活・社会レベルの向上効果
とで、患者の負担軽減、医療費削減も期待できる。

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•本プロジェクトの成果である高機能内視鏡システム

Ⅰ ４．国民生活 社会レベルの向上効果

低侵襲手術は患者の身体的負担が少ないので、
高齢者等の回復力の弱い患者に効果的で、入院
期間の短縮や医療費削減にも有効である 手術

Ⅱ－２．目標設定

本プロジェクトの成果である高機能内視鏡システム、
ＤＶＴＸ線撮像システム、手術機具、手術誘導シス
テムは低侵襲手術の普及、産業化の促進が期待できる。

•論文・学会誌掲載：9、特許出願：62

期間の短縮や医療費削減にも有効である。手術
計画の立案、術中変更、術者誘導を可能とする
高度手術を実現する。

Ⅱ－１ 国家プロジェクトとしての妥当性

Ⅱ ２．目標設定

•低侵襲手術は患者の身体的負担が少ないので、高齢者
等の回復力の弱い患者に効果的で、入院期間の短縮や
医療費削減にも有効であるが、術中の視野が狭く、術者
に高度な技術を要求される 低侵襲手術法の普及 確立

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ １．国家プロジェクトとしての妥当性

•個別の技術・装置を開発しても単独では容易に臨床上
十全な機能を発揮できず、装置技術とそれを臨床で利用
する医療技術とを並行に開発する必要がある。技術的・

に高度な技術を要求される。低侵襲手術法の普及、確立
により患者の早期回復に資することが目標である。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

具体的な定量的目標が設定され る 個 素 絞 込市場的な将来の不確実性のリスクもあり、民間企業が独
自で開発投資を行うのが困難である。

•具体的な定量的目標が設定されている。個々の要素の絞り込

みで、研究開発の体制は実施可能な企業と研究者で構成さ
れている。

185



(4)-3 早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発：共焦点レーザ顕微鏡
による全染色体画像解析診断装置（2002～2003年度）

Ⅰ 波及効果に関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

染色体前処理技術を確立し 最終的検出感度を従来の

Ⅰ－３．経済効果

疾患の診断 早期治療 発症の予防 予後予測に繋がり

Ⅰ．波及効果に関する調査

染色体前処理技術を確立し、最終的検出感度を従来の
約１０Ｍｂから２Ｍｂに向上させた。紫外～赤外波長に対
応した共焦点レーザ顕微鏡を開発し全染色体画像解析
装置を稼動させた。

Ⅰ 研究開発力向上効果

•疾患の診断・早期治療・発症の予防・予後予測に繋がり、
ひいては診断・治療段階での大幅な省エネルギー化、医
療コストの削減に資する。

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果
Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•癌遺伝子診断が期待される。テーラーメイド医療に貢献
できる情報をCGH 解析により提供可能とした。新規蛍光
物質 を効率よく励起できる小型レーザの開発が望まれる。

民 果

染色体異常の解析は、疾患の予知・診断・予後予測の有
力な手段であり、社会的要請が高く、高性能の装置が開
発できれば、診断における合理化とそれによる社会的貢
献及び大きな経済効果も期待できる

Ⅱ－２．目標設定

全染色体を 度に 限られた時間で 直接的に解析し

物質 を効率よく励起できる小型レ ザの開発が望まれる。

•投稿論文 ：７５件、特 許：」７件

献及び大きな経済効果も期待できる。

Ⅱ 現在の視点からのプロジ クトの評価のための

Ⅱ－１ 国家プロジェクトとしての妥当性

•全染色体を一度に、限られた時間で、直接的に解析し、
染色体の異常（増幅／欠損）の有無、並びに場所の同定
が可能な一次診断装置として「共焦点レーザ顕微鏡によ
る全染色体画像解析診断装」を開発すると共に、染色体
異常から疾患の診断 早期治療 発症の予防 予後予測

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ １．国家プロジェクトとしての妥当性

•高性能の装置開発には、広範な領域の経験と技術力、
及び、複合的な技術の高度な組み合わせが必要であり、
民間企業単独で行うにはリスクが高く、民間企業の技術
力 結集を可能にする資金投資には 関与が必

異常から疾患の診断、早期治療、発症の予防、予後予測
のための画像解析ソフト開発を目的とする。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

最小限の要素技術を取り上げ 予算やスケジ ルに見力の結集を可能にする資金投資にはNEDO の関与が必
要不可欠である。

最小限の要素技術を取り上げ、予算やスケジュールに見
合った指標を明確にし、各分野で最高水準の技術を持つ
企業の研究開発実施者が選定され進められた。
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(4)-4 早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発：

医用化合物スクリーニング支援システム（1999～2002年度）

波 効果 関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

•標的タンパク質構造が未知の場合の最適化合物設計法
Ⅰ－３．経済効果

標的タンパク質構造が未知の最適化合物設計システム

Ⅰ．波及効果に関する調査

に関しては，開発されたソフトウェアが実用化，事業化の
レベルに達しており，創薬時の探索期間の短縮が期待で
きる。成果は世界最高水準に達し充分な国際競争力を持
ち，今後創薬基盤技術として更なる発展につながる。

・標的タンパク質構造が未知の最適化合物設計システム
は，上市予定にまで至っている。その成果は世界最高水
準に達し充分な国際競争力を持ち，今後創薬基盤技術と
なる。

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•成果は，製薬関連企業の医薬品開発にとどまらず，広く
創薬研究を行う大学関係者への波及効果も期待できる。

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

・国民の健康寿命延伸に資する新薬開発の期間短縮・コ
スト削減を可能にする。システム開発を行う情報系企業
とその評価を行う製薬企業が密接に連携し 世界水準を今後は，活性値・物性・ADMET 情報も取り込んだ，分子

設計のトータル探索支援ツールへの発展も期待できる。

•論文１０件、特 許 出願予定１件

とその評価を行う製薬企業が密接に連携し，世界水準を
超える特色あるソフトウェアを開発した。

Ⅱ－１ 国家プロジェクトとしての妥当性

Ⅱ－２．目標設定

・医薬などの医用化合物開発の初期段階に広く行なわれ
ている大規模なスクリーニングで見出される多数の活性
化合物の構造情報あるいは標的蛋白質を理論的に解析

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ １．国家プロジェクトとしての妥当性

・創薬開発における候補化合物群のような情報は企業の
極秘事項であるため、創薬のための新しい基盤の構築
は，民間だけでは困難である。公共性が高い事業でもあ

が中心とな 産学官 連携 進め く

化合物の構造情報あるいは標的蛋白質を理論的に解析
し、少数の有望な候補化合物を選定し、最適化合物の設
計を支援するプログラムシステムを開発する。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法
り、ＮＥＤＯが中心となり産学官の連携の上で進めていく
べきである。

Ⅱ ３．プ ジ クトの実施方法

・ＮＥＤＯ関与のもと，コンピュータ分子設計のポテンシャ
ルを有する情報系企業と製薬企業の連携で実施した。187



(5) 高齢者等社会参加支援のためのシステム開発（高齢者生活作業支援システム：

身体機能リハビリ支援システム（1999-2003年度）

Ⅰ－１．技術波及効果

歩行訓練支援シ ム試作装置 臨床評価を行 肢機能

Ⅰ－３．経済効果

早期の実用化を図り 実施者自体が事業化に積極的に

Ⅰ．波及効果に関する調査

•歩行訓練支援システム試作装置で臨床評価を行い、下肢機能回
復支援システムで体幹支持機構、シート・歩行面などの改良を実施
した。上肢動作訓練支援システムで臨床評価を行い、脳血管障害
による慢性期片麻痺患者の上肢運動機能回復への適用が期待で
きる。

•早期の実用化を図り、実施者自体が事業化に積極的に
なり、成果をブレークダウンして１、２年で実用化、商品化
できるものを見いだす。

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•本プロジェクトで確立されたリハビリシステム・ノウハウの製品化を
予定。さらに医師・療法士と協力を進め患者を対象とした臨床実験
を継続し 身体機能リハビリ支援システムの実用化・製品化を進め

民 果

•最先端の福祉機器技術を活用し、安全性・利便性に優
れ高性能な医療福祉機器の開発を行なった。健康寿命
延伸のための医療福祉機器高度化プログラムに適して
いる リハビリ支援システムは 上肢および下肢に関する

Ⅱ－２．目標設定

を継続し、身体機能リハビリ支援システムの実用化・製品化を進め
る。複数人同時訓練可能な本格型装置開発に繋がる。

•原著論文数：24件、特許出願件数：25件

いる。リハビリ支援システムは、上肢および下肢に関する
身体機能の低下に対し、リハビリ支援をサポートするもの
である。

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための

Ⅱ－１．国家プロジェクトとしての妥当性

本プロジ クトは 高齢社会におけるリハビリテ シ ン

目標設定

•高齢者・障害者介護支援センター等の施設において、健常または
四肢機能に軽度の障害をもつ高齢者・障害者を対象として、四肢
の運動機能の計測・評価を行い、その結果を医師・療法士、高齢
者・障害者等にフィードバックすることによって、医師・療法士の負

参考情報

•本プロジェクトは、高齢社会におけるリハビリテーション
の重要性に着目し、施策および社会の動向に合致した開
発であるとともに、民間企業が単独で投資効果まで考え
て手を出せる分野ではなく公共性も高いことからNEDO 
の事業として妥当である また 優れた福祉機器はほと

担を軽減するとともに、高齢者・障害者の訓練に対する自発的意
欲を向上させるリハビリ支援システムを開発する。。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

・福祉分野での日本の機器開発能力を世界に示すために研究組の事業として妥当である。また、優れた福祉機器はほと
んどが輸入である現状をみれば、日本が得意とするメカ
トロニクス技術を使用した福祉機器開発の必要性は高い。

福祉分野での日本の機器開発能力を世界に示すために研究組
織の変更や研究期間の短縮を適宜行うとともに企業をメインに大
学が技術的・臨床的にバックアップする体制が機能した。
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(6) 国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実用化開発

(2001-2005年度)

Ⅰ－１．技術波及効果

Ⅰ－３．経済効果

・福祉機器は車いすなどに代表されるように利用者への

Ⅰ．波及効果に関する調査

・地域的な特異性を生かした福祉関連領域の研究開発の
促進（寒冷地、人口密集地、過疎地）は地震などによる緊
急時対応など多くの研究課題のが用的な成果として提案
されている。

フィッティングや加工が必要となる場合が多く、地域産業
的な性格が強い。在宅福祉など地域に根付いた福祉活
動のニーズも今後高まることが予想され、地域特性を考
慮し公的機関を核とした産学官連携による福祉機器の開
発 意義 大きく 地域産業 発 献する

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•ウェルフェアテクノハウス研究開発事業の実施者が多く
参加し、前身の事業の実績やデータを利用して研究開発

発の意義は大きく、地域産業の発展に貢献する。

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

•製品化につながった実績があり、十分な成果を上げた。
究 続 究協 確

Ⅱ－２ 目標設定

を実施することができた。

•事業成果の実用化実績や知的財産として活用実績も十
分にあり、また派生事業への展開も多く行われている。

さらに研究開発の継続・発展、研究協力関係の確立など
の間接的効果も生み出しており、地域における福祉機器
産業の発展に貢献している。

Ⅱ－２．目標設定

•ウェルフェアテクノハウス、先端在宅介護機器を備えた高齢者対
応住宅であり、これまでのように各種在宅介護機器、高齢者対応
住宅といった個別な取り組みではなく、要介護者の在宅での現実
の生活形態を踏まえた高齢化社会における望ましい在宅介護を実

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ－１．国家プロジェクトとしての妥当性

福祉機器関連企業は中小企業が多く、経営基盤が脆弱
であること、将来の高齢化の進行を想定すると、福祉機
器の開発の緊急性は高いことから 福祉機器開発分野

の生活形態を踏まえた高齢化社会における望ましい在宅介護を実
現する。。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

各地域で研究会を開催し学識経験者等の意見を研究開発に反映
させて 効率的な運営体制を組織できた また研究開発の実施期器の開発の緊急性は高いことから、福祉機器開発分野

への国の政策的支援の必要性は高い。
させて、効率的な運営体制を組織できた。また研究開発の実施期
間内での適切な事業計画の修正も行われ、柔軟性を持った制度
運営が行われた。
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(7) エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開発補助事業（1999～2002年度）

波 効果 関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

•在宅介護の現場では、個別の福祉用具の活用を図るだけでなく、

Ⅰ－３．経済効果

・国が主導して省エネルギーに資する福祉機器の開発を

Ⅰ．波及効果に関する調査

在宅介護の現場では、個別の福祉用具の活用を図るだけでなく、
入浴や排泄、移動といった一連の動作を考えると、個別の機器単
位の対応では限界があり、個々の機器開発の成果の上に、住宅と
のマッチングやヒューマンインターフェースを考慮したトータルなシ
ステムとしての取り組みが成果である。

実施したことは、福祉機器関連企業に対する環境配慮へ
の喚起につながり、今後省エネルギーやリサイクル等を
考慮した福祉機器開発が促進される効果が十分に期待
できる。

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•次の応用的な研究へ発展させた例や派生事業を生み出した例も
多数存在する。開発テーマごとに設定している省エネルギー効果
の算出法を根拠とした場合の省エネルギー実績値を見ると、大幅
な省 ネ ギ 効果が得られた成果も複数存在する

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

・福祉用具関連産業の高い成長が見込まれる中で、関連
企業の省エネルギーやリサイクルへの取り組みの姿勢

が指摘 ギ

Ⅱ－２ 目標設定

な省エネルギー効果が得られた成果も複数存在する。

•特許：17件
の低さが指摘されている。国による合理的なエネルギー
使用を前提とした在宅福祉機器開発は、環境対策に対
する福祉用具関連産業の関心が高まる。

Ⅱ－１ 国家プロジェクトとしての妥当性

Ⅱ－２．目標設定

•エネルギー使用合理化と在宅福祉機器開発という２つの観点で
目標を達成した。また、本制度において目標達成時期を制度終了
から５年と設定し、制度終了から５年後の省エネルギー効果という
具体的かつ明確な目標達成の判断指標を設定した。

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ １．国家プロジェクトとしての妥当性

・高齢化の進展に伴い、一般家庭における福祉機器の利
用は急速に拡大していくことが予想され、将来に向けた
民生エネルギーの消費低減の必要性から、エネルギー
使 合 を 的と た福祉機器 開発を 政策的

具体的かつ明確な目標達成の判断指標を設定した。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

•関係者間の連絡・調整は十分に行われ、NEDO が構成する委員

会による中間報告会の開催により、効率的な運営体制の確立と適
切な進捗管理が行われていた また 助成事業終了後５年間は使用合理化を目的とした福祉機器の開発を国の政策的

支援によって行う必要がある。

切な進捗管理が行われていた。また、助成事業終了後５年間は、
１年ごとに企業化状況についての報告書提出などが義務づけた。
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(8)-1 健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究：

「循環器系疾患に対する予後診断を含む低侵襲診断治療システム」(1998-2002年度)
波 効果 関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

•血管壁の形態的・機能的診断技術の研究、血管病態の

Ⅰ－３．経済効果

・要素技術開発の製品化の可能性は高い。心臓手術支

Ⅰ．波及効果に関する調査

予後予知を含む機能診断技術の研究、形態情報と機能
情報の３次元画像統合システムで成果を上げた。

•手術支援マニピュレータ、血管再建用手術支援システム
の研究 マイクロサージェリー 血管再建技術の研究で成

援マニュプレーターなど既に企業との共同開発が始まっ
ている。波及効果として、医学・工学の大学内での学際
的機関の新設に繋がった。

Ⅰ－４ 国民生活・社会レベルの向上効果の研究、マイクロサ ジェリ 、血管再建技術の研究で成
果を上げた。

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

・開発したトータルシステムは 社会の医療に対する要請

Ⅰ ４．国民生活 社会レベルの向上効果

•循環器系疾患は、生活習慣病のなかでも致死性の疾患
であり、虚血性心疾患死と脳卒中死を併せると癌死を超
える。侵襲診療機器による診療が出来れば国民にとって
益 が 治 治

Ⅱ－２ 目標設定

・開発したト タルシステムは、社会の医療に対する要請
に合致し、需要が見込める。現在は試作機であり、一部
企業と共同で実用化が進む。

•原著論文数：61件、特許出願件数：10件

益するところが大きい。また、診断同時治療・先取り治療
が可能となることによって国民の循環器疾患死亡を予防
することも可能である。

Ⅱ－１ 国家プロジェクトとしての妥当性

Ⅱ－２．目標設定

•血管病変等の形態的、機能的データから、循環器系疾患の検査、
予後予知診断を含む診断に有用な医学的知見を収集し、血管の
病態等の画像データ、機能情報を、リアルタイムに三次元画像とし
て得る診断システムの開発を行う さらに リアルタイムで得られる

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ １．国家プロジェクトとしての妥当性

・従来医療機器は企業のみによる工学的研究が先行し、
臨床研究が後を追う形が多かったので成果は比較的限
定されていた。総合的な研究開発は多くの専門知識、専

家 多額 投資 ある程度 期 が必 とな

て得る診断システムの開発を行う。さらに、リアルタイムで得られる
データを基にして、低侵襲な血管再建手術が可能な動脈硬化性血
管疾患に対する血管内治療システムを含む統合的な治療を実現
する要素技術、システム化技術、遠隔手術の研究を行う。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法
門家、多額の投資、ある程度の期間が必要となり、民間
のみでは困難で、国家規模の予算が必要とされ、また大
学医学部工学部の連携研究組織が必要である。

ジ ク 実施方法

・医学者を主として多方面の工学系を含む研究グループの医学・
工学の共同研究者ならびに大学院生が定期的に一堂に会し意思
の疎通を図りながら、計画を進行できた。191



(8)-2 循環器系疾患に対する予後診断を含む低侵襲診断治療システム：

低侵襲超高度選択的／局所診断・治療一元化システム（2000-2002年度)
波 効果 関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

・多チャンネル腹腔鏡システムは実用化の段階にあり、今

Ⅰ－３．経済効果

・基盤研究にとどまらず、実用化を視野に入れており、腹

Ⅰ．波及効果に関する調査

後はチャンネルに挿入する各種プローブの開発が主体と
なる。石英イメージガイドは、耐久性テストと産技術研究
を行う必要がある。小型光音響プローブは胆管、気管支
等現状でも十分に実用化が可能である。

腔鏡システム、細径膵管内視鏡のプロトタイプを具現化し
た技術力は国際的にも優れている。癌の診断・治療を効
果的、短時間で実施できる可能性を有し、臨床評価を
データが蓄積されれば、実用化も可能である。内視鏡の
高度 と う点 技術 波 効果もある

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

・基盤研究として、経カテーテル的遺伝子治療や、光によ
るリンパ節転移診断技術でも一定の研究成果が得られて

高度化という点では周辺技術への波及効果もある。

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

•患者のQOL向上のため、診断・治療の低侵襲化が強く

在 技いるなど、研究成果は多い。また、論文数は十分であり、
国内外の学会誌など発表数は多い。

•原著論文数：32件、特許出願件数：3件

求められるようになっている。現在の技術の延長上では
なく画期的な次世代へ向けた局所を対象とした低侵襲
（非手術的）診断・治療一元化システムを実現させる。

Ⅱ－２．目標設定

・カテーテルを高度化・多機能化させ、体内臓器の疾患局所に対す
る高感度な診断と局所に対する分子生物学・遺伝子工学応用治療

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ－１．国家プロジェクトとしての妥当性

・微小膵癌に対する内視鏡下での診断・治療に使用でき
る多機能カテーテルの開発は、侵襲を伴う手術の診断・
治療に比べ格段に危険性が軽減される また消化管リン

支援を可能にする技術を開発するとともに、両技術の統合による
局所診断・治療一元化技術の研究を行う。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

・技術動向や市場調査に基づいて実施された。対象疾患を消化器治療に比べ格段に危険性が軽減される。また消化管リン
パ節転移の局所診断・治療は、医療現場からのニーズも
あり、成果の公共性も高く、NEDO の事業として妥当で
あるる。

技術動向や市場調査に基づいて実施された。対象疾患を消化器
癌のリンパ節転移と膵癌にし、事業を集約化するなど、中間評価
の指摘事項などを勘案して軌道修正を柔軟に行ってい。研究開発
体制は、同一大学内での医工連携で行った。
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(8)-3 循環器系疾患に対する予後診断を含む低侵襲診断治療システム、高次生体情報の
画像化による診断・治療システム （1999～2003年度）

波 効果 関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

・先端医療センターを核とした各大学・研究所間の医工連
Ⅰ－３．経済効果

Ⅰ．波及効果に関する調査

先端医療センタ を核とした各大学 研究所間の医工連
携のもと、前立腺疾患診断治療支援システム等有用な新
規開発があり、すでに実用化段階まで研究開発を進めて
いる。

Ⅰ 研究開発力向上効果

・前立腺疾患の MRI 診断治療法やMRI 内視鏡などは世

界最高水準である。国際的な機器開発状況が当初とは
大きく異なっているが、成果は商品化により市場創造に
結びつく可能性はある。

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•実用化が期待できる成果に絞り、その要素技術の成熟
度を高めるとともに企業との共同にて実用化開発を進め
る。特に、高磁場MRI（磁気共鳴画像法）の応用は今後さ

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

•実時間脳機能計測技術、体内温度温度計測技術、代謝
計測技術、内視鏡治療支援技術等は大学病院や基幹病
院等 療機 基盤技術 普

る。特に、高磁場MRI（磁気共鳴画像法）の応用は今後さ

らに研究が進む分野であり、次期開発テーマに結び付け
ていく。

•原著論文数：532件、特許出願件数：4件

院等の医療機関におけるMRI 基盤技術として普及の見
込みがある。

Ⅱ－１ 国家プロジェクトとしての妥当性

Ⅱ－２．目標設定

•MRI 画像による各種臓器の動態計測、磁気共鳴分光画
像法（MRSI）や磁気共鳴機能画像法（fMRI）による生体

機能計測の高度化・高感度化を推進した 並列計算によ

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ １．国家プロジェクトとしての妥当性

がん撲滅や高齢化対応という社会的ニーズの中で、臨床
的要求度、欧米からの立ちれ、企業で研究開発の経済
的負担を考えると、がん治療および脳機能の動態解析の
基盤技術開発 共性が高く 大学が単独 行

機能計測の高度化・高感度化を推進した。並列計算によ
るリアルタイム画像情報処理の技術開発により、生体機
能を最大限に温存した治療システムの開発を行う。。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法
基盤技術開発は、公共性が高く民間や大学が単独で行
うことは不可能であり、産学官連携、医工連携の促進と
いう点でNEDO の関与が必須である。

・医工連携の事業として臨床的ニーズに基づき戦略的、
具体的かつ明確に設定した目標で、先端医療センターを
核として医工連携のマネジメントは円滑に進んだ。193



(8)-4 微小電極利用遺伝子情報計測システム（2000～2002年度）

経済効果波 効果 関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

•微小電極アレイ基板上に安定に固定した病因に関連したDNA と
患者のDNA との反応を電気化学的手法によって検出することに

Ⅰ－３．経済効果

•近年バイオメディカル市場、ＤＮＡチップ市場が急速に拡
大しており、疾患における特異的遺伝子変化を利用した
病院の外来など「オンサイト」使用できるポータブル型の

Ⅰ．波及効果に関する調査

患者のDNA との反応を電気化学的手法によって検出することに

よって、簡便、迅速かつ高精度に感染症やがん等の診断を可能に
した。さらに、１００ミクロンの微小電極を利用した遺伝情報計測の
研究を行い、遺伝子の診断用ポータブルタイプの遺伝情報計測シ
ステム実用化の基盤研究となった。

病院の外来など「オンサイト」使用できるポ タブル型の
遺伝子情報解析装置開発が求められている。ＤＮＡチッ
プの健康産業への進出に先鞭をつけるために必要な基
盤研究という位置づけにある。

Ⅰ ４ 国民生活 社会レベルの向上効果
Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•プロジェクトの成果を受け、感染症遺伝子などの臨床サンプルを
微小電極とDNA 増幅チップで検出する。実用化に関連企業が参加

し、マイクロアレイの高密度化、測定の高速化、サンプルの微量化

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

•病院の外来などで「オンサイト」使用できるポータブル型
の遺伝子情報解析装置は、現場でのニーズに応えられ
る。また、ヒトを対象とした医療現場のみならず、畜産をし、 イク ア イの高密度化、測定の高速化、サン ルの微量化

などへの技術展開が可能になった。

•原著論文数：23、特許出願件数：3件

る。また、ヒトを対象とした医療現場のみならず、畜産を
含めた多方面にわたり利用可能である。特に地球規模で
の流行のおそれのある感染症拡大防止の検疫作業の有
力な手段になり得る。

Ⅱ－１ 国家プロジェクトとしての妥当性

Ⅱ－２．目標設定

•電極直径1 ミリの微小電極アレイを１００ミクロンの電極へ適用を
示し、基板上に安定に固定した病因に関連したDNA と患者の
DNA との反応を電気化学的手法によって検出することによって

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ １．国家プロジェクトとしての妥当性

国民の健康福祉にかかわる公共性の高い研究であり、
医学工学の連携を必要とする課題である。また、倫理的
問題もあって民間活動だけでは完遂できないのでNEDO 

支援は適切 ある

DNA との反応を電気化学的手法によって検出することによって、

簡便、迅速かつ高精度に、感染症やがん等の診断システムの構
築のための基礎データを得る。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

波 学を れぞれ 役割 担がき 確 れの支援は適切である。 •筑波大学を中心に、それぞれの役割分担がきちんと確立され、当
初の予定より早く条件設定が得られた研究については、新たな検
討課題を加えるなど、情勢変化への対応も適切に行われている。
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(8)-5 光干渉利用高機能断層画像測定システム(2000-2003年度)

Ⅰ．波及効果に関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

•時間ゲート型OCT について、生体試料に玉ねぎを用い
た場合 71μs の世界最短の露光時間で鉛直断面のC ス

Ⅰ－３．経済効果

•実用化に向けたイメージは明確であり、内視鏡融合型
OCT とGRIN レンズ型OCT は実用化に近い。時間ゲー

Ⅰ．波及効果に関する調査

た場合、71μs の世界最短の露光時間で鉛直断面のC ス
キャンOCT の取得に成功した。時間ゲート型OCT、
GRIN レンズ型OCT は新たな技術であり、その応用が期
待される。。

ト型OCTも実用化を推進すべきテーマであり、今後、ニー

ズに対応していけば、競争力のある、商品としてのデバ
イスが完成する可能性が高い。

Ⅰ－４ 国民生活・社会レベルの向上効果
Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•現在、診断に用いられている様々な装置による空間分解
能は100 ミクロン程度が限界である。この分解能を1/10 
以下にする事により形態計測による新しい診断技術が派

Ⅰ ４．国民生活・社会レベルの向上効果

•近い将来、OCT は、眼科領域以外でも種々の臨床分野

で活用できる診断技術として発展する可能性が高い。
OCT を実際の臨床現場で使用できる診断技術として実

以下にする事により形態計測による新しい診断技術が派
生する。特に直径10 ミクロン内外の毛細血管を観測し、
その異常を観測できるようになる。

•原著論文数：19、特許出願件数：17件

用化し、新生血管の画像化など、分光学的な生体構成要
素の抽出ができるようになれば、癌の早期診断を始め、
より多くの疾患の診断に対応できる診断装置に繋がる。

Ⅱ－１ 国家プロジェクトとしての妥当性

Ⅱ－２．目標設定

•医療の無侵襲化・高度化に適用可能な新たな技術の応用可能性
や再生医療など細胞レベルでの診断・治療に必要な要素技術につ
いての研究を行うとともに、、迅速で無侵襲的に検査を可能とする

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ １．国家プロジェクトとしての妥当性

・現在OCT の市場は眼科に限定されているが、近い将

来、内視鏡などとの組合せによって市場が飛躍的に拡大
することが期待できる。このOCT の技術革新が医療診

断 多大な 献をする と 確か あ 世 的 も開

研究を行う も 、、迅速 無侵襲的 検 を可能 する
技術など次世代の医療機器開発のために必要な基盤研究を行う。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

•世界の研究開発動向、市場動向を見据えた開発計画になってお
り わが国独自の 新たな先端技術の確立を目標に掲げて 研究

断に多大な貢献をすることは確かであり、世界的にも開
発競争が活発化している中で、国際競争力を養成すると
いう意味でも、NEDO の関与が必要である。

り、わが国独自の、新たな先端技術の確立を目標に掲げて、研究
を推進した。研究後期に10 テーマを4 テーマに絞った開発の重点
化は、研究規模から妥当で、結果として成果を出している。
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(9) タンパク質機能解析技術開発（2000～2002年度）

Ⅰ－１．技術波及効果

Ⅰ－３．経済効果

•医療関連産業の市場規模は、2009年には世界で医薬
治療機 検査 診

Ⅰ．波及効果に関する調査

•ヒト遺伝子の80％にあたる約18,000 遺伝子のヒトcDNA 
セットを構築したこと、また6 万個のGateway 導入クロー
ンを作製し、うち2 万個以上についてタンパク質発現を
行ったこと等は世界的にも高い成果である。

品で80兆円、治療機器で20兆円、検査・診断で8兆円と
試算されている。

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•本プロジェクトは、2003年に(14) タンパク質機能解析・活
用プロジェクトに統合された。

•実用化への基盤整備を実現した。また、幾つかのテーマ
において具体的な事業化の提案があり、概ね事業化を
視野に入れた研究が行われていた。直接的に本プロジェ
クトの成果を利用した高収益の事業化は困難かも知れな
が 成 薬 技いが、この成果に立脚した医薬品開発や診断技術の開

発が将来行われる可能性はかなり高いと期待できる。

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ－１．国家プロジェクトとしての妥当性

•日本の資産である完全長cDNA ライブラリをさらに発展

させた 各種 大規模デ タベ 構築は民間主導 は

Ⅱ－２．目標設定

•今後のタンパク質機能解析の重要性を踏まえて、適切な戦略目
標が設定されており、また概ね定量的な目標を掲げ、それを達成
したことは大いに評価できる 内外の技術開発動向とプロジェクト

参考情報

させた、各種の大規模データベース構築は民間主導では
難しく、我が国の圧倒的な優越性をもって行われたヒト
cDNA 全長配列解析プロジェクトの成果を実用化に近づ

けるための試みとして、公的プロジェクトとして進める意
義があ た

したことは大いに評価できる。内外の技術開発動向とプロジェクト
の進捗を照らして個別テーマを適切に取捨選択した。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

•成果コンソーシアムによって、一定期間のオプション（会員に対す
般 前成 れ 伴う遺伝 権 産業応義があった。 る一般公開前成果の開示やそれに伴う遺伝子の権利化、産業応

用など）を与える仕組みは、企業には参入しやすい条件と考えられ、
効果があった。
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(10) タンパク質発現・相互作用解析技術開発（1999～2002年度）

波 効果 関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

バイオテクノロジ としてのチップ技術 膜蛋白の機能をも た発

Ⅰ－３．経済効果

創薬タ ゲ トとして価値の高い膜蛋白質を発現させる技術の開

Ⅰ．波及効果に関する調査

・バイオテクノロジーとしてのチップ技術、膜蛋白の機能をもった発
現技術、癌の多数蛋白パターンでの診断システム、 基礎生命科学

としての膜蛋白、核蛋白のシステム生物医学の確立、先端研にお
けるシステム生物医学ラボラトリーの発足した。

Ⅰ－２ 研究開発力向上効果

・創薬ターゲットとして価値の高い膜蛋白質を発現させる技術の開
発、および癌診断マーカー・癌治療のターゲットとなる蛋白質の同
定の成功など、世界水準の成果を数多く出しており、新たな技術領
域の開拓が期待できる。例）化学物質受容体創薬 ゲノム抗体創
薬、ＧＰＣ３抗体 診断薬１０億 治療薬２００億／年と推定されていⅠ ２．研究開発力向上効果

•既にベンチャー企業の２社が起業しており、事業化に向けた積極
的な取り組みがある。特に膜蛋白質の機能解析システムや癌診断
システム等の事業化は、技術的波及効果も高い。

原著論文数 79件 特許出願件数 10件

る。

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

グ

Ⅱ－２．目標設定

•原著論文数：79件、特許出願件数：10件

◎本プロジェクトはNo.19の「タンパク質相互作用解析ナノバイオ
チッププロジェクト」に統合された。

•特にスクリーニング技術は、実現の可能性が高く、製薬会社等の
需要が高く、社会・経済・産業への貢献は大きい。

Ⅱ－１ 国家プロジェクトとしての妥当性

•細胞内の全ての可溶性タンパク質を再現性良く短時間分離できる
チップの技術、分子プローブを用いて、微量のタンパク質中の配列
を短時間で同定できる技術、ヒトの膜タンパク質を系統的に発現さ
せ、特異性の高い抗体を作製する技術、多数のタンパク質の相互
作用を迅速に検出する技術を確立 更に 細胞を破壊せず タン

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ １．国家プロジェクトとしての妥当性

・民間企業のみでは達成困難でNEDO の関与が強く要

求される。研究効率も非常に高く、各研究は国際的にも
非常に優れたレベルにある。産業的価値からは、スク

グ技術 も 蛋白質 薬 合物 も

作用を迅速に検出する技術を確立、更に、細胞を破壊せず、タン
パク質間の相互作用の活性化及び抑制を感度よく簡便に測定す
る技術を確立する。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

リーニング技術よりも、蛋白質や医薬品化合物そのもの
の特許を押さえることがより重要である。

研究開発計画を、ゲノム解析の進展にそって、必要度の高いもの
に絞り込み適切に設定し、企業からの研究者がプロジェクトリー

ダーの研究室に集い、集中型研究を行った。197



(11) 遺伝子多様性モデル解析技術開発（2000～2005年度）

波 効果 関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

・疾患関連および薬剤感受性遺伝子同定手法 新規アル

Ⅰ－３．経済効果

・創薬標的の同定やテーラーメイド医療の実現に資する成果が得
られ、施設での臨床応用、企業化に向けての準備が着実に行われ

Ⅰ．波及効果に関する調査

・疾患関連および薬剤感受性遺伝子同定手法、新規アル
ゴリズムによる情報解析法、およびモデル疾患関連情報
データベースの構築等の技術開発に成功。一部は企業
化、臨床応用を行う段階まで到達した。

ている。解析システムやデータベースについては汎用性があり、実
用化されている。マイクロサテライトマーカーを用いたゲノムワイド
関連解析ではベンチャー企業の設立など積極的に行われている。

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果
Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•多数のサンプルを収集し、一部は株化して公的バンクに
寄託している。多因子病やがん関連遺伝子の同定にも成
功している 汎用性のあるデータベースを公開している

•診断薬、薬剤開発に繋がる。がんデータベース、がん化学療法の
診断への応用、アルゴリズム部門の技術を用いた関節リウマチや
尋常性乾癬等の自己免疫疾患と遺伝的相関解析は、医療経済全
体にあたえるインパクトが大きい。

Ⅱ－２．目標設定

•モデル疾患関連情報ＤＢを構築し、遺伝子型とその表現型とを関
連付ける各種遺伝統計学的手法を用い、全ゲノム上から疾患感受

功している。汎用性のあるデ タベ スを公開している。
ベンチャー企業も設立され、今後テーラーメイド医療への
展開が期待される。

•原著論文数：64件、特許出願件数：30件
性遺伝子や薬剤感受性遺伝子を探索できる情報解析システムを
構築する。このＤＢや情報解析システムを用い、各モデル疾患ごと
に関連する疾患感受性遺伝子や薬剤感受性遺伝子を同定する。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ－１．国家プロジェクトとしての妥当性

•多因子疾患やがんの新規医薬品開発、テーラーメイド
医療の実現を目指したプロジェクトであり、健康安心プロ
グラムの本分野は民間が独自で事業化に取り組むには

・実験部門と情報部門のシナジー効果を期待して、各分野に適材
が登用され、両部門の連携を進めた。ウエット系研究に並行して、
解析用のアルゴリズムが開発されるなど順序、予算の配分、技術
開発のフローに問題はない。実施者は国際的に活躍をしており、
専門分野の能力を活かせる体制が構築されたグラムの本分野は民間が独自で事業化に取り組むには

リスクが高く、また、競争の激しい分野であり、国家がこ
のプロジェクトを推進する必要性が高い。

専門分野の能力を活かせる体制が構築された。
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(12) 糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー構築（2000～2003年度）

波 効果 関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

•約300 個と推定されている、ヒト糖鎖合成関連遺伝子の

Ⅰ－３．経済効果

・バイオインフォマティクスを利用した新規検索システム
を 糖鎖 成 連酵素 新規候補遺

Ⅰ．波及効果に関する調査

うち、新規糖鎖合成関連遺伝子の候補配列を100 個以上
クローニングし、 得られた糖鎖合成関連遺伝子について、

酵素のアミノ酸配列、基質特異性や生理的役割を明らか
にした。それら遺伝子の「ライブリー化」を行い、データ

を開発し、ヒト糖鎖合成関連酵素の105 の新規候補遺伝

子のクローニングに成功した。この数字は、同じ期間に世
界でクローニングされた新規糖転移酵素の2/3 に当たり、
間違いなく世界最高水準の成果を上げた。

ベース化したことは成果である。

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•糖鎖研究は、ポストゲノム時代の最重要課題の一つであ

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

・成果は、広くライフサイエンス領域に大きな波及効果、
癌など医療関連分野への応用展開を生むことが期待で

成 学 般向 情り、我が国が優位にあり将来性のある分野と位置付けら
れる

•原著論文数：130件、特許出願件数：27件

き、成果を学術雑誌やインターネット上で、一般向けに情
報発信したことは、ユーザーの利便性に配慮した点で意
義が大きい。

国家プ ジ クトとし 妥当性

Ⅱ－２．目標設定

•医療・診断薬をはじめ、広い分野に有用な生体物質に多く存在す
る糖タンパク質及び有用糖脂質の合成に必要なヒト糖鎖合成関連
遺伝子を網羅的にク ングし その機能解析と利用技術開発

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ－１．国家プロジェクトとしての妥当性

・多数の存在が予想された糖転移酵素遺伝子のクローニ
ングを民間企業単独で大規模かつ網羅的に行うことは困
難である一方 この分野での国際的競争が激化しつつあ

遺伝子を網羅的にクローニングし、その機能解析と利用技術開発
に資するデータベースの構築を行う。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

•集中研究を主体とした的確な研究開発マネジメントのもとで、新し難である 方、この分野での国際的競争が激化しつつあ
ることから、NEDOが主導して、諸外国に先んじて短期間

に集中的に予算を投下して、一気に研究を実施したこと
は高く評価できる。

い方法論であるハイスループットによる網羅的解析とバイオイン
フォマティクスが糖鎖領域で結実し、多数の新規遺伝子の同定を
はじめとして計画通りの成果が得られた。
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(13) バイオインフォマティクス知的基盤整備（2000～2004年度）：制度評価

Ⅰ．波及効果に関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

・ヒトゲノム解読の進展など、バイオ関連の情報の著しい増大を背
景に、そのデータを有効活用して新たな研究フロンティアの開拓や

ⅠⅠ－３．経済効果－３．経済効果

・製薬企業における医薬品や、機器メーカーにおける解析機器と・製薬企業における医薬品や、機器メーカーにおける解析機器と
いった新たな製品開発につながり また 新たな解析機器を用いたいった新たな製品開発につながり また 新たな解析機器を用いた

Ⅰ．波及効果に関する調査

景に、そのデ タを有効活用して新たな研究フ ンティアの開拓や
産業化を推進した。各種データベースやソフトウェア資産を対象に、
基礎研究や産業化に活かすための情報基盤を整備した。具体的に
は、国内外のデータベースやヒトゲノム情報などの膨大なデータを
統合的にまとめ、検索・解析機能等を備えた統合データベースを構
築した

いった新たな製品開発につながり、また、新たな解析機器を用いたいった新たな製品開発につながり、また、新たな解析機器を用いた
解析受託サービスのような産業も興りうる。その効果は、２００１年解析受託サービスのような産業も興りうる。その効果は、２００１年
の市場規模が３．８兆円、雇用規模が１３万人であったことに比較の市場規模が３．８兆円、雇用規模が１３万人であったことに比較
し、２０１０年には１５．７兆円への市場拡大、６５万人の雇用の創し、２０１０年には１５．７兆円への市場拡大、６５万人の雇用の創
出が予想されており、経済・社会への波及効果は大きい。出が予想されており、経済・社会への波及効果は大きい。

築した。

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

・膨大なバイオ関連情報は、病気の診断（疾病の診断や、その病態
の性格解析（良性／悪性 等）、患者の遺伝型に対し最大の効果と
最小の副作用を持 医薬品の選択 等）や予防に活用する とが可

ⅠⅠ－４．国民生活・社会レベルの向上効果－４．国民生活・社会レベルの向上効果

・遺伝子やタンパク質などの生体分子のそれらに関連する機器開・遺伝子やタンパク質などの生体分子のそれらに関連する機器開
発、その成果を高度に活用するための情報基盤整備等を行うこと発、その成果を高度に活用するための情報基盤整備等を行うこと
により、テーラーメイド医療・予防医療の実現や画期的な新薬の開により、テーラーメイド医療・予防医療の実現や画期的な新薬の開

Ⅱ－２．目標設定

最小の副作用を持つ医薬品の選択 等）や予防に活用することが可
能である。

により、テ ラ メイド医療 予防医療の実現や画期的な新薬の開により、テ ラ メイド医療 予防医療の実現や画期的な新薬の開
発を目指し、健康維持・増進に係る新しい産業の創出につなげる。発を目指し、健康維持・増進に係る新しい産業の創出につなげる。

Ⅱ－１ 国家プロジェクトとしての妥当性

標 定

・ミレニアム・プロジェクトの成果及び国内外の主要データベースを
統合的に活用できるネットワークシステムを構築する。さらに、デー
タベース間の相互運用性を確保し、独自の付加価値情報やソフト
ウェア機能の充実により、容易にゲノム配列等の基本情報からタ

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ １．国家プロジェクトとしての妥当性

・遺伝子やタンパク質の構造・機能解析の手法開発が進
められなければ、企業独自で網羅的なタンパク質機能解
析を行うことは費用面・技術レベル両面において困難で
ある 内 企業等 個 解析が実施されたと

ンパク質立体構造のデータや、遺伝子発現情報、疾患を含む遺伝
子機能の情報を一括して検索・解析できるシステムを完成させる。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

・国家施策として実施されたことにより、潤沢な資金・人・場所が確
ある。国内の企業等により個別に解析が実施されたとし
ても、重要な標的タンパク質に対する権利を逸する可能
性が高く、海外に大きく水をあけられる。

国家施策として実施されたことにより、潤沢な資金 人 場所が確
保され、さらには国家施策である故に集められた遺伝子等の資源
が、研究開発を大きく推進させた。
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(14) タンパク質機能解析・活用プロジェクト（2003～2005年度）
(9) 「タンパク質機能解析・活用プロジェクト」（2000～2002年度）が統合

波 効果 関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

・ヒト遺伝子の80％にあたる約18,000 遺伝子のヒトcDNA セットを
構築したこと また6 万個のG t 導入クロ ンを作製し うち2

Ⅰ－３．経済効果

•医療関連産業の市場規模は、2009年には世界で医薬品で80兆
円 治療機器で20兆円 検査 診断で8兆円と試算されている

Ⅰ．波及効果に関する調査

構築したこと、また6 万個のGateway 導入クローンを作製し、うち2 
万個以上についてタンパク質発現を行ったこと等は世界的にも高い
成果である。

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

円、治療機器で20兆円、検査・診断で8兆円と試算されている。

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

•実用化への基盤整備を実現した。また、幾つかのテーマにおいて
具体的な事業化の提案があり、概ね事業化を視野に入れた研究

•先行した 「タンパク質機能解析技術開発」（2000年度～2002年
度）は2003年に本プロジェクトに統合された。

•本プロジェクトの成果を基に後継プロジェクト「化合物等を活用した
生物システム制御基盤技術開発（タンパク質相互作用解析）」
（ 年度 年度）が実施された

が行われていた。直接的に本プロジェクトの成果を利用した高収益
の事業化は困難かも知れないが、この成果に立脚した医薬品開発
や診断技術の開発が将来行われる可能性はかなり高いと期待で
きる。

Ⅱ－２．目標設定

•網羅的なタンパク質の機能解析および相互作用解析を可能と

（2006年度～2010年度）が実施された。

•原著論文数：130件、特許出願件数：27件

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための

Ⅱ－１．国家プロジェクトとしての妥当性

•日本の資産である完全長cDNA ライブラリをさらに発展させた

機
する技術・装置を開発するとともに、我が国が優位性を保持するヒ
ト完全長cDNA等を利用して、多数のタンパク質の機能解析を実
施し、機能情報データ等を蓄積することにより知的基盤を整備する。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

参考情報

•日本の資産である完全長cDNA ライブラリをさらに発展させた、

各種の大規模データベース構築は民間主導では難しい。我が国の
圧倒的な優越性をもって行われたヒトcDNA 全長配列解析プロ

ジェクトの成果を実用化に近づけるための試みとして、公的プロ
ジェクトとして進める意義があった。

•成果コンソーシアムによって、一定期間のオプション（会員に対す
る一般公開前成果の開示やそれに伴う遺伝子の権利化、産業応
用など）を与える仕組みは、企業には参入しやすい条件と考えられ、
効果があった。
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(15) 糖鎖エンジニアリングプロジェクト（2002～2005年度）

波 効果 関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

•「糖タンパク質構造解析技術の開発」及び「糖鎖・糖鎖複

Ⅰ－３．経済効果

・数多くの製品を開発し市場に送り出した。ソフトイオン化
レーザーを用いた質量分析による糖鎖構造解析技術は

Ⅰ．波及効果に関する調査

「糖タンパク質構造解析技術の開発」及び「糖鎖 糖鎖複
合体合成技術の開発」において、従来にない糖鎖構造解
析機器・システムと糖鎖自動合成装置を開発し、さらに糖
鎖関連の総合的データベースを構築した。

Ⅰ ２ 研究開発力向上効果

国際競争力がある。レクチンを用いた糖鎖プロファイラー
は、産官学の多くの研究者が目指している診断マーカー
の新たな視点のインパクトは大きい。糖ペプチド合成装
置 の事業化も望まれる。

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•診断装置開発や創薬への応用も見据え「健康安心プロ
グラム」の政策に即し、３年という短期間に複数の機器を
開発した。多数の糖鎖関連遺伝子や２つの先行プロジェ

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

•感染症、免疫疾患、がん、再生医療などの分野で重要
な役割を担っている糖タンパク質機能の解明に繋げ、診

Ⅱ－２．目標設定

開発した。多数の糖鎖関連遺伝子や２つの先行プロジェ
クトの成果を資源化し、さらに次期プロジェクトに継続させ、
今後数年で事業化も期待される。

•原著論文数：104件、特許出願件数：55件

断システムや診断機器への応用によって、診断や治療に
貢献する。

Ⅱ－１ 国家プロジェクトとしての妥当性

・生体内で働いている機能分子である糖鎖及び糖鎖修飾生体分子
（糖タンパク質等）の効率的な構造解析技術と合成技術を確立する。
同時に、確立した技術を利用して具体的な糖鎖構造と機能に関す
る有意義なデータを取得する。

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ １．国家プロジェクトとしての妥当性

・糖タンパク質機能の産業応用に向けた研究開発を促進
するために必要で、ヒトゲノム情報産業化の鍵技術とな
る基盤技術である「糖タンパク質構造解析技術」の整備
が必 ある 糖鎖 構造 複雑 あ 究開発

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

・糖鎖科学における国内外の技術動向を捉えて戦略的な目標が設
定され、一部は途中で上方修正された新たな数値目標も達成でき
た。ＮＥＤＯの一連の糖鎖関連プロジェクトの流れを受け継ぎ、運

プが必要である。糖鎖の構造は複雑であり、研究開発リス
クも高く民間企業独自で取り組むことは困難である。

営された。先行プロジェクトにおいて要素技術が開発され、そのメ
リットが本プロジェクトにおいて有効に生かされた。
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(16) バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト（2002～2005年度）

波 効果 関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

・①遺伝子等の塩基配列の決定、遺伝子発現頻度の分析、タンパ
ク質の同定やアミノ酸配列の決定等 ②新たな原理に基づく DNA

Ⅰ－３．経済効果

・国際標準化も含めた企業間の協力も促進されており、

Ⅰ．波及効果に関する調査

ク質の同定やアミノ酸配列の決定等、②新たな原理に基づく、DNA 
配列情報遺伝子多型情報および遺伝子発現情報の解析するデバ
イス等、新たなくタンパク質分離・解析デバイス等、③自らの健康に
関心や不安のある人々を対象に、各種の身体・生体情報を計測可
能な健康モニター機器開発、の3項目の技術波及効果がある。

今後の国際的な展開が期待されるので、日本のバイオテ
クノロジーの発展に良い影響を与える。「我が国のバイオ
機器の国際競争力強化」の政策目標に直接的に寄与し
ており、21 世紀のバイオ基盤産業への貢献は大きく、企

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•既に実用化した事業が４割、１事業を除いた22の事業が継続研究
ならびに実用化の取り組みを継続しており、実用化が期待される。

原著論文数 49件 特許出願件数 252件

業での研究開発を後押しするのに経済的にも産業的にも
有効であった。

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

が バ 際 争 策•原著論文数：49件、特許出願件数：252件 •我が国のバイオ機器の国際競争力強化の政策目標に
直接的に寄与しており、21 世紀のバイオ基盤産業への

貢献は大きく、企業での研究開発を後押しするのに経済
的にも産業的にも有効であった。Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための

参考情報

Ⅱ－１．国家プロジェクトとしての妥当性

Ⅱ－２．目標設定

・革新的医療および健康社会の実現のため、情報処理技術とバイ
オ技術を融合させることにより、膨大かつ複雑な生命情報を解析・
活用するシステムの研究開発を行う

参考情報

•遺伝情報や生体分子情報、健康・医療情報をIT と組み

合わせて融合を図ることは、科学技術立国である日本が
取り組むべきプロジェクトであり、ＮＥＤＯ助成事業として
産官が一体となって実施することは、有意義であった。

活用するシステムの研究開発を行う。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

実施中の目標の見直し、進捗状況の管理などを通じて、多様なプ
ロジェクトの集合体であったにもかかわらず、適切に運営された。

標 定 的 定 れ 達成度を す 指開発目標は定量的に設定されており、達成度を判断するための指
標も適切であった。
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(17) 先進ナノバイオデバイスプロジェクト（2003～2005年度）

波 効果 関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

•「タンパク質解析チップ」は、シナリオに近い形でに実用化できる可

Ⅰ－３．経済効果

・産業技術としての見極め、実用化に向けた課題とそれらの解決
指針の明確化がなされており かつ事業化までのシナリオも描か

Ⅰ．波及効果に関する調査

タン ク質解析チップ」は、シナリオに近い形でに実用化できる可
能性が大きい。「レーザ干渉熱変換法」の研究も早い段階で実用化
できる可能性がある。

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•日本の強みであるナノテクノロジ とバイオテクノロジ の融合に

指針の明確化がなされており、かつ事業化までのシナリオも描か
れている成果があるので、実用化、事業化は十分に期待すること
ができる。また、一流企業である実施者がこの分野の事業化に参
入しようとしている姿勢を見せただけでも、関連分野への技術的波
及効果、社会的波及効果、当該分野の研究開発の促進効果が
あ た•日本の強みであるナノテクノロジーとバイオテクノロジーの融合に

より、細胞抽出液等の生体試料から目的とする極微量の生体分子
（低分子化合物、タンパク質、ＤＮＡ等）を超高速・高感度・低コスト
に分析・解析することを可能とする次世代解析機器を実現するため
のナノバイオデバイスを作製し、これらの解析機器等の実用化を加
速する

あった。

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

•ナノレベルにおける微細加工や生体物質との適合性に富んだ材
料の開発といった材料ナノテクノロジーの領域は、我が国が一歩

Ⅱ－２．目標設定

速する。

•原著論文数：130件、特許出願件数：27件
抜きん出ている状況であり、我が国が得意とする加工技術の応用
等により、世界をリードすることが十分可能である。

Ⅱ 現在の視点からのプロジ クトの評価のための

Ⅱ－１．国家プロジェクトとしての妥当性

標 定

•プロジェクト期間内に、生体試料の調製、対象物質の分離・精製、
生体反応、生体物質の移動や操作、生体分子情報の測定等の工
程をナノスケールの微小空間で実現させたデバイスのプロトタイプ
及び測定対象の生体分子を分子単位又は分子スケールで操作す

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

•本プロジェクトは「健康安心プログラム」と「ナノテクノロジープロ

グラム」のナノとバイオの橋渡し的プロジェクトであり、両プログ
ラムの目標達成に十二分に寄与している。高度な基盤技
術を世界に先駆けて発信しようとするプロジ クトである

るデバイスとともに分子単位や分子スケールで分子情報を取得・
解析できる測定装置のプロトタイプを作製することを目指す。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

•３年間という短い期間に広範囲な技術分野を適切に取り纏めて術を世界に先駆けて発信しようとするプロジェクトである
ため、NEDO の関与は妥当である。

３年間という短い期間に広範囲な技術分野を適切に取り纏めて
種々のプロトタイプを開発しており、プロジェクトリーダも適任であり、
研究開発は概ね順調に推移したと思われる。さらに、国内外の技
術動向や市場動向等を踏まえ、計画の見直しも適切に行われた。204



(18) ナノ微粒子利用スクリーニングプロジェクト（2003～2005年度）

Ⅰ．波及効果に関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

•自動化に適したナノ磁性微粒子(ＦＧビーズ)を創成し、ＦＧ

Ⅰ－３．経済効果

・ＦＧビーズを利用した自動化スクリーニングシステムのプロトタイ

Ⅰ．波及効果に関する調査

( )
ビーズを用いて医薬品の標的蛋白質の同定と自動化スクリーニ

ングシステムを完成し、世界トップレベルの優れた基礎的技
術を開発した。創薬への応用が見えてきた点で医薬品候補

物質探索への展開や関連分野への波及効果が期待できる。

プが完成し、具体的な発売時期の明示や事業化のシナリオはでき
ている。関連分野への波及効果も大きい。事業化を成功させるた
めには、ＦＧビーズへの固定化と分離条件などのプロトコル標準化、
ビーズ作製のコストダウン、事業展開のビジネスモデルの検討が
望まれる。

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

•ナノ磁性微粒子の創成とその利用技術を用いて、莫大な
タンパク質や化学物質の中から産業上有用な物質を高速・高

望まれる。

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

・ゲノム創薬分野での強力な支援技術、あるいは新たなドラッグデ
リバリーシステムや診断・治療技術への展開が期待される。また、

Ⅱ－２．目標設定

タンパク質や化学物質の中から産業上有用な物質を高速 高

度に選別する技術を開発した。

•原著論文数：81件、特許出願件数：16件

リ リ シ テ や診断 治療技術 の展開が期待される。また、
バイオテクノロジーとナノテクノロジーの連携で産業化・実用化が
進む。

Ⅱ １ 国家プロジ クトとしての妥当性

•医薬品候補物質の探索のみならず、その最適化等も高速かつ自
動で行うシステムを構築するために必要な微粒子関連技術を開発
し、その成果をシステムとして仕上げ、医薬品候補物質の探索、そ
の最適化等を自動で行うための技術を開発する。

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ－１．国家プロジェクトとしての妥当性

•大学、製薬企業、機器メーカー、ソフトウェア企業という異なる
背景を持つメンバーが共同しなければ実現できなかった
プロジェクトであり、目標とされた成果の公共性も高いの

•Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

•プロジェクトリーダーが全体を統括し、戦略的な計画を立てて事業
を実行し、産官学の連携も成功した。新規磁性ビーズの開発に必
要な要素技術の研究グループ構成が上手くいき、当初の目標であプロジェクトであり、目標とされた成果の公共性も高いの

でＮＥＤＯの事業として妥当である。
要な要素技術の研究グル プ構成が上手くいき、当初の目標であ
るナノ磁性微粒子の創製、及びその利用技術の開発に成功した。
情勢変化に対しても、プロジェクトを進めていく過程において、新し
い課題が生じたときに、適切な研究者を参画させた。205



(19) タンパク質相互作用解析ナノバイオチッププロジェクト（1999～2005年度）

波 効果 関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

•網羅的なタンパク質の発現、検出、相互作用解析の一連の技術基

Ⅰ－３．経済効果

•研究成果は、世界初・世界最高水準のものを多く含んでおり、特
に膜蛋白質をそ 機能を保 たまま発現させる新技術 開発は特

Ⅰ．波及効果に関する調査

盤を確立し、初めて創薬及び腫瘍マーカーの分野での国際的競争
力を強化できた。タンパク質解析のためのバイオ素子（抗体、ウィ
ルス）の開発について基盤技術を確立し、多数の膜タンパク質の発
現及び多数の特異性の高い抗体を作成した。

に膜蛋白質をその機能を保ったまま発現させる新技術の開発は特
筆に値し、新たな技術領域および新たな市場の創成につながるも
のと期待できる。

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

Ⅰ－２．研究開発力向上効果

・No.10「タンパク質発現・相互作用解析技術開発」の成果を継承し、
本プロジェクトに統合した。

•蛋白チップの開発は関連分野への技術的及び経済的波及効果が

•抗体医薬の効率的提供及び診断と治療薬のコンビネーションによ
るコストパフォーマンスのよい治療法を提供できる。抗体について
は、診断薬として実用化に移行している。抗体チップも、がんの診
断用や薬剤選択用のものが実用化されれば、適切な治療と医療
費抑制に貢献できる

Ⅱ－２．目標設定

・機能を保持した状態でのタンパク質発現及びタンパク質相互作用

•蛋白チップの開発は関連分野への技術的及び経済的波及効果が
期待できるのみならず、当該分野の研究開発及び人材育成等を促
進するものである。

•原著論文数：130件、特許出願件数：27件

費抑制に貢献できる。

解析に係る技術開発を行うものであり、1)タンパク質解析のための
バイオ素子（抗体、ウイルス）の開発、2)多種類の微量のタンパク
質を検出する抗体チップの開発、3)多種類の生理活性物質と多種

類の膜タンパク質の相互作用を解析するウイルスチップの開発、
の3項目を行う

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ－１．国家プロジェクトとしての妥当性

蛋白質の発現や相互作用を高感度に検出する技術は、基盤技術
として幅広い分野の研究者や臨床検査の領域で非常に需要が高
いものであり 公共性も高く NEDO の事業としてふさわしいもの

の3項目を行う。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

•ビジネスシーズを出すための国立機関と民間で構成される抗体
医薬のシーズ創出のための実効性の高いトランスレーショナルな
研究体制が確立されたいものであり、公共性も高く、NEDO の事業としてふさわしいもの

であった。
研究体制が確立された。
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(20) ナノカプセル型人工酸素運搬体製造プロジェクト（2003～2005年度）

Ⅰ 波及効果に関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

・ナノカプセル型人工酸素運搬体製剤の処方、製法等を設定

Ⅰ－３．経済効果

・ヒト赤血球由来のヘモグロビンを原料とするナノカプセル型人工
酸素運搬体は、非臨床試験で安全性、および輸血療法や虚血性
疾患への有効性が確認された 治験薬製造施設として世界で初め

Ⅰ．波及効果に関する調査

製 製
し、臨床応用の治験薬基準に適合する製造設備及び装置の製作、

設置及び製造、実生産技術開発を行い、製造技術開発及び課
題を抽出した。また、予備的な動物試験を完了した。

Ⅰ ２ 研究開発力向上効果

疾患への有効性が確認された。治験薬製造施設として世界で初め
てのクローズドシステムの製剤製造量産ラインの開発に成功した。
遺伝子組み換えヘモグロビンが天然ヘモグロビンと同等の性状を
持つと確認され、完全合成型への展望を示した。

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果Ⅰ－２．研究開発力向上効果

・急速な少子高齢化の到来で、輸血用血液製剤の需給バランス
は楽観出来ない。また現行の血液製剤による輸血は、過誤輸血、
輸血後副作用、ウイルス感染のリスクを伴う。特に赤血球製剤は有
効期間が採血後 間 条件があり 緊急時 対応が困難と

国民 活 社会 ルの向 効果

•ナノカプセル型人工酸素運搬体は、現行の輸血製剤が抱える問
題への対応、少子高齢化社会への対応、離島・大規模災害への対
応など、これからの社会ニーズに応えるものであり、また虚血性疾
患治療などの医療向上に有効である。

Ⅱ－２．目標設定

効期間が採血後21 日間の条件があり、緊急時の対応が困難とい

う問題がある。血球製剤の代替物として、長期保存が可能で、血液

型を問わずに使用可能、且つウイルス感染の心配のない人工酸
素運搬体製剤の早期実用化が求められる。

・ナノカプセル型人工酸素運搬体の臨床応用可能な製剤を製造す
る技術と製造装置の開発を行うとともに、安全性等の評価と治験
開始のための条件を整備する。また、遺伝子組み換えヘモグロビ
ンを用いた人工酸素運搬体製造の基礎技術を確立する。さらに、
ナノカプセル型人工酸素運搬体を用いて虚血性疾患等に対する酸

•原著論文数：4件、特許出願件数：4件

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ－１．国家プロジェクトとしての妥当性

•血液事業は根本的に国策に関連し民間企業だけでは取
り組める事業ではないことから ＮＥＤＯが積極的に関与

ナノカプセル型人工酸素運搬体を用いて虚血性疾患等に対する酸
素供給による治療法に関して動物実験による有効性評価を行う。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

•用途開発研究と非臨床動物実験では、専門とする医療機関と共り組める事業ではないことから、ＮＥＤＯが積極的に関与、
推進すべき事業であると認められる。

用途開発研究と非臨床動物実験では、専門とする医療機関と共
同研究を行なった。次世代の遺伝子組み換えヘモグロビンの製造
では、技術を有する他社との共同開発を行う事業体制を設けられ
た。207



(21)  微細加工技術利用細胞組織製造プロジェクト（2003～2005年度）

Ⅰ．波及効果に関する調査

Ⅰ－１．技術波及効果

•再生医療の実用化には医学的・生物学的研究と工学的研究の発
展が必要である。工学的研究では、心筋細胞シートの開発で従来

Ⅰ－３．経済効果

・細胞シートでは、動物実験で不全心筋に対する細胞シート移植を
達成し 治療 可能性が期待 きる 裏づけデ タはかなり蓄積さ

Ⅰ．波及効果に関する調査

展 要 あ 。 研究 、 筋細 開発 従
の培養法に比較して進歩が見られた。他臓器への応用の可能性も
あり、細胞培養システムや分子誘導因子探索システムは世界最高
の水準にある。

Ⅰ－２ 研究開発力向上効果

達成し、治療の可能性が期待できる。裏づけデータはかなり蓄積さ
れ、臨床応用につながる成果が得られている。さらに、他臓器への
応用事例があり、関連分野への技術的波及効果も期待できる。細
胞培養システムや分化誘導因子探索システムは、実用化の出発
点になりうるシステム装置ができており完成度が高い。特に、自動Ⅰ ２．研究開発力向上効果

・医学生物学的研究の面では、骨格筋芽細胞シートを用いた動物
実験で臨床応用につながる一定の成果を上げたが、霊長類以外の
実験であったことや、開胸手術を用いた現治療は未だ市場が限ら
れている上、ＥＳ細胞から心筋細胞を選択する技術に改善が必要と

装
化技術は他の領域への発展にも繋がる。

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果

•来るべき超高齢社会への対策として、従来の医療技術では回復れている上、ＥＳ細胞から心筋細胞を選択する技術に改善が必要と
思われるなど、心筋細胞の基盤技術創出の面で、あと一歩の進歩
が必要であり、更なる基盤研究の発展が望まれる。

•原著論文数：117件、特許出願件数：28件

が期待できない失われた身体機能を人工的に代替・修復する技術
を研究開発、実用化するために、自家ヒト細胞の樹立・培養技術を
確立し、安全で安定的かつ恒常的な供給をめざし、そのための基
盤技術及び応用技術を確立する。

Ⅱ－１ 国家プロジェクトとしての妥当性

Ⅱ－２．目標設定

•ヒト細胞組織培養、ヒト細胞の機能診断、及び微細加工技術利用
細胞組織製造技術を用いて、感染症や毒性等の無い安全な移植
用ヒト心筋細胞に関わる診断装置、治療素材を、臨床現場へ安定

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価のための
参考情報

Ⅱ １．国家プロジェクトとしての妥当性

・高齢化社会において循環器系疾患の分野で、移植治療が殆ど期
待できない我が国で再生医療は国民の期待が高い。その実用化
へ向けて移植用心筋細胞を臨床現場へ安定的に供給することを
目的とする本技術開発の必要性は大きいが 企業が単独で研究

用ヒト心筋細胞に関わる診断装置、治療素材を、臨床現場へ安定
的に供給することが期待できるスケールで自動的大量培養する技
術と培養装置を開発する。

Ⅱ－３．プロジェクトの実施方法

ジ
目的とする本技術開発の必要性は大きいが、企業が単独で研究
開発を行うにはリスクが大きく、ＮＥＤＯ事業として妥当である。

•骨格筋芽細胞の利用を前提とした目標の設定、開発スケジュー
ルが計画され、日本を代表する医学系教室、研究者による産学官
連携体制で着実な開発が行われた。
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個 研究開発プ ジ クトにおける ウトカム例 概要５．個々の研究開発プロジェクトにおけるアウトカム例の概要

平成２３年度産業技術調査事業平成２３年度産業技術調査事業
（健康安心イノベーションプログラムに関する追跡評価のための調査）

ヒアリング調査を行った研究開発テーマに関するアウトカムの概要集
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NO.4 早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発
① 超音波利用循環器系疾患診断システム　（イ) 血管壁組織性状診断・治療システム

－「血管壁組織性状診断・治療システム」のアウトカム概要－「血管壁組織性状診断 治療システム」のアウトカム概要

我が国では、食生活の欧米化と高齢者社会の急速な進展に伴い、心筋梗塞、脳梗塞などの循環器系疾患が近年増加している。この主原因である動脈硬化症につ
いては、血管壁内に形成された粥腫が破れ、粥腫内容物の脂質が下流側の血管で血栓を形成して起こるものであるが、現在、早期診断を可能とする技術がない。
本研究開発では危篤な粥状動脈硬化疾患の確定診断のみならず、集団検診にも適用するために、血管壁の組織性状（厚み変化および弾性特性）を超音波の応
用により、体表から非侵襲かつ定量的に提供するシステムを開発し、1台の装置でそれらを実現し、実用化の目処をつけることが出来た。
しかしながら、プロジェクトの終了後、臨床データの追加試験を行うとともに、それらの装置のニーズ性（市場性）を再検討した結果、それらの成果および知見を活かしかしながら、プロジェクトの終了後、臨床デ タの追加試験を行うとともに、それらの装置の ズ性（市場性）を再検討した結果、それらの成果および知見を活か
し、市場性が見込まれると考えられる、頸動脈の内中膜厚が簡単に自動測定できる装置の開発に特化し、自社開発により、製品化を図ることが出来た。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

現在 世界 亡要 最も多 とされる(1) 血管壁の高精度計測システム 現在、世界の死亡要因で最も多いとされる

心臓血管系疾病は、特に動脈硬化症との

相関関係が強く、日本国内においても、動
脈硬化症の早期スクリーニング・予防医療

へのニーズが急激に高まっている。

しかし、従来、IMTの測定は高額の超音波

(1) 血管壁の高精度計測システム
の開発

(2) 血管壁厚み変化リアルタイム
表示システムの開発

(3) 血管壁弾性特性リアルタイム
表示システムの開発

(4) 臨床応用およびシステム性能

頸動脈内中厚（IMT)の測定に的を絞り、計測時間の短縮と、
操作者の技術依存を低減し、十分な再現性を確保することを
目的に、4つの自動化機能から成る自動IMT計測技術を自社
開発により確立した。

（波生技術の活用）

主
題
的
成
果

診断装置を用いて、熟練した医師や検査

技師が行う必要があり、それを実施できる

のは大きな病院や専門病院が中心だった。

一方、この製品は、専門医や熟練した検査

(4) 臨床応用およびシステム性能
評価

（H11FY－H14FY、パナソニック
ヘル スケア㈱、再委託：東北大学

大学院／医学系、工学系）

この結果、米国でFDA登録し、頸動脈内中厚（IMT)を簡単に
測定可能とする汎用超音波画像診断装置「超音波診断装置
GM-72P00A」を2011年3月に販売開始し、2011年9月には
日本国内での販売を開始した。

方、 の製品は、専門医や熟練した検査

技師がいない中小病院や診療所でも、簡

単な操作でIMT測定でき、また、大きな病
院でも、幅広い診療科目において、糖尿病

など生活習慣病の予防や健康診断の分野

でこの製品を活用することが可能である。

副
次

【波生技術】

高精度動脈壁厚測定技術

健康寿命の延伸に資する

動脈硬化スクリーニング用超音波診断

装置の外観

次
的
成
果

高精度動脈壁厚測定技術
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NO.4 早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発
③ 精密診断・標的治療システム　（イ) 共焦点レーザ顕微鏡による全染色体画像解析診断装置

－「共焦点レーザ顕微鏡による全染色体画像解析診断装置」のアウトカム概要－－「共焦点レーザ顕微鏡による全染色体画像解析診断装置」のアウトカム概要－

患者の全染色体を一度に、限られた時間で、直接的に解析し、染色体の異常（増幅／欠損）の有無、並びにその場所の同定が出来る装置システムがあれば、癌、
糖尿病などの成人病ばかりでなく、遺伝子欠損病の予知、早期診断、予後予測を容易に行うことが出来るので、その装置の実用化が求められている。
本研究開発では、全染色体を一度に、限られた時間で、直接的に解析し、染色体の異常（増幅／欠損）の有無、並びに場所を同定する「共焦点レーザ顕微鏡によ
る全染色体画像解析診断装置」を開発し、疾患の予知・診断・予後予測等のための画像解析ソフトの開発を行った。
その結果 それらの成果および知見を活かし 市場性が見込まれると考えられる 頸動脈の内中膜厚が簡単に自動測定できる装置の開発に特化し 自社開発にその結果、それらの成果および知見を活かし、市場性が見込まれると考えられる、頸動脈の内中膜厚が簡単に自動測定できる装置の開発に特化し、自社開発に
より、製品化を図ることが出来た。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

ツインスキ ングシステムにより 1 の(1) 染色体前処理技術の確立 ツインスキャニングシステムにより、1つの

レーザで試料のスキャンをしながら、画像

を得ると同時に、もう1つの全く別のレーザ
を試料に刺激を与えることが同時に行える

ようになったこと、および試料にレーザ以外

の光を照射できるようになったこと、および
誰 も 軽 使 る ボ 装 等

(1) 染色体前処理技術の確立
(2) レーザ励起用蛍光物質及び

染色体識別技術の確立
(3) 共焦点レーザ顕微鏡を用いた

三次元画像処理装置の開発
(4) 染色体異常関連データベース

構築の検討

このプロジェクトでは、染色体の蛍光色素を励起させるには、紫
外線領域（400nm以下）のレーザが必要であった。あるメーカー
がブルーレイ・ディスクに用いる400nmの半導体レーザを開発し
たことに目を付け、その採用と回路の途中にペルティエ素子を
組み込んで高い安定性を持つ405nmの小型レーザを完成させ、
蛍光色素の開発により、染色体の識別に成功した。

主
題
的
成
果

誰でも手軽に使えるワンボックスの装置等

により、様々な応用展開が可能となった。

全染色体の解析により、早期治療が
可能となるので発病以前に対策を取る

構築の検討
（H10FY－H14FY、(技)医療福祉
機器研究所、オリンパス㈱、東洋
紡績㈱、㈱アド・サイエンス）

このNEDOプロジェクトで培った技術から、世界で初めてのツ
インスキャンシステムを搭載した共焦点レーザ走査型顕微
鏡「FV1000]が生まれ、2004年（H16年）1月から発売された。
その後、誰でも手軽に使えるというコンセプトから、全ての装
置をワンボックスに収めた「FV10i」が2008年12月から発売。

可能となるので発病以前に対策を取る
ことが出来、患者数を減らし、早期に
予後を予想しつつ治療を行うことがで
きるので危篤患者数を少なくすること
ができる。この結果、QOLの向上と全
体的な医療費コスト削減に寄与する。

副
次

【波生技術】
・レーザの波長のラインナップ

健康寿命の延伸に資する
（共焦点レーザ走査型顕微鏡FV1000-D） （FV10i ）

次
的
成
果

レ ザの波長のラインナップ
（405nmに加え、473, 440, 635nm）

・新規蛍光物質→蛍光プローブを用いる関連分野への波及
211



NO.4 早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発
③ 精密診断・標的治療システム　（ニ) 医用化合物スクリーニング支援システム

－「医用化合物スクリーニング支援システム」のアウトカム概要－

癌、心臓病等を始めとする諸疾患を治療するための新薬の開発では、スクリーニングにより目的とする生物活性を有する複数の候補化合物を得て、その中から
開発する候補化合物（リード）を選定し、リードの改良と評価を繰り返して行く必要がある。スクリーニングにはハイスループットスクリーニング（HTS)が普及して来て
効率化が進んでいるが、その後のプロセスは研究者の経験と勘による部分が大きく、この部分の論理化・効率化が求められている。
本研究開発では、このプロセスを統合的に支援するため、標的蛋白質の構造が未知の場合と既知の場合について、HTSから得られる活性化合物情報を合理的に
解析し、リードを選定する過程を支援し、リードに基づく最適化合物の合理的な設計を支援するプログラム・トータルシステムを開発した結果、標的蛋白質の構造が
未知の場合の最適化合物設計法のト タルシステム「KeyRecep」を開発し 製品化を図った また それを使用しての創薬支援サ ビスも開始した未知の場合の最適化合物設計法のトータルシステム「KeyRecep」を開発し、製品化を図った。また、それを使用しての創薬支援サービスも開始した。
しかしながら、その後、体の中の殆どの蛋白質の立体構造が推定できるようになって来たことにより、このプロジェクトでは製品化までに至らなかった標的蛋白質の
構造が既知の場合の最適化合物設計法のトータルシステムの自社開発を進め、完成させ、それを使用しての創薬支援サービスも開始した。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

高齢化の進展に伴い、癌、心臓病等の成

人病患者が今後一層増加するものと懸念

されているが、これら疾病の多くは、発症

の初期の段階で発見して、適切な投薬を

施すことが出来れば、完全治癒の可能性

(1) 標的蛋白質の構造が未知の場合
の最適化合物設計法の開発

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑの完成・製品化

(2) 標的蛋白質の構造が既知の場合
の最適化合物設計法の開発

標的蛋白質の構造が未知の場合の最適化合物
設計法のトータルシステム「KeyRecep」の販売

その後、体の中の殆どの蛋白質の立
体構造が推定できるようにな て来た

主
題
的
成
果

も拡大される。しかし、現在の創薬におい

てはHTSが普及して来たが、それ以降では

経験と勘による部分が大きく、この部分の

論理化・効率化が求められている。

の最適化合物設計法の開発
ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑの完成に至らず

（H11FY－H15FY、(技)医療福祉機器
研究所、分担企業：㈱医薬分子設計
研究所、武田薬品工業㈱（評価））

体構造が推定できるようになって来た

標的蛋白質の構造が既知の場合の最適
化合物設計法のトータルシステムの自社
開発

本トータルシステムの開発によって、新薬

開発の効率が飛躍的に向上することが

可能となり、新薬開発の期間の短縮および

コストの削減が大いに期待できる。
（未知の場合）

塩野義製薬㈱ （H16年

副
次

健康寿命の延伸に資する
（既知の場合）

（2004）年～）などへの
創薬支援

【波及効果・派生技術】

トータルシステムを使用しての創薬支援次
的
成
果

ト タルシステムを使用しての創薬支援
サービス
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NO.5 高齢者等社会参加支援のためのシステム開発
① 身体機能リハビリ支援システム　(b) 下肢機能回復支援システム

－「身体機能リハビリ支援システム (b)下肢機能回復支援システム」のアウトカム概要－身体機能リ ビリ支援システム (b) 下肢機能回復支援システム」のアウトカム概要

今後さらに加速する少子高齢化は、リハビリサービスの需給バランスを大きく悪化させ、またリハビリの量や質の低下が危惧されている。人手によるリハビリサービ
ス供給量には限界があるため、ロボットによるリハビリが期待されている。
このような状況下、このNEDOプロジェクトの前に、自社開発による臥位（寝た状態）での下肢リハビリテーション装置の開発に着手し、この開発と並行して、臥位
（寝た状態）のみの装置の発展として、本プロジェクトによる臥位（寝た状態）、斜位、立位（立った状態）で可能な下肢機能回復支援システムの開発を行った。
この臥位（寝た状態）での下肢リハビリテーション装置の開発においては、その後のNEDOおよびMETIの補助事業の開発により、製品化ができ、2003年には国
内販売を行うことが出来た 方 本プ ジ クトの開発ではプ トタイプ機の開発とその臨床評価を得ることができ その後も臨床評価が継続されている内販売を行うことが出来た。一方、本プロジェクトの開発ではプロトタイプ機の開発とその臨床評価を得ることができ、その後も臨床評価が継続されている。

そこで、今までに出している製品の販売状況など、および開発している装置のコストダウンの可能性などを含め、今後の製品化をどうするか検討している。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

介護予防やリ ビリテ シ ンの重要① 身体機能リハビリ支援システム のプ ジ クトでは 寝たきり防止 自立と社会参加を促進す 介護予防やリハビリテーションの重要
性が注目される中、国の施策および社
会の動向に合致した研究開発で、ロ
ボット技術の応用として技術の粋を結
集したシステムとなったが、大きさも機
能も過大となり、事業化に結び付けるた
めには臨床評価に基づいた機能の単
純化を考慮する必要がある か 事

① 身体機能リハビリ支援システム
(b) 下肢機能回復支援システム」
臥位（寝た姿勢）、斜位、立位（立った
姿勢）での両下肢機能回復装置開発。
(H11(1999)－H15（2003)FY、
(技術研究組合 医療福祉機器研究
所 ㈱安川電機

このプロジェクトでは、寝たきり防止、自立と社会参加を促進す
るため、臥位から立位による歩行が可能となる期間のリハビリ
支援において、以下を目的に開発した結果、プロトタイプ機を
開発し、下肢機能が回復する臨床評価も得られた。
① 高齢者・障害者・脳機能障害患者の下肢機能回復の促進
② 訓練・介護現場での運動療法士の負担の軽減
③ 訓練動作の効果 機能回復度合いを定量的に評価

主
題
的
成
果

純化を考慮する必要がある。しかし事
業化された時には以下が期待される。

高齢者・障害者および脳機能障害患者の
訓練による機能回復度合いの定量的評価
と下肢機能の回復の促進により 寝たきり

所、㈱安川電機、
再委託：産業医科大学（H15FY)）

NEDO「産学連携実用化開発補助
事業」（H13FY)、METI「産業技術
実用化開発補助事業」（H14FY)

（発展 ）

③ 訓練動作の効果、機能回復度合いを定量的に評価
プロジェクト終了後、その装置を産業医科大学へ無償譲渡し、
そこで、臨床評価が継続中。2010年には論文発表あり。

市場の状況等を踏まえ、今後の製品化をどうするか検討中

と下肢機能の回復の促進により、寝たきり
防止、自立と社会参加を促進させることが
できる。
また、このロボット支援システムを使用する
ことによって、訓練・介護現場での運動療
法士の負担を軽減することができる。

「下肢運動療法装置TEM（テム） LX1を開発 （2000年11月）
リクライニング機構のベ ド装備式で 股関節と膝関節をリハビリ

㈱安川電機の自社開発
慶應義塾大学と臥位（寝た状態）での

実用化開発補助事業」（H14FY)
「急性期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ用ﾍﾞｯﾄﾞｻｲﾄﾞ型
下肢運動療法装置の開発・実用化」
㈱安川電機

「下肢運動療法装置TEM（テム） LX2を販売 （2003年3月）
患者が臥位の姿勢で専門家以外の医療スタッフによる下肢リハ
ビリテーションができ、病室間の移動が可能。医療用具で承認
された。また改良版「TEM LX2 typeD」を2005年3月に発売。

副
次

健康寿命の延伸に資する
リクライニング機構のベッド装備式で、股関節と膝関節をリハビリ
することが出来る。そこで医療関連機器分野に本格的に参入。

慶應義塾大学と臥位（寝た状態）での
下肢リハビリテーション装置共同開発

次
的
成
果

本プロジェクト

プロトタイプ機
TEM LX2 213



NO.6 国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実用化開発
② 診断・計測　5) リアルタイム4Dイメージングシステム

－「リアルタイム4Dイメージングシステム」のアウトカム概要－「リアルタイム4Dイメ ジングシステム」のアウトカム概要

病院における主な画像診断装置には、ＭＲＩ、超音波などのほかX線CT装置がある。X線CT装置はX線を照射して臓器などの断層撮影を行う装置であるが、1990
年代までのCTは心臓や脳などの臓器全体を高精細かつ立体的に捉えることは困難で、臨床現場からは患者負担が小さく、リアルタイムにかつ鮮明な画像が撮影
できる診断機器の開発が求められていた。
このような状況下、このNEDOプロジェクトの前に、NEDO「医療福祉機器技術研究開発制度」の中で、「高速コーンビーム３次元X線CTの開発」（H10－H13FY)
が行われ、高速コーンビーム３次元X線CTに関する基本技術の開発が行われた。それを基にして本実用化開発が進められ、2007年11月、世界でも初めての「１回が行われ、高速コ ンビ ム３次元X線CTに関する基本技術の開発が行われた。それを基にして本実用化開発が進められ、2007年11月、世界でも初めての １回
転の撮影で心臓や脳などの臓器全体を撮影することができる」X線CT装置「Aquilion ONE™」を発表し、2010年現在、世界の300施設以上に販売されている。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

世界初の320列4次元X線CT「 l の発売 現代の医療にと て 画像診断機器は高画質化と放射線量軽減 ため 世界初の320列4次元X線CT「Aquilion ONE™」の発売
（H19（2007）年11月）
・一回転の撮影で心臓や脳などの臓器を撮影することができる
・検出範囲：160mm（320列）←従来型32ｍｍ（64列：2004年）
・1回転時間：0.35秒←従来型7秒（160mm撮影時）

現代の医療にとって、画像診断機器は
欠かせないものであり、代表的なX線
CTはX線の吸収率の差によって画像
を撮影し診断に利用されている。
しかし、従来型のCTでは、CTが体の
周りを1回転し撮影している間、全く動
いてはいけないこと、また呼吸も止め

高画質化と放射線量軽減のために
「小型化・高速化」を目的に、データ収
集回路の高密度化、高速データ伝送
化、スキャンボリューム全体を一度で
再構成するボリューム再構成方式の
採用、検出器やデータ収集装置の極

主
題
的
成
果

いてはいけないこと、また呼吸も止め
ていなければならなかったような患者
への負担が大きいという問題あった。

これにより、画像診断の可能性は一気に広
がり、血流速度の速い脳の血流動態を観

限までの小型化・高集積化などの改
良を加えた。→256列（128mm）,0.5秒
（H13(2001)－H15（2003)FY、

東芝メディカルシステムズ㈱）

察でき、動脈と静脈を分離して捉えることも
容易である。これにより、患者に負担のか
かる血管カテーテル検査が不要になり、ま
た、これまでCT撮影が困難だった、息止め
が困難な小児や認知症などの患者さんで
も検査しやすくなった。

NEDO「医療福祉機器技術研究開
発制度」の中の「高速コーンビーム
３次元X線CTの開発」
256列（128mm）の検出器の開発
（H10－H13FY、(技)医療福祉機器
研究所、ソニー㈱、㈱東芝、

副
次

健康寿命の延伸に資する

研究所、ソ ㈱、㈱東芝、
再委託：東京慈恵医科大、東京女子
医科大、徳島大

次
的
成
果

H21（2009）年、「Aquilion ONE™」の開発で、第8回産学官連携
功労者表彰において、経済産業大臣賞を受賞 214



NO.6 国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実用化開発
③ 治療・再生・生体機能代替　1) 心筋梗塞の新しい治療戦略確立のための次世代型心肺補助システム開発・実用化

－「心筋梗塞の新しい治療戦略確立のための次世代型心肺補助システム開発・実用化」のアウトカム概要－

従来の治療方法では対処不可能な、急性重症心筋梗塞患者を救急すべく、緊急対応性・抗血栓性・長期耐久性に優れ、迅速・容易・安全に次世代型心肺補助シ
ステム（高性能・高耐久性の血液ポンプと人工肺を集積化し、充填滅菌での供給を可能として携帯性・緊急対応性を賦与）を開発・実用化すために、新規の革新的
血液適合化技術（TNCコーティング）を用いて抗凝血療法を不要化し、安全な長期連続使用の可能性の見通しを得た。
プロジェクト終了後、国立循環器病研究センターを中心として、動物実験等により、その可能性を確認する開発を行い、製品化を図ることが出来た。終 後、国 循環器病研究 を中 、動物実験等 り、そ 能性を確認す 開発を行 、製品 を 。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

国立循環器病研究センターによる研究開発
現在 心疾患の患者数は増加しつつあり(1) 次世代型呼吸循環装置

(2) 埋め込み式拍動流型補助人工心臓
(3) 埋め込み式連続流型補助人工心臓

（国立循環器病研究センタ、（ニプロ㈱、平和物産㈱））

現在、心疾患の患者数は増加しつつあり、

毎年16万人以上が死亡し、死因の第2位

である。
また、発症後24時間以内に死亡する突然

死の60～80%が急性心不全によると推定

され、従来の治療方法では救命し得ない
重症心疾患例 治療成績を向上さ る

革新的血液適合化表面処理技術
（TNCコーティング）とその加工法
に改良を加え、血液ポンプと人工肺
などの血流鬱滞部での抗血栓性を
改善し、抗凝血療法を不要化するこ
とができるという見通しを得ることが

主
題
的
成
果

これは、(独）医薬基盤研究所の「保健医療分野における基礎研究

推進事業」で採択された研究開発「次世代型循環補助装置の開

発とその多角的応用による新しい心疾患治療戦略に関する総合

的研究」（H17FY－H21FY） で行われた。

重症心疾患例の治療成績を向上させるこ

とが強く期待されている。

この次世代型心肺補助システムの適用に

とができると う見通しを得る とが
出来た。（H13－H15FY、東洋紡
績㈱、国立循環器病研究センター）

成ヤギを用いた動物実験を4例施行し、経皮的心肺補助システムの長

期耐久性について評価した結果、抗凝固療法を施行せずに、一ケ月

以上にわたる連続使用が可能であり、回路チューブや遠心ポンプには
一切の血栓付着を認めず、中空糸束内部にもほぼ血栓の付着が観察

されなかったことから、優れた抗血栓性と長期耐久性を備えてい
ることが示され 2009年度（H21FY)に医療機器としての承認

この次世代型心肺補助システムの適用に

より、抗血栓性と耐久性の課題が解消され、

生命維持能力のポテンシャルが更に高め
られ、心不全発症後急性期の強力な一次

救命手段の整備。

副
次

ることが示され、2009年度（H21FY)に医療機器としての承認
を得て、平和物産から発売を開始。

【波及効果：他への応用適用】

革新的血液適合化表面処理技術（TNCコーティング)

健康寿命の延伸に資する

次
的
成
果

革新的血液適合化表面処理技術（TNCコ ティング)
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NO.6 国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実用化開発
③ 治療・再生・生体機能代替　2) 「がん」摘出用顕微鏡・内視鏡手術システム（実用化開発）

－「「がん」摘出用顕微鏡・内視鏡手術システム（実用化開発）」のアウトカム概要－がん」摘出用顕微鏡 内視鏡手術システム（実用化開発）」のアウトカム概要

医療診断や脳神経外科を始めとする手術の際に、従来から用いられている立体視手法としては、光学顕微鏡にて光学的に結像させることにより立体として視認す
る方式が挙げられる。この方式は手術者が実像を立体視し、患部を顕微鏡光学系を介して直接視認しながら診断、手術を行っているが、手術者以外のメンバーは
その視認している立体像を同時に共有できないという問題がある。手術現場等では、手術者とスタッフ間における認識・情報のリアルタイムでの共有化が、医療精
度、信頼性向上の点から極めて重要である。そこで、本プロジェクトでは、造影剤の蛍光現象を利用しながら、単カメラでハイビジョンの立体映像を視認できるシス
テムを開発した。その終了後も、このシステムの実用化・市場化のための開発が進められ、フルスペックハイビジョンの小型（4.8ｲﾝﾁ）液晶モニターの量産化の目処
がついたことから、 先ずは、眼科検査用および白内障手術などの眼科系機器にこのシステムが導入され、製品化されて行く予定である。（2012年度）

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

NEDO 「次世代ロボット実用化ﾌﾟﾛｼﾞ ｸﾄ（ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟ開発支援事業）」 この開発されたハイビジ ンビデオ顕微鏡「がん」摘出用顕微鏡・内視鏡手術 NEDO 「次世代ロボット実用化ﾌ ﾛｼ ｪｸﾄ（ﾌ ﾛﾄﾀｲﾌ 開発支援事業）」
「オフィス・家庭用・医療用ロボット等に用いる三次元視野認識・
表示装置の研究開発および医療・手術用マイクロハンドの開発」

（H16（2004）－H17（2005）FY、（財）NHKｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ）

この開発されたハイビジョンビデオ顕微鏡

は、光学顕微鏡では見えにくい光をCCDカ

メラでとらえることができ、②何人でも同時
に手術者と同じ立体映像を見ることができ、
③手術作業空間を大きく取ることができ、

④手術者・副手術者が顕微鏡の動きと独
立し 見る とが出来るの 最適な姿勢

「がん」摘出用顕微鏡・内視鏡手術
システム」
「がん」組織の5ALAによる蛍光現
象を利用し、手術中に「がん」病変
部の蛍光発光を顕微鏡で立体撮影
し、可動鏡を使い、それと大口径の
ズ ムレンズとを組み合わせ 左右

主
題
的
成
果

立して見ることが出来るので最適な姿勢で

手術ができ、⑤立体視ビューアの接眼レン

ズは大口径で見易く、ビデオ信号に他の映
像を合成できるなどの特徴を持つ。

ズームレンズとを組み合わせ、左右
一対の映像をハイビジョンカメラの
CCDの左右半分ずつの領域に投
影し、これらの画像を小型ハイビ
ジョンモニターに表示し、ビューアー
で立体映像を観察できるシステムを
開発する

NHKエンジニアリングサービスは

「単カメラハイビジョン立体視システム」

の基本特許を三鷹光器㈱に譲渡。
（海外特許は三鷹光器㈱が取得）

このような特徴により、正確で短時間の手
術が可能となり、患者の負担を軽減できる。

また、患者の家族は手術の経過をハイビ
ジョン立体映像で確認でき、「インフォーム

ド・コンセント」の観点からも役に立つ。

開発する。
（H13（2001）－H14（2002）FY、
（財）NHKｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ）

関東経済産業局／新連携対策補助金（第2期）／事業化・市場化援
事業」 「ハイビジョン立体視装置を用いた高機能次世代手術顕微
鏡の事業化」 （単ｶﾒﾗﾊｲﾋﾞｼﾞｮﾝ立体視ｼｽﾃﾑを使った三鷹光器の顕
微鏡技術とｴﾙｸﾞﾍﾞﾝﾁｬｰｽﾞのﾊｲﾋﾞｼﾞｮﾝ映像技術の組合せによる高
機能次世代手術顕微鏡）（H18FY、三鷹光器㈱、㈱ｴﾙｸﾞﾍﾞﾝﾁｬｰｽﾞ）

副
次

健康寿命の延伸に資する

・ 東京医大と東京女子医大で、脳腫瘍などの「がん」摘出用顕微鏡で使う、

さらに蛍光特性の良い蛍光物質（レザフィリン）の認可を取るための治験

小型（4.8ｲﾝﾁ）液晶モニターのフルスペックハイビジョンの量産化
（2012年）により 眼科系機器にこのシステムを適用、市販化予定

次
的
成
果

が実施されている。
・東京大学医・工連携ロボット手術開発で、この単カメラハイビジョン立体視

システムが使用されている。 216



NO.7 エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開発助成事業

－「エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開発補助事業」のアウトカム概要－

高齢化 進展 伴 般家庭 おける福祉機器 利 は急速 拡大するが 福祉機器 導 等 り民生 ネ ギ 消費 増大も予想される高齢化の進展に伴い、一般家庭における福祉機器の利用は急速に拡大するが、福祉機器の導入等により民生エネルギー消費の増大も予想される。

このため、高齢者配慮住宅の構造特性、福祉機器の使用特性等を踏まえながら、エネルギー有効利用型の在宅福祉機器システムの研究開発と開

発期間終了後の速やかな実用化を図ることを目標に11テーマが選定され、研究開発費の100％助成で実施された。

A.着氷防止エヤーマット､B.福祉住宅用省エネルギー窓・出入口部材、C.褥瘡防止用消臭エアマット、D.環境制御装置の4製品が実用化された。

技術開発システムにより製作したE 義肢ソケットは試作品として利用者に提供サービスした技術開発システムにより製作したE.義肢ソケットは試作品として利用者に提供サ ビスした。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

A製品：寒冷地用着氷防止エヤーマット；人が踏みマットの変形に 国が主導して省エネに寄与する福祉機4 製品の実用化 製品 寒冷地用着氷防止 ヤ マット；人が踏みマットの変形に

より表面に付着した氷が割れる→ガス、灯油不要、省エネ

B製品：福祉住宅用省エネ窓・出入口部材

→空調設備の負荷軽減、省エネ

C製品：褥瘡防止用消臭機エアマット→特別養老老人ホームで

高い効果→消臭機能をエアマットから分離し利用者拡大

国が主導して省エネに寄与する福祉機

器の開発を実施したことは福祉関連機

器企業に対する環境配慮への喚起に

繋がり、今後、省エネ、リサイクル等を

考慮した福祉機器開発が促進される。

4 製品の実用化

A.玄関アプローチの融雪バリア

フリーシステムの開発

B.福祉住宅用省エネ窓・出入口

部材の開発

主
題
的
成
果

高い効果→消臭機能をエアマットから分離し利用者拡大

D製品：環境制御装置→障害者が電動ベッド、福祉電話、テレビ

等を呼気スイッチ等で操作する生活支援する呼気スイッチ

E製品：義肢ソケット；ギプス包帯内面の計測,三次元CADによる

設計、積層造形法による製作技術→省エネ、廃棄物減少

・障害者のQOLの向上に貢献

・関連設備の設計技術の向上に寄与

・デザイン実用化は出来なかったが、障害

児の自立心の向上 リハビリ訓練の質の向

C.介護居住環境の消臭機器開発

D.次世代環境制御装置の開発

E.義肢ソケット製作システム開発

（H11 H14FY A (公財) ﾉ ｽ 児の自立心の向上、リハビリ訓練の質の向

上に貢献できるとして開発を継続している

機関がある。

高齢者 身体障害者の生活・社会

（H11－H14FY、A.(公財) ﾉｰｽ

ﾃｯｸ財団、B.㈱ｱﾜｰﾄﾞ、C.埼玉県

産業技術総合ｾﾝﾀｰ、D.三菱電機

ｺﾝﾄﾛｰﾙｿﾌﾄｳｴｱ㈱、E.山梨県工

業技術ｾﾝﾀｰ、他6機関

副
次

D.環境制御装置

高齢者、身体障害者の生活・社会

レベルの向上に寄与

業技術ｾﾝﾀ 、他6機関

A.着氷防止エアマット C褥瘡防止用消臭機エアマット

【派生技術】

Ｅ技術：工業製品のデザイン開発用次
的
成
果

Ｅ技術：工業製品のデザイン開発用

ツールとして、設備を更新
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NO.8 健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究
8.5 光干渉利用高機能断層画像測定システム

「光干渉利用高機能断層画像測定システム」のアウトカム概要－「光干渉利用高機能断層画像測定システム」のアウトカム概要－

無侵襲性の診断技術として、X線CT、MRI、超音波エコー装置などの断層画像装置が臨床現場で用いられているが、空間分解能は約100μm以上

である。数μmから数10μmの高い空間分解能を持つ光波コヒーレンス断層画像測定法 (OCT：Optical Coherence Tomography) による機器開発

と幅広い臨床応用領域の拡大に関する基盤研究を行い、高空間分解能化、小型化、多機能化の改善をした。医学工学連携の成果として、このOCT
技術を基盤として高性能の眼底検査装置 (商品名：EG-SCANNER) を製品化した。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

・眼底断層診断装置 (商品名：EG-SCANNER) を製品化
ＯＣＴは眼科領域以外でも種々の

1.臨床診断用OCTシステム研究 装 製
(エムテックスマツムラ㈱は山形大学とﾍﾞﾝﾁｬｰ企業「マイクロ

トモグラフィー㈱を設立し、2004年5月から販売を開始）

・この装置は半導体製造装置の開発・設計及び製造の地場

中企業が、基本特許を持つ開発研究者の技術指導を受け、

初めて医療機器分野に進出、初期試作開発からスタートし

・ＯＣＴは眼科領域以外でも種々の

臨床分野で活用できる診断技術

として発展の可能性大

・工業用画像化化技術の可能性あり

①小型OCT(皮膚等診断用) 試作

②内視鏡型OCT(気管支診断用)

2.高機能・高空間分解能・断層画像

測定技術研究

③時間ゲートOCT(神経機能損傷

主
題
的
成
果

完成

・日本初、世界で2番目の商品化で市場創出に寄与

・ある程度の経済効果を収得→関連医療機器分野に進出

・内視鏡融合型OCT、GRINレンズ型

OCTは、実用化に近い

診断用

④GRINレンズ型OCT(体内深部臓器

診断用)

・時間ゲート型OCT：空間分解能：～

・歯科診断技術の報告事例あり

医療機器の高度化

・ 技術応用次期製品の眼軸長

測定装置(商品名：OA-1000)

を近く販売予定 (2013年)

20μm、測定露光時間：71μs

(世界最短時間)

・GRINレンズ型OCT：体表の小孔を介

し深部臓器構造を測定、世界初の

光学系測定、横方向分解能：12μm

副
次

医療機器の高度化

低侵襲診断・治療
（H12(2000)－H15(2003)FY、
山形大学工学部、医学部)

（眼底断層診断装置）

【派生技術】

新規分野の医療画像診断技術機器次
的
成
果

新規分野の医療画像診断技術機器

（光断層技術）の製品化を検討中
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NO.11 遺伝子多様性モデル解析技術開発
11.1 多因子疾患関連遺伝子の多様性解析、11.2 がん疾患関連遺伝子の多様性解析

－「遺伝子多様性モデル解析技術開発」のアウトカム概要－「遺伝子多様性モデル解析技術開発」のアウトカム概要
多因子疾患関連遺伝子の多様性解析では自己免疫疾患、糖尿病、摂食障害、がんをモデル疾患とし、日本人を対象に患者と健常人集団のサンプルを収集し、モデ

ル疾患ごとの疾患感受性遺伝子の同定を行った。得られた多型情報から疾患感受性遺伝子および薬剤感受性遺伝子を効果的に同定するためのモデル疾患関連

情報データベース化及び遺伝統計学的解析ソフトウエアの整備を行った。

がん関連遺伝子の多様性解析ではがん患者のDNA、RNAサンプルを収集し、遺伝学的解析からがん遺伝子発現解析情報、治療に対する応答性、副作用等の臨

床的固体情報をデータベース化し公開した床的固体情報をデ タベ ス化し公開した。

多因子疾患関連遺伝子の多様性解析を行うベンチャー企業、遺伝統計学的解析ソフトウエアを提供する企業等が設立、活躍している。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

○多くのプロジェクト開発成果がほぼ実用化技術として発展

○波及成果として、開発技術をベースに改良を加え製品化

(解析システムソフト等)→多くのベンチャー企業設立

A.疾患関連遺伝子同定手法

・マイクロサテライトマーカーを用いたゲノムワイドな遺伝的

A. 疾患の相関解析の事例増大
B1.SNP解析の副作用予測精度向上
B2.治療効果予測システム
C1.遺伝子解析ツールの充実
C2.データベースの充実

1.多因子疾患関連遺伝子の多様性

解析

1.1遺伝子自己免疫疾患タイピング

1.2遺伝子糖尿病タイピング

1 3遺伝子摂食障害タイピング

主
題
的
成
果

相関解析技術→大学発ベンチャー企業設立；疾患の相関

解析を受託事業として実施(1.1)

B.遺伝子情報に基づくテーラーメイドがん治療

・SNP解析による副作用予測システム(2.1)→

臨床検査実施(プロトタイプの予測システム)

A. 間接ﾘｳﾏﾁ、尋常性乾癬、高血圧、

心筋梗塞等の遺伝子が同定可能

B1. 現状50％の予測精度を上げ、信頼性

向上

1.3遺伝子摂食障害タイピング

1.4アルゴリズム開発

1.5情報開発、データベース

2.がん疾患関連遺伝子の多様性

解析

2 1ジェノタイピング 発現解析
・遺伝子発現解析による治療効果予測システム(2.2)

→プロトタイプの診断システム

C.公共財としての知的基盤・研究リソースの提供、公開

・遺伝子統計解析統合環境SNP-System(1.4)：開発された

ソフトを統合したシステム

B2. 難治性がんの薬剤開発

C1. 多くのベンチャー企業が新手法に

よる事例解析ツールを開発

C2. セキュリティ確保しつつデータ数の増

2.1ジェノタイピング、発現解析

2.2発現解析
2.3情報解析、データベース

（H12－H17FY、(社)バイオ産業情

報化コンソ シアム 参加企業13社

副
次

・遺伝子多様性データベースH-GOLD（1.5）；遺伝子多型情報

と疾患関連遺伝子を同定するための解析ツール

・統合がんデータベース(2.3)：抗がん剤の治療感受性や

副作用を規定する遺伝子を同定し、遺伝子型頻度と薬剤

応答性や副作用の情報を統合したデータベース

テーラーメイド治療の実現・
新薬開発、新産業の創出

報化コンソ－シアム、参加企業13社、

共研13機関)

次
的
成
果

D.公的バンクに不死化細胞株寄託

関節リウマチ：248,尋常性乾癖：316,健常着：443.

糖尿病：200 219



NO.9.14.タンパク質機能解析プロジェクト、タンバク質機能解析・活用プロジェクト
14.1 スプライシング・バリアント(SV)の取得技術の開発

－「スプライシング・バリアント(SV)の取得技術の開発」のアウトカム概要－

わが国は ト完全長 保有 世界を ドし る 強 を活かし ト完全長 等を利用し 遺伝子 等を整備し タ パク質わが国はヒト完全長cDNAの保有で世界をリードしている。この強みを活かし、ヒト完全長cDNA等を利用して遺伝子リソース等を整備し、タンパク質の

機能解析、機能情報データを蓄積し、その解析技術の開発を進め、知的基盤の整備・拡充を図ることが出来た。タンパク質の発現の臨床的固体情報

をデータベース化し公開した。

この開発した知見の活用により、データを蓄積するのではなく逆の発想で医薬品と全てのタンパク質の親和性を実験的に調査し、医薬品と密接な

関係を示すタンパク質を研究し、創薬につなげるベンチャー研究所 （㈱リバース・プロテオミクス研究所) を設立(2001年)した。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

世界で唯一無二の知的基盤の整備・拡充

ヒト遺伝子・タンパク質データベースHGPDの公開、

日本DNAデータバンク(DDBJ)に登録

・SV-DBは遺伝子配列情報から
遺伝子の機能解析を行うための
ツ ルとなる

1.スプライシング・バリアント(SV)

の取得 日本DNAデ タバンク(DDBJ)に登録 ツールとなる。
・新創薬を目的としたタンパク質を
多数発見できる。

・新規タンパク質の役割の解明、
知的財産化が世界に先駆けと
なる。

の取得：

1.4万個のヒトスプライシング

バリアントｃDNAの取得・解析

→DB化

2.タンパク質の大量発現

㈱リバース・プロテオミクス
研究所がSVの研究、SV-DB
として公開用のデータベース
構築

主
題
的
成
果

・SVの解析結果

・汎用発現ｃDNAクローン

(Gateway導入クローン)および

タンパク質発現情報やSV解析

により ゲノム配列からは予測

・タンパク質発現情報の活用により

薬剤開発に繋がる 画期的な

3.タンパク質の大量発現頻度解析

4.タンパク質相互作用解析

5.細胞レベルのタンパク質機能解析

構築

により、ゲノム配列からは予測

できないｍRNAのスプライ

シングや転写開始点の多様性

を基にしたヒト遺伝子構造・

機能と疾患の解析が可能

・スプライシングや転写開始点の

薬剤開発に繋がる→画期的な

ゲノム創薬技術の確立

メイド医療

NEDO「タンパク質機能解析、タンバ

ク質機能解析・活用プロジェクト」

(H12－H17FY、(社)バイオ産業情報

化コンソ－シアム、参加企業27社、

共研12機関、再委託2機関)

副
次

違いによる発現特性・機能の

変化と疾患の関係解析が可能

テーラーメイド医療

健康寿命の延長

共研12機関、再委託2機関)

次期ステップ：

汎用医薬品-
(注）スプライシング・バリアント(SV)：細胞

中でタンパク質合成部位にDNAの情報を次
的
成
果

汎用医薬品
タンパク質相

互作用のデー

タベース開発

中でタンパク質合成部位にDNAの情報を

伝えるﾒｯｾﾝｼﾞｬｰRNA(ｍRNA)の配列一

部が切断されて出来たmRNA
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No.15 糖鎖エンジニアリングプロジェクト
1) 糖タンパク質構造解析技術の開発　1-2) 質量分析技術開発.

－「質量分析技術開発」のアウトカム概要－
生体の細胞膜や蛋白質に付いている糖鎖の分子構造が細胞や蛋白質の相互反応性に大きく影響することが知られている。典型的な例では血液型による相互の凝集性は赤血球

表面の糖鎖構造による。この意味で、医薬品開発や疾病治療法開発において、糖鎖構造を知ることが重要である。蛋白質は遺伝子が決めるが、タンパク質の60％

が糖鎖を持っている。ただし、糖鎖はブドウ糖分子が鎖状に繋がり、かつ枝分かれして樹枝状の構造を持つので、その構造は無限に近く存在しうる。一方、質量分析

機はイオン化気体の質量を検出する装置であるが 同質量で構造が異なる同位体の分別は出来ない しかしながら タンデム質量分析機を使うとその分別が可能機はイオン化気体の質量を検出する装置であるが、同質量で構造が異なる同位体の分別は出来ない、しかしながら、タンデム質量分析機を使うとその分別が可能

になる。島津製作所㈱はタンデム質量分析機による糖鎖分子構造の分析技術の開発を行った。

タンデム質量分析機とは質量分析機を複数台シリースに置いて、中間に被検知有機イオンに不活性ガスを衝突させて分解する衝突室おいて、分解前後の構成分子

の質量スペクトルを読むことで、分解前の分子構造の推定が可能になる。必要ならば3～5段の衝突分解を繰返す。記号でMS/MS、MSｎなどと書く。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果ｸ 技術成果 社会 経済等 効果 今後期待される効果

糖鎖構造が大きく影響する生命現象は、

がん化、免疫、感染症、再生治療の分野と

されており、生命の根源である発生、分化、

進化の謎を解くにはDNAとタンパク質のプ

糖鎖研究には、多数の糖鎖試料、
質量解析機、多数の質量スペクトル
ファイルからの被検ガス構造を同定
する検索エンジンソフトの3大ツール
が必要である 糖鎖試料は産総研

世界的に糖鎖研究はポストゲノムの最大研究課題とされており、

抗体医薬開発、DDS(標的薬システム)の開発、テーラーメード

医療開発等も糖鎖解析が伴わないと完成しないとされている。

さいわい、糖鎖研究は構造解析、合成法、機能解析ともに日本

主
題
的
成
果

ロテオミックス解明の先のグリコミックスの

解明が必要と言われている。

糖鎖構造の機能とその変化を知ることは

生命現象そのものを理解することに繋がる

ものであり、現在の糖鎖研究はその入口

にあるものと理解される。近い将来には現

が必要である。糖鎖試料は産総研
が、質量解析機は島津が、検索エン
ジンは三井情報が提供し、3者の協
力で糖鎖微量迅速解析システムの
プロトタイプ(AXIMA Resonance)
が完成した。
＜当システムの特徴＞

さいわい、糖鎖研究は構造解析、合成法、機能解析ともに日本

が世界最先端をリードしている。当プロジェクトを通しての誇れ

る成果であるが、今後もこのリードを保持されることが望まれる。

㈱島津製作所は、2007年に汎用の

糖鎖微量迅速解析システムを発売。
果 にあるものと理解される。近い将来には現

在難病とされる疾病の治療法を与えるもの

であり、遠い将来には老化の本質や生物

の寿命の限界を教えるものとなるであろう

と思われる。糖鎖研究の推進はまさに寿命

延伸の鍵を握っているものであるとい言え

る。

＜当システムの特徴＞
(1) 4段までの分解が可能
(2) 次段被ガス成分絞込み機能付き
(3) １nｇレベルの微量分析可能
(4) 数分以内での迅速分析
(5) 現保有構造解ファイル約200種

（H14(2002)－H17(2005)FY

2011年末までに4台が売れている。

糖鎖微量迅速解析システム

(

副
次

る。

・難病の治療法

・テーラー医療の確立

・健康寿命の延伸

生命現象の解明

（ ( ) ( )
(独)産業総合研究所、㈱島津製作
所、三井情報㈱）

(MALDI-QITTF MS：

“AXIMA Resonance”)

・ドーピング検査
世界的スポーツ大会では選手のドーピン次

的
成
果

・生命現象の解明世界的スポ ツ大会では選手のド ピン
グ問題があるが、最近は糖鎖の違いによ
るドーピング剤が多い。糖鎖分析が必要
になっている。 221



No.15 糖鎖エンジニアリングプロジェクト
1) 糖タンパク質構造解析技術の開発  1-3) 糖鎖プロファイリング技術開発

－「糖鎖プロファイリング技術開発」のアウトカム概要－－「糖鎖プロファイリング技術開発」のアウトカム概要－
生体細胞膜には鎖状のタンパク質が生えているが、このタンパク質にはブドウ糖による樹枝状の枝が付いている。細胞表面のタンパク質相互の反応性は、この樹枝状

糖鎖の分子構造に依存することが大きい。例えば細菌やウイルスが体内に侵入するのは特定の糖鎖によるし、細胞組織ががん化すると、糖鎖構造が変わるとされて

いる。したがって、糖鎖構造は疾病のマーカーになり得る。

糖鎖の付いたタンパク質をレクチンと呼ぶが、㈱ＧＰバイオサイエンスは本プロジェクトにおいて、DNAアレイと同様な糖鎖解析用の「レクチンアレイ」を製作し、糖鎖

プロファイリングシステムの開発を分担した 今後 このレクチンアレイと糖鎖プロファイラーを活用した疾病診断などが期待されるプロファイリングシステムの開発を分担した。今後、このレクチンアレイと糖鎖プロファイラーを活用した疾病診断などが期待される。

なお、レクチンアレイの製造技術を持つのは世界で、同社とイスラエルのプロゴニア社だけである。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

㈱GPの今後の事業展開
① がん早期発見用糖鎖マーカーの

開発

② iPS細胞における再生組織と糖鎖

特性の解明

㈱GPバイオサイエンス、2006年に製品化

① レクチンマイクロアレイ：“LecChip”
フコース、シアル酸、マンノース、ガラクトース、他の糖鎖認識

レクチンの組み合わせ

②糖鎖プロファイラー：“Glyco Station Reader 1200” 

(1) レクチンアレイの開発
異なった糖鎖を認識するレクチン

45種類のアレイの開発

(2) レクチンプロファイリング

システムの開発

主
題
的
成
果

③ バイオ医薬品の品質管理への糖鎖

解析の導入

④ スポーツ大会におけるドーピング

検査への糖鎖解析の導入
(レクチン

マイクロアレイ)

②糖鎖プ ファイラ y
エバネッセント波蛍光励起方式

専用解析ソフトウエアー付

システムの開発
糖鎖プロファイラのー作成

(3) 診断機器への展開

（H14（2002）－H17（2005）FY／

バイオテクノロジー開発研究組合、

㈱GPバイオサイエンス 他11社

テーラ－メード医療時代の

診断・治療に寄与
・㈱GPバイオサイエンス
光学機器ベンチャー㈱モリテックス

ク )

(糖鎖

プロファイラー)

㈱GPバイオサイエンス、他11社、

(独)産総研との共同研究、他に15
大学・研究所と共同・再委託研究）

副
次

光学機器 ンチャ ㈱モリテックス
の外資による買収で、バイオ部門が
独立した会社 (2009年設立)

【波及効果・派生技術】

受託解析サービス事業
正常 異常

次
的
成
果

受託解析サ ビス事業
㈱GPバイオサイエンスは、遺伝子解析を含め、糖鎖プロファイ
リングの受託サービス事業も行っている。試料量は極めて

少量で済むので、全国からの受託が可能である。
(レクチン

概念図)

糖鎖

蛋白質

表面細胞
222



No.16 バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト
（1）生体分子機器・総合システムの開発　⑦ 臨床データと遺伝子解析データとの統合データベース構築と診断チップの解析

－「臨床データと遺伝子解析データとの統合データベース構築と診断チップの解析」のアウトカム概要－

NEDOバイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクトでは各種の融合機器・システムの開発がなされているが、東レ㈱では自社開発の高感度DNAチップ

“３Ｄ-Gene” （感度100倍、分析速度10倍）を活用して、各種臨床データと遺伝子データとの対応を求め、高精度で予防診断やテーラーメード医療に

役立つデータベースの構築を行っている。 また消化器がん関連遺伝子約9,000種を網羅するDNAチップを2006年に研究用として発売提供している。

臨床試験承認は未だであるが 近い将来に 「検査・診断用チップ」 として汎用製品（医薬品扱い）として商品化されるものと見られる臨床試験承認は未だであるが、近い将来に 「検査・診断用チップ」 として汎用製品（医薬品扱い）として商品化されるものと見られる。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

・ＤＮＡチップコンソーシアム“３Ｄ G ”の高感度の原理 ・ＤＮＡチップコンソーシアム
ヒトゲノム解明以来、わが国でも関連
各社で、遺伝子解析用DNAﾁｯﾌﾟの
開発が盛んであったが、残念なことに
汎用DNAﾁｯﾌﾟに関しては、現状、外国
製品が市場を制する結果になっている。

“３Ｄ-Gene”の高感度の原理
従来のＤＮＡチップはスライドガラスやシリコン基板上に、塩基配列
既知のＤＮＡ片（プローブＤＮＡ）を配置固定したもにであるが、３Ｄ‐
Geneはプラスチック製で下図のようにの柱状（直径約100μｍ、ピッ
チ約400μｍ）に配列された基盤で各柱の頂部にプローブＤＮＡを固
定したものである さらに測定時反応性を高めるために溝部分に

(1)高感度DNAﾁｯﾌﾟの機能確認

遺伝子検出性能で、従来DNA
チップの約100倍の感度が確認

された(目標10倍)。

主
題
的
成
果

製品が市場を制する結果にな て る。
これに対し、東レ㈱の3D-Geneなどの、
高性能の次世代ﾁｯﾌﾟは遺伝子診断ｼｽ
ﾃﾑ等と結びついて、実用化されて行く
ものと考えられる。
現在、関係会社数10社で、ＤＮＡチップ

略称 が作られ

定したものである。さらに測定時反応性を高めるために溝部分に
は液攪拌用の微細ビーズ(径約100μｍ)が置かれている。この３次
元的な構造が100倍の感度を得られる理由である。

(2)高感度ﾁｯﾌﾟのｼｽﾃﾑ化

凹凸樹脂基盤作成、固定DNA
の高密度化、ﾋﾞｰｽﾞ攪拌効果

など製造法のｼｽﾃﾑ化を行った。

コンソーシアム(略称JAMAC) が作られ
て、この分野における“日本標準”を
創出すべく、鋭意努力中である。

各種がん診断の早期発見

消化器がん関連遺伝子約9,000種を網羅するDNAチップを
2006年に研究用として発売。臨床試験承認は未だであるが、

(3)新ﾁｯﾌﾟによる診断ﾂｰﾙ開発

新チップの研究用提供により

臨床承認のための治験推進。

(H14(2002)－H17(2005)FY

副
次

・各種がん診断の早期発見
・テーラーメード医療の実現

・東レ：3D-Geneをプラットホーム技術として応用展開

東レ㈱では高感度3D-Gene技術を基盤プラットホーム技術として、

2006年に研究用として発売。臨床試験承認は未だであるが、
近い将来に 「検査・診断用チップ」 として汎用製品（医薬品
扱い）として商品化。

(H14(2002) H17(2005)FY
東レ㈱、他15社、助成金方式）

次
的
成
果

東レ㈱では高感度3D Gene技術を基盤プラットホ ム技術として、

各種の応用展開を企画している。

既に、カニクイザルの遺伝子解析、他で副次成果が出ている。
（凹凸基盤

顕微鏡写真） 223



No.16 バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト
(1)生体分子機器・総合システムの開発　⑪ 生体内反応解明のための自動マイクロインジェクションシステムの開発

－「生体内反応解明のための自動マイクロインジェクションシステムの開発」のアウトカム概要－－「生体内反応解明のための自動マイクロインジェクションシステムの開発」のアウトカム概要－

NEDOバイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクトでは、各種の融合機器・システムの開発がなされている。富士通㈱では生物の浮遊細胞に遺伝子などの

入った極微少液量をガラス製注射針経由で直接自動的に注入できる自動マイクロインジェクション装置 “セルインジェクター”を開発した。これは正に

細胞捕捉、微細注射針の位置決め、微少液量の定量注入、など高度ＩＴ・ＭＥＭＳ技術とバイオ技術の融合成果そのものであると

言える。同社はプロジェクト終了後、2006年6月に、同機を汎用の「セルインジェクター」 (価格3,000万円)として、製品化した。今後のバイオ研究・細胞

ないし遺伝子工学研究において有力な武器になるものと予想される。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

イ ジ クタ 技術 評価年 ジ タ 製 インジェクター技術の評価
バイオ技術研究は、細胞内への物質
導入を前提とするものである。遺伝子
交換にしても、遺伝子を直接細胞に
注射したり、ウイルスの感染力を利用
したりする方法があるが それらは

「セルインジェクター」の基本技術

①浮遊細胞(10～20μm)の多数貫通孔を持つシリコンチップ

での単一細胞の吸引捕捉

②インジ クシ ン針先の3次元移動 位置決め自動調整機能

2006年6月にセルインジェクターCL2000として製品化(1)PC制御による高度自動化

マイクロインジェクション

の実現

(2)精度、再現性の向上

(3)細胞ダメージ低減

主
題
的
成
果

したりする方法があるが、それらは
大変な熟練と時間を必要とする。
一方、自動注入が可能なセルインジェ
クターの市場需要はまだない。それは
遺伝子研究が自動化を必要とする程
には成熟していないからである。

②インジェクション針先の3次元移動・位置決め自動調整機能

（±1μm以下）

③細胞を損傷しない微少液量の注入 (最小注入量200fL)

(3)細胞ダメ ジ低減

(キャピラリー針の微細化、

＜0.5μm）

上記項目についてプロジェクト

内で80％以上の成果を得て、

自動化 イク イ ジ ク しかし、将来の遺伝子治療の時代に
なると、本技術と装置が必ず必要に
なると評価できる。

自動化マイクロインジェク

ション装置のプロトタイプを

開発した。

(H14(2002)－H17(2005)FY
富士通㈱ 共同研究：東京大学

副
次

基本技術部分説明図 セルインジェクターCL2000

・支援技術
上記の開発に応用したＩＴ・MEMS

富士通㈱、共同研究：東京大学、

助成金方式）
・各種がん診断の早期発見
・テーラーメード医療の実現

次
的
成
果

上記の開発に応用したＩＴ MEMS

技術は富士通㈱のロボット開発に

おいて培った技術である。

・販売状況
セルインジェクターの需要は未だなく、富士通㈱では製造を一旦
中止している。 224



NO.17 先進ナノバイオデバイスプロジェクト
1) ナノスケール生体分子・情報解析デバイスの開発　1-2) POCTマルチバイオセンサの研究開発

－「POCTマルチバイオセンサの研究開発」のアウトカム概要－
家庭等での日常生活においてはデータに基づいた科学的な健康管理を簡便に行えるよう、また医院の医療現場においては診断および治療方針決定のための重要
な指針を迅速に得ることができるよう、数μL～数十μLの極微量血液等の生体試料から、必要充分な臨床検査項目（低分子等の生体分子、タンパク質、酵素、など）
の分析・解析を可能とする、安価・簡便・迅速かつ正確なその場臨床検査（POCT：Point of Care Test）用デバイスおよび解析機器等の実現が期待されている。
本研究開発では、微細加工技術により作製したマイクロデバイスとバイオ分子を用いたセンシング技術（活性の電気化学的検出法）を融合することで、その場臨床
検査を可能とする「POCTマルチバイオセンサ」を実現するための要素技術を開発した。
その結果 POCTマルチバイオセンサのプロトタイプおよび専用の電気化学的な測定機のプロトタイプを作製することが出来た プロジェクト終了後も研究開発を進その結果、POCTマルチバイオセンサのプロトタイプおよび専用の電気化学的な測定機のプロトタイプを作製することが出来た。プロジェクト終了後も研究開発を進
め、現在、臨床研究を行っている段階である。また、自社内では並行して、コスト的に安価なものとなる可能性を持つ、光学的測定方法についても研究開発を進めて
おり、これらの成果等を踏まえ、1～2年後の製品化を目指している。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

パナソニックヘルスケア㈱は、健康医療関

係の事業を行っており、血糖センサなどの
バイオセンサや、超音波診断装置などの
製造のほか、ヘルスケア支援サービスなど

の事業も行っている。現在、それらの技術

の蓄積も活かし 製品化を目指しており

(1) センサチップ上での実現に適した
生体分子分離精製技術の研究

(2) センサチップ上での実現に適した
タンパク質検出技術の研究開発

(3) センサチップ上での実現に適した
酵素活性測定技術の研究開発

このプロジェクトの成果として、一体化センサに適した分離・送液技
術を確立し、センサチップの生体分子分離精製部、電気化学検出
部の試作と機能評価で得られた知見を基に、各部構造を一体化し
たPOCTマルチバイオセンサのプロトタイプ、および専用の測定機
のプロトタイプを作製した。
また 測定機プロトタイプを使って 実際の測定を試み LDH（乳

主
題
的
成
果

の蓄積も活かし、製品化を目指しており、
事業化された時には以下が期待される。

POCTマルチバイオセンサの使用で、
生体分子の超高速・高感度・低コストな
分析・解析が可能となり テーラー

酵素活性測定技術の研究開発
(4) 生体分子固定化技術の研究開発
(5) 一体化POCTマルチバイオセンサ

プロトタイプの研究開発

（H15(2003)－H17(2005)FY、
松下電器産業㈱（現、パナソニック

ケ ㈱）

また、測定機プロトタイプを使って、実際の測定を試み、LDH（乳
酸脱水素酵素）活性を電気化学的に測定した例では、0～800
mU/mLの濃度範囲で測定が可能であり、実用化へ向けた目処を
得た。
プロジェクト終了後も研究開発を進め、自社の病院などで、アプリ
ケーション（病気とその診断項目の関係）の臨床データ取得を含め、
臨床研究を行っている段階であり 現在までのところ 製品化はさ 分析・解析が可能となり、テ ラ

メイド医療・予防医療等を実現するため
の足がかりができ、更には医療分野で
の新規産業の創出、産業競争力の強化
などを図ることができる。

ヘルスケア㈱）、
共同研究：大阪大学、徳島大学、
(H15FY－H16FY)、名古屋大学
(H17FY)、(独）物質・材料機構） これらの成果等を踏まえ、1～2年後の製品化を目指す

一方 コスト的に安価なものとなる可能性を持つ

臨床研究を行っている段階であり、現在までのところ、製品化はさ
れていない。

副
次

テーラーメイド医療の実現

新産業の創出

【波生技術】
生体分子の電気化学的検出用MEMS

方、コスト的に安価なものとなる可能性を持つ、
光学的測定方法についても、自社内での研究開発を
並行して進めている。

次
的
成
果

生体分子の電気化学的検出用MEMS
およびセンサ

225



No.17 先進ナノバイオデバイスプロジェクト
2) 分子スケール生体情報計測技術の開発  2-1) 1分子DNA解析システムの研究開発

－「1分子ＤＮＡ解析システムの研究開発」のアウトカム概要－1分子ＤＮＡ解析システムの研究開発」のアウトカム概要
NEDOの当プロジェクトにおいて、㈱島津製作所はDNA解析手法として、DNAを１分子の長鎖のまま検出基盤(チップ)に固定して、STM(走査型トンネル顕微鏡)で
塩基配列を直接読取るのが、効率的と考えて、「１分子DNA解析システム」の開発に取組んだ。目標を解析速度1～10塩基/秒(従来法の10～100倍)とした。

これにはまず、塩基対数が～Mbpに及ぶ螺旋構造の１本DNAを直線状に伸張する技術が必要であり、それを1本DNAに分解後、真空下でSTMにより塩基毎の

微小な電流・電圧特性を走査的に読取って、塩基配列を認識する必要がある。同社は数々の革新的技術を適用して、プロトタイプシステム作成の見通しを得ることが

できた。㈱島津製作所は、プロジェクト後も「１分子ＤＮA解析システム」の製品化研究を続けたが、DNA解析は多量の短鎖DNA（＜100bp)データをコンピューター製 製 p
処理して全配列を推定する外国メーカーの方式が主流となり、同社は本システムの開発を中止した。しかしながら、その後、後継プロジェクトにあたる内閣府最先端

研究開発支援プログラムの「1分子解析技術を基盤とした革新ナノバイオデバイスの開発研究」に引き継がれ、当プロジェクトの開発成果が活用されている。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

1分子解析の将来
本システムの開発は中止されたが、当

プロジェクトが着眼した“1分子丸ごと

解析”の魅力は残され、後継プロジェ

クトにあたる内閣府最先端研究開発

主要成果
①1分子DNAのハンドリング技術

マイクロ流離＋遠心力応用

DNA伸張技術

石英基盤のピラー流路適用

プロジェクト終了後の研究

主
題
的
成
果

クトにあたる内閣府最先端研究開発

支援プログラムの「1分子解析技術を

基盤とした革新ナノバイオデバイスの

開発研究」（中心研究者：川合知二（大

阪大学／教授）、共同提案者：馬場嘉

信（名古屋大学／教授 2009FY～

石英基盤のピラ 流路適用

②STM観察用デバイス作成

特定位置へのDNA伸張固定

③SPM原理によるDNA塩基識別

基本技術

④DNA塩基識別技術の適用性 信（名古屋大学／教授、2009FY
2013FY）に引き継がれ、当プロジェク

トの開発成果が活用されている。

将来、以下が期待される。

④ 識別技術 用性

確認

⑤１分子DNA解析プロトタイプ

製作・機能確認

（H15(2003)FY－H17(2005)FY
PL：名古屋大馬場嘉信教授、

島津製作所はプロジェクト後も、「１分子ＤＮA解析システム」の

製品化研究を続けたが、DNA解析は多量の短鎖DNAデータを

（1分子DNA解析装置イメージ）

←（１分子DNAの伸張手順）

副
次

㈱島津製作所、阪大、名大、

(独)物質研、産総研と共同研究)
コンピューター処理する外国メーカーの方式が、世界市場を席巻

するようになり、同社は本システムの開発を中止した。

高度予防医療、リモート健康管理、

新型感染症防止、などの実現

次
的
成
果 226



NO.18 ナノ微粒子利用スクリーニングプロジェクト

－「ナノ微粒子利用スクリーニングプロジェクト」のアウトカム概要－

今後急速な高齢者社会を迎える我が国において 高齢者が健康かつ安心して暮らせる社会を実現することが求められており そのため 遺伝子やタンパク質など今後急速な高齢者社会を迎える我が国において、高齢者が健康かつ安心して暮らせる社会を実現することが求められており、そのため、遺伝子やタンパク質など
の生体高分子の機能・構造解析等を行うとともに、その成果を高度に活用するための情報基盤の整備を行うことにより、テーラーメイド医療・予防医療の実現や
画期的な新薬の開発を目指し、健康維持・増進に係る新しい産業の創出につなげて行くことが必要である。
本プロジェクトでは、医薬品候補物質の探索のみならず、その最適化等も高速かつ自動で行うシステムを構築するために必要な微粒子関連技術を開発し、その
成果をシステムとして仕上げるための技術開発を行った結果、実用化・事業化の高い見通しが得られた。このプロジェクト終了後、この成果を基に、多摩川精機㈱
は東工大の技術指導のもと、実用化開発を行い、その製品の販売および関連するサービスの提供も行うことが出来るようになった。は東工大の技術指導のもと、実用化開発を行い、その製品の販売および関連するサ ビスの提供も行うことが出来るようになった。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

東京工業大学で開発されたFGビーズは、

ポ ポ

ナノ微粒子利用スクリーニング
プロジェクト

本プロジェクトでは、新規ナノ磁性微粒子の開発研究と、それを
利用した種々の生理活性物質に対する標的タンパク質を単離 フェライト粒子をポリマー層と表面のポリ

GMAとで被覆した高純度の約200nmの、
標的タンパク質を効率良くアフィニティー精

製する担体で、その粒子を量産化すること

ができ、また、その高機能性ナノ磁性微粒
子を利用し、医薬品候補物質の探索など

プロジェクト
(1) 高機能・高性能微粒子の創製

技術開発
(2) 高機能・高性能微粒子の利用

技術開発
(3) 前項目の技術を活用した医薬

品候補物質探索 最適化ｼｽﾃﾑ

利用した種々の生理活性物質に対する標的タンパク質を単離・
同定すること、それらの作用発現機構を解明することに注力し、
また、このナノ磁性微粒子を利用したスクリーニング自動化装
置の開発に挑戦し、開発した。
その結果、実用化・事業化の見通しの高い成果が得られた。

主
題
的
成
果

を 用 、医薬品候 物質 探索

を従来に比べ高速度で高精度に自動スク

リーニングする装置が完成した。

このようにバイオテクノロジーとナノテクノロ

ジーの研究分野間の連携による 高機能

品候補物質探索・最適化ｼｽﾃﾑ
等の開発

(3‐1) スクリーニング自動化装置
の開発研究

(3‐2) スクリーニング自動化装置

の実証研究

NEDO 「産業技術実用化開発助成事業」
「ナノ磁性微粒子スクリーニングシステムの実用化開発」
（H18（2006）FY－H20（2008）FY、多摩川精機㈱）
この開発で、ナノ磁性微粒子スクリーニング自動化装置の実用
化開発、及びナノ磁性微粒子の量産化技術とユーザーニーズ ジーの研究分野間の連携による、高機能

微粒子の創製とその利用技術の開発によ
り、ゲノム創薬分野での強力な支援施術、

新たな診断・治療技術への展開が図れる。

テ ラ メイド医薬の実現 新薬開発

の実証研究
（H15FY－H17FY、ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

開発(技)、㈱アフェニックス、第一
製薬㈱、アステラス製薬㈱、多摩
川精機㈱、みずほ情報総研㈱、
キヤノン㈱、東京工業大
再委託 東北大／薬学部 慶應大

化開発、及びナノ磁性微粒子の量産化技術と ザ ズ
に対応した表面修飾技術を確立し、処理サンプル数の異なる
数種の自動化装置を開発し、シリーズ化を図った。

「ナノ磁性微粒子（FGビーズ）とスクリーニング装置」の
製造・販売を2009年から開始した

副
次 【波生効果・派生技術】

テーラーメイド医薬の実現・新薬開発
の着手、新産業の創出

再委託：東北大／薬学部、慶應大
学院／理工学部）

製造・販売を2009年から開始した。
製薬メーカーや大学・公立研究所で、創薬の研究に利用。

（FGビーズ）（24ｻﾝﾌﾟﾙ処理） （8ｻﾝﾌﾟﾙ）

次
的
成
果

【波生効果 派生技術】

受託サービス（リガンド（薬剤）の

固定化、標的蛋白質の精製）
（ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ
自動化

装置） 227



No.19 タンパク質相互作用解析ナノバイオチッププロジェクト
① タンパク質解析のためのバイオ素子(抗体、ウイルス)の開発

－「タンパク質解析のためのバイオ素子(抗体 ウイルス)の開発」のアウトカム概要－「タンパク質解析のためのバイオ素子(抗体、ウイルス)の開発」のアウトカム概要
細菌やウイルスに感染した細胞やがんなどの変質した組織では、その組織特有のタンパク質が発現する。それらのタンパク質を発現する遺伝子を同定して、これを

ヒトに感染しないウイルス(例えばバキュロウイルス)に移植して、羅病細胞やがん細胞を破壊する免疫抗体を作れるならば、その抗体は有力な診断薬ないし治療薬

になる可能性が大きい。先行プロジェクト、10.タンパク質発現・相互作用解析技術開発(1999-2002年度)、14.タンパク質機能解析・活用プロジェクト(2003-2006年度)

等の成果も活用して、本プロジェクトではがん組織の診断薬、治療薬候補物質を多数発見することができた。

プロジェクト終了後 参加会社であった中外製薬㈱ ㈱ペルセウスプロテオミクスでは それらの候補物質から診断薬の開発 並びに治療薬開発のための臨床プロジェクト終了後、参加会社であった中外製薬㈱、㈱ペルセウスプロテオミクスでは、それらの候補物質から診断薬の開発、並びに治療薬開発のための臨床

試験などが進められている。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

現在 ヒトゲノムの解明によ て テ遺伝子工学の進展(トランスジ ク動物作成技術 他)によ 現在、ヒトゲノムの解明によって、テー

ラーメード医療の時代に突入している

が、その最たる医薬が抗体応用の

診断・治療薬剤である。

抗体医薬は病原体や異常細胞と特異

的に結合し 治癒効果をもたらす免疫

(1) タンパク質発現技術開発

20種以上の特定タンパク質受容体

の発現及び発芽型バキュロウイル

スでの再構成を確認した。

また、各種癌細胞抗原の免疫性

遺伝子工学の進展(トランスジェニック動物作成技術、他)によっ

て、内外で抗体医薬の開発が盛んである。

中外製薬㈱はプロジェクト成果の抗体利用診断薬・治療薬候補

のらGOC3 (グリピカン3) から、肝がん用診断薬を開発し(2006
年認可)、治療薬開発も臨床試験フェーズ2段階である。

また ㈱ぺ セウ プ テオミク は固形がん用(肺がん 膵が

主
題
的
成
果

的に結合して治癒効果をもたらす免疫

機能を、人工的に付与するものである。

その特徴は目標とする抗原だけに限

定的に結合する標的薬であること、従

来の化学薬剤が持つような副作用が

な と 投与後 生体内 長時間安

発現に十分な発現量を確認した。

(2) 高特異性抗体作成技術開発

トランスジェニックマウス(遺伝子

組込み試験用マウス)を使って、ヒト

ゲノムにコードされる核内受容体

また、㈱ぺルセウスプロテオミクスは固形がん用(肺がん、膵が

ん、大腸がん、乳がん、他)の診断薬キット(PTX-3キット、約10
万円)を開発し、2006年から製造・販売している。当キットは高

性能 (低ノイズ、低濃度検出で世界最高)で、臨床検査会社の

㈱エスアールエル、三菱化学メディエンス㈱、等でも採用されて

る ないこと、投与後の生体内で長時間安

定的に薬効を発揮すること、等である。

東大先進科学研究センターと(財)バイ

オインダストリー協会、㈱ぺルセウスプ

ロテオミクスの3者が組んだ態勢は我

が国の先進医療を支えるものである

48種類について、全てのタンパク質

を識別する抗体を作成した。

（H15FY－H17FY、／東大先端科

学研究センター、(財)バイオインダス

トリー協会 ㈱ぺルセウスプロテオミ

いる。

㈱ﾍﾟﾙｾｳｽﾌﾟﾛﾃｵﾐｸｽ社

副
次

が国の先進医療を支えるものである。

・免疫システム活用医薬の時代
DDS(標的薬システム）

トリー協会、㈱ぺルセウスプロテオミ

クス、中外製薬㈱、他）
㈱ﾍ ﾙｾｳｽﾌ ﾛﾃｵﾐｸｽ社
の“PTX-3キット”

・大学系ベンチャー企業誕生
バイオ分野はベンチャ に適して次

的
成
果

DDS(標的薬システム）
極低副作用

がんワクチン時代

バイオ分野はベンチャーに適して

おり、2000年以降多数の大学系

ベンチャー企業が誕生した。
キメラ抗体と
ヒト化抗体 228



No.20 ナノカプセル型人工酸素運搬体製造プロジェクト
① ヒトヘモグロビンを用いたナノカプセル型人工酸素運搬体製造の開発

－「ヒトヘモグロビンを用いたナノカプセル型人工酸素運搬体製造の開発」のアウトカム概要－
輸血用血液の不足から、人工血液ないし酸素運搬体の製造技術の開発が求められている。テルモ㈱では有効期限(21日)の切れた輸血用血液から、ヘモグロビンを

採り出して、人工的なリポゾーム膜(脂質2重層膜)に包んだ直径約230μmの、輸血を代用し得る人工酸素運搬体(商品名TRM-645)の量産化技術の開発を行った。

本製品の非臨床試験(動物試験)では、酸素運搬機能及び安全性についての問題が無く、輸血代替用の酸素運搬体として実用化の可能性の見通しを得た。

しかしながら 今後の事業化に向けては 本製剤の社会的必要性を踏まえ 原料となる血液の安定的な確保方法などや 薬事行政当局との事業化に向けた意見しかしながら、今後の事業化に向けては、本製剤の社会的必要性を踏まえ、原料となる血液の安定的な確保方法などや、薬事行政当局との事業化に向けた意見

調整などが必要であり、臨床試験はまだ行なわれてない。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

・人工酸素運搬体の将来
現在、輸血用血液製剤必要量は、

90万L/年程度であるが、高齢化により

献血人口は減少する一方で、将来は

・人工酸素運搬体 「TRM-645」 の特性
①赤血球よりかなり小さい直径230nmの球形微小粒子の生理

食塩水懸濁液。ただし、血管壁は不透過。

②リポゾーム膜表面にポリエチレングルコールのヒゲを持ち、

粒子相互の凝集を防止

・主要成果
①ヒト由来ヘモグロビンの連続

遠心法による大量、高速処理

②原料ヘモグロビン由来のウイ

ルス不活性化のための溶剤／

主
題
的
成
果

人工血液製剤の供給が必須である。

本プロジェクトでは、ヒト由来ヘモグロ

ビンによらない遺伝子組み換えヘモ

グロビンによる酸素運搬体製造の

偵察実験も行っているが、培養法に

粒子相互の凝集を防止。

③製剤中ヘモグロビン濃度6％、酸素運搬力4.5ml/dl。
④保存法2～8℃、有効期間12ヶ月以上。

ルス不活性化のための溶剤／

界面活性剤処理

③カプセル化ヘモグロビンの

保存性向上のための脱酸素

処理

④脱酸素 無菌ク ズ系 の果 ついては200Lスケールの検討段階で

終了している(旭硝子㈱)。

将来はこの方法による酸素運搬体の

供給が期待される。

④脱酸素・無菌クローズ系での

分注法

商品形状

200mLバッグ

（ ( ) ( )

輸血医療における新規事業の創出
(断面

拡大図） （全体図）

（H15(2003)FY－H17(2005)FY
テルモ㈱、旭硝子㈱及び4大学

と共同研究）

副
次
的
成
果
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No.21 微細加技術利用細胞組織製造技術の開発
① ヒト循環器系細胞の分化誘導・培養技術と装置の開発

「ヒト循環器系細胞の分化誘導・培養技術と装置の開発」のアウトカム概要－「ヒト循環器系細胞の分化誘導・培養技術と装置の開発」のアウトカム概要－
超高齢化社会に突入し、再生医療分野の基盤技術として、移植用の細胞再生組織の効率的な製造技術と製造装置開発が重要かつ緊急課題である。移植には

人工心肺のような完全人工物で置換するものと、他人の組織器官を移植する方法が開発されている。しかし、前者は基本的に、手術時などの短時間を前提とする

ものであり、後者はドナー不足と免疫拒否反応の問題がある。

そこで、患者自身の細胞を外部で増殖させて、シート状再生組織として患部に移植する方法が内外で研究されている。ES細胞やiPS細胞の研究もその一環である。

再生細胞シ トでは 現在 角膜 心筋 食道組織 歯周組織 軟骨組織などについての再生組織作成法が研究されており いずれも臨床段階に進んでいる再生細胞シートでは、現在、角膜、心筋、食道組織、歯周組織、軟骨組織などについての再生組織作成法が研究されており、いずれも臨床段階に進んでいる。

本プロジェクトでは心筋の再生シート作成に絞って研究開発が行われ、動物実験で臨床応用に繫がるまでの研究が行われた。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果 社会・経済等の効果 今後期待される効果

再生細胞シート関係の臨床試験状況

は、角膜上皮再生がフェーズ２段階に

あり、他の心筋、食道組織、歯周組織、

軟骨組織についてはフェーズ１段階で

ある。

主要成果

①心筋細胞包括的解析システム

②心筋分化誘導システム

③治療用心筋幹細胞の開発

④心筋細胞誘導培養技術開発

再生細胞シート作成のキー技術は、再生皿(樹脂製)表面に

温度応答性ポリマー(32℃の上下で親水性・疎水性の変換が

ある)を電子線照射により20nm厚さに接合させることにある (㈱
セルシードの開発技術、世界初)。
プロジェクト研究は終了時(2005年)、臨床研究前の動物実験段

主
題
的
成
果

角膜上皮培養では元細胞に口内粘膜

の使用が可能であり、臨床試験の承

認審査は角膜上皮シートが最も早いと

予想される。それでも国外での臨床審

査の方が早いとみられることから、㈱

④ 養

⑤心筋創薬ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ装置開発

心筋再生組織のソース細胞に骨

格筋芽細胞を使い、細胞シート

自動積層化装置、等を開発して、

階で終わっているが、その後、プロジェクト参加関連機関（大学、

病院、企業）では研究が続けられ、患者本人の承諾と医学倫理

委員会承認のもとに、心筋の研究移植が複数例実施されてい

る。重症心筋症患者が、普通の日常生活が可能なまでに回復

した例もある。

セルシードではフランスでの承認取得

を企画している(2007年治験開始)。

再生細胞シート技術は、日本発“世界

初”の医療基盤技術でもあり、わが国

の新薬承認制度の、合理化、迅速化

自動積層化装置、等を開発して、

上記の成果を得ている。

（H15FY－H17FY／PL:大阪

大学澤芳樹教授、参加機関：大

阪大学、他5大学、(財)先端医

副
次

が求められている。

・iPS細胞応用技術の実用化
再生組織臨床研究の推進

療センター、(独)産総研、

会社：㈱セルシード、他5社）

心筋シート ・ｼｰﾄ細胞培養期間
次
的
成
果

再生組織臨床研究の推進

（世界をリード）

心筋シ ト

自動積層

化装置

角膜上皮：11日

心筋：3週間
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No.21 微細加工技術利用細胞組織製造技術の開発
 ① ヒト循環器系細胞の分化誘導・培養技術と装置の開発

－「ヒト循環器系細胞の分化誘導・培養技術と装置の開発」の追加項目アウトカム概要－
当プロジェクトでは、前頁㈱セルシード社の再生培養シート製造の他にも多くのアウトカムが得られているので、それらの代表的なものを下に追加した。なお、本プロ

ジェクトはの(財)先端医療振興財団(神戸市中央区)が推進事務局を担当した。同財団も再生医療研究開発部門を持ち、血管再生、膵・肝再生、角膜再生、等で先端

研究を推進している。

NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの技術成果NEDOﾌ ﾛｼ ｪｸﾄの技術成果

・中空糸細胞培養ｼｽﾃﾑ開発・幹細胞用ﾍﾞｸﾀｰの生産/精製ｼｽﾃﾑﾉの

確立

・自動継代培養ｼｽﾃﾑんの装置開発

培養セル

製造工程：

HVJ培養（無血清培地）→濾過→HVJ不活性化

TFF限外濾過 ｶﾗﾑｸﾛﾏﾄ精製(2段) 医用分子

培養セル

特徴：

中空糸培養による隔離と、培養ｊ走査の自動化に

より、細菌、ウイルス等の混入がなく、簡便でベッ

→TFF限外濾過→ｶﾗﾑｸﾛﾏﾄ精製(2段)→医用分子

(遺伝子等)→ｶﾗﾑｸﾛﾏﾄ精製→分注→

製品

用途：

特徴：

細胞挙動の観察可能で、自動的に継代培養を行

うｼｽﾃﾑで、培養工程の高度安定化とｺｽﾄﾀﾞｳﾝが

・組織工学人工心臓弁の開発 ・経冠動脈内心筋細胞導入用カテーテル開発

特徴：

生体弁と同等の力学的強度とコラーゲンなどの細胞外マトリックス構造を保持

し、炎症性や石灰化少なく、早期細胞化が可能であった(動物実験)。

特徴：

ダブルガイドワイヤー、

能動的注入ｼｽﾃﾑ、

穿刺部位確認ｼｽﾃﾑ、微量注入ｼｽﾃﾑよりなる経冠動脈内細胞移植用カ

テーテルである。遺伝子、薬剤などの注入にも応用が可能。
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参考資料 １ 

 

 METI 健康安心イノベーションプログラム追跡評価の対象プロジェクト  
 



参考資料１　METI　健康安心イノベーションプログラム追跡評価の対象プロジェクト

No. プログラム名 実施年度 運営・管理 PL 委託先 再委託先-1 再委託先-2 再委託先-
3

再委託先-
4

1 臨床用遺伝子診断システム機器の開発 2000年度～2003年度 1) 遺伝子発現解析技術による大腸がんスクリーニング検査 東大　医科学 ㈱日立製作所 キヤノン㈱ 横河電機㈱
2) 生物発光技術による心疾患を対象とした遺伝子診断 ヒトゲノム解析 ㈱日立製作所 日本ガイシ㈱ 東京大学
3) 電気化学的手法による遺伝子診断

中村　祐輔
教授

㈱TUMジーン 九州大学
第一化学薬品
㈱

ｲﾝﾃｯｸ･ｳｪ
ﾌﾞ･ｱﾝﾄﾞ･ｹﾞ
ﾉﾑ･ｲﾝﾌｫﾏ
ﾃｨｸｽ㈱

ｾｲｺｰｲﾝｽﾂ
ﾙ㈱

2 心疾患治療システム機器の開発 2000年度～2005年度 ㈱日立超LSIｼｽﾃﾑｽﾞ
九大　医学研 ㈱日立製作所
砂川　賢二 テルモ㈱
教授 日本電信電話㈱ 筑波大学 慶応義塾大学

NTTｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾃｸﾉﾛｼﾞ
㈱日立超LSIｼｽﾃﾑｽﾞ
㈱日立製作所 横浜国大

3) インテリジェント薬剤投与ｼｽﾃﾑ テルモ㈱

3
がん・心疾患等に対応した医療機器の応用・実用化開発
No.6 へ移行

2001年度

4
早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開
発

1998年度～2005年度

① 超音波利用循環器系疾患診断システム 　　　　　　～2002年度

1999年度～2002年度 1) 血管壁の高精度計測
2) 3) 血管壁厚み変化の表示

松下通信工業㈱
東北大学大学
院工学系

東北大学大学
院医学系

4) 臨床応用およびｼｽﾃﾑ性能評価 松下通信工業㈱
松下電器産業㈱

1998年度～2002年度 1) 体外プローブシステムの開発
2) 体外トランスデューサの開発

㈱東芝

3) 細径プローブシステムの開発
4) カテーテル（細径超音波プローブ）の開発 富士写真光機㈱

(ハ) 体内三次元動態可視化診断・治療システム
1999年度～2002年度 1) トランスデューサアレイ

2) インターフェイス
本多電子㈱

（波面符号化送信方式と開口合成を特徴とする超音波撮像
技術を用いた開発）

3) 高速信号処理システム
4) 総合評価と総括（実験）

㈱三井造船昭島研究所
山形大学工学
部

② 低侵襲高度手術支援システム 　　　　　　～2004年度
1999年度～2003年度 1)操作マニピュレータシステムによる手術作業支援技術

㈱日立製作所 杏林大学

　1-1) 術中微細操作支援技術 瑞穂医科工業㈱
　1-2) 形状変化補償技術 ㈱日立製作所
2) MRI コンパチブル高速3D 超音波計測技術

㈱日立製作所

3) 手術計画・術中情報提示技術（含む、画像処理技術）
㈱日立製作所

(ロ) 内視鏡等による低侵襲高度手術支援システム 2000年度～2004年度 1) ＤＶＴ撮影システム 東芝ﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑｽﾞ㈱
2) 高機能内視鏡
　(A) 多機能内視鏡
　(B) 高性能顕微内視鏡

ペンタックス㈱

3) 高操作性マニピュレータ 東芝㈱ RDC
4) 手術誘導システム 東芝ﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑｽﾞ㈱
5) 手術安全支援システム
（2003年度～2004年度）

東芝ﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑｽﾞ㈱

③ 精密診断・標的治療システム 　　　　　　～2005年度

1998年度～2002年度 1) 共焦点レーザ顕微鏡装置
　1-1) 染色体識別技術
　　(1) 染色体前処理装置 ㈱アド・サイエンス

　1-1) 染色体識別技術
　　(2) 高輝度蛍光体

東洋紡績㈱

　1-2) 共焦点レーザ顕微鏡 オリンパス光学工業㈱
2) 三次元画像処理装置
　2-1) 画像解析処理ソフト 東洋紡績㈱
　2-2) 染色体異常関連ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ ㈱アド・サイエンス

1998年度～2002年度 1) 加熱凝固治療装置 ㈱日立製作所、㈱日立ﾒﾃﾞｨ
ｺ、ﾀｶｲ医科工業㈱

2) 音響化学治療装置 ㈱日立製作所
3) 治療部位検出部 ㈱日立ﾒﾃﾞｨｺ
4) 音響化学活性物質 ㈱日立製作所、㈱光ｹﾐｶﾙ研

究所
1999年度～2003年度 1) ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ放射光施設による微小血管造影基盤技術の確立

浜松ホトニクス㈱ 東海大学
国立循環器病ｾ
ﾝﾀｰ（共研）

2) 疑似単色Ｘ線源装置の開発 浜松ホトニクス㈱
3) 超高感度ハイビジョン級カメラシステムの開発 浜松ホトニクス㈱＋(財）ＮＨＫ

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ
4) デジタル高精細画像処理技術の開発 (財）ＮＨＫｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ
5) トータルシステムの開発 浜松ホトニクス㈱

1999年度～2003年度 1) 標的蛋白の構造が未知の場合の最適化合物設計法の開発

2) 標的蛋白の構造情報が既知の又は予測できる場合の最適化合
物設計法の開発

3） トータルシステムの開発

（ホ）臨床用遺伝子診断システム機器
Ｎｏ.1と同じ

2000年度～2003年度

（ヘ）心疾患治療システム機器
Ｎｏ.2と同じ

2000年度～2005年度

5 高齢者等社会参加支援のためのシステム開発 1999年度～2003年度 国立診療所

1999年度～2003年度 1) 歩行訓練支援ｼｽﾃﾑ(～'02FY) 中部病院 ダイヘンテック㈱ 大分大学 東京電機大学
2) 下肢機能回復支援ｼｽﾃﾑ 長寿医療研究 ㈱安川電機 産業医科大学
3) 上肢動作訓練支援ｼｽﾃﾑ C　老人支援

機器開発部長
田村俊世

三洋電機㈱(～'00FY)
旭化成㈱('01FY～)
旭化成ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱('01FY-

大阪大学 兵庫医科大学

1999年度～2002年度 1) パワーアシスタント機器の開発 ㈱日立製作所
2) メモリアシスタント機器の開発 シャープ㈱
3) インタフェースシステムの開発 ㈱日立製作所
4)  トータルシステムの開発 ㈱日立製作所、ｼｬｰﾌﾟ㈱

6 2002年度～2003年度 ② 診断・計測

1) 磁気応用診断・治療支援装置の開発研究（H13-15FY)
㈱玉川製作所

2) エンドマイクロスコープの実用化開発（H13-15FY)
オリンパス光学工業㈱

3) 半導体型ガンママメラの開発（H13-15FY、16FYまで延長)
東芝ﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑｽﾞ㈱

4) MRIを用いた脳血流循環障害診断ｼｽﾃﾑの開発（H13-15FY)
GE横河ﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑ㈱

5) リアルタイム4Dイメージングシステム（H13-15FY(2次））
東芝ﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑｽﾞ㈱

③ 治療・再生・生体機能代替
1) 心筋梗塞の新しい治療戦略確立のための次世代型心肺補助ｼｽ
ﾃﾑの開発・実用化（H13-15FY(2次））

東洋紡績㈱

2) ｢がん｣摘出用顕微鏡・内視鏡手術ｼｽﾃﾑ(ｹﾐｶﾙﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ）
（H13-14FY) (財)NHKｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ

3) 粒子線がん治療におけるｽﾎﾟｯﾄｽｷｬﾆﾝｸﾞ照射法の開発（H15-
17FY） 三菱電機㈱

4) 高機能空気圧受動要素の研究及びｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ足関節装具の実
用化開発（H15-17FY) アクティブリンク㈱

5) 先進制御技術を用いた非侵襲(住宅用）人工呼吸器の実用化開
発（H15-17FY) 川重防災工業㈱

6) 歯周病治療及び予防のための歯周組織再生誘導材料の開発
（H15-17FY)

リジェンティス㈱
（旧、(有)シバリエ技術研究
所）

7
1999年度～2002年度 1) 積雪寒冷住宅における玄関アプローチの融雪バリアフリーシス

テムの開発（H11-13FY）
38,450KL

年間の省エネ
量（原油換算）

ノーステック財団（（財）北海
道科学技術総合振興セン

2) 空気循環型消臭機能付きマットの開発と介護空間の快適性向上
技術（H11-13FY）

埼玉県産業技術総合セン
ター（旧　埼玉県工業技術セ

3) 義肢ソケット製作システムの開発（H11-13FY） 山梨県工業技術センター
4) 福祉住宅用省エネルギー窓・出入口部材の開発（H11-13FY) 13,665KL ㈱アワード
5) 被介護者用搬送車の寒冷地対策など移動に関する装置の開発
（H11-12FY)

(社）北見工業技術センター運
営協会

6) 付加型脱臭・加湿制御装置の開発（H11-13FY） 19,223KL (財）神戸港湾医療保健協会
7) 不整地走行可能な省エネルギー型電動車いすの開発（H11- 佐賀県工業技術センター
8) 熱的バリアフリー空間を形成する蓄放熱床システムの開発
（H11-13FY）

15,171KL
早稲田大学理工学総合研究
センター

9) 高齢者の快適性と安全性に配慮したオンディマンド省電力型快
適トイレ空間の開発（H12-14FY)

日本女子大学

10) 利便性と省エネの両立を可能とする電力管理機能を持つ次世
代環境制御装置の開発（H12-14FY)

新産業創造研究機構

11) 生体情報を用いて快適性と省エネを追求したリアルタイムセン
シング・暖房機能付き高齢者福祉用寝具類の開発（H13FY(2次））

(社)八日会

国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等
の実用化開発
（3.に続いて実施されたもの。
2004年度～国民の健康寿命延伸に資する医療機器等の
実用化開発補助事業)

エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開発補助事
業

ウェルフェアテクノシステム研究開発事業／
エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開発助成事
業

㈱医薬分子設計研究所（研
究開発）
武田薬品工業㈱（評価）

① 身体機能リハビリ支援システム (技)医療福祉機器研究所

② 高齢者生活作業支援システム (技)医療福祉機器研究所

（ハ）次世代単色Ｘ線診断・治療システム
（新生血管を含む微小血管の有無の検出ならびに同定が可
能なシステムの開発）

(技)医療福祉機器研究所

（ニ）医用化合物スクリーニング支援システム
（医用化合物開発の研究者が利用可能なHTS（高速大量ｽｸ
ﾘｰﾆﾝｸﾞ）によるトータルシステムを開発）

(技)医療福祉機器研究所

（イ）共焦点レーザ顕微鏡による全染色体画像解析診断装
置

(技)医療福祉機器研究所

（ロ）超音波治療システム
（加熱凝固治療を短時間で効率的に行える技術と、低い超
音波強度で治療可能な
音響化学治療技術を開発し、それら単独もしくは組合せで超
音波によるがん等の治療）

(技)医療福祉機器研究所

(イ) 心疾患診断・治療統合支援システム
（MRI のモニタ下で，主に虚血性心疾患に対する診断と低侵
襲な治療を統合的に支援するシステムを開発）

(技)医療福祉機器研究所

(技)医療福祉機器研究所

(イ) 血管壁組織性状診断・治療システム
（動脈硬化の早期診断を目的に、血管壁の厚み変化・弾性
特性という新しい診断パラメータを、超音波の応用により定
量的に提供）

(技)医療福祉機器研究所

(ロ) 診断支援型超音波血管内三次元イメージングシステム
（体外用プローブをもつリアルタイム３次元超音波システムを
使ってのナビゲーションとて細径プローブの血管内の位置情
報の補正を行う）

(技)医療福祉機器研究所

1) インテリジェント生体情報取得システム (技)医療福祉機器研究所

2) 超小型無線伝送デバイス
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No. プログラム名 実施年度 運営・管理 PL 委託先 再委託先-1 再委託先-2 再委託先-
3

再委託先-
4

8
健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研
究

1998年度～2003年度
PLなし

1998年度～2002年度 (1) 血管壁の形態的・機能的診断技術 東京大学
1) 血管壁の形態的・機能的診断技術の研究 東京大学
2) 血管病態の予後予知を含む機能診断技術 東京大学
3) 形態情報と機能情報の3次元画像統合システムの研究 東京大学
(2) 血管再建用手術支援システム技術の研究 東京大学
1) 手術支援ﾏﾆﾋﾟｭﾚｰﾀｰ、血管再建用手術支援ｼｽﾃﾑの研究 東京大学
2) マイクロサージェリー、血管再建技術の研究 東京大学

1999年度～2003年度 1) カテーテル高度化・多機能化技術の研究 慶応大学／医学部、
理工学部

2) カテーテルを用いた診断・治療可能な対象疾患別遺伝子治療技
術の研究

慶応大学／医学部、
理工学部

3) カテーテル高度化・多機能化技術と遺伝子治療支援技術の統合
的研究

慶応大学／医学部、
理工学部

4) 統合的研究 慶応大学／医学部、
理工学部

1999年度～2003年度 1) 高次生体情報の画像化技術の研究 (株)ｱﾎﾟﾛﾒｯｸ
製品1：ﾌｫｽｲｯﾁ
式血中放射能
濃度連続

同：製品2：ｺｲﾝｼ
ﾃﾞﾝｽ式血中放
射能濃度連続
測定装置

2) 機能温存治療支援システムの研究 測定装置　2003
年

2002年

2000年度～2002年度 (1) 遺伝子の診断用ポータブルタイプの遺伝情報計測システム

1) 基盤技術研究
2) 要素技術研究

2000年度～2003年度 (1) 臨床診断にむけたOCT(近赤外線）システムの研究
1) 汎用小型OCTの試作
2) 内視鏡融合型OCT
(2) 次世代医療にむけた高機能・高空間分解能・断層画像測定技
術の研究
1) 時間ゲート型OCT
2) GRINレンズ型OCT

9
1) ｽﾌﾟﾗｲｼﾞﾝｸﾞ・ﾊﾞﾘｱﾝﾄの取得技術の開発(SV)

2)　ﾀﾝﾊﾟｸ質の大量発現技術の開発 （大量発現）

3) ﾀﾝﾊﾟｸ質の発現頻度解析技術の開発（発現頻度解析）

3-1) 発現頻度解析（DNAﾏｲｸﾛｱﾚｲ）

3-2) 発現頻度解析（iAFLP法）

4) ﾀﾝﾊﾟｸ質の相互作用解析の開発（相互作用）
4-1) 質量分析

4-2) 蛍光ｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ

4-3) 構造情報解析

5) 細胞ﾚﾍﾞﾙでのﾀﾝﾊﾟｸ質機能解析技術の開発
5-1) 細胞画像
5-2) 合成ｓiRNA
5-3) ｓiRNAライブラリ
6) モデル動物を活用した機能解析技術の開発（モデル動物）

10 1999年度～2002年度 1)機能を持った蛋白質発現・相互作用解析の技術開発

2) 癌診断抗体クラスター作製

3) 蛋白質質分離・微量蛋白
質同定技術の開発

11 2000年度～2005年度 1) 多因子疾患関連遺伝子の多様性解析 国立遺伝学研
1-1) 遺伝子ﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ自己免疫疾患 生命情報・
1-2) 遺伝子ﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ糖尿病 DDB研究C長

1-3) 遺伝子ﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ摂食障害 五条堀　孝
1-4) アルゴリズム開発

1-5) データベース情報解析

2) がん関連遺伝子の多様性解析
2-1) ジェノタイピング
2-2) 発現解析
2-3) 情報解析

12
2000年度～2003年度

1) 糖鎖合成関連遺伝子の網羅的クローニング
産総研　糖鎖
工学研究C

1-1) ゲノムインフォマティクス法によるクローニング 副C長　成松
久

1-2) エクスプレッション法等によるクローニング
2) 「糖鎖合成関連遺伝子の機能解析とデータベースの作成
2-1) 糖鎖合成関連遺伝子の機能解析
2-2) 糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー作成

13
2000年度～2004年度 1) ヒト完全長cDNA 統合データベース：H-Invitational Database

の構築
2) H-Inv 疾患版（Disease Edition）におけるデータベース構築
3) 比較ゲノム解析データベースの構築
4) 遺伝子アノテーションシステムの構築
5) バイオインフォマティクス研究開発
5-1) 配列モチーフ予測プログラム：OSMO-finder
5-2) 発現制御因子予測システム：N'Tiss

14 タンパク質機能解析・活用プロジェクト
2003年度～2005年度 ①スプライシング・バリアントの取得技術の開発（ＳＶ）

(社)ﾊﾞｲｵ産業情報化ｺﾝｿｰ
ｼｱﾑ（JBIC)

産総研　生物
情報解析研究

②タンパク質の大量発現技術の開発（大量発現）
C副C長
野村　信夫

③タンパク質の発現頻度解析技術の開発（発現頻度解析）
④タンパク質相互作用解析技術の開発（相互作用解析）
⑤細胞レベルでのタンパク質機能解析技術の開発（細胞レベル）
⑥モデル動物を活用したタンパク質機能解析技術の開発（動物モ

15 2002年度～2005年度 1) 糖タンパク質構造解析技術の開発 産総研　糖鎖
1-1) グライコプロテオミクス技術開発 工学研究C
1-2) 質量分析技術開発 C長
1-3) 糖鎖ﾌﾟﾛﾌｧｲﾘﾝｸﾞ技術開発 地神　芳文
1-4) 糖鎖構造同定ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの構築
2) 糖鎖・糖鎖複合体合成技術の開発
2-1) 糖転移酵素開発
2-2) 糖鎖自動合成装置設計開発
3) 総合調査研究

16 2002年度～2005年度 1) 生体分子計測機器・統合システムの開発 PLなし
1-1) バイオインフォーマティクスと融合した、先進プロテオミクスプ
ラットフォームの創造
1-2) ゲノム・プロテオームをベースとしたプロファイル診断システム
の研究開発
1-3) ）遺伝子導入、及び発現タンパク質の動態解析を行うための
顕微鏡付加システムの技術開発
1-4) 走査型マルチプローブを用いた生体分子計測・解析・加工装
置の開発
1-5) 可溶性蛋白質の設計・合成・分析統合システムの構築と３次
元構造解析への応用
1-6) 糖鎖研究用試薬の製品化
1-7) 臨床データと遺伝子発現解析データとの統合データベースの
構築と癌診断チップの解析
1-8) ゲノム・トランスクリプトーム・プロテオーム解析自動化統合シ
ステムの開発
1-9) ECA チップを用いた遺伝子診断機器の自動化
1-10) マイクロ流体システムを用いた遠隔地診断システムの開発
1-11) 生体反応解明のための自動マイクロインジェクションシステム
の開発
1-12) リン酸化蛋白質中、リン酸化アミノ酸残基決定のための試
薬、プレートの開発・実用化
1-13) 生物情報統合システムKeyMolnet への分子構造情報の統合
1-14) バイオ医薬品製造及び再生医療への応用をめざした自動細
胞培養システムの開発
1-15) 高スループットプロテオーム解析質量分析システム
1-16) 薬物動態解析ツールとしてのナノプローブ剤と画像検出シス
テムの開発
2) 新たな原理に基づく解析デバイスの開発
2-1) タンパク質分離のためのプロテインシステムチップの開発
2-2) 微細加工技術を利用した遺伝子およびタンパク質の迅速検出
システムの開発
2-3) バイオ・IT 融合による多元タンパク質解析装置の開発
2-4) ワイヤレスバイオ計測システムの研究開発

2-5) ブロックコーディング修飾アプタマー法による人工抗体製造シ
ステムの研究開発
2-6) 結核菌・抗酸菌・結核治療薬耐性菌等向け全自動臨床用遺伝
子診断システムの実用化開発
3) ホームヘルスケアのための高性能健康測定機器開発

富士通㈱

横河電機㈱、㈱プロップジーン

技術研究組合 医療福祉機器研究所（参加 12社） 東芝ﾎｰﾑｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ(中断）

㈱日立製作所（現(株)日立ﾊｲﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ）

㈱日立製作所

学校法人片柳学園、シャープ㈱、凸版印刷㈱、アステラス製薬㈱

㈱クボタ

日本電気㈱、NEC ソフト㈱、川崎重工業㈱、東京理化器械㈱、日本電子㈱

㈱日立製作所

凸版印刷㈱、インテック・ウェブ・アンド・ゲノム・インフォマティクス㈱、第一化学薬品㈱
日水製薬㈱

富士通㈱

マナック㈱

㈱医薬分子設計研究所

㈱サイメディア

バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト

エーザイ㈱

（㈱MCBI、㈱島津製作所、三井情報開発㈱

オリンパス㈱

㈱生体分子計測研究所

ゾイジーン㈱

東京化成工業㈱

東レ㈱

凸版印刷㈱　　（TUMジーン）

糖鎖エンジニアリングプロジェクト
（糖鎖構造解析技術開発）」

バイオテクノロジー開発技
術研究組合

（集中研）㈱Ｊ－オイルミルズ、サイバーレーザー㈱、ジーエルサイエンス㈱、㈱島津製作
所、生化学工業㈱、(財)野口研究所、富士通㈱、三井情報開発㈱、㈱モリテックス、
（共同研究）東京都立大学、近畿大学、理化学研究所、東京大学

(集中研）塩野義製薬㈱、東洋紡績㈱、㈱日立ﾊｲﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ、（共同研究）北海道大学、
東海大学、お茶の水女子大学
バイオテクノロジー開発技術研究組合

ﾘﾊﾞｰｽﾌﾟﾛﾃｵﾐｸｽ研究所、日立製作所、不二家、日立ｻｲｴﾝｽｼｽﾃﾑｽﾞ、東洋紡績、JBIC

ｲﾝﾋﾞﾄﾛｼﾞｪﾝ、日立ｻｲｴﾝｽｼｽﾃﾑｽﾞ、ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ･ｼｽﾃﾑ･ｻｲｴﾝｽ、JBIC、ヒゲタ醤油、ﾀｶﾗﾊﾞｲ
ｵ、ﾌﾟﾛﾃｲﾝ・ｴｸｽﾌﾟﾚｽ、東洋紡績、和研薬、三菱化学、ﾌﾟﾛﾃｲﾝｸﾘｽﾀﾙ、片倉工業、東レﾘ
ｻｰﾁｾﾝﾀｰ

ﾆｯﾎﾟﾝｼﾞｰﾝ、三井情報開発、日立ｻｲｴﾝｽｼｽﾃﾑｽﾞ、ﾕﾆｰﾃｯｸ、JBIC
ﾋﾞｱｺｱ、NTT ﾃﾞｰﾀ、JBIC、ｱﾏﾙｶﾞﾑ、医学生物学研究所、浜松ﾎﾄﾆｸｽ
ｼｽﾒｯｸｽ、富士通、JBIC、iGENE
ｼﾞｪﾝｺﾑ

糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー構築 バイオテクノロジー開発技
術研究組合

西新橋

アマシャムファルマシアバイオテク（株）、（株）ジェージーエス、生化学工業（株）、富士レ
ビオ（株）、三井化学（株）、三井情報開発（株）、（共同研究）AIST、(独）糖鎖工学研究セ
ンター、大阪大学、名古屋大学、愛知医科大学、創価大学、（再委託）熊本大学、東海大
学

バイオインフォマティクス知的基盤整備
（バイオインフォマティクス関連データベース整備）
（この整備により、ヒト全遺伝子・転写産物に情報をつけてH-
InvDBの構築ができ、その後、ゲノム情報統合プロジェクト
（2005年度-2007年度）により、H-InvDBの拡張ができ、統合
データベースのための調査研究（2005年度）および文科省ラ
イフサイエンスデータベース統合プロジェクト（2006年度～）
および経済産業省統合データベースプロジェクト（2008年度
～2011年度）へと進展した）

(社)バイオ産業情報化コン
ソーシアム（JBiC）

(社)バイオ産業情報化コンソーシアム（JBiC）
（参加企業）AIST、㈱日立製作所、㈱シーズ・ラボ、㈱ダイナコム、富士通㈱、三井情報開
発㈱、ビッツ㈱、CRCソリューションス、(有）アクシオヘリックス、協和発酵工業㈱）

（共同研究）国立国際医療ｾﾝﾀｰ、国立精神・神経ｾﾝﾀｰ

三菱総合研究所、日本電気、（共同研究）東京女子医大、東京大学、早稲田大学、AIST

三井情報開発、NTTﾃﾞｰﾀ、日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、（共同研究）国立遺伝学研究所、
AIST

(財)癌研究会、（共同研究）愛知県がんｾﾝﾀｰ
(財)癌研究会、（共同研究）愛知県がんｾﾝﾀｰ、名古屋大学
(財)癌研究会、（共同研究）広島大学

タンパク質発現・相互作用解析技術開発
（2003年度～タンパク質発現・相互作用解析技術開発ナノ
バイオチッププロジェクトへ継続）

財団法人バイオインダスト
リー協会

八丁堀

東大　先端科
学技術研究C
児玉　龍彦
教授

横河電機㈱、㈱島津製作所､明治製菓㈱、中外製薬㈱、興和㈱、グレラン製薬㈱、㈱ノエ
ビア､㈱特殊免疫研究所、（共同研究）東京大学先端科学技術研究センター、（再委託）
大阪大学大学院薬学研究科、東京大学医学部附属病院

遺伝子多様性モデル解析技術開発 （社）バイオ産業情報化コ
ンソーシアム 中外製薬、日新紡績、ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞﾊﾞｲｵｼｽﾃﾑｽﾞ、（共同研究)東海大学、順天堂大学、東京大

ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞﾊﾞｲｵｼｽﾃﾑｽﾞ、東洋紡ｼﾞｰﾝｱﾅﾘｼｽ、ｱｽﾃﾗｽ製薬、富士通、（共同研究）徳島大学

ｱﾏﾙｶﾞﾑ、医学生物学研究所、浜松ﾎﾄﾆｸｽ、（共同研究）AIST、理化学研究所、東大、筑
波大 大阪大学JBIC、生物分子工学研究所

ｼｽﾒｯｸｽ、富士通、JBIC、（共同研究）AIST、東大医科研
iGENE、（共同研究）東京大学
AISTｼﾞｰﾝﾌｧﾝｸｼｮﾝ研究ｾﾝﾀｰ

ジェンコム㈱、（共同研究）徳島大学、東京大学、（再委託）岡崎国立研究機構

タンパク質機能解析技術開発
（2003年度～タンパク質機能解析・活用プロジェクトに改組）
No.14へ移行

2000年度～2002年度～
（2005年度）

(社)ﾊﾞｲｵ産業情報化ｺﾝｿｰ
ｼｱﾑ（JBIC)

産総研
臨界副都心　内

ﾘﾊﾞｰｽﾌﾟﾛﾃｵﾐｸｽ研究所、日立製作所、不二家、日立ｻｲｴﾝｽｼｽﾃﾑｽﾞ、東洋紡績、JBIC、
（共同研究）製品評価技術基盤機構、AIST

ｲﾝﾋﾞﾄﾛｼﾞｪﾝ、日立ｻｲｴﾝｽｼｽﾃﾑｽﾞ、ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ･ｼｽﾃﾑ･ｻｲｴﾝｽ、JBIC、ﾋｹﾞﾀ醤油、ﾀｶﾗﾊﾞｲ
ｵ、ﾌﾟﾛﾃｲﾝ・ｴｸｽﾌﾟﾚｽ、東洋紡績、和研薬、三菱化学、ﾌﾟﾛﾃｲﾝｸﾘｽﾀﾙ、片倉工業、東レﾘ
ｻｰﾁｾﾝﾀｰ、（共同研究）AIST、理化学研究所、東京大学、東北大学、(再委託）大阪大学
蛋白研、東京農工大学

ﾆｯﾎﾟﾝｼﾞｰﾝ、三井情報開発、（共同研究）東大医科研、東京医科歯科大

日立ｻｲｾﾝｽｼｽﾃﾑ、ﾕﾆｰﾃｯｸ、（共同研究）九大、国立遺伝研、AIST

ﾋﾞｱｺｱ、NTTﾃﾞｰﾀ、JBIC、（共同研究）AIST、東京都立大、九大

⑤ 光干渉利用高機能断層画像測定システム
山形大学／工学部、
医学部

山形大学／工学部、
医学部

③ 高次生体情報の画像化による診断・治療システム
(MRI 画像による各種臓器の動態計測、磁気共鳴分光画像
法（MRSI）や磁気共鳴機能画像法（fMRI）による生体機能計
測の高度化・高感度化。並列計算によるﾘｱﾙﾀｲﾑ画像情報
処理のための基盤技術開発。その利用で生体機能を最大限
に温存した治療システムの開発)

(財)先端医療振興財団

神戸
京都大学、大阪大学、神戸大
学、国立循環器病センター、
産総研/関西ｾﾝﾀｰ、神戸市
立中央市民病院、神戸市立
工業高等専門学校、先端医
療ｾﾝﾀｰ・映像医学ｾﾝﾀｰ

④ 微小電極利用遺伝子情報計測システム
筑波大学
（研究協力）九州大学、金沢
大学、北陸先端大学

① 循環器系疾患に対する予後診断を含む低侵襲診断治療
システム

② 低侵襲超高度選択的／局所診断・治療一元化システム
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No. プログラム名 実施年度 運営・管理 PL 委託先 再委託先-1 再委託先-2 再委託先-
3

再委託先-
4

17
2003年度～2005年度 1-1) ﾊｲｽﾙｰﾌﾟｯﾄ･ﾀﾝﾊﾟｸ質解析ﾁｯﾌﾟの研究開発 名大　院　工

学研究科
1-2) POCTﾏﾙﾁﾊﾞｲｵｾﾝｻの研究開発 馬場　嘉信
1-3) ﾋﾟｺﾘｯﾄﾙ液滴型ﾀﾝﾊﾟｸ結晶化ﾃﾞﾊﾞｲｽの研究開発
2-1) 1分子DNA解析ｼｽﾃﾑの研究開発
2-2)　ﾚｰｻﾞ干渉光熱変換法によるｻﾌﾞ・ｱﾄﾓﾙ生体分子分析技術の
研究開発

18 2003年度～2005年度 1) 高機能・高性能微粒子の創製技術開発
1-1) 高機能・高性能微粒子の開発研究 東工大　院
1-2) ナノ磁性微粒子の改良研究 生命理工工学
1-3) ナノ磁性微粒子の表面被覆法の開発 研究科
2) 高機能・高性能微粒子の利用技術開発 半田　宏
2-1) ナノ磁性微粒子のスクリーニング精製効率の検証 　教授
2-2) ナノ磁性微粒子の薬剤レセプタースクリーニング系の検証
2-3) 低分子化合物固定化ナノ磁性微粒子の利用技術開発
2-4) ナノ微粒子利用型結合因子・受容体の探索・同定・機能解析
技術開発
3) 前項目の技術を活用した医薬品候補物質探索・最適化システム
等の開発
3-1) スクリーニング自動化装置の開発研究
3-2) スクリーニング自動化装置の実証研究

19
2003年度～2005年度 機能を保持した状態での膜タンパク質・複合体の発現及びタンパク

質相互作用
解析技術の開発

東大　先端科
学技術研究C

1) タンパク質解析のためのバイオ素子（抗体、ｳｲﾙｽ）の開発 児玉　龍彦
教授

1-1) タンパク質発現技術開発
1-2) 高特異性抗体作製技術開発

1-3) ウイルス素子技術開発
2) 多種類の微量のタンパク質を検出する抗体チップの開発

3) 多種類の生理活性物質と多種類の膜タンパク質の相互作用を
解析するｳｲﾙｽﾁｯﾌﾟの開発

20 2003年度～2005年度 1) ﾋﾄﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝを用いたﾅﾉｶﾌﾟｾﾙ型人工酸素運搬体の製造技術の PLなし
2) 製剤の特性試験及び非臨床試験による安全性等の評価
3) 虚血性疾患等に対する酸素供給による治療法の有効性の評価
4) 遺伝子組み換えヘモグロビンを用いた人工酸素運搬体の研究

21

微細加工技術利用細胞組織製造プロジェクト 2003年度～2005年度 1) ヒト循環器系細胞の分化誘導・培養技術と装置の開発 版大　院　医
学研究科
澤　芳樹教授

2) ヒト細胞の分化誘導・培養技術を基盤としての細胞分離・診断シ
ステムの開発

先進医療センター　　　(財)先端医療振興財団か
（共同研究）大阪大学、千葉大学、京都大学、㈱東レ、
（再委託）第一ｱｽﾋﾞｵﾌｧｰﾏ㈱、㈱ｶﾙﾃﾞｨｵ、㈱ｾﾙｼｰﾄﾞ

先進医療センター　　(財)先端医療振興財団か
（共同研究）AIST、京都大学、㈱カネカ、㈱東レ、
（再委託）ﾊﾟﾅｿﾆｯｸﾌｧｸﾄﾘｰｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱

タンパク質相互作用解析ナノバイオチッププロジェクト 財団法人バイオインダスト
リー協会

明治製菓(抜けた), 中外製薬, あすか製薬, 興和, 横河電機, ペルセウスプロテオミクス, Ｊ
ＳＲ、（共同研究）東京大学先端科学技術研究センター

ナノカプセル型人工酸素運搬体製造プロジェクト テルモ㈱、
（共同研究）北海道大学大学院医科学研究科循環病態内科、東海大学医学部心臓血管
外科・移植外科、国立循環器病センター研究所人工臓器部、Johann Wolfgang Goethe
University of Frankfurt am Main、旭硝子㈱ ASPEX 推進事業部

㈱神戸製鋼所

ナノ微粒子利用スクリーニングプロジェクト バイオテクノロジー開発技
術研究組合

参加企業 ；（6社）　㈱アフェニックス、第一製薬㈱、アステラス製薬㈱、多摩川精機㈱、み
ずほ情報総研㈱、キャノン㈱、
(共同研究)東京工業大学、
（再委託）東北大学、慶應義塾大学

先進ナノバイオデバイスプロジェクト
東レ㈱、(共同研究)大阪大学、名古屋大学

松下電器㈱、（共同研究）大阪大学、名古屋大学、物材機構
㈱ﾃｸﾉﾒﾃﾞｨｶ、（共同研究）東京大学
㈱島津製作所、AIST、（共同研究）大阪大学、名古屋大学、物材機構
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資料２　健康安心イノベーションプログラムに関する追跡調査のためのヒアリング・アンケート調査結果のまとめ
Ⅰ．波及効果に関する評価
Ⅰ- 1 技術波及効果

資料2 - 1

Ⅰ- 1．技術波及効果
（1）実用化への進展度合 （2）個々のプロジェクト成果からの技術的な広がり具合

②-1 直接的に生み出された技術又は派生技術を利用する研
究主体（機関、企業、大学等）は数多くありますか。

①-1 派生技術はありますか。

(結果）直接的に生み出された技術を利用する研究主体は251

①-1 個々のプロジェクト中、終了後に実用化した製品やサービ
スはありましたか。

②-2　1）ある、2）あると考えているとお答になった場合、いつ頃

(時期）、何(対象）が実用化できそうか記述願います。

（例）2013年<8 ⑤>眼軸長＋αの測定装置<8 ⑤> 数年後<16 >

47

44

9

0 10 20 30 40 50

実用化なし

Prj.終了後

Prj.終了前

（％）

7

23

70

0 20 40 60 80

不明

無い

ある

（％）

②-3 上記 ①-1 個々のプロジェクト中 終了後に実用化した製

(結果）直接的に生み出された技術を利用する研究主体は251
箇所で、派生技術を利用する研究主体は172箇所であった。
（N=17)

②-2 直接的に生み出された技術又は派生技術を利用する研

（例）2013年<8.⑤>眼軸長＋αの測定装置<8.⑤>、数年後<16.>
我々の顧客の製品（診断薬）に採用される<16.>、平成24年度
中　眼科検査、白内障手術<6.2)>、等

47

44

9

0 10 20 30 40 50

実用化なし

Prj.終了後

Prj.終了前

（％）

7

23

70

0 20 40 60 80

不明

無い

ある

（％）

②-3 上記 ①-1 個々のプロジェクト中、終了後に実用化した製
品やサービスはありましたか。において 3）なかった　とお答え
になり、かつ　②-1個々のプロジェクトの成果から今後実用化
が期待される製品やサービスはありますか。において　3）無い
とお答えなった場合にお伺いします。 (結果）派性技術があるの回答が70%であり、プロジェクトの成果

からの技術的広がりが多い

②-2 直接的に生み出された技術又は派生技術を利用する研
究主体は産業界や学会に広がっていますか。

(結果）プロジェクトへの参加企業や、不参加の同業者の企業
や、大学、独立行政法人研究所などへの技術的広がりが報告
された(結果）プロジ クト終了前と終了後に実用化した製品やサ ビ

47

44

9

0 10 20 30 40 50

実用化なし

Prj.終了後

Prj.終了前

（％）(N=32)

7

23

70

0 20 40 60 80

不明

無い

ある

（％）(N=30)

からの技術的広がりが多い。 された。

（例）自動化（エンリッチメントデバイス)<15.①1-3）>、抗体医薬
抗体作製技術<10 19>フェーズ２および前臨床（複数） 基礎研

(結果）プロジェクト終了前と終了後に実用化した製品やサービ
スがあったの回答が53%を占める。

③-1 参加企業等が自ら実施する研究開発の促進効果はあり
ましたか。プロジェクトの成果は、参加された企業の研究開発
戦略に影響を及ぼしましたか。

（例）米国を中心に超高速次世代DNAシーケンサー代替技術の
開発が進んだ。当初想定していたものと違う解析ターゲット（短
鎖DNAの高速解析と情報処理技術の組み合わせ）に市場が動
いた。<17.2-1)> プロジェクト終了後、ゲノムワイドで相関解析を

（例）糖鎖プロファイラ Gl t ti R d 1200 レクチンア

①-2 派生技術（要素技術）は何ですか。

①-2 実用化があった場合、製品やサービスは何ですか。

③-1 多額の実施料収入を生み出す等、インパクトのある技術
が得られましたか プロジ クトで得た知的財産権（特許 実用

抗体作製技術<10、19>フェーズ２および前臨床（複数）、基礎研
究<10、19>、レーザーの波長ラインナップ<4③イ>405nmに加
え、473、440、635nmの製品化<4③イ>、抗体医薬　抗体作製技
術<12､15>フェーズ２および前臨床（複数）、基礎研究<12､15>、
眼軸長測定<8.⑤>生産中<8.⑤>、細胞の電気特性測定用ＭＥ
ＭＳ<17 1 2)> ELISA系構築技術<10 19> 要素<10 19> 等

戦略に影響を及ぼしましたか。いた。<17.2 1)> プロジェクト終了後、ゲノムワイドで相関解析を
する手法が一般的となったため、プロジェクトで開発したアルゴ
リズムは時代遅れとなったため。<11.1-4）>、等

（例）糖鎖プロファイラー　Glycostation Reader 1200、レクチンア
レイ　Lecchip Ver1.0、FV1000共焦点レーザ顕微鏡、眼底検査
装置EG-SCANNER、光干渉式眼軸長測定装置OA-1000、修飾
型DNAアプタマー開発サービス、全身用CTスキャナ　Aquilion
ONE、等

7

36

29

29

0 10 20 30 40

その他

影響はなかった

関連研究開発が

立ち上がった

研究部門が

拡大した

（％）

①-2 波及技術の現状の段階はどこでしょうか。

が得られましたか。プロジェクトで得た知的財産権（特許、実用
新案、商標、プログラム著作権）の活用状況は、如何ですか。

ＭＳ<17.1-2)>、ELISA系構築技術<10.19> 要素<10.19>、等

(結果）知的財産権からの収入はない。が殆どであるが、プロ
ジェクトで得た知的財産権の活用状況は基本特許として活用し

おり 活 場 も増 る 答が 件あ た 他と

、等

①-3 貴社にとって実用化した製品の位置付けは、どのようなも
のでしょうか。

4

41

55

0 20 40 60

その他

既存事業の強化

新規事業の展開

（％）

35

30

35
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技術開発段階

研究段階

（％）
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その他

影響はなかった

関連研究開発が

立ち上がった

研究部門が

拡大した

（％）

ており、活用場面も増えているの回答が4件あった。その他とし
ては防衛手段として活用が3件あった。

③-2 プロジェクト終了後、いくつの関連特許を出願されました (結果）プロジェクトの成果として、企業等の研究開発の促進効
4

41

55

0 20 40 60

その他

既存事業の強化

新規事業の展開

（％）

35

30

35

0 10 20 30 40 50

実用化段階

技術開発段階

研究段階

（％）(N=20)

7

36
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0 10 20 30 40

その他

影響はなかった

関連研究開発が

立ち上がった

研究部門が

拡大した

（％）(N=28)

(結果）派性技術についても、研究段階、技術開発段階はある
が、実用化段階が35%もある。

③
か。出願数を記述願います。

(結果）プロジェクトの成果として、企業等の研究開発の促進効
果である、研究部門が拡大した、関連の研究開発が立ち上がっ
たの合計が58%であった。

③-2 参加企業等が自ら実施する研究開発の期間短縮効果は
ありま たか

(結果）実用化した製品は、新規事業の展開と既存技術の強化

4

41

55
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その他

既存事業の強化

新規事業の展開

（％）(N=22)
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（件数）
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研究段階

（％）(N=20)

①-3 「派生技術がある」場合、派生技術により、新規事業の開
拓が見込めますか。

ありましたか。

①-4 実用化した製品やサービスにおける個々のプロジェクト成
果の貢献割合はどのくらいですか。

(結果）実用化した製品は、新規事業の展開と既存技術の強化
に繋がったの回答が96%を占める。
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（％）(N=22)
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早まらなかった

早まった

（％）

(意見）金額では助成期間中のみで考えて約9%、助成後の製品
化までの総額で考えると1-2%程度だが、装置の早期実用化へ
の貢献は大きいと考え いる < )>

(結果）貢献割合として100%が3件、70%が1件、50%が2件、30%が
2件であり、プロジェクトの成果が実用化に結び付いている。 (結果）プロジェクト終了後も、実用化に向かい継続して、国内特

許（基本、周辺）および海外特許が多く出願されている。

（参考）プロジェクト期間中の全21プロジェクトで出願された特許
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(結果）プロジェクトの実施によって、参加企業等が自ら実施す
る研究開発の期間短縮に繋がったの回答が43%で、早まらな
かったの38%より多かった。

の貢献は大きいと考えている。<6.5)>

②-1 個々のプロジェクトの成果から今後実用化が期待される
製品やサービスはありますか。

（参考）プロジェクト期間中の全21プロジェクトで出願された特許
は、国内特許が796件、海外特許が155件であった。

(結果）派性技術がある場合、新規事業の開拓が見込めるの回
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り多 。

(意見）ライフサイエンスなので、開発のスパンが長く、時期的な
ことは評価困難<10、19>、公的試験機関の利用がスムーズ
だった<7.1)>、プロジェクトで始めて実施可能となった<11.2）>、
そもそも本プロジェクトなしでは見通しが全くなかった<15.①1-
3）> １～2年<4③イ> ∞<16 > 1～2年程度<6 5)> 2年位

（例）自動化機器<15.①1-3）>、 医薬・診断薬<10、19>、光断層
技術SD-OCT<8.⑤>、立体構造が既知の場合での創薬支援
サービス<4.(ﾆ)>、細胞シート利用技術<21.1)2)>、受託サービス
事業 診断薬事業<18 1 1)(3)> 等

(結果）派性技術がある場合、新規事業の開拓が見込めるの回
答が60%もある。

44

41

15

0 10 20 30 40 50

無い

あると考えている

ある

（％）

25

15

60

0 20 40 60 80

不明

見込めない
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（％）(N=20)

3）>、１～2年<4③イ>、∞<16.>、1～2年程度<6.5)>、2年位
<4.(ﾆ)>、2年位<5.2)>、当初の計画通り<4.①（イ)>、早まった部
分もあるが。その効果を生かしきれなかった部分もあった
<20>、5年程<18.1-1)(3)>、約5年<7.10)B>、１年<8.③>、事業が
なければ実現しなかった<7.3）>、1年<8.③>、等

（例）バイオ医薬品 アンチド ピング<15 ①1 3）> 化学 薬

事業　診断薬事業<18.1-1)(3)>、等

①-4 「派生技術がある」場合、派生技術は多くの種類の技術分
野にわたっていますか。当該技術分野は何ですか

44

41

15

0 10 20 30 40 50

無い

あると考えている

ある

（％）(N=27)

(結果）プロジェクトの成果から実用化が期待される製品やサー
ビスがある又はあると考えているの回答が56%を占める。

（例）バイオ医薬品、アンチドーピング<15.①1-3）>、化学、薬
学、工学<10、19>　、レーザー<4③イ>、化学、薬学、工学<12､
15>、遺伝子工学、有機合成、表面加工、機械、コンピュータ
<12､15>、医療画像診断技術<8.⑤>、バイオＭＥＭＳ分野<17.1-
2)>、分析<10.19>、創薬分野<4.(ﾆ)>、等

44

41

15

0 10 20 30 40 50

無い

あると考えている

ある

（％）(N=27)

) 、分析 、創薬分野 ( ) 、等
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「健康安心イノベーションプログラムに関する追跡調査のためのヒアリング・アンケート調査」のデータ収集結果のまとめ

Ⅰ．波及効果に関する評価
Ⅰ- 1．技術波及効果 Ⅰ- 2．研究開発能力向上効果

（3）国際競争力への影響 （1）知的ストックの蓄積度合 （2）研究開発組織の改善・技術戦略への影響
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（3）国際競争力への影響 （1）知的ストックの蓄積度合 （2）研究開発組織の改善・技術戦略への影響
① 我が国における当該分野の技術レベルは向上しましたか。 ① 当該分野における研究開発は続いていますか。 ① 企業を超える研究開発のインフラとして、研究交流基盤は整

備され、活用されていますか。
③-1 国際標準の決定に対し、個々のプロジェクトはメリットをも
たらしましたか。国際標準化、規格化など、技術の標準化に寄
与しましたか。
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（％） 21
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0 20 40 60 80

その他
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寄与した

（％）

3

28

69
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その他

継続していない

継続している

（％）

11

61

29

0 50 100

その他

特に変化は見られなかった

研究交流基盤が極めて充実した

（％）

13
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78

0 20 40 60 80 100

その他

向上はしなかった

向上した

（％）(N=32) 21

75

4

0 20 40 60 80

その他

寄与しなかった

寄与した

（％）

3

28

69

0 20 40 60 80

その他

継続していない

継続している

（％）(N=32)

11

61

29

0 50 100

その他

特に変化は見られなかった

研究交流基盤が極めて充実した

（％）(結果）我が国における当該分野の技術レベルが向上したの回
答が78%であった。

① 向上した場合 どのような点で向上しましたか ① 継続している場合 どのようなどのような形態で継続されて
(結果）研究交流基盤が極めて充実したが29%で、特に変化は見
られなかったが61%であった

(結果）当該分野における研究開発が継続しているの回答が
70%であった。

(結果）国際標準の決定に対し 個々のプ ジ クトにメリ トを

13

9

78

0 20 40 60 80 100

その他

向上はしなかった

向上した

（％）(N=32) 21

75

4

0 20 40 60 80

その他

寄与しなかった

寄与した

（％）(N=24)

3

28

69

0 20 40 60 80

その他

継続していない

継続している

（％）(N=32)

11

61

29

0 50 100

その他

特に変化は見られなかった

研究交流基盤が極めて充実した

（％）(N=28)

① 向上した場合、どのような点で向上しましたか。

（例）知名度があがった。引き合いが増えた<15.①1-3）> 、ﾚｰｻﾞ
のラインナップと多点タイムラプス<4③イ> 、OCT技術の適合性
分野拡大<8.⑤>、主流技術を超える手法の実現<16.>、世界初
のADCT(Area detector CT) ﾊｰﾄﾞ/ｿﾌﾄの実用化を達成<6.5)>、

① 継続している場合、どのようなどのような形態で継続されて
いますか。

られなかったが61%であった。

② 企業間の共同研究の推進等、協力関係、良好な競争的関
係が構築されましたか。

(結果）国際標準の決定に対し、個々のプロジェクトにメリットを
もたらしたの回答が1件あった。

③-2 国際標準等の協議において、我が国がリーダーシップを
取れるようになりましたか

21

75

4

0 20 40 60 80

その他

寄与しなかった

寄与した

（％）(N=24)
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70

5

0 20 40 60 80

その他

取るには至らない

取れるようになった

（％）
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36
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28
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その他

企業の自社テーマ

大学、独立行政法人等の自所テーマ

METI、NEDO、文部科学省、JSTなど

大型公的テーマ

（％）

0

25
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38

16
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その他

変化はあまりない

共同研究が新たに起った

産学間の連携が強化された

企業間の連携が強化された

（％）

のADCT(Area detector CT) ﾊ ﾄ /ｿﾌﾄの実用化を達成<6.5)>、
微小流体制御の要素技術<17.1-2)>、現在、臨床現場で使用さ
れている（2003FY～）<5.2)>、等

（例）「国際競争力」という観点からは、開発中の機器への需要
が未知数である<7 10)B> 市場が狭いため<7 >

① 向上しなかった場合、なぜ向上しなかったのでしょうか。

取れるようになりましたか。
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取るには至らない
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（％）
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大型公的テーマ

（％）
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変化はあまりない

共同研究が新たに起った

産学間の連携が強化された

企業間の連携が強化された

（％）

②-1 外国企業に対して技術提携は行われましたか。

が未知数である<7.10)B>、市場が狭いため<7.>
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企業間の連携が強化された

（％）

(N=32)

(結果）自所と自社での継続が64%であるが、大型公的テーマも
28%ある。 (結果）しかしながら、企業間や産学間の連携および新たな共同

研究の開始を合せると76%である。

(結果）国際標準の協議において、我が国がリーダーシップを取
れるようになったの回答が1件あった。
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行われていない
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（％）
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5
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取れるようになった

（％）(N=20)
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企業の自社テーマ

大学、独立行政法人等の自所テーマ

METI、NEDO、文部科学省、JSTなど

大型公的テーマ

（％）(N=25)
0

25
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38

16

0 10 20 30 40

その他

変化はあまりない

共同研究が新たに起った

産学間の連携が強化された

企業間の連携が強化された

（％）

(N=32)

（結果）外国企業に対しての技術提携は行われていないの回答

③ 顧客やビジネスパートナーとの関係の変化が、経済性を向
上させましたか。

④ プロジェクトが外国の技術政策に影響を与えたことがありま
したか。

② 個々のプロジェクト終了後にも、プロジェクトに参加した研究
者が当該技術、派生技術の研究を行っていますか。
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特に変化は無かった

経済性を向上させた

（％）

②-2 外国と技術的な取引が行われていますか。

（結果）外国企業に対しての技術提携は行われていないの回答
が93%であった。
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（％）
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特に変化は無かった

経済性を向上させた

（％）

(結果）顧客やビジネスパートナーとの関係が経済性を向上させ

(結果）外国の技術政策に影響を与えたの回答が3件あった。

（例）影響を与えたものとしては、類似技術の発表が増えた<15. (結果）プロジェクトに参加した研究者がその後も研究を行って
8
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0
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経済性を向上させた

（％）(N=26)

⑤ 当該分野で我が国がイニシアチブを取れるようになったか。
（例）経済性を向上させたものとしては、実用化装置を使った共
同研究を通じて新規の顧客を発掘できた<6.5)>、等③ 個々のプロジェクトの終了時から現在までの間に知的ストッ

クが将来的に注目すべき新たな成果（画期的な新製品・新サー

(結果）顧客やビジネスパ トナ との関係が経済性を向上させ
たの回答が35%であった。

（例）影響を与えたものとしては、類似技術の発表が増えた<15.
①1-3）>、技術交流が促進された<21.1)2)>、等

(結果）プロジェクトに参加した研究者がその後も研究を行って
いるのが74%で、代わって行っているを含めると87%である。

（結果）外国と技術的な取引が行われているの回答が3件で僅
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0

65

35

0 20 40 60 80

その他

特に変化は無かった
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（％）(N=26)

④ 技術の管理組織を再編成する契機となりましたか

ク 将来的 注目す き新たな成果（画期的な新製品 新サ
ビス等）を生み出す可能性は高まっていますか。

②-2 取引が行われている場合、利益を生み出していますか。

（結果）外国と技術的な取引が行われているの回答が3件で僅
かではあるが12%あった。
（参考：取引を行っている企業は技術提携まで行っていない。）

（結果）取引が行われている3件のうち2件が利益を生み出して
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契機とならなかった

契機となった

（％）

（結果）利益を生み出している2件は、特許料と製品の販売であ
る。 (結果）当該分野で我が国がイニシアチブを取れるようになった

②-2 利益を生み出している場合、どのような利益ですか。

（結果）取引が行われている3件のうち2件が利益を生み出して
いると回答している
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契機となった

（％）(N=24)

（意見）取れるようにならなかった理由は、薬事法により規制が
ある<5.2)>、米国では、日本より多くの研究費、多くの患者デー
タが利用できるため信頼性の高い結果が得られる<11.2）>、等

る。 (結果）当該分野で我が国がイニシアチブを取れるようになった
の回答が6件あった。

(結果）技術の管理組織を再編成する契機となったの回答は25%
で、契機とならなかったが71%であった。

(結果）高まっている（確信し得る）の回答が50%であるが、画期
的とまでは言えない<4③イ>などの理由で、高まっていないの回
答も28%ある。
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タが利用できるため信頼性の高い結果が得られる<11.2）>、等 答も28%ある。
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「健康安心イノベーションプログラムに関する追跡調査のためのヒアリング・アンケート調査」のデータ収集結果のまとめ

Ⅰ．波及効果に関する評価
Ⅰ- 2．研究開発能力向上効果 Ⅰ- 3．経済効果

（2）研究開発組織の改善・技術戦略への影響 （続き） （3）人材への影響 （1）市場創出への寄与

資料2 - 3

（2）研究開発組織の改善・技術戦略への影響 （続き） （3）人材への影響 （1）市場創出への寄与
① 実用化を果たされた場合ですが、その製品は以下のどれに
当てはまりますか。

⑤ 研究者の能力向上に結び付くような研究者間の人的交流が
行われましたか。（複数回答可）

① 国内外において第一人者と評価される研究者が生まれまし
たか。

⑤ 研究開発部門の再構成等、社内の組織改編は積極的に行
われましたか。
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（％）(結果）第 人者と評価される研究者が生まれたが2件で8%であ(結果）研究開発部門を含め社内の組織改編は 積極的と多少
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(結果）実用化のものは、新たな市場を切り開くが42%で、隙間市
場を展開するが37%で、世界最高水準にあたるが16%である。

② プロジ クトの成果は 新たな事業部門 社内ベンチャ⑥ 関連分野の研究者増員が行われましたか

(結果）Prj.終了後も海外著名研究所との交流が継続されている
と、Prj.がきっかけとなった人的交流を合わせると64%であった。

(結果）第一人者と評価される研究者が生まれたが2件で8%であ
るが、とりたてて言うほどでは無いが81%であった。

② プロジェクト終了後、プロジェクトに関連する論文発表は活発
に行われたでしょうか

(結果）研究開発部門を含め社内の組織改編は、積極的と多少
を含め、65%で行われた。

⑥ 研究開発の予算規模が増減する契機となりましたか。
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② プロジェクトの成果は、新たな事業部門、社内ベンチャー、
他社との合弁会社等の設立に寄与しましたか。

⑥ 関連分野の研究者増員が行われましたか。に行われたでしょうか。
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(結果）プロジェクトの成果が、新たな事業部門、社内ベン
他社と 合弁会社等 設立 寄与 た 答が

(結果）関連分野の研究者の増員と減員が同じ21%で、ほぼ変わ(結果）プロジェクト終了後、プロジェクトに関連する論文発表が

(結果）研究開発の予算規模に対し、増の影響を与えたのが39%
であるが、特に影響がないが42%であった。
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（例）ナノバイオサイエンス研設立からそのスピンオフ<15.①1-
3）>、ペルセウスプロテオミクス社<10、19><12､15>、医療機器
事業部ができた<8 ⑤> 平成24年度から展開される<6 2)> 新

チャー、他社との合弁会社等の設立に寄与したの回答が32%
あった。

(結果）関連分野の研究者の増員と減員が同じ21%で、ほぼ変わ
らずが50％であった。

⑦ 国内外から高く評価される研究機関となったか。プラス要因
になりましたか。

③ 博士号取得は活発に行われましたか。

(結果）プ ジ クト終了後、プ ジ クトに関連する論文発表が
50件以上が10%であるが、10件未満は59%であった。

⑦ プロパテント等の特許戦略に対する意識が高くなりました
か
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事業部ができた<8.⑤>、平成24年度から展開される<6.2)>、新
たな事業部門（バイオトロニックス研究所、バイオ営業部)<18.1-
1)(3)>、新たな研究分野となった<7.3）>、等
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(結果）博士号取得に貢献したが4件で16%であるが、特に貢献し

(結果）プロパテント等の特許戦略に対する意識が高まったの回
答は36%であった。
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⑧ 知的ストックは、企業の技術戦略にどのような影響を与えま
したか。 ④ プロジェクト従事者の企業内での評価は高まりましたか。

(結果）博士号取得に貢献したが4件で16%であるが、特に貢献し
なかったが80%であった。

答は36%であった。
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⑧ 当該研究に関連して学協会等からの受賞があった場合、内

(結果）予算が増えたを含めプラス方向になったのが43%で、予
算が減少したを含めマイナス方向になったのが14%であった。
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⑧ 当該研究に関連して学協会等からの受賞があった場合、内
容を記述願います。

（例）平成23年度文部科学大臣表彰（科学技術賞研究部
門)<16.>、第7回産学官連携功労者表彰 経済産業大臣賞、
2008年 超モノづくり部品大賞 健康・医療機器部品賞、日刊工

新 第 新製 賞 第 構造 性
(結果）企業の技術戦略において 当該分野への重要性が高 (結果）プロジェクト従事者の企業内での評価は高まったが1件
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賞 機 賞
業新聞 第51回 十大新製品賞、<6.5)>、第31回構造活性相関ｼ
ﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ（2003年11月） 学会賞<4.(ﾆ)>、日本超音波医学会 第5
回 技術賞（2005）「動脈壁弾性特性計測ｼｽﾃﾑ」<4.①（イ)>、第5
回モノづくり連携大賞特別賞（2010年）<18.1-1)(3)>、「義肢ｿｹｯﾄ
製作ｼｽﾃﾑの開発」日本福祉工学会 論文賞<7.3）>、等

(結果）企業の技術戦略において、当該分野への重要性が高
まったの回答は35%であった。

(結果）プロジェクト従事者の企業内での評価は高まったが1件
で4%であるが、とりたてて言うほどではないが92%であった。

製作ｼｽﾃﾑの開発」日本福祉工学会 論文賞<7.3）>、等
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「健康安心イノベーションプログラムに関する追跡調査のためのヒアリング・アンケート調査」のデータ収集結果のまとめ

Ⅰ．波及効果に関する評価
Ⅰ- 3．経済効果 Ⅰ- 4．国民生活・社会レベルの向上効果

（2）経済的インパクト （2）経済的インパクト （続き） （3）産業構造転換・活性化の促進 （1）エネルギー問題への影響

資料2 - 4

（2）経済的インパクト （2）経済的インパクト （続き） （3）産業構造転換・活性化の促進 （1）エネルギー問題への影響
①-1 実用化を果たされた場合ですが、過去１年間の売上状況
は如何ですか。

②-1 過去１年間のシェア（国内、海外）について、支障が無け
れば具体的に教えて下さい。

① プロジェクトが産業構造の転換や活性化（市場の拡大や雇
用の増加等）にどのような役割を果たしましたか。

① 当該プロジェクトの成果や派性技術により、省エネルギー効
果が見込まれますか。
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②-2 シェアに関する今後の見通しは如何ですか。
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(結果）省 ネルギ 効果が見込まれるものが36%で 見込まれ
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(結果）過去1年間の売上状況が昨年度に比して減少しているが
23%あるが、その理由として、今年は3.11の影響・その他で前年
比ダウンした<15.①1-3）> 、実用化を達成してから、既に4年ほ
ど経過している <6 5)> 撤退した<7 10）C>が挙げられている

(結果）プロジェクトが産業構造の転換や活性化に果たした役割
が、大いにあるとある程度あるを合わせると50%であった。

② プロジ クトが新たな産業の勃興や 既存市場 の新規参

(結果）省エネルギー効果が見込まれるものが36%で、見込まれ
ないものが61%であった。

（例）省エネルギー効果が見込まれるものは、レーザ電源の省
電力化<4③イ> 、スキャン時間の短縮、X線利用効率の増大等
により 1検査あたりの消費電力を最大約70%削減<6 5)> 等
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（2）環境問題への影響

ど経過している。<6.5)>、撤退した<7.10）C>が挙げられている。

① 当該プロジェクトの成果や派性技術により、環境負荷低減効
果が見込まれますか

(結果）今後のシェアに関して、増加する見通しが55%で、横ばい
が27%で、減少する見通しは全くなかった。

②-3 シェアに関する最終的な目標を可能な範囲で具体的に教
えて下さい

② プロジェクトが新たな産業の勃興や、既存市場への新規参
入、あるいは既存市場からの撤退等をもたらしたか。また、それ
らが市場全体における雇用に影響しましたか。

により、1検査あたりの消費電力を最大約70%削減<6.5)>、等

①-2 過去の売上高、売上数量について、支障が無ければ具体
的に教えて下さい。

18

27

0

55

0 10 20 30 40 50 60

その他、不明

横這い

減少する見通し

増加する見通し

（％）(N=11）

8

42

38

12

0 10 20 30 40 50

その他

ない

ある程度ある

大いにある

（％）

4

71

25

0 20 40 60 80

その他

見込まれない

見込まれる

（％）

(結果）過去1年間の売上高は、　　　223.0億円 （N=10)
　　　　これまでの売上高の総額は、824.7億円 （N=10)

果が見込まれますか。えて下さい。

②-4 シェアの最終的な目標の達成見込み時期を、可能な範囲
で教えて下さい

①-3 売上に関する今後の見通しは如何ですか。

17

25

25

33

0 10 20 30 40

その他

横這い

減少する見通し

増加する見通し

（％）

8

42

38

12

0 10 20 30 40 50

その他

ない

ある程度ある

大いにある

（％）

4

71

25

0 20 40 60 80

その他

見込まれない

見込まれる

（％）

で教えて下さい。
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(結果）プロジェクトが新たな産業の勃興や、既存市場への新規
参入や、市場全体への雇用に影響を与えたことが、大いにある
とある程度あるを合わせると50%であった。 （例）環境負荷低減効果が見込まれるものは、サンプル少量化

(結果）環境負荷低減効果が見込まれるものが25%で、見込まれ
ないものが71%であった。
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（3）情報化社会の推進
(結果）売上に関する今後の見通しは、増加する見通しが33％
で、減少するおよび横ばいの見通しの25%をやや上回る。

③ プロジェクトが生産業務の改善や更新に結びついたことによ
り生産性・経済性は向上しましたか。

（例）環境負荷低減効果が見込まれるものは、サンプル少量化
による廃棄物削減<17.1-2)>、実験数の減少、実験動物の使用
減<4.(ﾆ)>、脱有機溶媒で有機溶媒処理の不要<21.1)2)>、等
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（3）情報化社会の推進で、減少するおよび横ば の見通しの をやや 回る。

（例）情報化社会の推進に寄与したものは、糖鎖関連のDB公開
<15SG)>、糖鎖遺伝子のDB公開<12.GG)>、体内の分子相互作

① 情報化社会の推進に寄与した効果としてどのようなものが
考えられますか。寄与した場合は内容をお書き願います。①-4 売上に関する最終的な目標を可能な範囲で具体的に教

えて下さい。
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（4）安全、安心、生活の質

<15SG)>、糖鎖遺伝子のDB公開<12.GG)>、体内の分子相互作
用DB構築<18.Nsc)>、SNP/DB公開<11.2）>、等

① 国民生活の利便性を向上させた事例が存在しますか。

①-5 売上に関する最終的な目標の達成見込み時期を、可能な
範囲で教えて下さい。
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① 国民生活の利便性を向上させた事例が存在しますか。

（例）国民生活の利便性を向上させたものはは、CT検査全体の
時間短縮<6.5)>、医療技術の発展<21.1)2)>、デザイン、設計技
術の向上<7.3）>、快適介護空間の提供<7.>、等

② 国民生活の安全性の向上に寄与しましたか。

(結果）プロジェクトが生産業務の改善や更新による生産性・経
済性の向上に結び付いたことが、大いにあるとある程度あるを
合わせると34%で、結び付かないが62%であった。
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（例）国民生活の安全性を向上させたものは、CT検査での被ば
く低減<6.5)>、新規な診断法の提供による健康面での向上
<12.GG)>、個別化医療による副作用低減<11.1-4）>、等

② 国民生活の安全性の向上に寄与しましたか。

③ 身障者や高齢者の多様な生活を可能にし、自立を支援した

合わせると34%で、結び付かないが62%であった。

（例）身障者や高齢者の多様な生活と自立を支援するものは、
派生技術応用の「重度障害児の移動を支援する装置」で、自立
心向上、ﾘﾊﾋﾞﾘ訓練の質向上<7 10)B>、重度身体障害者のQOL

③ 身障者や高齢者の多様な生活を可能にし、自立を支援した
事例が存在しますか。

心向上、ﾘﾊﾋ ﾘ訓練の質向上<7.10)B>、重度身体障害者のQOL
向上<7.10）C>、障害者用手すり等のデザイン開発<7.3）>、等
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「健康安心イノベーションプログラムに関する追跡調査のためのヒアリング・アンケート調査」のデータ収集結果のまとめ

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価
Ⅱ- 1．国家プロジェクトとしての妥当性 Ⅱ- 3．プロジェクの実施方法

資料2 - 5

② 本プロジェクトに参加した理由、きっかけは何でしたか。（複
数選択可）

① 現在（追跡評価時点）から見て、国が関与する必要性があっ
たか。また、関与の方法や程度は妥当でしたか。

(1) 個々のプロジェクトの計画策定、スキーム（予算制度）は現
在の視点から見て妥当でしたか。

(6) 本プロジェクトに参加した貴社の研究開発スタッフはプロ
ジェクトを通じてどうでしたか。
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(結果）現在の視点から見て、計画策定、スキーム（予算制度）
は妥当であったの回答は89%であった

(結果）現在（追跡評価時点）から見て、国の関与の方法や程度
は妥当であったの回答は96%であった
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は妥当であったの回答は89%であった。

（意見）妥当ではなかったものは、期間が目標に対し短かった。
事業規模から期間が短く、開発内容の選択と集中が必要だっ
た。担当部分の計画に無理があった。

(2) 個々のプロジ クトの実施体制は現在の視点から見て妥当

は妥当であったの回答は96%であった。

① 「妥当であった」場合、次のどれに相当するとお考えですか。
一つを選んで下さい。

(結果）同じ参加者数でメンバーが全く同じ及び途中の変更が
あ たが84%で 増員 減員があ たが各8%であ た
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(2) 個々のプロジェクトの実施体制は現在の視点から見て妥当
でしたか。

あったが84%で、増員、減員があったが各8%であった。

（意見）増員の理由は、目標達成のためや大きく伸びる分野と
考え社内体制の増強を目指したため。減員の理由は、研究開
発内容の変化に対応したため。等。
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Ⅱ- 4．関連プロジェクトとの関連

① 同時期に他省庁などの関連プロジェクトがあった場合、それ
に参加しましたか
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(結果）本プロジェクトに参加した理由・きっかけとして、3）自社
のみでは開発することが困難な技術であったための回答が40%
で、その次が、4）利用できるインフラ、施設が魅力的であった、

(結果）現在の視点から見て、プロジェクトの実施体制は妥当で
あったの回答は96%であった。

に参加しましたか。
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、そ 、 、 設 あ 、
5) 人材育成の観点から有効であった、6) 参加者から得られる
情報が貴重であったが同じ11%であった。

(意見）その他の参加した理由は、AISTから参加を求められた
<15.①1-3）>、開発の性格上、公的なプロジェクトの基での実施
が必要と考えた<20> 共同研究機関／研究者らからの推薦

(3) 個々のプロジェクトの運営方法は現在の視点から見て妥当
でしたか。
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Ⅱ- 2 目標設定

が必要と考えた<20>、共同研究機関／研究者らからの推薦
<21.1)2)>、等

(結果）同時期に他省庁などの関連プロジェクトがあった場合、
参加したの回答は25%であった。
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Ⅱ- 2．目標設定
(結果）国の関与の方法や程度は妥当であったことの理由とし
て、1) 多額の研究開発費、長期にわたる研究開発期間、高い
技術的難度等から、民間企業のみでは十分な研究開発が実施
されない場合の回答が67%で、その次が、4）国の関与による異
分野連携 産学官連携等 実現によ 研究開発活動に新

① 当時の技術動向、市場動向、社会環境、政策目的等から見
て、目標設定の方向性とそのレベルは妥当でしたか。

参加したの回答は25%であった。

(1) 参加したの場合、関連プロジェクトの名称、期間、所管省庁
を記入して下さい。

（例）特定領域研究・ﾐﾚﾆｱﾑﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ「がん研究の総合的推進
に関する研究」（文科省） ﾃｰﾗｰﾒｲﾄﾞ医療基盤整備ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（文

(結果）現在の視点から見て、プロジェクトの運営方法は妥当で
あったの回答は81%であった

7

22

0

4

67

0 20 40 60 80

5）その他国が主体的役割を果たすべき

特段の理由がある場合。

4）国の関与による異分野連携、産学官

連携等の実現によって、研究開発活動

に新たな付加価値をもたらすことが見

込まれる場合

3）標準の策定、データベース整備等の

うち社会的性格が強いもの（知的基盤）

の形成に資する研究開発の場合。

2）環境問題への先進的対応等、民間

企業には市場原理に基づく研究開発

実施動機が期待できない場合。

1）多額の研究開発費、長期にわたる

研究開発期間、高い技術的難度等

から、民間企業のみでは十分な

研究開発が実施されない場合。

（％）(N=33）
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（％）(N=27）

分野連携、産学官連携等の実現によって、研究開発活動に新
たな付加価値をもたらすことが見込まれる場合で22%であった。

に関する研究」（文科省）、ﾃｰﾗｰﾒｲﾄ 医療基盤整備ﾌ ﾛｸ ﾗﾑ（文
科省）、等（意見）妥当ではなかったものは、始め管理方法が不十分だっ

た。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの運営委員会の頻度が少し負担であった。開発委
員会で目標が膨らんだ。予算の年度の壁がネックとなった。

(4) より効果的に実施する上で 工夫すべき点がありましたか

(2) 相乗効果が得られましたか。

（意見）委託事業で基本的な可能性を確認し、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで実
用化開発に移行<6 5)> 相乗効果はあった<11 2）> <1 1）>

あったの回答は81%であった。
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妥当ではなかった

妥当だった

（％）

(結果）目標設定の方向性とそのレベルは妥当であるの回答が

(4) より効果的に実施する上で、工夫すべき点がありましたか。

（意見）工夫すべき点は、より柔軟な対応のため、委託先/委託
元のコミュニケーションを密にする。技術開発だけでなく、マー
ケティング面からの調査をより強化すべき。委託研究費の効率
的な運用のため、複数年度契約などの弾力的運用。医工連

用化開発に移行<6.5)>、相乗効果はあった<11.2）> <1.1）>
<7.10)B>、<21.1)2)>、<11.1-4）、等

(3) 重複していると思われる部分がありましたか。

（意見）重複していないが多かったが、その中での例は、基礎研
究と実用化開発助成で棲み分けがある 思われる部分があっ

0
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0 20 40 60 80 100

その他

妥当ではなかった

妥当だった

（％）(N=32）

(結果）目標設定の方向性とそのレベルは妥当であるの回答が
91%であった。

的な運用のため、複数年度契約などの弾力的運用。医 連
携。予算の年度を跨いだ運用。予算の年度の壁がネック。市場
へのPRが足りなかった。臨床部門と一体で取り組むこと。人材
育成などに関われる人手が欲しかった。

究と実用化開発助成で棲み分けがある。思われる部分があっ
たが適切な棲み分けを図った。

(4) 関連プロジェクトに対して、本プロジェクトの意義は。

（意見）製品開発（自社開発）への移行<6.5)>、次の発展への基
盤となるもの<14 ①> <21 1)2)> 実用化に向けての基盤整備

(5) 知財の取扱いについて（プロジェクト内及び外）、工夫した点
がありましたか 盤となるもの<14.①>、<21.1)2)>、実用化に向けての基盤整備

<11.1-4）>、等

がありましたか。

（意見）知財の取扱いで工夫した点は、当社ｸﾞﾙｰﾌﾟを一体として
取り扱い、各種の契約締結が複雑になるのを回避した。社外の
力（特許事務所）の積極利用。事前に取扱いについての協議。

(5) 「参加しなかった」場合、その理由は。

（意見）重複する要素があり同時参画は不可能と考えた<20>、
他のﾌﾟﾛｼﾞ ｸﾄを実施するマンパワ が無か た<8 ③> 等他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施するマンパワーが無かった<8.③>、等
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「健康安心イノベーションプログラムに関する追跡調査のためのヒアリング・アンケート調査」のデータ収集結果のまとめ

Ⅲ．プロジェクト終了後について Ⅳ．健康安心分野における今後の施策（方向性など）
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　についてのご意見

(1）研究開発分野にも投資をお願いしたい(1) 個々の研究開発プロジェクト終了後のフォローアップ体制は

資料2 - 6

(1）研究開発分野にも投資をお願いしたい。

(2）OCT技術を駆使し様々な分野に進出して行きたい。

(1) 個々の研究開発プロジェクト終了後のフォローアップ体制は
適切であったか。

(3)既存の領域を強化するような事業について 企業が参画し
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わからない

適切では無かったと思う

適切であった

（％）

(4)健康安心分野、医療機器・技術における革新的な研究開発
は 成果（実用化 事業化）に結びつきにくい（少なくとも長期と

(3)既存の領域を強化するような事業について、企業が参画し
易く、納税者が成果を享受できるような制度を検討願いたい。
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適切では無かったと思う

適切であった

（％）
(5)新しい領域を開拓する革新的な事業の一方で、事業化に近
く 国民の健康増進に寄与する可能性が高い 既存の領域を

は、成果（実用化、事業化）に結びつきにくい（少なくとも長期と
なる）ものが多い。
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適切であった

（％）(N=28）

（意見）適切でなかった理由は、その後の臨床には多くの人と金
が必要で、また薬事法関係情報（含む承認の申請）の提供を含

(結果）プロジェクト終了後のフォローアップは、適切であったの
回答は64%であった。

く、国民の健康増進に寄与する可能性が高い、既存の領域を
強化するための事業への支援も強化して頂きたい。実用化助
成事業について、より企業が使い易く、納税者は利益を享受で
きるような制度を考えて頂きたい。

が必要で、また薬事法関係情報（含む承認の申請）の提供を含
めﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了後の支援が欲しかったや、企業化状況を定期
的に報告する以外に、特段のフォローアップは無かった、等

(2) 後継のプロジェクトに引き継ぐ際には、適切な引き渡しが行
われたか。 (7)医薬関連のベンチャー企業が参画しやすいスキームも設け

(6)厚生労働省との連携強化による、臨床研究のプロジェクトを
対象とした支援実施。

(7)医薬関連のベンチャ 企業が参画しやすいスキ ムも設け
て欲しい。

(8)東京大学医・工連携ロボット手術開発で、単カメラハイビジョ
ン立体視システムが使用されている。今後の発展を期待する。
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（％）

ン立体視システムが使用されている。今後の発展を期待する。

(9)糖鎖研究へ日本が諸外国に比して優位に立つと言われてい16
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適切で無かったと思う

適切であった

（％）

(結果）後継のプロジェクトに引き継ぐ際に 適切な引き渡しが行

(9)糖鎖研究へ日本が諸外国に比して優位に立つと言われてい
るが、市場が未成熟であること、地道な研究開発が必要である
ことから"人モノカネ"の断続的な支援が必要である。

(10)臨床も含めたｼｽﾃﾑの開発支援が必要である
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適切であった

（％）(N=25）

（意見）適切でなかったの理由は、人事異動により引き継ぐ組織
が不明確になったと、後継プロジェクトがなかった。

(3) 個々の研究開発プロジェクトの成果の実用化や研究開発基

(結果）後継のプロジェクトに引き継ぐ際に、適切な引き渡しが行
われたの回答は56%であった。

(10)臨床も含めたｼｽﾃﾑの開発支援が必要である。

(11)高い目標に挑むことで派生技術が生まれ、産業の活性化
に繋がると考える。我々の場合、それに併せて、未知の市場を
理解できたことが評価できると考える 従って 応募企業の要件(3) 個々の研究開発プロジェクトの成果の実用化や研究開発基

盤の構築等によって、その後の産業戦略、技術戦略に影響が
あったか。

理解できたことが評価できると考える。従って、応募企業の要件
に技術レベルやポテンシャルは含めて当然であるが、その分野
の経験は、不要と考ええる。

(12)再生医療等の新規医療技術の早期実現のための総合的な
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あった

（％）

(13)補助金の増額、事業化の事業拡大に対する補助(新規研究
開発 販路開拓など)

(12)再生医療等の新規医療技術の早期実現のための総合的な
支援が必要である。
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（％）

開発、販路開拓など)。

(14)経済成長が著しい中国においても、一人っ子政策等の影響
で福祉機器等の需要が高まるとされている。国内の優れた商
品 技術 ノウハウの輸出の支援を期待する
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（％）(N=25）

(結果）成果の実用化や研究開発基盤構築等によって、その後
の産業戦略、技術戦略に影響があったの回答は32%であった。

（意見）「あった」場合、どんな成果の実用化等によって、どんな
影響があ たのかは 糖鎖マ カ 開発等が進んで来た

品・技術・ノウハウの輸出の支援を期待する。

(15)個別化医療を実用化するための開発研究において、各省
庁が連携して今後もサポートしていただけると助かる。
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（％）(N=25）

影響があったのかは、糖鎖マーカー開発等が進んで来た、コー
ンビームCT実現の目処が立ったので周辺技術・臨床アプリ
ケーションの研究開発に集中化できた、開発目標が具体化でき
研究開発の方向が明確となった、マイクロアレイの解析法をエ
クソンアレイに応用でき標的の同定に繋がった、デザイン開発・

(16)中小、地場産業の活性化に向けた助成事業の充実と地方
公設試験研究機関の活用を引き続きお願いしたい。

クソンアレイに応用でき標的の同定に繋がった、デザイン開発
高度な製品設計の開発支援ツール構築により産業の効率化・
より良いものづくりへ貢献できた、等
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対象プロジェクト事後評価の概要 

 

 
 
 
 
（引用） 
No.7 エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開発補助事業 

・経済産業省 制度評価（事後）報告書から引用。 

No.10 タンパク質発現・相互作用解析技術開発 
  ・NEDO中間報告書から引用。 

No.13 バイオインフォマティクス知的基盤整備 
・平成12-16 年度「環境対応技術開発等（バイオインフォマティクス関連データベース

整備）」に関する研究報告書平成17 年3 月社団法人バイオ産業情報化コンソーシア

ムから引用。 
 
それ以外は、NEDO事後評価報告書から引用した。 

 



参考資料　３　　対象プロジェクト事後評価の概要

番号 プロジェクト名称 事業概要 総合評価 今後に対する提言 事業の位置付け・必要性について 研究開発マネジメントについて 研究開発成果について 実用化、事業化の見通しについて

1
臨床用遺伝子診
断システム機器

遺伝子異常とがん等の疾患及びその予後、悪性度、薬剤感
受性などと関係が明らかにされつつある。その研究成果を個
別患者のがん治療等に応用することが期待されているが、こ
のような遺伝子診断は研究のための機器等はあるものの、
高価であり信頼性も十分でなく、直ちに臨床へ広範囲に応用
することは困難である。これを打開し、臨床へ応用するため
遺伝子情報を高信頼性、容易、迅速かつ低コストで解析でき
る、臨床用遺伝子解析システムを開発する。

臨床用として広く医療機関に普及可能な遺伝子診断システム
機器の開発を目的とした本プロジェクトは、現在患者数の増加
が見られる大腸がんと心疾患にフォーカスし、複数の会社、大
学が関与しているにもかかわらず全体のまとまりがよく、当初
目的に沿って研究開発が達成されており、評価できる。低コスト
化や、非侵襲性の大腸癌の遺伝子診断がかなりの信頼度でで
きるようになったことなど、臨床的な観点からの創意がみられ、
実用性の高いシステムの開発に成功している。ただし、今後、
実際の臨床での評価が重要であり、臨床適用を早期にはかる
べき点は速やかに実行するとともに、コストの低減、ライセンス
供与などに留意し、診断システムとしての完成度を高めて、実
用化に結実することが望まれる。また、世界的に見た場合にど
のような位置にあるかに関する調査が足りなかったのではない
かと思う。

実用レベルまで到達するためには、今後、最低どのくらいの
細胞あるいはDNA やmRNA（注１）から検出が可能かをより
実質的に評価する必要がある。また、どの程度のSNPs（注
２）を用いればガンの診断が可能かを明らかにする必要があ
るなど、課題が多く残っている。今後民間資金による商品開
発などに移行していく中で、これらの課題をクリアし、システ
ムの完成度を高めることが望まれる。さらに、発症前のリスク
診断、疾患の発症が確認された後の治療指針の提示など、
個人情報の保護や精神的ケアなどに考慮しつつさまざまな
応用開発を考えていくべきである。注１：mRNA（メッセン
ジャーRNA（リボ核酸））注２：SNPs（一塩基多型（SNP）の複
数形）

遺伝子診断システム機器の開発は、医学、計測、情報処理な
ど多岐にわたる技術領域の連携が必要となるものであり、特
定の民間会社または国公立研究機関が持っている技術だけ
ではすべてをカバーしきれないため、産学官共同でなされる
必要があった。さらに、ポストゲノム時代における研究開発の
流れに沿ったものとして、世界規模で開発競争が進んでいる
中で、我が国が欧米との競争に勝つには関連企業の底上げ
が必要であり、NEDO の関与が必須であったと考える。また、
当面開発目標としている疾患以外にも当該プロジェクトの応
用範囲は広く高齢化社会の到来を見越して公共性が高いこと
から、事業目的としても妥当であった。今後、標準的な医療と
して発展、普及させていく上では、さらなるコストダウンとス
ループットの向上、保健、医療全体との調和をめざすべきであ
る。

戦略的で、実用性の高い目標が設定されており、診断
すべき疾患の対象とし近年増加が目立つものを優先し
てきたのは妥当であった。研究開発計画も適切で、順
調に事業が推進されたと考えられる。また、実用化への
シナリオもしっかりしており、同種の手法を用いた世界
的な開発動向が一定程度視野に入っていて、先行者利
益を十分に狙い得る可能性が高い。ただ、臨床的手法
としては常に他の方法との比較を行い、機器や処理ソ
フトの改善をはかっていく仕組みが必要であった。２社
が３方式を並列研究しているが、これらのグループ間で
の研究交流があっても良かったと思われる。また、大腸
がんや心疾患などの遺伝子診断研究は世界的に多く
の研究が行われており、それらと比べて本プロジェクト
はどのような位置づけにあるかを明確に示して欲しかっ
た。

成果は目標値をクリアしており、世界的に高い水準にある。
実用化の可能性が大きく、日本全体として機器開発のレベ
ルを押し上げるのに貢献している。特に、基礎研究、原理の
的確性については基本的に当初の目標を十分に達成してい
ると判断できる。また、自然排出便から大腸がん細胞を回収
する方法の確立及び SMMD 法（注１）は世界初の技術であ
り、今後臨床へ応用する可能性も高く、評価できる。論文の
発表は全体としては十分と考えるが、もう少しインパクトファ
クターの高い質の良い論文が出てもいいと思う。また、目標
達成時の影響力について、十分な広報活動が行われている
とは言い難く、これまでの成果や今後の影響をさらに積極的
に知らせる必要がある。注１：SMMD 法（酵素反応により多
種の塩基変異を同時に検出する手法）

コストダウン、導入の普及、事業化などのシナリオは明確で
あり、今後システムとしての完成度を高める研究開発を進め
ることにより、実用化の可能性は高いと思われる。本プロジェ
クトの成果は、将来の臨床インフォマティクスの基盤となる技
術と考えられ関連分野への技術的波及効果及び経済的波
及効果を期待できる。特に、計測対象などをさらに絞り込む
ことで、経済的に大きな波及効果が期待できる。ただし、実
用化まではまだ課題が多いため、現実的かつ明白なロード
マップが必要と考える。他の医療機関への応用普及も積極
的に行う必要がある。現在の機器システム試作法について、
材料、加工、組み立てなどの各分野の専門家に意見を求
め、最適な方法を見出していくほうが望ましい。また、健康診
断への適用では、従来の診断法をこの方法の導入により省
略できるわけではないので、受診者負担に配慮が必要と思
われる。

急増している、がん、脳卒中、高血圧、糖尿病、循環器系疾
患 生 慣病 痴 等 疾病 障害 防

本プロジェクトは、臨床のニーズに応じた目標設定が明確に提
示されており、健康安心プログラムの目標達成のために寄与す
るものであり、我が国にとって必要なプロジェクトと認められる。
心疾患・心不全のオートパイロット的治療システムを目標とした
各要素技術は、今後の実用的医療機器においても必須技術に
な 得 も あ 特 デバ 基盤技術 革新

研究開発の実施体制（研究開発チーム）は、プロジェク
トリーダー等に臨床循環器学及びシステム生理学に精

市場性の高いプロジェクトであり、実用化に向けた課題も明
確になっており、実用化の可能性が示されている。各要素技
術も実用化 事業化のレベルに達しており 生体信号のデジ
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患といった生活習慣病や痴呆等の疾病・障害について、予防
や早期の診断・治療を可能とする高度な診断・治療機器等の
開発を目標として、以下の要素技術開発を行う。心筋梗塞な
どの重症心疾患の治療成績を向上させるためには、患者の
生体情報を詳細かつ連続的に観察し、病態に応じた最適治
療を行う必要がある。採血は頻繁に繰り返すのは患者に負
担をかけるが間欠的な情報しか得られない。また、測定のた
めのコード類や治療薬剤注入は患者の周辺を雑然にし、医
療事故の危険性がある。心疾患治療の限界を克服するため
には、患者に過大な負担をかけずに連続的に生体情報を取
得し、その情報を用いて最適な薬剤治療を行うことのできる、
診断・治療システムが必要になる。また、無線等を用い患者
周辺の物理的混乱を回避する。本研究開発では、重症心疾
患の治療の質を向上させることを目的とし、以下を開発を行
う。（1）血管内超小型統合センサー等の開発（2）インテリジェ
ント薬剤投与システムの開発（3） 超小型統合センサーや薬
剤投与システムの情報を相互に伝達する、無線通信システ
ムの開発

なり得るものである。特に、センサーデバイス基盤技術は革新
的で将来の実用化も期待し得る十分な成果が得られている。ま
た、スパゲッティ・シンドロームの解消など医療の効率化・省力
化に役立ち、環境への配慮も見られる薬剤投与システムの開
発は、完成度も高く単独の機器でも十分実用化・事業化できる
ものもあり、新技術の開発は評価に値する。しかしながら、プロ
ジェクト全体については実用化、製品化までの課題が多く、要
素技術の実用化についてかなり差がみられた。たとえば、超小
型統合センサーの開発は実用化までに距離が大きく、市場性
についても再検討の余地がある。生体情報取得システムに関
しては、多種・多機能・汎用性を追い求めすぎたことは否めな
い。また、自動治療システムの薬事法での承認をどのように取
るか、開発段階からの検討を加速すべきである。また、純粋な
費用対効果という尺度では、評価しきれない部分も多い。本治
療システムの段階的な実用化計画を策定し、どのような成果を
目指すべきかの議論を尽くし、目標達成度の不十分なプロジェ
クトについては思い切った目標の見直しとアプローチの転換が
あってもよかったのではないかと考えられる。本治療システムを
当初の構想のまま医療に導入することは現状では困難である
ものの、個々の製品があれば総合化は医師の裁量権の範囲
であり段階を踏んで実用に移していく可能性は大であり、今後
の発展に期待したい。

バイタルサインのデジタル伝送技術や、インテリジェント薬剤
投与システムは院内無線通信化と併せて実用化する価値が
大きい。これら要素技術の実用化を急ぐためにも、ＮＥＤＯ側
から民間企業に対して、ＮＥＤＯプロジェクトの研究成果を目
に見える形で世の中に出すように積極的に行動するように、
強く示唆すべきである。一方ＮＥＤＯは、いくつかの省庁が関
連することが多い医療分野において、他省庁との関係性を明
確にするとともに、個々の成果の活用を図るため、開発協力
体制の強化・拡充と成果の融合を推進してほしい。

急性期心疾患の治療成績を向上させようとする本プロジェクト
は、死亡率の低減や医療費の削減に貢献するだけでなく、実
施された各要素技術の研究・開発は今後種々
の医用機器に応用可能なものが多く、新たな治療機器分野を
創成し得る意欲的な取り組みである。また、事業推進面、資
金面で民間のみでは不可能な基盤的な取り組みであり、ＮＥ
ＤＯの事業として、健康安心プログラムの目標に合致してい
る。しかし、許認可、保険への気配りに欠けるところがあった
点は否めない。また、国際競争力は不明であり、市場動向調
査が甘く、プロジェクトの一部は、個々の要素技術の開発動
向、市場での競争力の評価が不充分である。救急車での利
用等を考えているが、病院外での環境で使用する場合に評価
すべき事項、例えば、病院外で使用した場合に他の電磁波か
ら受ける影響等についての検討が必要であると考える。

トリ ダ 等に臨床循環器学及びシステム生理学に精
通した国際的第一人者が選任され、十分に活躍できる
環境が整備されており、各要素テーマについても適切
な企業や研究者が担当している。緊急治療に要する一
定の目標を設定し、目標と計画は妥当なものになって
いる。中間評価を行い、課題を整理し、絞りこみを行っ
たことも適切であり、本事業の達成につながっている。
要素技術の開発を担当する実施者間での連携も十分
になされていた。しかしながら、生体情報取得に係わる
技術の利用可能環境の評価が、不十分であり、動物実
験の回数もまだ少なく説得力のあるデータには至って
いない。また、心電伝送、統合センサーについては、目
標を一律「３日間連続使用」と設定し、目標達成ための
要素技術の開発に終始したことも惜しまれる。これらの
技術開発には、目標設定の段階から開発経験の豊富
な他の企業の参画も望まれた。中間評価で指摘され
た、厚生労働省との合同評価に関する取り組みも明ら
かでない。申請スケジュールなど、許認可への計画、認
可政策動向などに対する考慮が十分でなかった。

一部を除き、概ね各プロジェクトは目標達成しており、全体の
要となる自動治療システムも完成しつつある。さらに具体的
な技術開発の見通しが得られたことは、今後の各種医用機
器への適用可能性を示しており、得られた成果は汎用性が
あると考えられる。新規性、将来性、世界的水準の点から
は、センサーデバイス基盤技術の成果を特に高く評価した
い。論文・学会発表も活発であり、特許申請もほぼ順調に行
われている。しかしながら、血管内留置型微小センサーのう
ち、化学量を長時間連続計測する技術については、従来か
らその難しさが指摘されている。今回の研究成果がそれらを
打破できたかどうかは疑問が残る。また実環境での実験が
少なく、Total Systemとして評価するには検討が不充分であ
る。知的財産権（特許、著作権等）に対する戦略が不明確で
あり、マーケティング調査も不足していると考えられる。

術も実用化、事業化のレベルに達しており、生体信号のデジ
タル伝送方式は今後十分活用できる。実用化、事業化に向
けて積極的に推進してほしい。ただし、個々の要素技術の開
発事業者による事業化と、全体システムのベンチャー企業に
よる事業化の２つの流れを明確化する必要があろう。専門医
レベルの自動治療システムは魅力的であり、当該分野の発
展のみならず若手研究者の啓発にも資するものがあり、大
学などでの使用も考慮され、人材育成等の促進も期待でき
る。さらに、関連分野への技術的波及効果及び経済的・社会
的波及効果も期待できる。しかし、構想が意欲的であり過ぎ
るがゆえに、本治療システムを当初の構想のまま医療現場
に導入することは、生体情報取得部分の脆弱性、システム
の安全性、さらには治療に対する様々な価値観などの点か
ら現段階では困難と推量される。投薬システムの集中管理
や医師の判断・治療計画による自動投薬のように、まずは実
用化できる部分から治療システムを具体化して行く戦略が有
効な策である。設立を予定しているベンチャー企業の実用化
研究に期待したい。また、今後、実用化に向けて、コストダウ
ン、フィージビリティ検証、許認可まで視野に入れた計画の
作成等の課題に取り組む必要がある。

超高齢社会において、がん、心疾患等の治療のための機器
等の開発を推進する。高齢層の人々が健康に生活できる社
会の実現を図る。そのため、厚生労働省と連携し、以下を実
施する。Ａ：(1)臨床の現場で利用可能な遺伝子診断システム
機器を開発する。そのための事前研究開発として、既知の疾
患遺伝子を搭載する イ作製装置 設計 試作及び 疾患
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患遺伝子を搭載するアレイ作製装置の設計・試作及び、疾患
遺伝子の塩基配列読取装置の設計・試作等を行う。(2)心疾
患治療システム機器の開発：①患者の生体情報をリアルタイ
ムで把握し②必要時に最適量の薬剤の投与を行うためのシ
ステム機器を開発する。そのための事前研究開発として、微
小センサー開発に用いる製膜装置及び、パターン形成装置
の作製等を行う。Ｂ：がん・心疾患等に対応した医療機器の
応用・実用化開発：がん、心疾患等の診断・治療に資する機
器の研究開発に関して、企業等と臨床側との一体的な研究
の実施を促進し実用化を加速する。厚生労働省と連携して、
これら機器の開発・実用化を支援する。Ｃ：医学・工学連携に
よる技術シーズの発掘：医療技術・生体技術と工学技術を融
合した新たな医療機器技術のシーズ発掘ための研究を支援
する
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早期診断・短期回
復のための高度
診断・治療システ
ムの開発：血管壁

本プロジェクトは、超音波を利用して、体表より拍動に伴う血管
壁の微小な厚み変化と弾性特性を計測し、血管壁の局所的な
硬さを測定・画像化する装置をほぼ実用機
の形で開発しており、目標値を十分に達成したものと高く評価
できる。このシステムは、動脈硬化の早期検出法として従来法
をはるかに超える性能を有しており、臨床に導入されれば早期
治療による動脈硬化の縮退も期待でき、集団検診などへの活
用や市場拡大が見込める。また、Ｘ線の被爆を防ぐなどの利点

本システムは、まずは頸動脈の診断に限り、早急に実用化
すべきである。そのためには、早期に臨床家の協力を得てス
ピードアップを図るとともに、臨床データを集積する必要があ
る。また、エコー信号の干渉やノイズの影響などによる実測
誤差の評価、血管壁内歪分布と病理組織学的所見の比較
検証、頚動脈以外の他部位での適用可能性など、今後も引

超高齢化社会に入り、心筋梗塞・脳硬塞などの動脈硬化病変
を背景とする疾患のさらなる増加が予想されることから、動脈
硬化疾患の早期診断と治療は重要な課題であ
り、本プロジェクトの事業は時宜を得たものといえる。血管の
性状を直視できる超音波診断機の実用化は、病状の診断だ
けでなく、予防医学の具体的な手がかりや薬物治療効果の判
定等に大きな社会的意義を持つ。世界に先駆けた装置開発

実用化の可能性と限界を明確に見極めた具体的な数
値目標を設定している。また、精度測定など研究開発
過程での検証も確実に行いながら、次のステップへス
ケジュー
ル通りに研究を進めて、二次試作機では臨床的な性能
評価も行われている。企業と大学、ＮＥＤＯとの連携も
良くとれており、開発計画、実施体制ともにマネジメント

所期の目標は達成されている。各サブシステムはねらい通り
の精度で開発され、臨床評価もできたことは成功であった。
血管壁内の局所的な硬さを測定できる世界初の
装置であり、当面、頚動脈への適用に限られるものの、動脈
硬化の早期検出法として、従来法をはるかに超える性能を
有しており、国際的にも高く評価される。特許の取得，学術
論文による成果発表も十分と判断される。本手法では体表と
血管が平行に走っている場合のみに正確に計れるのか、血

本事業で開発された血管壁厚み計測と血管の柔らかさの定
量的計測、可視化技術は、実用化の可能性が十分にある。
新たに開発した機能を従来型の超音波診断機に導入し、医
療機関で専門家が使う機器を先ず開発して、その後に検診
用普及型機を開発という計画は妥当である。動脈硬化の縮
退が期待できるような早期発見法はこれまでなく、治験例を

組織性状診断・治
療システム
P99012

もあり、実現性・臨床的有用性ともに高い。研究開発実施体制・
開発計画とも適切に構築・計画されており、産学官のチーム
ワークが有機的に機能した成果といえる。実用化には、臨床医
がどのような画像を欲しているかを知ることが重要である。頚
動脈に限らず、心血管系や血管の分岐点などの診断に対する
限界などを明確にするとともに、組織性状との比較や探触子の
保持方法の検討も必要である。

き続き検討を重ね、開発手法を新たな診断法として確立すべ
きである。データの集積につとめ、将来的に検診などにも応
用できるようなデータベースの構
築を期待する。また、集団検診の必須検査項目となる可能性
もあるので、低価格普及機の実用化を期待したい。

であり、かつ臨床で広く普及する可能性が高い。開発リスクは
少ないものの、大学の研究を産業に結び付けて実用化する産
学連携、学際協力事業などの観点からも、NEDO 事業に相応
しいプロジェクトである。なお、臨床家の積極的な参加により、
診断意義の裏付けを行い、世界的に通用する商品化に繋が
るかを見極めることも必要である。

が適切に行われたと評価できる。ただし、医療側からシ
ステム開発側への問題点の指摘や改善の要望などの
フィードバックが十分になされたとは言えない。また、病
理組織学的検証も実施されていたのだから、臨床的シ
ステム評価の達成目標をもう少し高く、具体的に設定し
てもよかったのではないか。

管が三次元的に走行している場合にどのような補正や修正
が必要なのか、などを明確にすることを望む。また、粥腫組
成の評価が弾性率のみで可能かどうかについてもさらなる
検討を期待する。算出する弾性率は、圧の絶対値自体にも
依存するので適切な補正が必要になると考えられる。さら
に、探触子の保持方法は、データの再現性に大きな影響を
及ぼす重要な課題と考える。

重ね、製品化にこぎつけて欲しい。特に集団検診の必須検
査項目となる可能性もあるので、コストダウンを図った普及
機の実用化を期待する。
本システムの問題点と、頚動脈以外の部位への適用可能性
など適用限界を明確にすべきである。
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早期診断・短期回
復のための高度
診断・治療システ
ムの開発：内視鏡
等による低侵襲高
度手術支援シス
テム

(1)術中の十分な視野情報等を提供する高機能内視鏡システ
ム、(2)手術中に手術部位の３次元的位置情報を提供する
DVT(Digital Volume Tomography)X 線撮像システム、(3)術者
による素早い動作が可能で、同時に精密で複雑な操作機能
を併せ持つ腹腔内等に用いる手術用器具、(4)これら種々の
術中機器の情報を統合して交換し、正確な手術計画の立案・
実施を支援する手術誘導システム、（5）手術安全性の向上を
目的として、手術中のイベントを記録し、解析を支援する手術
安全支援システム（平成１５年度より追加）、の開発を行う。

②（ロ）内視鏡等による低侵襲
本プロジェクトは、国民の健康と安心を高める上で重要な事業
である。研究の水準も最先端に達している。マネジメントも適切
であったと評価できる。研究成果も実用化の見通しを立てるこ
とが可能なものが出来ており、一定の成果をあげた。今後、低
侵襲手術領域の産業化促進に向けて、波及効果も期待でき
る。ただ、個別研究テーマを組み合わせて構築するトータルシ
ステムは、その成果をまだ十分にはっきりしていない。また、中
間評価以降に追加された手術安全支援システムもまだ課題を
残している。健康と安心に対する国民の関心の高まり、近年の
コンピュータや機械の技術進歩などから、低侵襲手術への期
待が高まっている。この低侵襲手術に関連した機器等の開発
は、我が国が世界有数の技術力を持つ分野であり、今後の市
場拡大が見込める分野である。また、低侵襲手術が実現する
ことで、患者の負担軽減、医療費削減も見込むことができる。こ
うした点を考慮すると、本プロジェクトはＮＥＤＯの研究開発事
業として妥当である。

②（ロ）内視鏡等による低侵襲
低侵襲高度手術支援システムは、本プロジェクトで取り上げ
た研究課題以外にもたくさんの課題があり、研究開発を進め
ることが期待される分野である。継続してニーズやシーズの
提案を行いつつ、本分野の開発を推進すべきである。本プロ
ジェクトで得られた成果である高機能内視鏡システム、ＤＶＴ
Ｘ線撮像システム、手術機具、手術誘導システムは低侵襲手
術の普及、産業化を促進するためにも実用化に向けた次段
階の研究開発を進めるべきである。なお、実用化に際し、試
作機器をモニター調査するためには、試行機関の設定、補
助資金の提供が、試行に当たっては臨床治験倫理委員会の
設置が必要ではないか。手術安全支援システムも重要な課
題であり、検討を続ける必要がある。ただ、同システムは既
存の技術を組み合わせたものが大部分である。研究開発と
いうよりもプロジェクトとして別に考えてもよいのではないか。

②（ロ）内視鏡等による低侵襲
健康と安心に対する国民の関心の高まり、近年のコンピュー
タや機械の技術進歩などから、低侵襲手術への期待が高まっ
ている。この低侵襲手術に関連した機器等の開発は、我が国
が世界有数の技術力を持つ分野であり、今後の市場拡大が
見込める分野である。また、低侵襲手術が実現することで、患
者の負担軽減、医療費削減も見込むことができる。こうした点
を考慮すると、本プロジェクトはＮＥＤＯの研究開発事業として
妥当である。

②（ロ）内視鏡等による低侵襲
研究開発の目標として、具体的な定量的目標が設定さ
れている。技術開発レベルは、技術的に優れたものが
見られる。開発の進め方も、中間評価で方向修正を行
う、個々の要素の絞り込みを行うなど概ね妥当であっ
た。研究開発の体制も実施可能な企業と研究者で構成
されている。ただ、中間評価以後に追加された手術安
全支援システムは、研究期間が短かったため、監視シ
ステムとしての技術面での完成度は高いものの、監視
される術者等の精神面の考慮など、ソフト面での検討
課題が残った。

②（ロ）内視鏡等による低侵襲
全体的に目標をほぼ達成し、各機器、技術の完成度は高
い。特に多機能内視鏡の性能は世界水準の技術である。聴
覚による力覚表示は、新しい発想で、人の持つ知られざる感
覚生理機能の発見であり、学問的にも興味が持たれる。特
許も適宜申請されている。報道・展示会等にも積極的に参加
しており、妥当である。ただ、トータルシステムは現時点では
汎用性がなく、成果は十分ではない。手術安全支援システム
は中間評価以降に追加されたテーマであるため、成果が不
十分であるのは致し方ない面もある。未到達目標の課題を
把握していることを次期プロジェクトへの踏み台として評価し
てもよいのではないか。

②（ロ）内視鏡等による低侵襲
マニピュレータや内視鏡は実用化の可能性が高く、課題解
決の方針も明確である。ユーザーである医師及び手術を受
ける患者の意見、評価を取り込み、参画企業が製品化をは
かるべきである。ただ、トータルシステムは、現状では事業化
のシナリオが十分ではない。本事業の意義は総合的な支援
プラットフォームを提示し、産業を刺激することにある。このま
までは要素技術開発を行っただけと受け取られる可能性が
ある。手術安全支援システムも、医療機関から見ると投資に
見合う収入が得られないため今のままでは普及には問題が
ある。
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4(3)

早期診断・短期回
復のための高度
診断・治療システ
ムの開発：共焦点
レーザ顕微鏡によ
る全染色体画像
解析診断装置

③（イ）共焦点レーザ
研究内容の4 本の柱において当初の目標をほぼ達成してい
る。トータルシステムを新規に構築し、従来技術の5 倍にあたる
2Mb の分解能で染色体毎の異常の有無ならびに位置の特定
が可能な装置実現の技術も確立した点は評価できるし、装置
の一部は実用化されている。固形腫瘍の全染色体画像解析診
断装置は現存しないので、開発の意義が認められ、今後の癌
遺伝子診断において大きな期待が持たれる。染色体番号を識
別可能とすることができたこと、染色体前処理技術およびレー
ザ励起用新規蛍光物質の開発は特筆に価し、新規蛍光物質
の適切な応用が改善されれば、更なる高性能化が期待でき
る。また、中間評価の提言に従い、医療現場、特に外科サイド
の要求を積極的に取り入れ、テーラーメイド医療に貢献できる
情報（予後、リンパ節転移の推定等）をCGH 解析により提供可
能とした。ただし、三次元画像処理装置の汎用性や有用性につ
いては疑問がある。さらに、多くの新技術を開発しているわりに
特許出願件数が少ない点、個々の技術の応用・連携が十分で
はない点などについては改善の余地があった。

③（イ）共焦点レーザ
装置面では、新規蛍光物質BHHCT-dUTP を効率よく励起で
きる小型レーザの開発、及び、オペレーターの経験と技術を
必要とする画像取得における焦点合わせや検出器感度の調
整などを可能な限り自動化することが望まれる。臨床応用面
では、中間評価における一歩先の臨床現場での効果的活用
を視野に入れた提言を実施しており、この間に解析を行った
癌症例は各種であり総計約2,000 例になる。解析症例数は
世界的にもトップレベルにあるが、大腸癌以外の組織に対し
ても本装置の有効性を検討することが重要で、癌早期診断、
予後予測のほか、達成された感度で診断できる遺伝子欠損
病についてさらに具体的な検討を進めてほしい。そして、早
急に事業化に向けて動き出すことが重要であるが、その際、
アレイCGHなど、他の手法の開発状況も視野に入れ、この装
置の発展性を考える必要がある。また、個々の要素技術に
は波及効果が期待されるものがあるので、多方面への応用
を検討されることが望まれる。

③（イ）共焦点レーザ
染色体異常の解析は、疾患の予知・診断・予後予測の有力な
手段であり、社会的要請が高く、高性能の装置が開発できれ
ば、診断における合理化とそれによる社会的貢献及び大きな
経済効果も期待され、社会的・経済的背景から見て、事業の
目的は妥当である。高性能の装置開発には、広範な領域に
渡る経験と技術力・複合的な技術の高度な組み合わせが必
要であり、民間企業単独で行うにはリスクが高く、民間企業の
技術力の結集を可能にする資金投資にはNEDO の関与が必
要不可欠である。ただし、この５年間でアレイCGH の開発が
急速に進み、本装置を必要とする市場が狭まっている。しかし
ながら、アレイCGH 解析の前段階としてのゲノム異常のスク
リーニングには、本装置は依然として有用である。本装置は、
大腸以外の各種がんにも広く適用でき、癌の生物学的性状の
評価法としての有用性も認識され、医療経済学の上からも臨
床検査への導入が期待される。また、単独での経済効果を生
む蛍光物質および染色体前処理技術などの応用の検討を期
待する。

③（イ）共焦点レーザ
目標達成に必要不可欠な最小限の要素技術について
取り上げられ、予算やスケジュールも妥当である。目標
達成の指標化は代表的には解析度として与えられ、明
確で妥当である。各研究開発実施者の選定は、各分野
で最高水準の技術を持つ企業が担当して進めるように
計画され適切であり、連携がうまく機能した結果、目標
を十分達成している。厚生労働省の指針に従う等、情
勢の変化に対応している。染色体前処理装置の自動化
の目標設定は、自動化装置が現存しない点で意義があ
り、高く評価できる。ただし、全染色体の三次元画像解
析の目標は、疑問で、三次元画像化の意義は見出せ
ない。

③（イ）共焦点レーザ
総合的には目的を達成した。当初の全染色体画像化分解能
として設定した2Mb を達成しており、成果の汎用性に一部疑
問があるものの、市場の扉を開き、世界最高水準で満足で
きる。この装置（システム）を構成している要素である世界初
の染色体前処理装置の自動化、優れた蛍光特性を有する
新規蛍光物質も世界最高水準であり、様々な分野に応用展
開でき、市場の創造・拡大につながることが期待できる。75
編の論文発表を行っており、特許も10 件出願されている。し
かし、新規蛍光物質の優れた蛍光特性を発揮できるトータル
システムの構築など、まだ開発の余地が多くあり、その有用
性の評価も十分でない。

③（イ）共焦点レーザ
このプロジェクトは要素技術開発に重点が置かれているとい
う特徴をもち、この装置を構成するいくつかの要素はすでに
実用化され、産業技術として確立されたと認められる。染色
体前処理装置の自動化は、産業技術としての実用化の可能
性は大きい。新規蛍光物質は、蛍光プローブを用いる関連
分野への技術的波及効果及び経済的波及効果を期待でき
る。そして、対象となる疾患は本開発システムが染色体の異
常を網羅的に解析できることから、遺伝子の異常に起因する
ことが確立されている癌全般について適応可能である。需要
予測は現時点で死亡原因の第一位の癌が環境問題及び急
速な高齢化によりますます増加することが予測されることに
基づいている。しかし、装置全体としてのコンセプトと事業化
シナリオが見えにくい。特に中核となる共焦点顕微鏡を全染
色体画像取得装置としてどのように特化していくのかによっ
て、実用性が左右されると考えられる。今後、臨床現場での
意見を最大限に活かし展開シナリオを構築する必要がある。

③（ニ）医用化合物
国民の健康寿命延伸に資する新薬開発の期間短縮・コスト削

③（ニ）医用化合物
標的タンパク質の構造が未知な場合の最適化合物設計法に

③（ニ）医用化合物
研究開発実施者の事業体制は，本プロジェクトの規模
から鑑みてほぼ適切であったと判断できる。ＮＥＤＯ関

③（ニ）医用化合物

4(4)

早期診断・短期回
復のための高度
診断・治療システ
ムの開発：医用化
合物スクリーニン
グ支援システム
P99012

国民の健康寿命延伸に資する新薬開発の期間短縮・コスト削
減を目的として，国がいち早く本プロジェクトに取り組んだことは
妥当であった。システム開発を行う情報系企業とその評価を行
う製薬企業が密接に連携し，世界水準を超える特色あるソフト
ウェアを開発してほぼ目標をクリアした。特に，標的タンパク質
構造が未知の場合の最適化合物設計法に関しては，開発され
たソフトウェアが実用化，事業化のレベルに達しており，創薬時
の探索期間の短縮が期待できることから十分に評価できる。し
かし，創薬現場への適用を考えたとき，トータルシステムの有
用性が十分に検証できたとは言い難い。今後，このシステムを
活用して新規化合物を設計し生物学的実験によってその高活
性を検証するという事例を積み重ねるとともに，システムの適
用範囲（例えば，どの程度化合物の構造多様性 (structural
diversity) を取り扱えるか）を明確にしていくことが肝要である。
一方，標的タンパク質構造が既知の場合の最適化合物設計法
のうち、タンパク質立体構造モデリング法に関しては，十分に完
成していない状況にあり，今後のプロジェクトでの改善を期待し
たい。

ついては，実用化・事業化のレベルに達しており，今後も企
業や大学での評価利用を継続し，実用化にともなう問題点の
発見とソフトウェアの改良を続けるべきである。他方，ポスト
ゲノム研究としてタンパク質の立体構造解析研究が急速に
進展しており，膨大な数のタンパク質立体構造情報が開示さ
れつつあり，今後は，標的タンパク質構造が既知の場合の最
適化合物設計法が重要になると予測され，同設計法の開発
の継続的展開が重要である。このようなシステムを実際の創
薬に資するには，薬物分子－標的タンパク質相互作用過程
のみならずADMET（吸収・分布・代謝・排泄・毒性）等に対す
る予測やゲノム情報の活用が必要であり，今後，これらを含
めた統合的システムの開発が必要である。また，並列化や
ネットワーク等の新しい計算機技術の取り込みも必要であ
る。さらに，ＮＥＤＯがこれまで支援してきた様々な創薬応用
支援開発技術を創薬企業が容易に活用できるようにするた
めには，生物・薬理・化学・情報系の研究者が一体となり化
合物構造情報と生物活性情報を共有可能とする官民プロ
ジェクトを立ち上げることを提案したい。

③（ニ）医用化合物
新薬開発の期間短縮・コスト削減を可能とする医用化合物ス
クリーニング支援システムの開発は，国民の健康寿命の延伸
に資することから，プロジェクトの事業目的や政策的位置付け
は妥当である。即ち，創薬開発において候補化合物群のよう
な情報は企業の極秘事項であるため，本プロジェクトのような
創薬のための新しい統合基盤の構築には，ＮＥＤＯの関与が
必要である。また，民間の活動だけでは困難である公共性が
高い事業であることから，ＮＥＤＯが中心となり産学官の密接
な連携の上で進めていくべきであると判断される。なお，成果
が実用化された場合直接新薬創製に貢献する効果が期待さ
れることを考慮すれば，本プロジェクトの費用対効果は大きい
と考えられる。

与のもと，コンピュータ分子設計において高いポテン
シャルを有する情報系企業と化合物合成・ＨＴＳ（ハイス
ループットスクリーニング）を実施している製薬企業の
連携は，予測と検証を繰り返して技術精度を向上させ
ていくことができる体制であり，評価できる。特に，標的
タンパク質構造が未知の場合の最適化合物設計法に
関しては，具体的な検証試験を含め，成果を生み出す
上でよくマネジメントされて実施された。中間評価後にプ
ロジェクトリーダーを置いたことにより，マネジメント全体
に対する見通しが向上したことも評価できる。プロジェク
トリーダーと開発委員が第三者的に全体像を常に把握
し，適切な助言を与えるシステムをさらに活用すること
で，企業実施者の役割と成果をより明確化することが
望ましい。また，ＮＥＤＯあるいはＪＳＴ（科学技術振興機
構）で実施されている関連の産学官連携プロジェクトと
情報交換等が必要と思われた。中間評価を受けた研究
体制の見直しによって本事業の妥当性を向上させた点
は研究開発実施者とNEDO の全体のマネジメントとして
評価できる点である。

③（ニ）医用化合物
ほぼ当初の目標を達成していると判断できる。特に，標的タ
ンパク質構造が未知の場合の最適化合物設計システムにつ
いては，上市予定にまで至っており，その成果は世界最高水
準に達し充分な国際競争力を持ち，今後創薬基盤技術とし
て更なる発展につながるものであると思われる。しかし，プロ
ジェクトメンバー間で化合物構造，活性情報等の共有が困難
という問題があり，新規最適化合物の創製とその生物学的
検証による開発技術の有用性検証がなされなかった点は残
念であった。特許取得に関しては，本事業期間における特許
出願数は十分とは言えないが，本事業開始前に出願した関
連の既存特許まで併せると適切に出願されていると判断で
きる。他方，論文発表数は少ないと思われる。この分野の類
似の創薬支援システムがややブラックボックス化している現
状に鑑みれば，成果の普及という観点で，方法論や検証結
果についての説明としての論文がユーザーに必要であり，今
後の関連論文発表が重要と思慮する。

③（ニ）医用化合物
化合物重ね合わせ法を用いた仮想レセプターによる構造最
適化は，活用できるレベルにあり，創薬に役立つ新しい実用
化技術として十分な具体性を伴った成果である。特に，本事
業の成果である標的タンパク質構造が未知の場合の最適化
合物設計法のトータルシステムは製品化段階にあり，適切な
情報公開と販売促進によりそれなりの導入が期待される。今
後，システムの検証例を増やし，創薬の過程における本成
果の適用範囲，有用性をより明確にしていくことが必要であ
ろう。また，得られた成果は，製薬関連企業における医薬品
開発にとどまらず，広く創薬研究を行う大学関係者への波及
効果も期待できる。今後は，活性値・物性・ADMET情報も取
り込んだ，分子設計におけるトータル探索支援ツールへの発
展も期待したい。

介護予防やリハビリテーションの重要性が注目される中、本プ
ロジェクトは、国の施策および社会の動向に合致した研究開発
であり公共性も高いことからNEDO の事業として妥当であり、福
祉分野での日本の機器開発能力を世界に示す意味からも必要
性は高い。研究組織の変更や研究期間の短縮を適宜行うとと
もに、企業をメインに大学が技術的・臨床的にバックアップする

実用化のためには、ターゲットとする対象を絞り込み、エンド
ユ ザ や理学療法 作業療法 社会心理学系の専門家を

本プロジェクトは、高齢社会におけるリハビリテーションの重要
性に着目し 施策および社会の動向に合致した開発であると

企業・大学の連携が図られているとともに、開発委員
会、プロジェクトリーダーの設置がなされている。また、
研究組織の変更や中間評価の反映による一部テーマ
の期間短縮など 状況に合わせた適切なマネジメント

特許、論文については十分といえる。各テーマにおいて目標
として掲げたスペックをクリアし、症例を選んで各装置を使用

システム全体としての実用化の可能性については薄いよう
に思われるが 個別の技術としては実用化が期待できるも
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高齢者等社会参
加支援のための
システム開発（高
齢者生活作業支
援システム：身体
機能リハビリ支援
システム）

高齢者の日常生活の自立を支え、さらに、生活の質の充実を
図るために、使用者に習熟を要求することなく、機器が高齢
者それぞれの残存能力に対応し、かつ使用時の個々の状況
に適合して容易に作業を支援することにより、加齢が原因で
身体機能や記憶力等が低下した在宅高齢者が家庭内で日
常的に行う軽作業を支援する機器を開発する

体制が機能して、いずれのテーマにおいてもシステムの構築お
よび臨床評価まで実施した点は評価できる。しかし、各テーマ
間の連携が薄く、プロジェクト全体としてのパフォーマンスにつ
いては改善の余地があった。また、各テーマの目標が装置開
発上の機能スペックになっており、医師、療法士の負担軽減、
対象者の意欲向上という事業目的の達成という視点からの研
究成果の検証が十分に行われなかった。福祉現場の意見を十
分取り入れながら内外の情勢変化に即応してフィードバックで
きる体制を構築し、ターゲットとすべき対象者をより明確にする
とともに、目的に合致した目標設定を行うことが望まれた。今
後、臨床評価をさらに進め、療法士による機能回復訓練との比
較も行い開発機器の有効性を十分に示す必要がある。実施者
の事業化に対する意欲がやや低く、現時点では事業化の見込
みが十分には見えていないことから、今後のさらなる取り組み
に期待する。

ユーザーや理学療法・作業療法・社会心理学系の専門家を
メンバーに加えた体制を構築し、総合的な視点から開発を進
める必要がある。また、マンパワーの代替としてのシステム
を目指すより、人にはできない、機械ならではの特性を追求
すべきと思われる。市場性の困難さはこの分野では深刻で、
国として事業化に向けての資金援助を行う制度も必要と考え
る。これまでのNEDO プロジェクトの成果のうちから、商品化
可能なテーマを抽出し、適切な制度のもと商品化一歩手前ま
での開発を行うことも検討して欲しい。なお、医学的リハビリ
テーションだけでなく、緊急性、実現性の高い社会的リハビリ
テーションを支える技術開発プロジェクトの構築を期待する。

性に着目し、施策および社会の動向に合致した開発であると
ともに、民間企業が単独で投資効果まで考えて手を出せる分
野ではなく公共性も高いことからNEDO の事業として妥当であ
る。また、優れた福祉機器はほとんどが輸入である現状を鑑
みれば、日本が得意とするメカトロニクス技術を使用した福祉
機器開発の必要性は高い。プロジェクトの目的を医学的リハ
ビリテーションに絞っているが、社会的な視点からのアプロー
チがあっても良かったと思われる。また、福祉現場で最も困っ
ている課題の抽出や開発効果に対する市場性についての調
査に基づく開発テーマの選定がよ
り望まれる。

の期間短縮など、状況に合わせた適切なマネジメント
が行われた点は評価できる。個々のテーマを無理に連
携させずに、緩やかな連携をとる体制は機能したと考え
られるが、積極的に各テーマを連携させることによりプ
ロジェクト全体でのパフォーマンスがより向上する可能
性があった。また、個別テーマの目標は装置の機能上
のスペックにすぎず、プロジェクトの目的と個別テーマ
の目標との間の整合性が十分検討されないまま事業
が進められた感がある。さらに、高機能ばかりを追うの
ではなく、リハビリテーションの専門職の意見を聞き、福
祉現場が必要としているニーズを常にフィードバックす
るとともに、対象者を絞って開発を進めることが重要で
あったと思われる。

装
することにより運動機能や意欲の向上につながる可能性が
示されたことは評価できる。開発された各システムの有効性
について、療法士による機能回復訓練と比較した評価を行う
べきであり、そのためには開発初期段階から福祉現場の十
分な協力と医療従事者の参加が不可欠であった。現時点で
は、開発機器の有効性が十分示されておらず、市場を新た
に創造するためにも、臨床的な有効性の実証がさらに必要
である。また、達成された数値目標が現場の要求と整合する
か疑問である。この種の研究で目標達成数値を示すのは困
難であるが、それに代るものを見つけだすことも成果であり、
そのための努力が必要であった。

に思われるが、個別の技術としては実用化が期待できるも
のがある。また、身体機能に関する新たなリハビリテーション
の方法論に関して、新たな研究を促進する可能性がある。各
テーマとも早期の実用化を意識した研究開発計画にはなっ
ておらず、実用化までの設定時間が長すぎ、実施者自体が
事業化に対して消極的である。成果をブレークダウンして１、
２年で実用化、商品化できるものを見いだすべきで、そのた
めの技術は十分開発されている。今後も継続して開発機器
の有効性の検証を行い、事業化に結びつけて欲しい。なお、
コスト負担や市場性の点で課題がある分野であり、事業化に
対する国の補助制度も必要と考える。

6

国民の健康寿命
延伸に資する医
療機器・生活支援
機器等の実用化
開発

高齢社会における安心・安全で質の高い生活を実現するとと
もに、高齢者等の要介護期間高度医療機器や高齢者等の健
康で積極的な社会参加を支援する機器等を開発する。また、
重点的な研究投資や研究開発のための環境整行うことで医
療福祉機器産業の国際競争力強化を図る。②目標を支援す
る機器（医療と情報技術の融合）等を開発し、実用化を促す
ことにより、２０１０年までに高齢社会における安心・安全ると
ともに、高齢者等の要介護期間を短縮し、国民の「健康寿命」
を「平均寿命」により近づける「健康寿命の延伸」を実現すを「平均寿命」により近づける「健康寿命の延伸」を実現す
る。

7

エネルギー使用
合理化在宅福祉
機器システム開発
助成事業

将来の高齢化の進展に伴い、一般家庭における福祉機器の
利用は急速に拡大していくことが予想されるが、関連動向の
調査結果でも示されているように、在宅福祉機器の省エネル
ギーやリサイクルへの取り組みは十分とは言えない。将来に
向けた民生エネルギーの消費低減の必要性から、エネル
ギー使用合理化を目的とした福祉機器の開発を国の政策的
支援によって行う必要性はあった。また、福祉機器関連企業
の経営基盤の脆弱性からも、公的機関主導による民間企業
等の実用化に向けた技術開発を推進する意義は大きく、公
的機関への支援ということを鑑みると研究開発費の100%を助
成とした制度設計は妥当であった。国が主導して省エネル
ギーに資する福祉機器の開発を実施したことは、福祉機器関
連企業に対する環境配慮への喚起につながり、今後省エネ
ルギーやリサイクル等を考慮した福祉機器開発が促進される
効果が十分に期待できる。しかし、省エネルギー化と在宅福
祉機器の開発を組み合わせた点は新規性があったが、両者
の目的を達成するための指標を明確にするなど制度設計上
の工夫が必要であった。

(制度評価:総合評価）
当該制度は、ほぼ適切に実施され、実施された研究課題から
は実用化に結びつく研究成果が得られた。このことから、当該
制度は、提案公募型研究開発制度として、概ね妥当なもので
あったと総括するが、下記に示すような問題点・改善点もあっ
た。

（制度評価： 問題点・改善点）
在宅福祉機器に省エネルギーの観点を加えたことは新規性
があったが、他の類似制度と比較しても応募件数が制度期
間を通して少なかったことからも、省エネルギー化と在宅福
祉機器開発を組み合わせるための制度設計上の工夫が必
要であった。本制度の目的を鑑みると、民間企業を助成対象
に含めてもよかったのではないか。開発テーマごとの省エネ
ルギー効果の算出根拠が示されているが、省エネルギー効
果の算定が過大推量になりがちであり、福祉機器の使用特
性を踏まえた推定方法で評価する必要があった。また、制度
創設時にエネルギー効率改善に寄与する開発対象を絞込
み、明確な評価方法を提示した上で、制度目的に照らして適
正な事業者を選定する必要があった。

（制度評価：制度の目的及び必要性）
将来の高齢化の進展に伴い、一般家庭における福祉機器の
利用は急速に拡大していくことが予想され、将来に向けた民
生エネルギーの消費低減の必要性から、エネルギー使用合
理化を目的とした福祉機器の開発を国の政策的支援によって
行う必要性はあった。また、福祉機器関連企業の経営基盤の
脆弱性からも、公的機関主導による民間企業等の実用化に
向けた技術開発を推進する意義は大きく、公的機関への支援
ということを鑑みると研究開発費の100%を助成とした制度設
計は妥当であった。しかし、省エネルギー化と在宅福祉機器
の開発を組み合わせた点は新規性があったが、両者の目的
を達成するための指標を明確にするなど制度設計上の工夫
が必要であった。

(制度評価：制度の運営状況に係る評価）
採択者に対するアンケート結果などから判断すると、制
度関係者間の連絡・調整は十分に行われ、概ね制度の
運営は妥当であった。さらに、NEDO が構成する委員会
による中間報告会の開催により、効率的な運営体制の
確立と適切な進捗管理が行われていた。また、助成事
業終了後５年間は、１年ごとに企業化状況についての
報告書提出などが義務づけられていることは、事後の
制度運営としても適切である。

(制度評価： 制度目的から見た成果）
アンケートやヒアリングの調査結果から判断すると、各テー
マの成果の達成度は高く、次の応用的な研究へ発展させた
例や派生事業を生み出した例も多数存在する。開発テーマ
ごとに設定している省エネルギー効果の算出法を根拠とした
場合の省エネルギー実績値を見ると、大幅な省エネルギー
効果が得られた成果も複数存在することからも、制度目的か
ら見た成果は充分にあったと評価する。しかし、全ての採択
機関が研究開発を継続しているわけではなく、また平成14
年度末における製品化が１件にとどまっていることを考える
と、今後は製品化に向けたフォローアップなど制度成果の効
果的な普及方策が必要である。

(制度評価：目標、指標及び達成時期）
エネルギー使用合理化のための在宅福祉機器開発という観
点では、目標は達成されている。また、本制度において目標
達成時期を制度終了から５年と設定し、制度終了から５年後
の省エネルギー効果という具体的かつ明確な目標達成の判
断指標を設定したことは妥当で
あった。一方で、福祉機器によってエネルギー使用特性は
様々であることから、省エネルギーの効果を一律に評価する
ことは困難である。全開発テーマを2010年省エネルギー効
果目標（年間約21 万KL）への貢献度で評価する方法は、妥
当とは言えず、テーマの特性を考慮に入れた省エネルギー
の評価方法を工夫する必要があった。
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健康寿命延伸に
資する医療福祉
機器開発のため
の基礎研究

8(1)

健康寿命延伸に
資する医療福祉
機器開発のため
の基礎研究：循環
器系疾患に対す
る予後診断を含
む低侵襲診断治
療システム

血管病変等の形態的、機能的データに基づき、循環器系疾
患の検査、予後予知診断を含む診断に有用な医学的知見を
収集し、血管の病態等の画像データ、機能情報を、リアルタ
イムに三次元画像として再構築する診断システムの研究開
発を行う。さらに、リアルタイムで得られる形態的・機能的３次
元画像を基にして、低侵襲な血管再建手術が可能なマイクロ
サージェリーシステム、動脈硬化性血管疾患に対する血管内
治療システムを含む統合的な治療を実現する要素技術、シ
ステム化技術、遠隔手術をも可能とするシステム化技術の研
究を行う。

本プロジェクトは、心臓血管外科の診療に必要とされる広範囲
の医学的知識を工学的知識により技術化する試みとして理解
できる。臨床条件が多彩であるため研究内容も広汎となるうえ
に、新たな基礎的研究を要する生体現象に遭遇するであろうこ
とも、十分に想定できる。当初は内容、組織が余りに総花的で
あった。しかし前期 3 年間の研究成果を整理し、中間評価の意
見に従い、重点課題を設定し、予算を傾斜配分することで目標
を達成した運営は評価できる。具体的研究成果については、後
半期でかなりの進捗を示し、心臓手術支援マニュプレーター、in
vivo 血管内皮機能計測器ではプロトタイプの完成をみた。また
リアルタイム３次元超音波ガイド下での拍動下心房中隔欠損閉
鎖手術などは上級国際専門誌に掲載された。このプロジェクト
では、特に、医学工学の学際的研究体制が学内に形成された
ことが特記に値する。しかし、医工連携と言っても始まったばか
りで、その成果が十分見えている状況ではない。今後連携を超
えて融合まで目指してもらいたい。

循環器外科にとって重要なのは手術の安全性と完全性であ
る。このために、低侵襲診断システムと新規機器とを併せ
持った低侵襲機器の開発による術中診断能力の向上が望ま
れている。この研究の最も独創的な点が診断同時治療・先
取り治療を可能にする統合診断治療システムの開発にある
とすれば、研究期間終了時点ではシステムの各パーツの開
発は進展したものの、診断と治療の統合というレベルには達
していないのではないか。今後はこれまで開発したパーツが
どのようにして統合されていくのかに関心が持たれる。このた
めには、より多くの多方面の工学的知識の導入が必要と考
える。本研究には多額の共通基盤設備費が投じられ、医工
学という融合領域をセンター化という具体的なものにしたこと
は大いなる成果である。今後も本事業で得られた設備や医
工連携体制を最大限活用しつつ研究開発を継続し、社会に
還元できる成果を得てもらいたい。加えて、この分野の更な
る人材育成を期待する。

循環器系疾患は、生活習慣病のなかでも最も一般的かつ重
篤致死性の疾患であり、虚血性心疾患死と脳卒中死を併せる
と癌死を超えることはよく知られている。このような状況の中
にあって、低侵襲診療機器により診療にあたる事が出来れば
国民にとって益するところが大きい。また、診断同時治療・先
取り治療が可能となることによって国民の循環器疾患死亡を
予防することも可能である。従ってこのプロジェクトの公共性
は極めて高い。本プロジェクトの推進形式である医工連携は、
掛け声だけでは進まない。今回NEDO プロジェクトとして推進
したことで、医工連携で一番重要な若手研究者が同じ言葉で
同じ目的を持って研究開発を行う場所とシステムが実現でき
た。これにより、欧米に遅れていた医工連携の基盤の巻き返
しが可能となり、本邦発の新しい医療システムの世界への発
信が可能となった。

研究には患者に対する倫理的配慮を怠ってはならず、
医学者を主任として多方面の工学系の援助を仰ぐ研究
グループの構成は肯定できる。医学・工学の共同研究
者ならびに大学院生が定期的に一堂に会し意思の疎
通を図りながら、計画を進行できたことは、プロジェクト
リーダーのリーダーシップに負うところが大きい。当初
は総花的なテーマで多くの講座が参加していたが、中
間評価以降、幾つかの適切な重点領域に収束させたマ
ネジメントは評価に値する。なお、5 年計画の本プロ
ジェクトの中間評価は３年目終了後に行われたが、指
摘を十分に実践するだけの時間が残されておらず、後
半に入ってからの時間切れが訴えられている。早い時
期での中間評価は研究者にとっては厳しいが、その後
に余裕をもって指摘に答えていく方が目標を達成しや
すいのではなかろうか。中間評価の時期について工夫
が必要である。

中間評価の指摘に従った重点領域設定後の平成１３年度、
１４年度に集中して国内特許出願７件、平成１２年度は海外
特許出願３カ国がある。何れも重点領域の新規機器開発の
領域のものである。これらを用いたトータルシステムの構築
は今後に託されているが、基礎的研究という観点から評価す
るなら８０％の目的達成度といえる。学術的貢献は国際専門
誌への掲載である。リアルタイム３次元超音波ガイド下での
拍動下心房中隔欠損閉鎖手術など上級国際専門誌に掲載
され、学術的な貢献を果たしている。細課題ではあるが、血
管内光学的分析による診断・治療システムは今途についた
感が拭えない。しかし、流れる不透明な血液のなかで光学的
手術視野を得ることの希望は捨てたくない。また、新規に開
発した機器についての誌上発表は、動物あるいは臨床での
実験結果を要求されることもあり、今後に期待したい。

要素技術開発の製品化の可能性は高いと考えられ、心臓手
術支援マニュプレーターなど一部の新規開発機器は既に企
業との共同開発が始まっている。特記すべきは波及効果で
ある。医学・工学の大学内での学際的機関の新設に繋がっ
たことは本プロジェクトの大きな効果である。今まで空回りを
していた力を同じ言葉で、同じ意識で、同じ目標にむけられ
ることが可能となり、底力が発揮されると考えられる。５項目
すべてが斬新なアイデアに基づくものであるので、次のス
テップとして、製品化という具体的なプロセスに進むことが重
要である。社会的な還元という点では早急に答えを出す必要
がある。

②低侵襲超高度選択的／局所診断・治療一元化
②低侵襲超高度選択的／局所診断 治療 元化

8(2)

「循環器系疾患に
対する予後診断
を含む低侵襲診
断治療システム②
低侵襲超高度選
択的／局所診断・
治療一元化シス
テム

カテーテルを高度化・多機能化させ、体内臓器の疾患局所に
対する高感度な診断と局所に対する分子生物学・遺伝子工
学応用治療支援を可能にする技術を開発するとともに、両技
術の統合による局所診断・治療一元化技術の研究を行う。

②低侵襲超高度選択的／局所診断 治療 元化
本プロジェクトは、わが国が得意とするカテーテル・内視鏡の分
野で、革新的な医療技術を開発しようという意欲的な研究であ
り、術中の転移リンパ節の同定法が、手術侵襲を減らす上で極
めて重要であるなど、低侵襲治療を目指す時代の流れに沿っ
ており、事業目的は妥当である。医工連携体制を組織し、精力
的に実証研究を推進して、短期間で多くの成果をあげている。
特に腹腔鏡システム、細径膵管内視鏡のプロトタイプを具現化
した点は評価でき、低侵襲に診断・治療を行うシステムのキー
となる要素技術の確立ができたと考える。臨床評価を通して、
信頼できるデータが蓄積されれば、実用化も可能と思われる。
ただし、PET、MDCT などの画像診断技術との競合は必至なの
で、これらと比較したときの当該技術の優位性を明らかにする
べきである。早期の臨床応用を考えると、現在薬事承認されて
いる薬剤の応用も視野にいれるべきであった。癌の存在部位
の深さ状況が不確実である点などは改良が必要だと思われ
る。光音響法および遺伝子治療法は、実現可能性および実用
可能性の見通しが不明確であるなど、診断・治療に関わる要素
技術の有効性の検証が不十分である。

②低侵襲超高度選択的／局所診断・治療一元化
内視鏡を用いた高機能診断・治療は世界的な流れであり、
今後とも継続して研究開発すべき重要な課題である。そのた
めにも、今後競争力のある技術に裏打ちされた開発課題の
選択が重要と考える。臨床現場のニーズを調査し、本プロ
ジェクトで具体的可能性が示された腹腔鏡システムや細径膵
管内視鏡を、臨床応用可能なものに発展させてもらいたい。
特許の数が少ないので、周辺技術も含めて、特許の継続的
出願を望む。光音響波検出プローブの高感度化を進め、より
微細なプローブの開発が望まれる。また、音響波スペクトル
より癌の存在部位を画像化して、存在部位やその大きさ等を
観測できるようにした方が良いと考える。

②低侵襲超高度選択的／局所診断・治療一元化
本プロジェクトは、我が国が得意とする光ファイバカテーテル
や内視鏡の分野での開発で、この分野の更なる進展を促し、
国際的な競争力を維持するためにも必要であり、事業目的は
妥当である。微小膵癌に対する内視鏡下での診断・治療に使
用できる多機能カテーテルの開発は、侵襲を伴う手術の診
断・治療に比べ格段に危険性が軽減される。また消化管リン
パ節転移の局所診断・治療は、今後の有力な手段となる可能
性があるなど、医療現場からのニーズもあり、成果の公共性
も高く、NEDO の事業として妥当である。日本で患者の多い胃
癌・膵臓癌にフォーカスしたのもよい判断である。ただし、癌の
低侵襲診断・治療の開発研究として、内視鏡・カテーテルを用
いた本手法とPET やMDCT による画像診断との比較検討を
十分にすべきである。また、本プロジェクトにおける技術開発
は新規性はあるものの、画期的という点では弱い。この分野
はより発展していくと期待されるため、もっと挑戦的な要素技
術の開発を含めても良かったと考える。

②低侵襲超高度選択的／局所診断・治療一元化
目標は、技術動向や市場調査に基づいて設定されてお
り、概ね妥当である。主な対象疾患を消化器癌のリン
パ節転移と膵癌にし、事業を集約化するなど、中間評
価の指摘事項などを勘案して軌道修正を行っている柔
軟さは評価できる。研究開発体制については、同一大
学内での医工連携であり、連携は達成されている。ただ
し、多機能カテーテルを試作する上での数値目標がな
く、既存のカテーテル・内視鏡に対して、何が新たな機
能でどこが優れているのかが明確でないなど、目標・計
画が抽象的である。シーズ技術の開発という点では評
価できるが、測定技術の絞込みはニーズオリエンテッド
であるべきであり、低侵襲診断治療に適した測定技術
を選択するのが望ましい。基盤研究であるが故に、研
究テーマを徹底的に掘り下げる研究マネージメントが
あっても良かったと思う。また、治療用の薬剤について
は、現在薬事承認されている薬剤の応用も視野にいれ
るべきであったと考える。

②低侵襲超高度選択的／局所診断・治療一元化
腹腔鏡システムおよび膵管内視鏡システムは、実用化を指
向するレベルにあり、目標を達成している。また、実用化に
すぐ結びつくかについては疑問であるが、基盤研究として、
経カテーテル的遺伝子治療や、光によるリンパ節転移診断
技術でも一定の研究成果が得られているなど、研究成果は
多数ある。また、論文数は十分であり、国内外の学会誌など
発表数は多い。ただし、プロジェクトの規模や期間、内容を考
えると、特許の数があまりに少ない。知的財産権を確保して
論文発表を行うこと、今後の継続的な特許出願が望まれる。
また、早期の臨床応用を考えると、PDT 薬剤の見直しが必
須である。本プロジェクト
で開発された膵管鏡は高い技術レベルにあるが、膵臓の微
細癌が分布している全領域を診断できない、プローブからの
深さ情報に関して正確な位置情報をまだ取れていないなど、
多くの改良も必要である。

②低侵襲超高度選択的／局所診断・治療一元化
単なる基盤研究にとどまらず、実用化を視野に入れており、
腹腔鏡システム、細径膵管内視鏡のプロトタイプを具現化し
たことは評価できる。その技術力は国際的にも優れており、
癌の診断・治療を効果的、短時間で実施できる可能性を有し
ている。臨床評価を通して信頼できるデータが蓄積されれ
ば、実用化も可能と思われる。また、内視鏡の高度化という
点では周辺技術への波及効果が期待される。ただし、光音
響法および遺伝子治療法は、実現可能性および実用可能性
の見通しが不明確である。また、市場性の把握が十分では
無いと思われる。膵管鏡の実用化には、膵管内のどの位置
まで挿入できるかが一つの大きな課題となる。

( )
③高次生体情報

像化 よる診

MRI画像による各種臓器の動態計測、磁気共鳴分光画像法
（MRSI）や磁気共鳴機能画像法（fMRI）による生体機能計測
の高度化・高感度化を推進した 並列計算によるリアルタイ

③高次生体情報の画像化
当初開発要素技術の範囲が広く総花的であったが、中間評価
にてテーマを絞り込み、先端医療センターを核とした各大学・研
究所間の医工連携のもと、要素技術ごとにほぼ目標を達成し
たものと判断される。前立腺疾患診断治療支援システム等に
ついては有用な新規開発があり、すでに実用化段階まで研究
開発を進めている。今後はさらに臨床研究への移行を促進す
べきである 本プロジェクトが医工連携のモデルの一つになる

③高次生体情報の画像化
今回のプロジェクトの成果は、新規性はあるものの比較的細
かな要素技術であるため、波及効果は余り大きくない。今
後、実用化が期待できる成果に絞り、その要素技術の成熟
度を高めるとともに企業との共同にて実用化開発を進めるべ
きである。特に、高磁場MRI（磁気共鳴画像法）の応用は今
後さらに研究が進む分野であるので、今回の成果を次期開
発 結び付け く とが有益と考える 今後 療

③高次生体情報の画像化
がん撲滅や高齢化対応という大きな社会的ニーズの中で、高
い臨床的要求度、欧米からの研究の遅れ、企業で研究開発
を行った場合の経済性の低さを考えると、がん治療および脳
機能の動態解析に関する基盤技術開発を目的とした本研究
開発は 公共性が高く民間や大学が単独で行うことは不可能

③高次生体情報の画像化
開発目標は、開始時の技術動向からは妥当であり、医
工連携の事業として臨床的ニーズに基づき戦略的、具
体的かつ明確に設定されている。また、先端医療セン
ターを核として医工連携のマネジメントは概ね円滑に進
んだと考えられ、中間評価時にテーマを絞込み目標達
成及び効率的実施のための対策をとったことは妥当で

③高次生体情報の画像化
前立腺疾患のMRI 診断治療法やMRI 内視鏡などは世界初
あるいは世界最高水準のものと考えられ、一部をのぞき当
初の目標はほぼ達成されていると考える。ただし、国際的な
機器開発状況が当初とは大きく異なっているので、目標を達
成していても現時点で国際水準かどうか言えないところもあ
る 成果は新技術領域の開拓を期待できるような新規性は

③高次生体情報の画像化
テーマによっては成熟度が不足しておりさらなる要素技術開
発が必要なものもあるが、磁気共鳴分光画像法などはすぐ
にでも製品化が期待でき、今後企業との共同開発が推進さ
れれば事業化への期待は大きい また 前立腺疾患のMRI

8(3) の画像化による診
断・治療システム

の高度化 高感度化を推進した。並列計算によるリアルタイ
ム画像情報処理のための基盤技術開発を行った。これらの
技術開発により、生体機能を最大限に温存した治療システム
の開発を行う。

べきである。本プロジェクトが医工連携のモデルの つになる
ことを期待したい。ただ、中間評価後も、テーマ間で実用化に近
いものから基礎研究段階のものまで開発レベルに差があり、各
テーマ間の関連性も乏しかったことは否定できない。医系研究
機関間での連携や工学サイドからのより強い参画を促すととも
に、思い切って課題を集約しより一層の集中投資を心がけるべ
きであった。予算規模からみれば良く成果を出していると考える
が、欧米の医療産業と競合するには研究費や研究者の規模の
拡大も必要であったと考えられる。

発テーマに結び付けていくことが有益と考える。今後の医療
機器開発においては、長期的視野に立ち、世界レベルの開
発が見込める分野や企業への集中投資や企業間の枠をは
ずした企業研究者の国の機関への参集など緊密な医工連携
が図られる開発体制を望みたい。また、医療機器は世の中
に出て初めて価値を持つものであるから、医療行政との関係
を密にして欲しい。次期開発テーマの選択においては厚労省
の臨床研究との連携や情報交換が重要と考える。

開発は、公共性が高く民間や大学が単独で行うことは不可能
であり、産学官連携によるNEDO の関与が必須である。特に、
医工連携の促進という点でNEDO がその場を設けたことは意
義があり、従来基礎研究が多かった中で、診断・治療機器開
発を目指したことは妥当であったと考えられる。しかし、NEDO
として、もっと国際的に競合できるような技術などに集中的・重
点的な支援をしても良かったと思われる。

成及び効率的実施のための対策をとったことは妥当で
あった。しかし、本課題の領域は国際的にも研究開発
が精力的に進められており状況も大きく変化しているの
で、計画の早期遂行、並びに思い切ったテーマの選択
と集中が必要であった。また、各グループの連携、情報
交換の機会をもっと密にし、工学サイドからの積極的な
働きかけや医療経済に精通した人材の参画があれば
よかったと思われる。

る。成果は新技術領域の開拓を期待できるような新規性は
大きくないが、商品化により市場創造に結びつく可能性はあ
る。また、論文数は多く評価できるが、成果の割には特許出
願は少なく、一般への情報発信も不十分でプロジェクトの認
知度が低かったと思われる。縦型オープンMRI を使った実証
実験やアルツハイマー診断等への適用研究なども行われて
いれば、成果の普及や発展にさらに寄与できたものと考え
る。

れれば事業化への期待は大きい。また、前立腺疾患のMRI
診断治療法、MRI 内視鏡やMRI 温熱分布画像化法などは、
関連分野での技術的及び経済的波及効果が期待できる。た
だ、波及効果に関しては、臨床面での影響は大きいが、装置
やソフトなど機器開発の点からはノウハウ的で実用技術とし
ての実態が見えにくいため小さいという印象を受ける。

8(4)
④微小電極利用
遺伝子情報計測

微小電極アレイ基板上に安定に固定した病因に関連した
DNAと患者のDNAとの反応を電気化学的手法によって検出
することによって、簡便、迅速かつ高精度に感染症やがん等
の診断を可能にするための研究。１００ミクロンの微小電極を
利用した遺伝情報計測の研究を行い、遺伝子の診断用ポー
タブルタイプの遺伝情報計測システム実用化の基盤研究とす
る。

④微小電極利用遺伝子情報計測
国民の健康福祉にかかわる公共性の高い研究であり、医学工
学の連携を必要とする課題である。また、倫理的問題もあって
民間活動だけでは完遂できない。従って、今回NEDO の支援は
適切と判断される。
電気化学を利用した核酸や遺伝子の新規な分析法が実用化
に向けて着実に成果を挙げた。蛍光法などの従来法にとって
代わるものになれるかどうかは定かではないが、分析の選択
肢を広げるという意味では基礎・応用の両面で価値がある。病
院の外来などで「オンサイト」使用できるポータブル型の遺伝子
情報解析装置は、現場でのニーズに応えられる可能性があ
る。また、ヒトを対象とした医療現場のみならず、畜産を含めた
多方面にわたり利用可能である。特に地球規模での流行のお
それのある感染症拡大防止の検疫作業の有力な手段になり得
ると考える。

④微小電極利用遺伝子情報計測
具体的な製品化に向けてここで得られた要素技術に加えて、
装置の小型化、低コスト化、可能な限り感度の向上を目指し
たを研究を進め、装置の完成を推進することが望まれる。
HBV（Ｂ型肝炎ウィルス）、甲状腺乳頭癌特異遺伝子の発見
の検出に成功しているが、この実用化作業として臨床治験を
目指すべきである。現場においては、恐らく血液が最も提供
しやすい材質であるので、血液で検査できるような前処理法
やシステム構築が望まれる。研究や技術の向上を図るのは
もとより重要であるが、感染症やガンなど、直ぐにでも分析対
象となるものがあるはずである。現段階の技術を実際に適用
してみることが、結果的に好循環を生むのではないか。加え
て、畜産界との共同研究により、家畜感染症の診断への道と
いったターゲットが明確な領域への適用を探り、早期実用化
を目指す事が必要である。

④微小電極利用遺伝子情報計測
国民の健康福祉にかかわる公共性の高い研究であり、医学・
工学の連携による遺伝子や核酸の分析という広い分野での
取り組みを必要とする事業である。また、実用性や採算性な
どが不明確な基礎的段階であり、民間のみがリスクを負うの
は困難である。さらに、開発機器の評価には、実際に臨床の
場から患者試料の提供が必要であり、倫理的問題もあって民
間活動だけでは完遂できない。DNA チップ市場のニーズであ
る小型化、低コスト化といった課題を解決し、新産業への進出
に先鞭をつけるための技術開発を目指すことは、社会的・経
済的にも重要である。従って、NEDO の事業として行うのに相
応しい内容である。ただし、民間への事業や技術の移転の可
能性が必ずしも明確ではなかったように見える。また、より多く
の医学系の参加が必要であったと考えられる。

④微小電極利用遺伝子情報計測
本プロジェクトの開始に先立ち、電気学的手段による
DNA マイクロアレイの検出システムの基礎的研究が進
められており、その実績に則った具体的研究目的なら
びに計画が立てられている。研究体制も筑波大学を中
心に、それぞれの役割分担がきちんと確立されている
ように思われる。当初の予定より早く条件設定が得られ
た研究については、新たな検討課題を加えるなど、情
勢変化への対応も適切に行われている。目標がウィル
スあるいは癌の診断にあるのであれば、目標達成度の
判断には、提示された肝炎ウィルス1 例ではなく、肝炎
ウィルスと癌それぞれで3 例ずつ程度の臨床例が望ま
れた。この点、医学系との更なる連携を必要とする。ま
た、基盤研究が広がりすぎて実際使用への時間がか
かっているような印象を受けた。

④微小電極利用遺伝子情報計測
基盤的研究を重視したプロジェクトの中から、製品化を視野
に捉えるところまでの成果が出ていることから、目標は十分
に達成したと考える。特にHBV（Ｂ型肝炎ウィルス）を患者試
料から検出し、さらに、甲状腺乳頭癌特異遺伝子の発見をし
たことは、いずれも1 試行例ずつではあるが、研究成果の有
用性を示している。今後市場獲得を目指していくためには、
微小電極アレイの精度、すなわち的中率、偽陽性率の数値
目標の設定と、さらなる精度向上が必要である。臨床系とよ
り緊密に連携し、臨床試用した上での問題点をリアルタイム
にフィードバッグして改善することが望まれる。このプロジェク
トを遂行した3 年間に、特許2 件と平行して学術専門誌への
論文掲載あるいは学会での発表も実施された。今後、広範
囲で使われる可能性があるので、国際出願がまだ行われて
いないならば、早急に対処すべである。

④微小電極利用遺伝子情報計測
遺伝子マイクロアレイは既にその有用性が知られている。
従って、本プロジェクトが実用化された時のマイクロアレイと
しての有用性は疑問を挟む余地はない。しかも、手軽に遺伝
子解析が可能となるはずであるから、遺伝子解析の多方面
での実施が可能となる。このシステムは「オンサイト」での検
査施行が可能であるので、医療機関内での利用ばかりでな
く、検疫室あるいは保健所、畜産施設でも使えるはずであり
実用性は大きい。地球規模での流行の懸念がもたれる人畜
共通感染症に対しても、国内流入あるいは拡散を早期診断
して阻止する強力なツールとなりうる。また、遺伝子以外にも
タンパク質や多糖の分析などにも応用が可能と考えられる
ので、それらが実現すれば、技術的にも経済的にも波及効
果が大きい可能性がある。既に、企業化に向けた取り組み
が進行していることは理解できるところであり、可及的速や
かに製品の完成を目指すことを望む。

8(5)
⑤光干渉利用高
機能断層画像測
定システム

本事業では、医療の無侵襲化・高度化に適用可能な新たな
技術の応用可能性や再生医療など細胞レベルでの診断・治
療に必要な要素技術についての研究を行うとともに、健康増
進、疾病予防をより重視していく観点から、迅速で無侵襲的
に検査を可能とする技術など次世代の医療機器開発のため
に必要な基盤研究を行う。

⑤光干渉利用高機能断層画像測定システム
本プロジェクトの対象であるOCTは、医療分野全般に渡って、
汎用診断技術となる可能性をもつ有望な技術であり、わが国に
おけるOCT技術のレベルアップを図り、国際競争に打ち勝つた
めにも本プロジェクトを実施する意義は大きい。また、わが国独
自のOCT要素技術を開発すべく、研究を推進した点は評価でき
る。
最終的に報告された 4テーマについては、基盤技術を確立し目
標を達成できており、時間ゲート型 OCT、GRINレンズ型OCTと
いう新たな手法の可能性を具体的に示した成果は有意義であ
る。特許件数、論文数も多い。また、内視鏡型 OCT、GRINレン
ズ型OCTについては実用化に結びつく成果が得られている。
ただし、開発テーマ数が多すぎると思われ、もっと絞込みが必
要だったのではないかと考える。また、シーズ優先で、ニーズの
取り込みが不十分である。臨床ニーズのどの部分に応用して
いくのかが見えにくい部分がある。医学サイドの研究目標・成
果が皆無である等の問題があり、医工連携をより深めるべきで
ある。実用化までの期間の見通しが、6.9年というのは長すぎる
と思われる。

⑤光干渉利用高機能断層画像測定システム
近い将来、OCTは、眼科領域以外でも種々の臨床分野で活
用できる診断技術として発展する可能性を十分にもってお
り、本プロジェクトは、実用化研究に進めるべき重要な研究
課題と考える。OCTを実際の臨床現場で使用できる診断技
術として実用化するためには、医工連携を深めて臨床ニーズ
を明確にすること、独創的で開発価値の高いテーマを取り上
げて国際競争力を強化すること、そして民間との共同事業の
推進を視野に入れ、全国規模で開発研究を展開することな
どが大切である。
このような全国規模の医工連携・産学連携からなる研究開発
体制を確立して、OCT機器の開発スピードを格段に高めるこ
とも重要である。
さらなる発展として、例えば、癌細胞に特異的に集積する物
質を体内に挿入し、もしOCTによってその物質の光吸収分布
をも画像化できれば、より本装置の特性が発揮できると思わ
れる。

⑤光干渉利用高機能断層画像測定システム
OCTは、現在の臨床現場における汎用画像診断技術と比べ
て、空間分解能が一桁以上高く、網膜疾患の診断に不可欠な
技術として眼科で活用されている。そして、さらなる性能改善
を図ることによって、OCTは臨床分野全般に渡る汎用診断技
術として利用される可能性を有する、有望な低／非侵襲診断
技術である。本プロジェクトは、このOCTの新たな機器開発と
臨床応用領域の拡大を目的とした基盤研究であり、事業目的
は妥当である。また、現在OCTの市場は眼科に限定されてい
るが、近い将来、内視鏡などとの組合せによって市場が飛躍
的に拡大することが期待できる。このOCTの技術革新が医療
診断に多大な貢献をすることは確かであり、世界的にも開発
競争が活発化している中で、国際競争力を養成するという意
味でも、NEDOの関与が必要である。
ただし、本プロジェクトの開始は2000年で、1990年に世界に先
駆けて山形大・丹野教授等がOCTの基本原理を国内特許出
願発案してから10年が経過しており、もっと早くに、当該大学
も含めて国内の関係機関が技術レベルをあげるべく着手すべ
きであったと考える。

⑤光干渉利用高機能断層画像測定システム
世界の研究開発動向、市場動向を見据えた開発計画
になっており、わが国独自の、新たな先端技術の確立
を目標に掲げて、研究を推進しようとした点は評価でき
る。
また、10テーマを4テーマに絞った開発の重点化は、研
究規模から妥当と考えられ、結果として成果を出してい
る点は評価できる。
ただし、医工連携が不十分であったと思われる。医療サ
イドのニーズをもう少し取り入れて進めるべきであった。
また、開発テーマ数は多すぎると考えられる。更に、汎
用小型OCT装置の開発は、民間企業に依頼しても良い
テーマであると考えられ、研究速度を上げるために、産
業界との連携なども考慮すべきであったと思われる。

⑤光干渉利用高機能断層画像測定システム
中間点で絞り込んだ4テーマで、時間ゲート型OCTについて
は、生体試料に玉ねぎを用いた場合、71μsの世界最短の
露光時間で鉛直断面のCスキャンOCTの取得に成功してお
り、他の3テーマについては、プロトタイプのデバイスを試作し
ている。時間ゲート型OCT、GRINレンズ型OCTは新たな技術
であり、その応用が期待される。
ただし、医療応用に結びつく実験データが皆無である。臨床
応用という観点からは、少なくとも動物組織を用いた検討を
行うべきであったと考える。汎用小型OCTの試作について
は、現在市販され臨床応用されている
OCT機器に比べ、とくに意味があるとは思えない。また、いく
つかの新しい成果は出ているが、国際競争に打ち勝つレベ
ルには達していないと思われる。
論文数、国内特許数は、ともに十分であるが、国際特許も出
すべきである。

⑤光干渉利用高機能断層画像測定システム
実用化に向けたイメージは、極めて明確であり、内視鏡融合
型 OCTと GRINレンズ型OCTは実用化に近いと思われる。ま
た、時間ゲート型OCTは、実用化を推進すべきテーマである
と考える。今後、ニーズとのすりあわせがうまくいけば、競争
力のある、商品としてのデバイスが完成する可能性が高いと
考える。新生血管の画像化など、分光学的な生体構成要素
の抽出ができるようになれば、癌の早期診断を始め、より多
くの疾患の診断に対応できる診断装置になって行くと思われ
る。
ただし、実用化までの期間の見通しが、6.9年というのは長す
ぎる。産業との連携や、目標の絞り込みなども視野に入れ、
開発スピードを高めることが必要である。また、医工の連携
をより密にして進めていくべきである。

参考資料 3 -3



番号 プロジェクト名称 事業概要 総合評価 今後に対する提言 事業の位置付け・必要性について 研究開発マネジメントについて 研究開発成果について 実用化、事業化の見通しについて

9
タンパク質機能解
析技術開発

  世界では、ヒトの遺伝子情報いわゆるヒトゲノムのDNA塩基
配列の解析が終了しました。このヒトゲノムのうち、約5%が遺
伝子すなわち生命活動で重要な働きを担うタンパク質の情報
に相当します。  本事業では、ヒトの生命活動を担うタンパク
質の機能の解明と活用を目指して、ヒト完全長cDNA、ヒトゲノ
ムDNA塩基配列情報等を活用して、タンパク質の機能解析
のための技術開発と、その機能解析を進め、生物情報基盤
の整備と解析装置の開発を行います。  ヒト完全長cDNAやス
プライシング・バリアントcDNAを有効活用できる各種ベクター
とタンパク質の大量発現技術の開発と整備を行うとともに、ヒ
ト遺伝子の発現頻度情報の取得・整備、相互作用するタンパ
ク質群の同定や構造解析、細胞やマウスなどのモデル動物
を用いたタンパク質機能解析、細胞やマウスなどのモデル動
物を用いたタンパク質機能解析を可能にするための技術開
発を行います。また、従来困難であった弱いタンパク質相互
作用の解析技術と近年注目を浴びているsiRNA（short
interfering RNA）を用いたタンパク質機能解析技術の開発も
手がけています。

日本の資産である完全長cDNA ライブラリをさらに発展させた、
各種の大規模データベース構築は民間主導では難しく、我が
国の圧倒的な優越性をもって行われたヒトDNA全長配列解析
プロジェクトの成果を実用化に近づけるための試みとして、公
的プロジェクトとして進める意義があった。プロジェクト全体とし
て所期の計画を上回る成果をあげており、世界的にも競合力
のあるデータベース構築、新規な技術開発に留まらず、一部の
疾患等において具体的なメカニズム解析まで行っており、開発
されたデータベースや技術の有用性を証明している。しかし、
世界一の成果が多く上がっている反面、その成果をあげるため
に独創的な技術開発が行われたものは少なく、大方の成果は
データベースの量的充実の段階であり、研究者コミュニティー
への成果普及が充分とはいえない。蓄積されたデータの公開、
バイオ資源の普及などを急ぎ、全体をできるだけ早期に一般研
究者に利用できる形で成果を公開することも重要である。ま
た、最終的な「出口」が実用化となったプロジェクト途中での方
針変更時に、研究内容や成果物の取り扱いについても産業界
の意見を積極的に取り入れて大幅な変更を行うことは議論の
余地はある。本プロジェクトの事業化に関する評価は、短期的
視野で行われるべきではなく、今後この成果を広く活用する仕
組みが必要である。

多くの個別課題は基礎研究として価値が高く、ある程度長期
的な視野で展開を計るべきである。今後は、各テーマ毎に知
的基盤としての色彩の強いものは、なるべく早期に公に利用
できるような仕組みを立ち上げる、一方、産業化の礎となる
可能性のあるものは民間での活用を促すといっためりはりの
ついた活用方法を探ることが必要である。合わせて、本プロ
ジェクトの一番の成果である高品質の膨大なヒトゲノム機能
情報の蓄積を広く我が国のバイオ産業、バイオ研究者コミュ
ニティーへの早期普及が重要である。データベース整備、リ
ソースバンクの設立など利用しやすい環境整備に関する事
業を何らかの形で継続的に進めるとともに、公開後の利用状
況、運用体制などは継続的にモニターし、今後のデータベー
ス事業にフィードバックする必要がある。なお、文部科学省な
ど、他省庁の類似プロジェクトとの連携、あるいは棲み分けを
明確にし、バイオ分野で各種のデータベースの共通基本
データの統一と個性あるデータベースの発展を目指すべきで
ある。

本プロジェクトで実施した研究は、公共性が高くまた国際的に
も熾烈な競争のある分野である。ポストゲノムシーケンシング
時代の課題としてタンパク質機能に焦点をあて
たのは当然の判断であり、当初の立案時の事業目的などは
妥当であった。この分野では、少数の例外を除き民間自らが
産業利用のための知的基盤整備を進められる可能性は低く、
日本の資産である完全長cDNA ライブラリをさらに発展させる
という趣旨は、「健康安心プログラム」の目的達成には必須で
あり、NEDO 事業として推進する価値が十分にあった。また、
網羅的なタンパク質の機能解析および相互作用解析のデー
タ蓄積は、将来の創薬・診断技術開発に貢献することが期待
され、世界的に見ても有数のデータベース、ライブラリが構築
されており、事業の目的は達成されたと考える。しかしなが
ら、文部科学省のゲノムネットワークなど、コンセプトが重複す
る他省庁のプロジェクトも走っていることから、今後の大規模
データベース構築では省庁を越えた連携を期待する。一方、
成果は世界的なレベルのものが多いが、その成果の公表努
力が不十分であり、データベースの利用実績、そこから上が
る業績などは、今後もフォローし、各種のデータベース事業の
妥当性の検証にフィードバックすべきである。

今後のタンパク質機能解析の重要性を踏まえて、適切
な戦略目標が設定されており、また概ね定量的な目標
を掲げ、それを達成したことは大いに評価できる。目標
達成のために、広範な国内バイオ企業、大学、公的研
究機関の参画を得て、それぞれの分野で十分な実績を
挙げているグループが個別テーマ毎に選定されてお
り、妥当であったと考える。また、内外の技術開発動向
とプロジェクトの進捗を照らして個別テーマを適切に取
捨選択したことも評価する。加えて、成果コンソーシア
ムによって、一定期間のオプション（会員に対する一般
公開前成果の開示やそれに伴う遺伝子の権利化、産
業応用など）を与える仕組みは、企業には参入しやす
い条件と考えられ、効果があったと考える。しかしなが
ら、フォーカス２１へ改組したことにより、当初知的基盤
整備による産業振興を目指して出発したプロジェクトか
ら、早期の事業化に結びつき、かつ産業競争力強化に
至る目的になったが、個別研究にどのような計画変更
が加えられたかが明確でない。一方、個別テーマの間
の連携は概ね良く取れているが、一部において、結果と
して他の個別テーマとの連携が希薄に思われるものが
ある。さらに他省庁や、諸外国の同様の大型プロジェク
トとの交流などももう少し図られるべきであり、今後の世
界標準化を目指した交流努力が期待される。

ヒト遺伝子の80％にあたる約18,000 遺伝子のヒトｃDNA セッ
トを構築したこと、また6 万個のGateway 導入クローンを作
製し、うち2 万個以上についてタンパク質発現を行ったこと等
は世界的にも高い成果と言える。また、これらのデータベー
ス、ライブラリは、今後の創薬研究、診断技術の開発に重要
な情報を提供するものである。全体としては目標値をクリアし
ており、それらの多くは世界最大規模のものが多い。加え
て、論文発表、学会発表等についても適切に行われ、かつ
論文も多数の国際的一流誌に成果が発表され、大きな成果
を収めた。ただし、本プロジェクトは実施内容において知的基
盤整備の性格を有していることから、実用化・産業化促進の
観点で早急な成果を求めすぎない注意が必要である。また、
世界一の成果が多く上がっている反面、独創的な技術開発
が全体的に行われたとは言えない。論文発表130件に対し
て、国内特許出願27件は若干少ない。特に、海外特許出願
がわずか2件というのは少なすぎる。今後、海外競争力のあ
る知的財産の確保を強く望む。本プロジェクトの存在を知っ
ていても、その成果の具体的な内容まで知っている我が国
の研究者は極めて少ないのが現状である。本プロジェクトの
成果を広く我が国のバイオ研究者に認知されるよう、データ
ベースの早期公開や広報の充実化を期待する。

実用化への基盤整備を実現したという観点に立てば、その
目標はほぼ達成したと考える。また、幾つかのテーマにおい
て具体的な事業化の提案があり、概ね事業化を視野に入れ
た研究が行われていたと評価できる。直接的に本プロジェク
トの成果を利用した高収益の事業化は困難かも知れない
が、この成果に立脚した医薬品開発や診断技術の開発が将
来行われる可能性はかなり高いと期待できる。加えて、後継
プロジェクト（化合物等を活用した生物システム制御基盤技
術開発）に成果が引き継がれるテーマ（タンパク質相互作用
解析）については、基盤技術構築後の産業応用ステージへ
の展開が期待できる。ただし、本プロジェクトの成果は知的
基盤整備としての性格が強いため、事業化のめどの立って
いるものは主として研究用試薬、ソフトウエアなどである。創
薬など、より社会的インパクトの高い産業に結びつけるため
にはやはり臨床医学への応用を直接目指すことが必要であ
り、その為には医学系の研究者の計画段階からの参加が必
要であったと思われる。

本プ ジ クトは 独自のシステムを基盤とした開発研究で 膜
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ゲノム解読で明らかとなった生体内の多数タンパク質の機能
を生体外で、多数を同時、かつ迅速に解明するため、多数の
蛋白質を機能をもって発現させる技術、迅速にその相互作用
を解析する技術を開発する。これをもとに系統的な創薬スク
リーニング技術などの生産性向上技術を開発し、新規産業の
創出をめざす。

本プロジェクトは、独自のシステムを基盤とした開発研究で、膜
蛋白質の機能を保持したまま発現する技術、多数の蛋白質の
相互作用を同時に解析する技術および癌診断技術等におい
て、世界的にも優れた顕著な成果を上げている。その成果の一
部は、実用化・事業化の面でも期待できるので是非完成してほ
しい。また、ポストゲノムプロジェクトとして重要かつ妥当であ
り、集中型研究において適切かつ柔軟な研究開発マネジメント
が奏功した。特許戦略や事業化戦略にも長けており、経済的波
及効果を狙ったNEDO プロジェクトとして充分に意義のある成
果を上げている。総合的に非常に高く評価される。その一方
で、今後の克服すべき課題もいくつか存在する。①３つの研究
テーマの方向性がややちぐはぐな印象を受ける。「微量蛋白質
同定の技術開発」においては、他の２つの技術を受けて、医薬
品化合物スクリーニング探索チップや癌診断用チップの開発を
第一目標に、目的と方向性を絞った研究開発を進めることがよ
り有効な戦略であると思われる。②今後事業化を目指す上で、
参画企業の役割は益々重要になると考えられるが、現状では
その研究内容・研究成果等について不明確な点が多い。参画
企業の研究開発の分担を明確にするとともに、事業化の計画
を明確にするべきである。また本プロジェクトは我が国の誇れ
る知的中核であり、必要に応じ、多くの分野の産業界に参画さ
せるべきである。③各技術を可能な限り早く実用化し、当初の
目的である創薬スクリーニングにつなげるべきである。(中間評
価）

蛋白質の発現、機能解析というテーマは今後とも重要であ
り、独自のアイデアやシステムを基盤とした立案は大いに支
援すべきである。進展状況は順調であり、発展性の高いプロ
ジェクトなので、予算の増額の検討も含め、フォーカス２１の
プロジェクトとして更に展開させることは妥当である。本プロ
ジェクトにより、独自性および優先度の高いものを中心に要
素技術を絞り込み、日本において最先端の基盤技術をでき
るだけ多く獲得できるよう、重点的な研究目的、計画、マネジ
メント、実用化が望まれる。さらに本プロジェクトによって生み
出された基盤解析技術をもとに、今後、民間企業が遂行し難
い診断システムや新規医薬品化合物の探索と開発のための
大規模なプロジェクトを結成し、精力的にその研究開発を進
めるべきである。(中間評価）

ポストゲノム時代の要請として蛋白質を解析することの意義を
明確にし、創薬ターゲットとして重要性の高い膜蛋白質を優先
して起案された本プロジェクトは科学的・社会的にも非常に重
要なプロジェクトであり、時宜を得たものである。民間企業の
みでは達成困難でNEDO の関与が強く要求される点でも事業
の目的と位置付けは適切に設定されている。研究効率も非常
に高く、各研究は国際的にも非常に優れたレベルにある。産
業的価値からは、スクリーニング技術よりも、蛋白質や医薬品
化合物そのものの特許を押さえることがより重要である。その
点にもっと注力すべきである。(中間評価）

開発目標、研究開発計画ともゲノム解析の進展にそっ
て適切に設定されている。企業からの研究者がプロ
ジェクトリーダーの研究室に集い、集中型研究を行って
いることは、本プロジェクトの進展に有効に機能してい
る。それは、高度な成果が期待でき、必要度の高いも
のを絞り込み、優先して実行する面で功を奏しており、
目標、計画、事業体制いずれも適切である。情勢変化
への対応も妥当である。改善すべき点として、次の３点
が挙げられる。①大規模な化合物ライブラリーを保有し
た企業や抗体医薬品の臨床開発が進められる機関を
プロジェクトに加えるべきである。②「微量蛋白質同定
の技術開発」では、医薬品化合物スクリーニング探索
チップや癌診断用チップの開発を第一目標に、目的と
方向性をより明確に絞った研究開発を進めるべきであ
る。③参画企業の役割分担が必ずしも明確に示されて
おらず、事業化に向けて企業の研究開発内容および役
割分担をより一層、具体化するべきである。(中間評価）

創薬ターゲットとして価値の高い膜蛋白質を、機能を持った
まま発現させる技術の開発に世界に先駆けて成功している
こと、癌診断マーカー・癌治療のターゲットとなる蛋白質の同
定に成功し、その知的財産権を確保していること（産業的価
値の点からも評価できる）等、独自性の高い世界水準の成
果を数多く出しており、新たな技術領域の開拓が大いに期待
される。特許も適切に取得しており、学術論文に関しても専
門家の批判に耐える業績を上げている点も評価できる。ま
た、個々の研究テーマについては若干の差はあるものの、プ
ロジェクト全体としては質、量ともに十分な成果を上げてい
る。(中間評価）

本プロジェクトは全般的に実現の可能性が高い。特にスク
リーニング技術は、製薬会社等の需要が非常に高く、社会・
経済・産業への貢献の可能性も極めて大きい。特許戦略に
も長けており、既にベンチャー企業を２社起業しており、事業
化に向けた積極的な取り組みが高く評価される。特に膜蛋
白質の機能解析システムや癌診断システム等の事業化は、
技術的波及効果も高い。今後考慮すべきことは、参画企業
の事業化プランをより一層明確にする点である。(中間評価）

疾患関連および薬剤感受性遺伝子同定手法、新規アルゴリズ
ムによる情報解析法、およびモデル疾患関連情報データベー
スの構築等の技術開発を実験系と情報系が密接な連携のもと

多因子病感受性遺伝子やがん関連遺伝子については、診
断がある程度可能なところまできているが、実用化に至るま
でには機能解析や再現性の確認作業が必要であり 他機関

NIH のロードマップやFDA のCritical Path Research を先取り
する形 広 意味 バイオ カ を探索する事業 あ

実用化のための基盤技術開発という観点でマイクロサ
テライトマーカーとSNP マーカーの二種類のマーカーを
それぞれのアドバンテージを生かしつつ計画に盛り込
み テーラーメード医療 分子標的薬の実現に必要な

多数のサンプルを収集し、一部は株化して公的バンクに寄
託している。また多因子病やがん関連遺伝子の同定にも成
功し る 特 多数 イク サ イト カ を同定

基礎的研究開発ながら、創薬標的の同定やテーラーメード
医療の実現に資する成果が得られており、施設での臨床応
用 企業化に向けての準備が着実に行われている。解析シ

11
遺伝子多様性モ
デル解析技術開
発

自己免疫疾患及び糖尿病、がん、摂食障害をモデル疾患と
し、日本人を対象に患者と一般日本人集団（健常人）のサン
プルを収集し、全ゲノム上からマイクロサテライトやSNP のタ
イピングを行う。得られた多型情報から疾患感受性遺伝子お
よび薬剤感受性遺伝子を効果的に同定するためのモデル疾
患関連情報ＤＢの構築及び遺伝統計学的解析ソフトウェアの
整備を行う。これらＤＢとソフトウェアからなる知的基盤を用い
てモデル疾患の疾患感受性遺伝子および薬剤感受性遺伝
子の同定を行い、その結果を踏まえフィードバック的に知的
基盤の改良、高機能化を図る。

スの構築等の技術開発を実験系と情報系が密接な連携のもと
で遂行され、本プロジェクトの最終目標はほぼ達成された。数
多くの世界的な成果が得られ、一部は企業化、臨床応用を行う
段階まで到達した。学会発表・講演発表、論文発表、さらに構
築したデータベースの公開も積極的に行われ、特許化や、ベン
チャー企業設立など実用化を目指した努力も多々払われてお
り、社会への還元、産業界への波及効果が期待できる。このよ
うな有機的な共同研究を構成・指揮したプロジェクトリーダー
の、リーダーシップも高く評価でき、引き続き基盤研究として実
施されるべき課題と考える。なお、多因子病およびがん関連遺
伝子解析におけるそれぞれの情報部門間の連携や、同様の目
的で実施されたプロジェクトとの連携が希薄な印象を受けた。
ただし後者は、研究者の責任というよりも、省庁を超えた連携
が困難であるという、我が国の科学研究実施体制そのものの
問題点であろう。構築された統合データベースの更新を含めた
維持管理は、本プロジェクトの成果の波及効果を維持するため
に是非とも必要な課題と考えられ、何らかの財政的な支援が望
まれる。

でには機能解析や再現性の確認作業が必要であり、他機関
との共同作業も考慮して、何とか実地臨床の場に早く提供し
ていただきたい。一方、研究成果および事業化が目に見える
形になるのはデータベースの部分と思われるが、更新などの
維持管理が価値を保ち続けるには必要不可欠である。維持
のみならず更なる発展のために、このようなデータベースを
統合して管理する公的機関の設立、もしくは既にある機関へ
の委託など国家的な支援の実施が望まれる。画期的な治療
薬開発や治療応答性予測・副作用予測の実現には、本プロ
ジェクトの成果の検証と同時に、実験および情報の両面でゲ
ノム解析のための更なる方法論開発が世界的なレベルを目
指して是非とも継続されるべきであり、それにより大きな成果
が生み出されることが期待される。臨床応用やキット開発を
着実に進めることで、製品を含めた医療への利用法を一般
化し、場合によっては国の制度、資金的な援助を受けながら
実用化へと進めるべきである。企業との連携もより積極的に
進めるべきで、場合によっては外資系企業との連携も模索す
べきである。

する形で広い意味でのバイオマーカーを探索する事業であ
り、ゲノム多様性の医療への応用についての技術開発が望ま
れていた国内外の状況下にタイムリーに企画された。多因子
疾患や、がんの新規医薬品開発、テーラーメード医療の実現
を目指したプロジェクトであり、健康安心プログラムのもと当該
施策・制度の目標達成のために寄与しており、事業の目的は
妥当であったと判断する。本分野は民間が独自で事業化に取
り組むにはリスクが高く、また、競争の激しい分野であり、国
家がこのプロジェクトを推進する必要性が高いと考えられる。
SNP を解析することを目的とした国家プロジェクトが既に存在
する。省庁を超えてより密接に連携して、相互のデータ活用体
制を構築していく事が重要と考える。データベースの公開など
積極的に行われているものの、肝心のデータの更新や維持
管理がプロジェクト終了とともに困難になる可能性がある。今
後どのようにデータベースを維持・改良、アップデートして行く
かを明確にすべきである。

み、テ ラ メ ド医療、分子標的薬の実現に必要な
解析技術、解析ツールを諸外国と比べても競争力が保
てるように戦略目標を単純、明快にたてた。研究開発
目標および計画とも極めて妥当であると判断される。実
験部門と情報部門のシナジー効果を期待して、各分野
に適材が登用され、プロジェクトリーダーは全貌を把握
し、積極的に両部門の連携を進めてきた。ウエット系研
究に並行して、解析用のアルゴリズムが開発されるな
ど順序、予算の配分、技術開発のフローに問題はなく、
マネジメントは高く評価できる。実施者は国際的に活躍
をしている人材が登用されており、専門分野の能力を
活かせる体制が構築されている。相互の研究会議は密
接に行われているが、情報部門間の横のつながりに改
善の余地があった。本プロジェクトの成果を新規医療や
事業化に結びつけるためには疾患関連遺伝子の検証
方法を明確化する必要がある。実用化の出口について
は、特に遺伝子多型のみでは特許は診断に限定され、
責任ＳＮＰが高感度で同定されない限り特許の及ぶ範
囲は極めて弱いことが認識されるべきである。

功している。特に多数のマイクロサテライトマーカーを同定で
きたことの意義は極めて大きい。アルゴリズム開発は世界的
にも新規性が高く、情報解析システムの開発など、さまざま
な研究に応用できる汎用性のあるデータースを構築し公開し
ている。また特許申請は積極的に行っており、ベンチャー企
業設立も含めプロジェクト当初の目標は充分達成され十分
な成果が得られている。これらの成果は汎用性があり、今後
テーラーメード医療の達成への展開が期待される。成果の
普及に関しては、特許化の問題もあるためか、論文発表が
充分でないと思われる部門が見受けられ、課題を残してい
る。一般に向けての広い情報発信については、努力はなさ
れているものの、さらなる情報発信が行われることが望まれ
る。疾患関連遺伝子等についての優れた成果も見られる
が、それらが新規医療や創薬に直接繋がるかは疑問点が少
なからずあり今後の慎重な評価を待つ必要がある。また、
データベースについては、知的財産の絡みもあるがすみや
かな公表が望まれる。

用、企業化に向けての準備が着実に行われている。解析シ
ステムやデータベースについては汎用性があり、実用化され
つつある。マイクロサテライトマーカーを用いたゲノムワイド
関連解析ではベンチャー企業の設立など積極的に行われて
おり、この他にもいくつか事業化が検討されており、診断薬、
次いで薬剤開発に繋がる可能性が十分ある。がんデータ
ベース、がん化学療法の診断への応用、アルゴリズム部門
の技術を用いたリウマチ治療薬のファーマコジェノミクスは、
いずれも医療経済全体にあたえるインパクトが大きく、実用
化の可能性が高いが、更なる研究の進展が必要であろう。
また参加企業においては、当該分野の学識・技術的基盤を
身につけた研究者の育成が行われ、人材育成の観点からも
波及効果があったものと考える。多因子病感受性やがん関
連遺伝子ついては、機能解析や別サンプルによる再現性の
確認作業が実用化に至るまでに必要であり、他機関との共
同作業も考慮すべきである。企業が商品化できる成果は問
題ないが、商品化しにくい成果に関しては、その成果を維
持・普及するような支援を行うことが望ましい。

12
糖鎖合成関連遺
伝子ライブラリ

本プロジェクトでは、医療・診断薬をはじめ、広い分野に有用
な生体物質に多く存在する糖タンパク質及び有用糖脂質の
合成に必要なヒト糖鎖合成関連遺伝子を網羅的にクロ ニン

我が国が優位にあるが、国際競争が激化しつつある状況に鑑
み、産業応用性の高い遺伝子ソースであるヒト糖鎖合成関連
遺伝子のライブラリーの構築を目的したプロジェクトを、短期間
で集中的な予算投下により実施した意義は大きい。集中研究
を主体とした的確な研究開発マネジメントのもとで、新しい方法
論であるハイスループットによる網羅的解析とバイオインフォマ
ティクスが糖鎖領域で結実し、多数の新規遺伝子の同定をはじ
めとして計画通りの成果が得られた。今後の研究、応用の知的
基盤となり得る糖鎖合成関連遺伝子ライブラリ の構築に成功

本プロジェクトの成果を基に、引き続き、より多くのヒト糖鎖合
成関連遺伝子のクローニング、構造解析、機能解析を推進
する必要がある。即ち、今回ライブラリーを構築した遺伝子以
外についても網羅的なクローニングを行い、ヒトのグライコー
ムを確定して、ヒトにおけるすべての糖鎖の多様性を説明で
きるような方向で、研究を進めていただきたい。また、糖鎖の
機能を分子のレベルから個体のレベルまで一連の因果関係

糖鎖研究は、ポストゲノム時代の最重要課題の一つであり、
我が国が優位にあり将来性のある分野と位置付けられる。産
業応用性の高い遺伝子ソースであるヒト糖合成関連遺伝子の
ライブラリーの構築を目的とした公共性の高い事業をNEDOの
関与により実施したことはきわめて妥当であった。特に、多数
の存在が予想された糖転移酵素遺伝子のクロ ニングを民

糖鎖合成関連遺伝子のクローニングについて技術の進
歩を正しく予測した適切な数値目標を設定するととも
に、最初の段階でバイオインフォマティクスを活用する
ことによって研究開発の効率化を図ったことは評価に
値する。また、つくばOSL(Open Space Laboratory)にお
いて網羅的クローニングを集中的に実施し、必要に応じ
て大学に協力を求めた実施体制は効率的、効果的に
機能し、その中で、プロジェクトリーダーは十分な統率
力を発揮したと認められ、プロジェクトの体制面、運営

バイオインフォマティクスを利用した新規検索システムを開
発し、ヒト糖鎖合成関連酵素の105 の新規候補遺伝子のク
ローニングに成功した。この数字は、同じ期間に世界でク
ローニングされた新規糖転移酵素の2/3 に当たり、間違いな
く世界最高水準の成果を上げたと認められ、高く評価でき
る。また、新規糖ヌクレオチド輸送体の遺伝子クローニング
に成功したことも大きな成果であった。特許については、国
内および国外に新規遺伝子の物質特許を中心として多数の
出願がなされた。論文も権威ある学術雑誌に多数発表され

これまでの成果の公開に加え、得られた遺伝子の配布を計
画していることは評価でき、本プロジェクトの成果について癌
など医療関連分野への応用展開を図ろうとしている方向性
は妥当である。ただし、本プロジェクトは糖鎖遺伝子の実用
化への第一歩であり、実用化こそがこれからの重要課題で
あることを再認識して、今後、知的所有権のより一層の確保
をはじめとしてプロジェクトの成果を産業に繋げるための対
策を周到に講じていくことが肝要である。本プロジェクトで構
築したライブラリ とデ タベ スについては 国内での優先12 伝子ライブラリー

構築
合成に必要なヒト糖鎖合成関連遺伝子を網羅的にクローニン
グし、その機能解析と利用技術開発に資するデータベースの
構築を行う。

基盤となり得る糖鎖合成関連遺伝子ライブラリーの構築に成功
したと認められる。本プロジェクトの成功が広く我が国の糖鎖研
究者にフィードバックされ、互いの協力と切磋琢磨のもとに国際
的競争力の更なる向上が図られることを望む。今後、実用化に
向けていち早く有望遺伝子の絞り込みを行うことを期待する。
なお、特許やソフトウエアについては逐次活用を図っていくべき
である。構築したライブラリーとデータベースについては、国内
での優先的な早い普及が強く望まれるが、そのメンテナンスや
バージョンアップが喫緊の課題である。

機能を分子 個体 ま 連 因果関係
として統一的に理解するための一般的な方法論の確立も望
まれる。さらには、本プロジェクトで培った研究手法をヒト以外
の他の生物にも応用することによる糖鎖合成遺伝子ライブラ
リーの多様性の確保と質の向上を期待したい。本プロジェク
トによって、将来の創薬、臨床検査など応用面での基盤がつ
くられたが、我が国の優位性を保つためには、今後、本分野
の研究開発に対する国レベルのサポートが必要である。

の存在が予想された糖転移酵素遺伝子のクローニングを民
間企業単独で大規模かつ網羅的に行うことは困難である一
方、この分野での国際的競争が激化しつつあることから、
NEDOが主導して、諸外国に先んじて短期間に集中的に予算
を投下して、一気呵成に研究を実施したことは高く評価でき
る。

力を発揮 認 れ、 ジ ク 体制面、運営
管理面についてもに高く評価できる。研究の進展に伴
い機能解析面の強化が必要になり、実績のある大学と
の研究協力を速やかに実施したことなど、情勢変化へ
の対応も的確になされたと認められる。なお、相同性解
析では見出し得ない糖鎖遺伝子を遺伝子トラップ法に
て探索するアプローチは、方法論のユニークな点は評
価できるが、ES クローン・ライブラリーを作成したに留
まっており、糖鎖変化の表現型を解析するに至らなかっ
たのは残念である。

出願 なされ 。論文も権威ある学術雑誌 多数発表され
ており、学術講演や解説記事などによって、プロジェクトの成
果が一般向けに情報発信された。特に、成果をインターネッ
ト上で公開したことは、ユーザーの利便性に配慮した点で意
義が大きく、評価に値する。これらの成果は、広くライフサイ
エンス領域に大きな波及効果を生むことが期待できる。ただ
し、発現した糖鎖関連遺伝子の機能については、まだ同定し
ていないものが多く、機能解析が今後の課題である。データ
ベースについては、世界の中でユニークな存在にもっていけ
るように努力していただきたい。

築したライブラリーとデータベースについては、国内での優先
的な早い普及が強く望まれるが、メンテナンスやバージョン
アップを実施する体制の明確化や予算措置など早急に解決
すべき課題が残されている。また、プロジェクト参画機関以外
の機関も成果の応用に参画できるようなシステムづくりをし
ていただきたい。なお、特許やソフトウエアについては逐次
活用を図っていくべきである。また、一般向けの広報の観点
から、より一般的な雑誌やメディアを通じて成果を紹介する
努力を継続していただきたい。

13
バイオインフォマ
ティクス知的基盤
整備

ヒトゲノム解読の進展など、バイオ関連の情報の著しい増大
を背景に、そのデータを有効活用して新たな研究フロンティア
の開拓や産業化を推進することが重要である。このため、各
種データベースやソフトウェア資産を対象に、基礎研究や産
業化に活かすための情報基盤を整備する。具体的には、国
内外に分散するデータベースや、ミレニアム・プロジェクトの
成果、ヒトゲノム情報といった膨大なデータを、お互いに関連
付けるアノテーション（付加情報の追加）をした上で統合的に
まとめ、産業／研究用に効果的かつ効率的に利用すること
のできるような検索・解析機能等を備えた統合データベース
の構築を行う。
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14
タンパク質機能解
析・活用プロジェ
クト

網羅的なタンパク質の機能解析および相互作用解析を可能
とする技術・装置を開発するとともに、我が国が優位性を保
持するヒト完全長cDNA等を利用して、多数のタンパク質の機
能解析を実施し、網羅的な機能情報データ等を蓄積すること
により知的基盤を整備するものである。

日本の資産である完全長cDNA ライブラリをさらに発展させた、
各種の大規模データベース構築は民間主導では難しく、我が
国の圧倒的な優越性をもって行われたヒトcDNA全長配列解析
プロジェクトの成果を実用化に近づけるための試みとして、公
的プロジェクトとして進める意義があった。プロジェクト全体とし
て所期の計画を上回る成果をあげており、世界的にも競合力
のあるデータベース構築、新規な技術開発に留まらず、一部の
疾患等において具体的なメカニズム解析まで行っており、開発
されたデータベースや技術の有用性を証明していることは高く
評価される。しかしながら、世界一の成果が多く上がっている反
面、その成果をあげるために独創的な技術開発が行われたも
のは少なく、大方の成果はデータベースの量的充実の段階で
あり、研究者コミュニティーへの成果普及が充分とはいえない。
蓄積されたデータの公開、バイオ資源の普及などを急ぎ、全体
をできるだけ早期に一般研究者に利用できる形で成果を公開
することも重要である。また、最終的な「出口」が実用化となっ
たプロジェクト途中での方針変更時に、研究内容や成果物の取
り扱いについても産業界の意見を積極的に取り入れて大幅な
変更をすべきだったかは、議論の余地はあるが、本プロジェクト
の事業化に関する評価は、短期的視野で行われるべきではな
く、今後この成果を広く活用する仕組みが必要である。

多くの個別課題は基礎研究として価値が高く、ある程度長期
的な視野で展開を計るべきである。今後は、各テーマ毎に知
的基盤としての色彩の強いものは、なるべく早期に公に利用
できるような仕組みを立ち上げる、一方、産業化の礎となる
可能性のあるものは民間での活用を促すといっためりはりの
ついた活用方法を探ることが必要である。合わせて、本プロ
ジェクトの一番の成果である高品質の膨大なヒトゲノム機能
情報の蓄積を広く我が国のバイオ産業、バイオ研究者コミュ
ニティーへの早期普及が重要である。データベース整備、リ
ソースバンクの設立など利用しやすい環境整備に関する事
業を何らかの形で継続的に進めるとともに、公開後の利用状
況、運用体制などは継続的にモニターし、今後のデータベー
ス事業にフィードバックする必要がある。なお、文部科学省な
ど、他省庁の類似プロジェクトとの連携、あるいは棲み分けを
明確にし、バイオ分野で各種のデータベースの共通基本
データの統一と個性あるデータベースの発展を目指すべきで
ある。

本プロジェクトで実施した研究は、公共性が高くまた国際的に
も熾烈な競争のある分野である。ポストゲノムシーケンシング
時代の課題としてタンパク質機能に焦点をあてたのは当然の
判断であり、当初の立案時の事業目的などは妥当であった。
この分野では、少数の例外を除き民間自らが産業利用のた
めの知的基盤整備を進められる可能性は低く、日本の資産で
ある完全長cDNA ライブラリをさらに発展させるという趣旨は、
「健康安心プログラム」の目的達成には必須であり、NEDO 事
業として推進する価値が十分にあった。また、網羅的なタンパ
ク質の機能解析および相互作用解析のデータ蓄積は、将来
の創薬・診断技術開発に貢献することが期待され、世界的に
見ても有数のデータベース、ライブラリが構築されており、事
業の目的は達成されたと考え
る。しかしながら、文部科学省のゲノムネットワークなど、コン
セプトが重複する他省庁のプロジェクトも走っていることから、
今後の大規模データベース構築では省庁を越えた連携を期
待する。一方、成果は世界的なレベルのものが多いが、その
成果の公表努力が不十分であり、データベースの利用実績、
そこから上がる業績などは、今後もフォローし、各種のデータ
ベース事業の妥当性の検証にフィードバックすべきである。

今後のタンパク質機能解析の重要性を踏まえて、適切
な戦略目標が設定されており、また概ね定量的な目標
を掲げ、それを達成したことは大いに評価できる。目標
達成のために、広範な国内バイオ企業、大学、公的研
究機関の参画を得て、それぞれの分野で十分な実績を
挙げているグループが個別テーマ毎に選定されてお
り、妥当であったと考える。また、内外の技術開発動向
とプロジェクトの進捗を照らして個別テーマを適切に取
捨選択したことも評価する。加えて、成果コンソーシア
ムによって、一定期間のオプション（会員に対する一般
公開前成果の開示やそれに伴う遺伝子の権利化、産
業応用など）を与える仕組みは、企業には参入しやす
い条件と考えられ、効果があったと考える。しかしなが
ら、フォーカス２１へ改組したことにより、当初知的基盤
整備による産業振興を目指して出発したプロジェクトか
ら、早期の事業化に結びつき、かつ産業競争力強化に
至る目的になったが、個別研究にどのような計画変更
が加えられたかが明確でない。一方、個別テーマの間
の連携は概ね良く取れているが、一部において、結果と
して他の個別テーマとの連携が希薄に思われるものが
ある。さらに他省庁や、諸外国の同様の大型プロジェク
トとの交流などももう少し図られるべきでり、今後の世界
標準化を目指した交流努力が期待される。

ヒト遺伝子の80％にあたる約18,000 遺伝子のヒトｃDNA セッ
トを構築したこと、また６万個のGateway 導入クローンを作製
し、うち2 万個以上についてタンパク質発現を行ったこと等は
世界的にも高い成果と言える。また、これらのデータベース、
ライブラリは、今後の創薬研究、診断技術の開発に重要な情
報を提供するものである。全体としては目標値をクリアしてお
り、それらの多くは世界最大規模のものが多い。加えて、論
文発表、学会発表等についても適切に行われ、かつ論文も
多数の国際的一流誌に成果が発表され、大きな成果を収め
たといえる。ただし、本プロジェクトは実施内容において知的
基盤整備の性格を有していることから、実用化・産業化促進
の観点で早急な成果を求めすぎない注意が必要である。ま
た、世界一の成果が多く上がっている反面、独創的な技術開
発が全体的に行われたとは言えない。加えて、論文発表130
件に対して、国内特許出願27 件は若干少ないように思われ
る。特に、海外特許出願がわずか2 件というのは少なすぎ
る。出願費用等の制約があるのかもしれないが、今後、海外
競争力のある知的財産の確保を強く望む。残念ながら、本プ
ロジェクトの存在を知っていても、その成果の具体的な内容
まで知っている我が国の研究者は極めて少ないのが現状で
ある。本プロジェクトの成果を広く我が国のバイオ研究者（産
官学を問わず）に認知されるよう、データベースの早期公開
や広報の充実化を期待する。

実用化への基盤整備を実現したという観点に立てば、その
目標はほぼ達成したと考える。また、幾つかのテーマにおい
て具体的な事業化の提案があり、概ね事業化を視野に入れ
た研究が行われていたと評価できる。直接的に本プロジェク
トの成果を利用した高収益の事業化は困難かも知れない
が、この成果に立脚した医薬品開発や診断技術の開発が将
来行われる可能性はかなり高いと期待できる。加えて、後継
プロジェクト（化合物等を活用した生物システム制御基盤技
術開発）に成果が引き継がれるテーマ（タンパク質相互作
用解析）については、基盤技術構築後の産業応用ステージ
への展開が期待できる。ただし、本プロジェクトの成果は知
的基盤整備としての性格が強いため、事業化のめどの立っ
ているものは主として研究用試薬、ソフトウエアなどである。
創薬など、より社会的インパクトの高い産業に結びつけるた
めにはやはり臨床医学への応用を直接目指すことが必要
であり、その為には医学系の研究者の計画段階からの参
加が必要であったと思われる。

糖鎖機能 重 性と本プ ジ ク 優れた成果 鑑 る

15
糖鎖エンジニアリ
ングプロジェクト

本技術開発は、国民が健康で安心して暮らせる社会の実現
を目指し、以下の事業を行う。研究開発項目①、②バイオ
ツールやバイオインフォマティックスの開発、成果を高度に利
用するためのデータベース整備や先端技術を応用した高度
医療機器開発により、テーラーメイド医療・予防医療・再生医
療の実現や画期的な新薬の開発、医療機器、福祉機器等の
開発・実用化を促進する。 研究開発課題③家庭等での個人
の健康情報を可能な限り自然な形で測定（無拘束、非侵襲）
し、かつ安全（匿名化、データ保護化、データプロトコル統一）
な方法で収集蓄積し、個人の健康度を評価・解析（健康寿命
算出、個人別健康行動指導、行動変容把握）する機器・シス
テムの開発
及び検証を行う。

国際的な糖鎖科学の研究領域で日本の優位性をさらに高めた
タイムリーなプロジェクトであったと評価される。また、将来的に
は診断装置開発や創薬への応用も見据えた「健康安心プログ
ラム」の政策目標に即しながら、フォーカス２１に基づいて実質
３年という短期間に複数の機器を開発したことも高く評価でき
る。日本で明らかにされた多数の糖鎖関連遺伝子や２つの先
行プロジェクトの成果を資源化し、さらに次期プロジェクトに切
れ目なく継続させたことから、今後数年で事業化の具体例も見
えて来るものと期待される。ただ、プロジェクト推進に当たって
構造解析チームと合成チームとの間で、より密度の濃い協調
や連携がなされていたならば、一層多くの有用な成果が生み出
せたのではないかと惜しまれる。今後はプロジェクトリーダーと
ＮＥＤＯ推進部署が協力して体制を強固にしながら後継プロ
ジェクトを効率よく推進し、重要な生物機能を持つ糖鎖、糖鎖複
合体、糖タンパク質の発見とその機能の確認を進めることに
よって、新たな知識の創造、研究分野開拓、産業創製が達成さ
れることを期待する。

糖鎖機能の重要性と本プロジェクトの優れた成果に鑑みる
と、この分野におけるわが国の優位を保ちつつ人類の未来
に貢献するために、引き続き重点的に研究開発に対する財
政的支援が継続されることが強く望まれる。本プロジェクトで
は構造解析技術の開発と合成技術の開発という二つの要素
が同時進行する形態がとられたが、今後は必ずしもこの二つ
の分野を同一プロジェクト内に位置させる必要はなく、独立し
たプロジェクトとして、密な連携をとりながら進めることも可能
である。構造解析技術の開発については、今後は疾患のバ
イオマーカー探索研究の方向にシフトしていくであろう。そこ
では体制を今までのどちらかといえば基礎科学中心から、臨
床応用へシフトさせなければならない。また、今回のプロジェ
クトでは複合糖質の中でも糖タンパク（ペプチド）の質量分析
にまず焦点を絞ったのは妥当であったが、今後は糖脂質も
包含することを期待する。さらに、糖鎖機能解析の手法に、
糖鎖を認識するレクチンの解析を上手くドッキングさせること
も有効であろうと考えられる。
合成技術の開発については、今後の糖鎖合成に対する期待
に応えるために合成装置の活用に不可欠な酵素が安定的に
供給されることが求められるであろう。糖鎖機能解析におい
ては、少量でもよいが広範な多種類の糖鎖を合成して提供
する技術の確立が、また医療の基盤等、産業上有用な糖鎖
については大量に合成して供給する技術の確立がこれまで
以上に強く期待される。

２つの先行プロジェクトの成果を引き継ぎ、国際的な糖鎖科学
の研究領域で日本の優位性をさらに高めたタイムリーなプロ
ジェクトであったと評価される。また、将来的には診断装置開
発や創薬への応用も見据えた「健康安心プログラム」の政策
目標に即しており、次期プロジェクトに継続していることから、
数年で事業の具体例が見えて来るものと期待される。さらに、
本プロジェクトは、フォーカス２１に基づいた総合的な開発研
究である上に、基盤となる装置・機器の開発から始める必要
もあったため、一研究室や一企業での推進は難しく、ＮＥＤＯ
の関与は不可欠であったと考えられる。しかし、本プロジェクト
の成果の社会的意義や波及効果については、プロジェクト終
了後の現時点においても未知数の部分が多い。これは、糖鎖
そのものの生物学的機能・役割がまだ完全には解明されてい
ないためであるが、将来的にそれらの点に関する基礎的知見
が蓄積されれば、本プロジェクトの成果から多くの波及効果が
生み出されて来るであろう。そのため、これまで継続されてき
た糖鎖関連プロジェクトの成果を生かし、事業化にまでつなげ
るために今後も長期的な戦略による国の支援が不可欠であ
る。なお、本プロジェクトでは診断につながる構造解析技術の
開発と医療の基盤となる合成技術の開発が一体として推進さ
れたが、今後は前者は微量化へ、後者は大規模化へと、それ
ぞれ進むべき方向性が異なってくることから、それぞれを個別
のプロジェクトとして分けて遂行すべきと考えられる。

糖鎖科学における国内外の技術動向を捉えて国際的
競争力を高めるための戦略的な研究開発目標が設定
され、当初の目標だけでなく一部は途中で上方修正さ
れた新たな数値目標も達成できた点は評価される。各
グループにおけるマネジメントが上手く機能していたと
判断する。また、ＮＥＤＯにおける一連の糖鎖関連プロ
ジェクトの流れを受け継ぎ、かつ本プロジェクトの特徴と
目的を明確に意識した方針のもとに運営された点も評
価したい。特に、先行プロジェクトにおいて必要不可欠
な要素技術が開発され、そのメリットが本プロジェクトに
おいて有効に生かされて成果に結びついたことが高く
評価される。ただ、プロジェクト内の構造解析チームと
合成チームとの間で、より密度の濃い連携と協調がな
されていたならば、さらに大きな成果が生み出せたかも
しれないとの印象を受ける。今後はプロジェクトリーダー
とＮＥＤＯ推進部署が協力して体制を強固にしながら、
後継プロジェクトを効率よく推進することが望まれる。ま
た、プロジェクトの門戸を広げ、優れた技術を有する
個々の大学や企業に直接ＮＥＤＯから事業の一部を委
託する道を設けるのもよいのではないかと考えられる。

プロジェクト全体を通して、当初の目標値だけでなく途中で上
方修正された目標値も達成されており、質的にも世界最高水
準の成果が挙がって、わが国の糖鎖研究の底力を改めて世
界に示す結果となった。特に糖鎖の構造解析については、
既存機器を用いてO-結合型糖ペプチド分析に成功するな
ど、国際的にも先導的な高いレベルの成果が得られている。
また殆どの開発項目において、学問的な成果に留まらず、
出口として数多くの製品を開発し市場に送り出した点が高く
評価される。特許は国内外とも適切に出願されており、論文
の発表も研究内容を踏まえて適切に行われている。目標を
定量化するために数値目標が設定され、その達成が強調さ
れている。高い目標値の設定とその達成はもとより好ましい
ことであるが、数値そのものに絶対的な意味があるわけでは
ない。本プロジェクト合成チームが真に期待されたのは、い
かに効率的に多種の糖鎖を得るかという点であったことを実
施者およびＮＥＤＯともに留意してほしい。医療分野における
糖鎖に対する認識はまだ十分でないため、今後は糖鎖の重
要性と研究開発の飛躍的な進展状況を公の場でより積極的
にアピールし、医療関係者の理解を促して欲しい。

ソフトイオン化レーザーを用いた質量分析による糖鎖構造解
析技術は極めて高く評価される。国際競争に対しても有望で
ある。また、レクチンを用いた糖鎖プロファイラーは、産官学
の多くの研究者が目指している診断マーカーの探索におい
て、新たな視点からのアプローチを可能にするものであり、こ
の成果が与えるインパクトは大きい。糖ペプチド合成装置
Golgi の事業化も望まれる。本来の中心的課題であった糖タ
ンパク質の構造解析および糖鎖・糖鎖複合体合成技術のい
ずれについても、その性格上ただちに事業化に結びつける
のは難しいと予想され、そのためには、さらに多くの具体的
な実施例や大量生産による低価格化などが必要であろう。
ただ、本プロジェクトとしてはシーズを探し具現化できれば十
分であると思われる。今後、本プロジェクトを通じて示された
手法の活用によって、重要な生物機能を持つ糖鎖、糖鎖複
合体、糖タンパク質が発見され、それらの機能が確認され
て、それを通じて新たなシーズと研究分野や事業が創造され
ることが期待される。

遺伝情報や生体分子情報 健康・医療情報をIT と組み合わせ
健康安心プログラムにおける機器開発では、情報処理技術と
バイオ技術の融合が必要であることは言われてきたが これ
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バイオ・IT融合機
器開発プロジェク
ト

本技術開発は、国民が健康で安心して暮らせる社会の実現
を目指し、以下の事業を行う。研究開発項目①、②バイオ
ツールやバイオインフォマティックスの開発、成果を高度に利
用するためのデータベース整備や先端技術を応用した高度
医療機器開発により、テーラーメイド医療・予防医療・再生医
療の実現や画期的な新薬の開発、医療機器、福祉機器等の
開発・実用化を促進する。 研究開発課題③家庭等での個人
の健康情報を可能な限り自然な形で測定（無拘束、非侵襲）
し、かつ安全（匿名化、データ保護化、データプロトコル統一）
な方法で収集蓄積し、個人の健康度を評価・解析（健康寿命
算出、個人別健康行動指導、行動変容把握）する機器・シス
テムの開発
及び検証を行う。

遺伝情報や生体分子情報、健康・医療情報をIT と組み合わせ
て融合を図ることは、科学技術立国である日本が取り組むべき
プロジェクトであり、ＮＥＤＯ助成事業として産官が一体となって
実施することは、大いに有意義であった。個々のテーマ間にバ
ラツキはあるものの、総じて満足すべき成果が得られており、
世界をリードする新規技術の事業化が期待される。特に、オリ
ジナリティの高い大胆な計画が複数取り上げられたことは高く
評価すべきであり、特許や成果の普及の面でも総じて満足す
べき結果である。また、国際標準化も含めた企業間の協力も促
進されており、今後の国際的な展開が期待されるので、日本の
バイオテクノロジーの発展に良い影響を与えるものと考える。た
だし、類似のテーマが一部に見られ、またIT の関連する度合い
が研究テーマによってまちまちであるなど、統一感にやや欠け
る嫌いがある。さらに、技術開発マップ等が作られている現在、
「バイオ・IT 融合」の成果の活用・展開については、医工連携も
含め、広い視野の中で、改めて考える必要があろう。

バイオ・ＩＴ融合プロジェクトは今後のバイオ研究の大きな柱
のひとつであり、今後も、人材養成も含めて国策として取り組
み、戦略的に展開すべきである。その場合、企業の開発の取
り組みとしては、開発初期より大学等の研究機関及び他企
業との連携を行いながら、確固たるビジネスモデルを持って
研究開発を推進することが重要である。例えば、臨床用を目
指すのであれば臨床でのニーズの有無や、薬事承認の可能
性を十分に検討した上で開発の継続を検討すべきと思われ
る。また、今回のテーマには要素技術の開発段階にとどまっ
ているものが多かったが、今後は最終利用形態・製品につい
ての明確なイメージにもとづき実用化への筋道が明確な研
究開発計画が提案・実施されることを期待する。

バイオ技術の融合が必要であることは言われてきたが、これ
を明示的に支援するプロジェクトはなかった。
従って、本プロジェクトをＮＥＤＯ助成事業として産官が一体と
なって実施したことは、大いに有意義であった。また、「我が国
のバイオ機器の国際競争力強化」の政策目標に直接的に寄
与しており、21 世紀のバイオ基盤産業への貢献は大きく、企
業での研究開発を後押しするのに経済的にも産業的にも有
効であったと評価する。しかしながら、開発された技術の実用
化に問題を生じないように、テーマ採択の際には、特許戦略
および医療機器認可の問題をもう少し明確にする審査体制が
望まれる。また、NEDO の事業についてはほぼ妥当と考えら
れるが、健康、福祉、医療に関する技術開発やものづくりに関
連して普及を促進する為には、経済産業省のみならず、総務
省や厚生労働省等と連携し、意見交換をすることが望まれ
る。本事業の政策目標｢健康で安心して暮らせる社会の実現｣
への寄与には地域社会、地域医療が安定して維持できる環
境を整備する大きな社会デザイン構想を伴うべきである。

バイオ及びＩＴともに非常に進歩の激しい分野であるの
で、計画の見直しは必須であるが、一部の個別テーマ
において、実施中の目標の見直し、成果普及のための
適切な体制の整備などが必要であったものの、進捗状
況の管理などを通じて、多様なプロジェクトの集合体で
あったわりには、適切に運営されていると評価される。
例えば、開発目標は定量的に設定されており、達成度
を判断するための指標も適切である。開発計画につい
ては、具体性が高く、必要な要素技術を取り上げている
と判断される。本プロジェクトのように、多数のテーマを
多数の企業が実施する場合には、プログラムオフィ
サーをより充実させて、途中の計画見直しや特許出
願、実用化などの計画見直しを積極的に進めることが
望まれる。今後は、臨床医グループとの連携、社会・経
済の情勢の変化への対応を追求する必要がある。

バイオとＩＴという異分野融合の領域にあって、一部のテーマ
において、実証実験が未達成とか成果の普及が不十分なも
のもあるが、総じて満足すべき成果が得られている。世界最
高水準の成果が得られた個別テーマがあり、また、新たな技
術領域の開拓と市場創造につながる成果や、有用な基本特
許の取得もみられた。今後、特許の価値を高めるには、国際
競争力のある機器を販売し、世界市場で一定のシェアを獲
得することが必要である。ただし、今回は、F21 というプロ
ジェクトの性格上、あまりリスクを負わなかったともいえ、世
界に飛躍させる原動力に欠ける部分がある。新たな技術領
域の開発につながるNEDO の研究開発プロジェクトでは、
もっとリスクを許容した目標達成率でも良いのではないか。

一部のテーマについては既に実用化され、残りのテーマにつ
いても、実用化の可能性が高く、事業化までの見通しも具体
的に示されているものが多いので、総じて評価できる。多くの
テーマにおいて、該当分野のみならず、他の分野への波及
効果が望め、新規テーマの展開や情報公開による裾野の拡
大も期待される。従って、それが実際にどの程度実現される
か、フォローアップが重要である。一部の実用化できなかっ
たテーマにおいても、今後数年間の独自技術開発により、実
用化の可能性が高くなるものもあると思われるので、プロ
ジェクト終了後の実用化に向けた追跡調査の実施と実用化
に向けた取り組みへの支援が望まれる。なお、診断用を目
標とする場合、将来の市場規模などに言及するためには、
薬事申請に必要なスペックについての考慮が必須である。

17
先進ナノバイオデ
バイスプロジェクト

本プロジェクトは、ナノテクを駆使したバイオ診断ツールの基
盤技術を世界に先駆けて発信しようとする意欲的なものであ
り、しかも、幾つもの世界最高水準の要素技術開発に成功し
ているため、その意義は極めて大きい。また、本プロジェクト
により、我が国の技術レベル、特に産業界の技術ベースは大
きく向上したと評価される。一般的に、商品化や上市の可能
性を重視し過ぎると、将来重要となるであろう技術開発に挑
戦することが難しくなるが、プロジェクトリーダを中心に実施者
が将来を見据えた取り組みに果敢に挑戦し、しかも、フォーカ

本プロジェクトは、ナノテクを駆使したバイオ診断ツールの基盤
技術を世界に先駆けて発信しようとする意欲的なものであり、し
かも、幾つもの世界最高水準の要素技術開発に成功している
ため、その意義は極めて大きい。また、本プロジェクトにより、
我が国の技術レベル、特に産業界の技術ベースは大きく向上
したと評価される。一般的に、商品化や上市の可能性を重視し
過ぎると、将来重要となるであろう技術開発に挑戦することが
難しくなるが、プロジェクトリーダを中心に実施者が将来を見据
えた取り組みに果敢に挑戦し、しかも、フォーカス２１を考慮して

実用化に近い研究開発成果については、実施者がスピード
を上げて本格的な製品化を進めていくことが重要である。ま
た、ユーザーの要請に合う「製品」としてのマッチングが難し
く、シーズ側とニーズ側のインターフェース・ユーザーが存在
しない我が国において、マッチングを政策的にサポートする
などの取り組みが望まれる。一方、要素技術の段階であり世
界最高水準である成果については、新たなプロジェクトを発
足させることが望まれる。必要に応じて厚生労働省との連携
プロジェクトにし、ナノバイオ関連の基礎科学技術開発に関

本プロジェクトは「健康安心プログラム」と「ナノテクノロジープ
ログラム」の双方に係る、いわばナノとバイオの橋渡し的プロ
ジェクトであり、両プログラムの目標達成に十二分に寄与して
いる。また、高度な基盤技術を世界に先駆けて発信しようとす
る意欲的なプロジェクトであるため、NEDO の関与は妥当であ
り、国内外の技術開発動向、国際競争力の状況等から見て
も、実施のタイミングは適切である。さらに、本プロジェクトはこ
の分野の研究者・技術者に広く認知されてきており、類似プロ

本プロジェクトは、世界最高水準の要素技術開発を掲
げたものであり、しかも、将来を見据えた重要な戦略的
テーマであるため、研究開発の目標および計画は妥当
なものであったと評価する。また、３年間という短い期間
に広範囲な技術分野を適切に取り纏めて種々のプロト
タイプを開発しており、プロジェクトリーダも適任であり、
研究開発は概ね順調に推移したと思われる。さらに、国
内外の技術動向や市場動向等を踏まえ、計画の見直し
も適切に行われたと見受けられる。しかし、プロジェクト
期間が短か たためと思われるが 研究開発成果を普

世界最高水準の要素技術が開発されており、特許の取得も
論文の掲載も十分に行われている。また、個別目標の一部
は必ずしも到達できていないと思われるが、「解析技術等の
実用化を加速する」とした全体の目的からみて、研究開発成
果は十分であると考える。特に、３年という短期間に高い目
標で研究開発が進められた課題については、目標値にどれ
だけ迫れたかも重要であり、目標値への未到達自体を悪く
評価する必要は必ずしも感じられない。さらに、本プロジェク
トによりナノバイオデバイスが広く認識されるようにな たこと

産業技術としての見極め、実用化に向けた課題とそれらの
解決指針の明確化がなされており、かつ事業化までのシナ
リオも描かれている成果があるので、実用化、事業化は十分
に期待することができる。また、一流企業である実施者がこ
の分野の事業化に参入しようとしている姿勢を見せただけで
も、関連分野への技術的波及効果、社会的波及効果、当該
分野の研究開発の促進効果があったと推測される。しかし、
プロジェクト期間が３年と短かったことや、先進的な取り組みバイスプロジェクト が将来を見据えた取り組みに果敢に挑戦し、しかも、フォ カ

ス２１を考慮して３年という短期間に実用に近い成果を出した
ことは高く評価される。しかし、「ナノバイオデバイス」そのもの
が広い概念を含んでいることもあり、やや研究開発の焦点が
絞り切れていない側面も見られる。３年間の単発プロジェクト
として終えるには惜しいので、本プロジェクトで開発した世界
最高水準の要素技術については、新たなプロジェクトを発足
させて実用化につなげることが望まれる。

えた取り組みに果敢に挑戦し、しかも、フォ カス２１を考慮して
３年という短期間に実用に近い成果を出したことは高く評価さ
れる。しかし、「ナノバイオデバイス」そのものが広い概念を含ん
でいることもあり、やや研究開発の焦点が絞り切れていない側
面も見られる。３年間の単発プロジェクトとして終えるには惜し
いので、本プロジェクトで開発した世界最高水準の要素技術に
ついては、新たなプロジェクトを発足させて実用化につなげるこ
とが望まれる。

プロジェクトにし、ナノバイオ関連の基礎科学技術開発に関
わる部分については文部科学省科学研究費補助金特定領
域研究等と連動させても良い。この分野の研究開発の推進
にNEDO の果たすべき役割は極めて大きいと考えられるた
め、NEDO としてもバイオとデバイスの分野を広くカバーでき
る体制の確立維持に努めることが重要である。また、今後の
医療システムの改変に必要な開発テーマを絞って、より具現
性に富んだ事業計画にしていくことが望まれる。

の分野の研究者 技術者に広く認知されてきており、類似プロ
ジェクトと比較しても存在感が大きい。しかし、一部の開発項
目では製品コンセプトも市場も明瞭となっておらず、産業化、
実用化と言う観点を全面に押し出して強調するには至ってい
ない点も見受けられる。今後、本事業の効果を注視していくと
ともに、事業成果である知見や技術的蓄積の有効活用を図る
べく新たな施策がなされることが望まれる。

期間が短かったためと思われるが、研究開発成果を普
及させる体制は十分でなかったと見受けられる。今後、
着実な研究開発の進展が期待されるので、厚生労働省
などと連携して臨床検査研究などの実態にあったプロト
タイプを開発することが望まれる。また、プロジェクト技
術委員会以外にも、臨床検査研究のユーザーサイドか
らの声を反映させるような意見交換の場を設けることが
望まれる。

トによりナノバイオデバイスが広く認識されるようになったこと
も評価でき、この分野の研究開発の更なる活性化に寄与し
たと思われる。今後、目標未達成と思われる部分に関して
は、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針を明確
にすることが必要である。また、研究開発過程で明らかに
なった問題点等も積極的に研究成果として発表し、成果の普
及に尽くすことが望まれる。

プロジェクト期間が３年と短かったことや、先進的な取り組み
が多かったこともあり、具体的な商品化まで描けていない成
果も見られる。今後も、競合技術に対する優位性を明らかに
し、ユーザーの要求、市場調査に基づいた事業計画を明確
にしていくことが必要である。特に、波及効果が大きく、実用
化した場合のインパクトが大きい成果については、幅広く応
用を考えることが望まれる。

18
ナノ微粒子利用ス
クリーニングプロ
ジェクト

本プロジェクトでは、医薬品候補物質の探索のみならず、そ
の最適化等も高速かつ自動で行うシステムを構築するため
に必要な微粒子関連技術を開発し、その成果をシステムとし
て仕上げ、医薬品候補物質の探索、その最適化等を自動で
行うための技術を開発することを目指す。なお、本プロジェク
トは、経済産業省が推進しているフォーカス２１（研究開発の
成果が迅速に事業化に結びつき、産業競争力強化に直結す
るような経済活性化のための研究開発プロジェクト）の一環と
して実施するものである。

自動化に適したナノ磁性微粒子（ＦＧビーズ）を創成し、ＦＧビー
ズを用いて医薬品の標的蛋白質の同定、及びＦＧビーズを利
用した自動化スクリーニングシステムのプロトタ
イプを完成し、3 年間という短い期間に世界トップレベルの優れ
た基礎的技術を開発しており、高く評価できる。また、事業成果
として創薬への応用が見えてきた点で医薬品候補物質探索へ
の展開や関連分野への波及効果を大いに期待できる。しかし
ながら、医薬品の標的蛋白質を同定しているが、事業の目標と
して掲げている医薬品候補物質の探索にはいたっていないと
の指摘もあった。また、自動化スクリーニング装置については
精製の条件設定はある程度自動化されているが、汎用性をあ
げるため更なる改善が望まれる。実用化に向けては、ユーザー
の意見を調査し、より市場価値の高いシステムを開発する必要
がある。また、誰もが使用できる自動化スクリーニングシステム
にするために、ＦＧビーズ製品の大量生産のための均一化と標
準プロトコルをさらにブラッシュアップする必要がある。さらに、
本事業はアカデミアと民間企業との連携は比較的うまく進んで
いたが、より積極化する方策が求められているので、製薬企業
の役割をも と重くした方が良いと思われる

研究の成果を充分に活用、特に実用化するためには、プロ
ジェクトの実施計画および実現性について再構築が求めら
れる。焦点を絞りテーマを特化することが必要である。また、
一般に創薬関連基盤技術は類似技術との競合が激しく、い
ずれ陳腐化は避けられない。技術的アドバンテージがある間
にできるだけ多くの研究機関を巻き込み、創薬ターゲットや
医療につながる研究を行い、より大きな事業（たとえば画期
的新薬）につながる知的財産を生み出すことが望ましい。今
回の研究成果が、ＮＥＤＯも含め、他の創薬支援プロジェクト
で採用されるという話は出てこなかったが、革新的な成果に
は柔軟な活用を図るべきである。創薬ターゲット探索の効率
化以外に、多様な可能性が示された。健康安心プログラムと
いう観点から、アプリケーション開発も進めているが更なる展
開を期待する。ナノ磁性微粒子による有用生体物質の検出
等の基本的なノウハウを積極的に公開し、多くの研究者に利
用されることが本プロジェクトの研究開発の意義を高める。Ｎ
ＥＤＯが中心となり、ナノ磁性微粒子を利用した目的が明確
な有用生体物質（例えば画期的新薬など）の探査プロジェク
ト研究を立ち上げても良いのではないか

本事業は、ナノテクノロジープログラムとして、ナノ磁性微粒子
の創成とその利用技術を用いて、莫大なタンパク質や化学物
質の中から産業上有用な物質を高速・高度に選別する技術を
開発し、十分に評価できる成果を上げている。また、健康安心
プログラムとしても、基礎科学技術を応用し、医薬品の標的蛋
白質の同定により、医薬品の作用機作の解明、医薬品候補
物質の探索などは趣旨に合致している。さらに、大学、製薬企
業、機器メーカー、ソフトウェア企業という異なる背景を持つメ
ンバーが共同しなければ実現できなかったプロジェクトであ
り、目標とされた成果の公共性も高い。このような観点からＮ
ＥＤＯの事業として妥当である。ただ、創薬の重要な技術基盤
が開発されているが、事業の目標に掲げている医薬品候補
物質の特定や最適化については、一部目標をクリアできてい
ない。なお、スクリーニング自動化装置、データ処理ソフトウェ
ア開発において現存の機器、プログラムとの差別化をどのよ
うに図るのか、と言う点でさらなる改善を期待したい。

プロジェクトリーダーが強力なリーダーシップとマネジメ
ント力によって全体を統括し、戦略的な計画を立てて事
業を実行しており、産官学の連携も成功したと思われ
る。また、新規磁性ビーズの開発に必要な要素技術の
研究グループ構成が上手く考えられ、当初の目標であ
るナノ磁性微粒子の創製、及びその利用技術の開発に
成功したマネジメントは評価できる。情勢変化に対して
も、プロジェクトを進めていく過程において、新しい課題
が生じたときに、適切な研究者を参画させている。な
お、途中段階に終わった応用開発は今後の進展、ある
いは総括が求められる。また、医薬品候補物質探索・
最適化システムの開発、実証研究についてはさらに多
くの民間企業・大学の参加する必要があったと思われ
る。

ナノ磁性微粒子の創製、その創薬への応用、スクリーニング
自動化装置、いずれの目標も達成度が高く評価される。特
に、本技術を用いた基礎的研究成果は世界最高レベルであ
り、創薬への応用が見えてきた点で今後の展開が大いに期
待される。特許取得、論文発表などについても、成果発表は
学会誌やマスコミを通して十分なされている。事業化という観
点からは知的財産権が基盤となるが、その点でも日本特許
のみならず、ＰＣＴ出願と海外出願も行なっている。ただし、Ｆ
Ｇビーズによる分子の同定には試料の調整、ビーズへの固
定化、結合分離条件などがスクリーニング結果を大きく左右
するため、ＦＧビーズ製品の均一化と量産化を一応は確立し
ているがさらにブラッシュアップする必要がある。

ＦＧビーズを利用した自動化スクリーニングシステムのプロト
タイプは完成し、具体的な発売時期の明示や事業化のシナ
リオはできており、関連分野への波及効果も大いに期待でき
る。今後、事業化を成功させるためには、本システム利用ま
での過程、ＦＧビーズへの固定化と分離条件などのプロトコ
ル標準化、ビーズ作製のコストダウンが課題として残ってい
る。また、事業展開についてはどのようなビジネスモデルを
採用するかで技術の将来が決まることもあるので、ビジネス
モデル採用には十分な検討を望む。

の役割をもっと重くした方が良いと思われる。 ト研究を立ち上げても良いのではないか。
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19
タンパク質相互作
用解析ナノバイオ
チッププロジェクト

本事業は、機能を保持した状態でのタンパク質発現及びタン
パク質相互作用解析に係る技術開発を行うものであり、具体
的には、（１）タンパク質解析のためのバイオ素子（抗体、ウイ
ルス）の開発、（２）多種類の微量のタンパク質を検出する抗
体チップの開発、（３）多種類の生理活性物質と多種類の膜タ
ンパク質の相互作用を解析するウイルスチップの開発、を行
う。

蛋白質の発現や相互作用を高感度に検出する技術は、基盤技
術として幅広い分野の研究者や臨床検査の領域で非常に需要
が高いものであり、公共性も高く、NEDO の事業としてふさわし
いものであった。また、網羅的なタンパク質の発現、検出、相互
作用解析といった一連の技術基盤を確立することで、初めて創
薬及び腫瘍マーカーの分野での国際的競争力を強化できたこ
とも評価できる。タンパク質解析のためのバイオ素子（抗体、
ウィルス）の開発については、その基盤技術を確立し、多数の
膜タンパク質の発現及び多数の特異性の高い抗体を作成する
等、世界最高水準の研究成果が得られている。プロジェクト
リーダーによる強力なリーダーシップにより、ビジネスシーズを
出すための国立機関と民間で構成される抗体医薬のシーズ創
出のための実効性の高いトランスレーショナルな研究体制が確
立されたことは評価できる。現在、将来を見越した、一連の筋
立てに基づいた、卓越した戦略、実行力、成果共に見事であ
り、また技術も波及効果が高く、日本の産業基盤の底上げに貢
献している。更に、抗体医薬の効率的提供及び診断と治療薬
のコンビネーションによるコストパフォーマンスのよい治療法の
提供の観点から、実用化の可能性、事業化のシナリオはその
方向性が明確であると評価できる。

本プロジェクトの成果に基づいて、実用化補助金などで、チッ
プの実用化を目指した研究開発を進めることが望ましい。バ
イオ素子の後継プロジェクトについてもより研究が加速化さ
れるような方策を検討することが望まれる。タンパク質発現と
抗体作製については、がんマーカーの探索をどのような方針
でどこまで進めるか、膜タンパク質の範囲を広げるかどうか
を検討するべきである。抗体チップの実用化にあたっては、
抗体の特異性は高いようだが、複数成分での検出を妨げる
ような抗体やタンパク質間の相互作用がないか、慎重に調べ
ことを希望する。ウィルスチップの実用化については、想定用
途を明確にした上で開発をするべきである。

本事業は、健康安心プログラム及びナノテクノロジープログラ
ムの目標達成に大きく寄与するものである。蛋白質の発現や
相互作用を高感度に検出する技術は、基盤技術として幅広い
分野の研究者や臨床検査の領域で非常に需要が高いもので
あり、公共性も高く、NEDO の事業としてふさわしいものであっ
た。特に、開発当初、タンパク質発現・相互作用解析技術に係
る共通基盤技術の形成を目指していたものの、フォーカス21
に位置づけられ、抗体チップ、ウィルスチップの開発に集中す
るマネジメントが大きな成果につながったものと考えられる。
また、網羅的なタンパク質の発現、検出、相互作用解析といっ
た一連の技術基盤を確立することで、初めて創薬及び腫瘍
マーカーの分野での国際的競争力を強化する事ができたこと
も評価でき、実用化されれば医療産業分野での波及効果は
大きいと考えられる。さらに、ビジネスシーズを効率よく生み出
すための国立機関と民間で構成される連携システムを確立し
た点も高く評価できる。

抗体チップ、ウィルスチップについては、達成目標に掲
げた検出感度と測定部密度の数値の設定にやや無理
があったのではないかと考えられるものの、内外の技
術動向・市場動向をふまえた戦略的な目標が適切に設
定されている。開発計画については、具体性が高く、明
確な戦略のものに立案されている。事業体制について
も、プロジェクトリーダーが全体を統括し、目標達成を目
指した適切な体制が組まれている。特に、プロジェクト
リーダーによる強力なリーダーシップにより、ビジネス
シーズを出すための国立機関と民間で構成される連携
体制を確立し、年間数億円で、これだけのシーズを出し
たことは大成功と言える。また、製品化を進めるのに適
切な体制が整えられている。さらに、情勢変化への対
応についても、中間評価に基づく適切な計画見直しを
実施している。

ウィルスチップについては、原理的にチップでの検出が可能
であることは示されておりプロトタイプとしてはやや不十分で
はあるものの、研究成果は、世界初・世界最高水準のものを
多く含んでおり、特に膜蛋白質をその機能を保ったまま発現
させる新技術の開発は特筆に値し、新たな技術領域および
新たな市場の創成につながるものと期待できる。加えて、発
芽型バキュロウィルス（ＢＶ）を用いて機能を有するタンパク
質を発現させる技術、gp64 トランスジェニックマウスを用いた
ＢＶ免疫による高特異性膜タンパク質抗体の作成、高感度タ
ンパクチップの作成はすべて革新的技術でしかも汎用性が
高く、その成果として創薬及び腫瘍マーカーを用いた診断の
領域ですぐれた成果を上げたことは高く評価される。また、
特許取得は適切に行われており、論文発表も極めてレベル
の高い論文が多数出されている。

抗体医薬による癌治療が既存の方法を越せるかどうかの見
通しは現時点で立っているとは言えないものの、抗体医薬の
効率的提供及び診断と治療薬のコンビネーションによるコス
トパフォーマンスのよい治療法の提供の観点から実用化の
可能性、事業化シナリオは方向として明確であると評価でき
る。抗体については、治療薬、診断薬として実用化開発段階
に移行したものがでてきており、高く評価される。抗体チップ
も、がんの診断用や薬剤選択用のものが実用化されれば、
適切な治療と医療費抑制に貢献する可能性が期待できる。
しかし、ウィルスチップの実用化にあたっては、用途の絞り込
みと、チップ化に適した相互作用検出法のさらなる開発が必
要である。蛋白チップの開発は関連分野への技術的及び経
済的波及効果が期待できるのみならず、当該分野の研究開
発及び人材育成等を促進するものである。

ナノカプセル型人工酸素運搬体は、輸血用血液製剤の代替製
剤あるいは新しい治療用途への展開の可能性を秘めた製剤の ナノカプセル型人工酸素運搬体（TRM-645）の製造技術の開

ナノカプセル型人工酸素運搬体（TRM 645）は 現行の輸血
期限切れ廃棄血液を有効利用するナノカプセル型人工
酸素運搬体（TRM 645）の実用化に向けた研究開発目

ヒト赤血球由来のヘモグロビンを原料とするナノカプセル型
人工酸素運搬体（TRM-645）は、非臨床試験で安全性、およ
び輸血療法や虚血性疾患への有効性が確認され、ほぼ所

ナノカプセル型人工酸素運搬体（TRM-645）の量産化技術が
開発され、安全性、有効性で期待された成果がほぼ着実に
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ナノカプセル型人工酸素運搬体の臨床応用可能な製剤を製
造する技術の確立と製造装置の開発を行うとともに、臨床試
験（治験）実施に必要な非臨床試験を実施して安全性等の評
価と治験開始のための条件を整備する。また、遺伝子組み換
えヘモグロビンを用いた人工酸素運搬体製造の基礎技術を
確立する。さらに、ナノカプセル型人工酸素運搬体を用いて
虚血性疾患等に対する酸素供給による治療法に関して動物
実験による有効性評価を行う。

剤あるいは新しい治療用途への展開の可能性を秘めた製剤の
開発という意味で、社会的要請に十分応えるものである。主た
る目標である製造技術の確立に向けては、先行した海外各社
が開発に失敗する中で、連続遠心法、ウイルス不活化技術、
脱酸素化法などの活用により世界で初めての完全クローズドシ
ステムーリポソーム製剤量産ラインを開発できたと高く評価でき
る。非臨床の有効性、安全性試験では、酸素運搬能はもとよ
り、保存安定性、体内半減期、リポソームの品質安定化など
で、これまでになく優れた機能、安全性を有していることが示唆
され、基礎的な製造体制、非臨床治験が臨床治験へ進む基礎
が出来つつあり、実用化に向けた事業目的は概ね達成された
と評価できる。今後は、添加物の生体への影響を主眼とした毒
性試験など安全性の充分な担保を踏まえ、臨床医の本製剤に
対する理解を充分浸透させて、他の療法との比較優位性など
の臨床試験を進めていくことが望まれる。なお、原料である赤
血球の安定供給の確保については、より現実性をもった医療
経済学的、社会的検証が必要であり、また、製剤コストに見合
う使用目的、適応を戦略的に定める必要がある。

ナノカプセル型人工酸素運搬体（TRM 645）の製造技術の開
発には、概ね道がついたと判断されるが、本製剤の実用化
に到るまでには、これから先も長期に亘る検討が必要であ
る。次の段階の臨床試験へつなぐため、必要な前臨床試験
データの蓄積や治験薬GMP の確保など薬事行政サイドと十
分な連携体制を構築した上で、効率的な臨床試験のプロト
コールを作成し、速やかに治験を実施できる体制を築くべき
であり、医師や医療機関の積極的な関与が重要となる。ま
た、更なる大量生産に向けた技術やコスト低減の技術開発、
および遺伝子組換えヘモグロビンを用いた完全合成型人工
酸素運搬体の実現も求められる。これらを着実に、かつ出来
る限り早期に達成して、日本の技術力の成果を世界に広げ
ていくために、これからも産学官の協力体制で日本の総力を
あげて進めていくことが望まれる。また、献血由来の原料ヘ
モグロビンの確保について、今後の製造販売戦略を示しつ
つ、行政、日本赤十字社、競合他社を交えた協議が重要で
ある。

ナノカプセル型人工酸素運搬体（TRM-645）は、現行の輸血
製剤が抱える問題への対応、少子高齢化社会への対応、離
島・大規模災害への対応など、これからの社会ニーズに応え
るものであり、また虚血性疾患治療などの医療向上に有効で
ある。実用化されれば我が国のみならず、広く世界に貢献す
ることは疑いの余地がなく、世界に先駆けた競争力のある血
液製剤となる可能性がある。一方、血液事業は根本的に国策
に関連し民間企業だけでは取り組める事業ではないことか
ら、ＮＥＤＯが積極的に関与、推進すべき事業であると認めら
れると共に、「健康安心プログラム」の目標達成にも寄与する
と期待できる。なお、国内にも競合するプロジェクトがあり、わ
が国の技術が人類の健康増進に寄与できる人工酸素運搬体
のデファクトスタンダードになる可能性がある。互いに共通し
て協力できる部分は一体化して進めるなどの工夫により、日
本の総合力としての技術向上が望まれ、また実用化を促進す
るような政策的支援を期待したい。

酸素運搬体（TRM-645）の実用化に向けた研究開発目
標は治験用製剤の製造技術の開発、特性試験、非臨
床試験の実施、虚血性疾患への応用検討、遺伝子組
み換えヘモグロビンの開発など国内外の技術動向を踏
まえて、戦略的かつ具体的に設定されており妥当と判
断される。また、加速財源の投入も製造システムの確
立に有効であった。事業体制の面では、用途開発研
究、非臨床動物実験に関しては、専門とする医療機関
と共同研究を行い、また、次世代の遺伝子組み換えヘ
モグロビンの製造に関しては、その技術を有する他社と
の共同開発を行うなど、目標達成に向けた効率的な事
業体制が築かれ、研究連携も充分であったものと認め
られる。今後、非臨床試験および第1 相臨床試験のデ
ザインが、最終目標であるTRM-645 の臨床応用実現
のために重要である。したがって、輸血を多く用いる外
科や血液内科および輸血学の分野の臨床医の意見を
広く収集し効率的な臨床試験の実施が望まれる。

び輸血療法や虚血性疾患への有効性が確認され、ほぼ所
期の目標機能を実現したと評価できる。また、製造技術の開
発に関しても、治験薬GMP 製造施設として世界で初めての
クローズドシステムの製剤製造量産ラインの開発に成功して
おり、世界で最も実現可能性のある技術であると高く評価で
きる。また、遺伝子組み換えヘモグロビン製造技術の基礎的
検討も実施され、天然ヘモグロビンと同等の性状を持つと確
認できたことは、将来の完全合成型への展望を示す大きな
前進である。特許は、基本的で重要な技術であるリポソーム
およびヘモグロビン含有リポソームの製造技術に関して既に
取得され、遺伝子組み換えヘモグロビン製造技術に関する
特許についても、開発を担当した共同研究先が所有する特
許の範囲であり、実施するには問題はない。ただし、競合す
る特許も多いと思われるため、実用化を見すえた特許の整
理と確認が必要であろう。なお、研究成果は、多くの国民に
とって有益であり、極めて公共性が高い。国民的な理解を得
る上で、一般に向けた情報発信がより必要であり、国民の支
持が得られれば医療機関の協力体制の整備拡大、認可へ
の時間が短縮される可能性もある。

開発され、安全性、有効性で期待された成果がほぼ着実に
得られたことから、災害、事故の際の緊急輸血、虚血性疾患
などの医療向上などでの実用化が期待される。今後の事業
化に向けては、本製剤の社会的必要性を踏まえて、原料と
なる血液の安定的な確保方法など、薬事行政当局と実用化
に向けた意見調整が必要である。また、的確な情報発信に
より臨床医の十分な理解を得た上で、有効性、大量使用時
の添加物などの安全性、虚血性疾患への治療応用などで、
試験を加速するための医療機関の協力体制の整備が必要
である。またコスト面では、コスト削減に向けた技術開発も必
要であり、製剤コストに見合う使用目的、適応を戦略的に定
める必要がある。波及効果については、血液事業の整備が
不十分な国にも貢献でき、国際的な新たな産業として発展す
る可能性、および、本プロジェクト実施者が特許を所有する
高効率の低圧下リポソーム封入技術やリポソームのPEG 化
技術の応用等は他剤への応用が考えられる。また、臨床応
用が実現すると癌治療など新たな応用分野での研究開発を
引き起こす波及効果も期待できる。

今後の高齢化社会において症例増加の予測される循環器系
疾患の分野で、国民の期待が高い再生医療の実用化へ向け
て、我が国で開発されたオリジナルな技術を用いて移植用心筋
細胞シートを臨床現場へ安定的に供給することを目的に、産学
官連携体制のもと着実な開発が行われ、臨床応用可能な技術
とそれを支える基盤技術で再生医療の発展に貢献する一定の
成果を上げたと評価できる。特に、心筋細胞シートの作成法は
従来法に比較して進歩が見られ、かつ、他臓器への応用の可
能性もある また 人手による汚染防止を担保でき 再生医療

心筋シートの自動積層化装置や自動継代培養システムな
今後の高齢化社会において症例増加の予測される循環器系
疾患の分野で 移植治療が殆ど期待できない我が国におい

我が国オリジナルのシート工学を中心に骨格筋芽細胞
を利用するとの前提で目標の設定、開発スケジュール
等が緻密に計画され、資質あるプロジェクトリーダーの
もと日本を代表する医学系教室、研究施設へ研究者が
参加する産学官連携体制で着実な開発が行われた結

再生医療の具現化には医学的生物学的研究と工学的研究
の双方の発展が必要と思われる。工学的研究の面では、心
筋細胞シートの開発で従来の培養法に比較して進歩が見ら

細胞シートでは、動物実験で不全心筋に対する細胞シート移
植を達成し、治療の可能性が期待できる手法としての裏づけ
データはかなり蓄積され、臨床応用につながる一定の成果
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来るべき超高齢社会への対策として、従来の医療技術では
回復が期待できない失われた身体機能を人工的に代替・修
復する技術を研究開発、実用化するために、自家ヒト細胞の
樹立・培養技術を確立し、安全で安定的かつ恒常的な供給を
めざし、そのための基盤技術及び応用技術を確立するため
研究開発を行う。

能性もある。また、人手による汚染防止を担保でき、再生医療
の領域に波及効果が期待できる自動細胞培養システムや分子
誘導因子探索システムは世界最高の水準にある。さらに、心筋
細胞シートを使用した小動物実験で治療方法へ期待が持てる
前臨床データまで蓄積したなど、心筋細胞シート工学を医学へ
と連結させた点で評価でき、将来の心筋再生への基盤となるべ
き研究として大きな意義がある。ただ、国際的に見ても難題が
多数残されている心筋細胞シートの細胞ソースについて、骨格
筋芽細胞を利用することを前提に技術の開発、倫理性等の点
で一応の進展がなされているが、これを展開する各種細胞の
見通しまで至っていない。加えて、事業達成目標を心筋再生医
療の実施ととらえた時に、多くの細胞が心筋再生に試みられて
いる最近の世界状況で骨格筋芽細胞に不利な情報があり、研
究の当初段階に比べて、現時点ではこの細胞の優位性に疑問
点が残る。今後、心筋前駆細胞をヒト心筋から単離・増幅して、
心筋細胞シートを作成し、骨格筋芽細胞シートとの比較を行う
など細胞ソースの見極めに向けて本成果を更に発展させること
を期待する。

心筋シ 自動積層化装置や自動継代培養シ テ な
ど、工学的な技術発展に関しては大変優れた成果が得られ
ており、医療への応用が実現することを目指して、さらなる研
究、開発が継続されることが望まれる。一方、骨格筋芽細胞
については、現在、臨床応用に至っていないことや、欧米で
の否定的な臨床研究結果等から、現段階で正確な判断を下
し難い面が多い。今後、ヒト心筋由来の心筋前駆細胞との比
較や欧米の結果との比較を、データ追試も含めて実施し、効
果を検証する必要がある。なお、今後国際競争に勝抜くため
には積極的に倫理面も支援する社会制度の整備が望まれ
る。

疾患の分野で、移植治療が殆ど期待できない我が国におい
て「再生医療」は国民の期待が非常に高く、その実用化へ向
けて移植用心筋細胞を臨床現場へ安定的に供給することを
目的とする本技術開発の必要性は高いものの、企業が単独
で研究開発を行うにはリスクが大きいことから、ＮＥＤＯ事業と
して妥当である。一方、精巧な技術が必要なシート細胞調整
を自動的に遂行する機材の開発等の工学的な発展に寄与し
たが、臨床応用はなされず、骨格筋芽細胞の細胞ソースに関
する基盤として不確実な点が残っている。今後、最適な細胞
シーズの確立にむけての基礎的研究をさらに進める必要があ
る。

参加する産学官連携体制で着実な開発が行われた結
果、再生医療に対する工学的な発展に成果をあげてお
り、その点は優れたマネジメントであったと判断すること
ができる。ただ、途中で計画を見直し、心筋系に1 本化
して、より効率的に成果を上げる結果につながったと評
価できるが、一連の開発スケジュールの流れの中で、
ベースとなる細胞ソースが確立されないまま、培養技術
や培養装置の開発などの項目が別個に独り歩きしてい
る印象がある。臨床の教室で新しい治療を開発する姿
勢は評価できるが、大学内研究室レベルで、安全基準
をクリアした大規模施設を建設する事は難しく、企業と
の積極的な連携が必要と考える。また、シートの張り方
も、開胸手術で行う点で患者の負担が大きい一方、張
る部分が限られるなど、更なる工夫が望まれる。

筋細胞シ 開発 従来 培養法 比較し 進歩 見ら
れ、かつ、他臓器への応用の可能性もあること、また、細胞
培養システムや分子誘導因子探索システムは世界最高の
水準にあることなどから、得られた成果は十分なレベルにあ
ると評価する。一方、医学生物学的研究の面では、骨格筋
芽細胞シートを用いた動物実験で臨床応用につながる一定
の成果を上げたが、霊長類以外の実験であったことや、開胸
手術を用いた現治療は未だ市場が限られている上、ＥＳ細
胞から心筋細胞を選択する技術に改善が必要と思われるな
ど、心筋細胞の基盤技術創出の面で、あと一歩の進歩が必
要であり、更なる基盤研究の発展が望まれる。なお、成果の
情報発信に関しては、論文発表数は多く、特許申請も適切
に行われている。

デ タは なり蓄積され、臨床応用 な る 定 成果
が得られている。さらに、他臓器への応用事例があり、関連
分野への技術的波及効果も期待できる。細胞培養システム
や分化誘導因子探索システムは、実用化の出発点になりう
るシステム装置ができており完成度が高く、特に、自動化技
術は他の領域への発展にも繋がるものであり高く評価でき
る。一方、心筋再生医療という限られた患者数を対象にする
限りは、事業化は世界が認知する臨床成績がないと難しい
と思われる。臨床応用への道筋が示されなかった点は残念
であり、今後に期待をせざるを得ない。また、実用化に向け
ては、ニーズ・マーケット、治療コストや開発投資などの多く
のハードルについてより高精度な検討が必要であり、社会
的、経済的効果が出るには、まだ時間がかかると思われる。

参考資料 3 -6
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各研究開発プロジェクトの事後評価における評点

番号 プロジェクト名称 プロジェクト全体の評価点 個別テーマの評価点

臨床用遺伝子診断シ
ステム機器 プロジェクト全体の評価点

【縦軸の表現】

１．事業の位置付け・必要性

２．研究開発マネジメント

個別テーマの評価点

【縦軸の表現】

１．研究開発成果
1

研究開発

３．研究開発成果

４．実用化、事業化の見通し

【横軸の表現】

平均値 ０ ０ ～３ ０

１．研究開発成果

２．実用化、事業化の見通し

【横軸の表現】

平均値 ０ ０ ～３ ０

心疾患治療システム
機器の開発

平均値 ０．０ ～３．０ 平均値 ０．０ ～３．０

2

4

内視鏡等による低侵
襲高度手術支援シ

早期診断・短期回復のための高度診断・治療システムの開発：内視鏡等による低侵襲高度手術支援
システム

襲高度手術支援シス
テム

共焦点レーザ顕微鏡
による全染色体画像
解析
診断装置診断装置

医用化合物スクリーニ
ング支援システム

参考3 - 7
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番号 プロジェクト名称 プロジェクト全体の評価点 個別テーマの評価点

5

身体機能リハビリ支援

高齢者等社会参加支援のためのシステム開発（高齢者生活作業支援システム）

機
システム

高齢者生活作業支援
システムシステム

3と6 事後評価書　なし。国民の健康寿命延伸に資する医療機器・生活支援機器等の実用化開発

7 ウェルフェアテクノシステム研究開発事業／エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開発助成事業制度評価（事後評点なし

8

低侵襲超高度選択的

エネルギー使用合理化在宅福祉機器システム開発補助事業

健康寿命延伸に資する医療福祉機器開発のための基礎研究

低侵襲超高度選択的
／局所診断・治療一
元化システム

高次生体情報の画像
化による診断・治療シ化による診断 治療シ
ステム

参考3 - 8
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番号 プロジェクト名称 プロジェクト全体の評価点 個別テーマの評価点

微小電極利用遺伝子
情報計測システム

タンパク質発現・相互
作用解析技術開発作用解析技術開発

左図は中間評価結果。

2003年に、19.タンパク質相互作

用解析ナノバイオチッププロジェ

クトへ移行。

10

遺伝子多様性モデル遺伝子多様性モデル
解析技術開発

1111

参考3 - 9
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番号 プロジェクト名称 プロジェクト全体の評価点 個別テーマの評価点

糖鎖合成関連遺伝子
ライブラリー構築

12

13 事後評価書　なし。

タンパク質機能解析・
活用プロジェクト

バイオインフォマティクス知的基盤整備

9
と
14

糖鎖エンジニアリング
プロジェクト

15

参考3 - 10
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番号 プロジェクト名称 プロジェクト全体の評価点 個別テーマの評価点

バイオ・IT融合機器開
発プロジェクト

1616

先進ナノバイオデバイ
スプロジェクトスプ ジ クト

17

ナノ微粒子利用スク
リーニングプロジェクト

テーマ1 高機能・高性能微粒子の創製技術開発

18

テ 高機能 高性能微粒子 創製技術開発

テーマ2 高機能・高性能微粒子の利用技術開発

タンパク質相互作用解
析ナノバイオチッププ
ロジェクト

19

ナノカプセル型人工酸
素運搬体製造プロジェ
クト テーマ1：ナノカプセル型人工酸素運搬体の製造技術開発と安全性、有効性評価

テーマ2：虚血性疾患等に対する酸素供給による治療法の有効性評価
20

テ マ2：虚血性疾患等に対する酸素供給による治療法の有効性評価

参考3 - 11
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番号 プロジェクト名称 プロジェクト全体の評価点 個別テーマの評価点

微細加工技術利用細
胞組織製造プロジェク
ト

21

参考3 - 12




